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■ 省力化と自動化に容易に対応できる融雪技術 

雪国ではさまざまな克雪技術が実施されてきたが、人々の居住地域で問題となる

のは積雪処理であり人力に頼らざるを得ない除雪作業である。一方、過疎地域に住

む人々の加齢化のスピードは都市部のそれを大きく上回っており、人口減と高齢化

による二次災害の発生が大きな問題となってきており、降雪や積雪部を消融雪する

「融雪技術」の重要性はますます増している。 

融雪技術は、化学的あるいは熱的な手段により雪を溶解し融雪水として除去し、

対象面の再凍結を防止したりするものであり、一度設備化すれば長期にわたって施

工地域の積雪や凍結を安定して防止でき、雪国で暮らす人々に安全で快適な生活を

保障できるものとなる。融雪技術の利点は、省力化や自動化運転に容易に対応でき

るところにあるが、一方で設備化や運転・維持コストが高いという不利もある。コ

スト的課題は、低コスト熱源の活用や各種センサや気象情報とリンクさせた高精度

自動運転の実現により克服されつつある。 

快適な雪国居住性を求めて 

融雪技術 
 

エグゼクティブサマリー 

■ 技術開発の中心は無散水融雪技術と屋根融雪技術 

1991 年以降に出願され 2003 年 7 月までに公開された融雪技術関連出願

2,059 件の中で、出願件数の多い技術は熱媒体との熱交換により融雪する無散水融

雪技術と、個人家屋や施設の屋根に積もった雪を融雪する屋根融雪技術である。 

無散水融雪技術では、電力を熱変換し融雪に利用する電熱利用融雪技術が、出願

数 515 件と最も多い。電熱利用融雪技術の利点は、熱源（発熱部）と融雪部が近

接しているため設備をコンパクト化でき、加熱制御性に優れるという点であり、発

熱材料、発熱体ユニット化、現地施工法など様々な視点で多くの出願がなされてき

ている。 

一方、屋根融雪技術も、雪国に暮らす人々の長年のニーズに対応した技術として

出願数が 443 件と多い。出願の多くは、個人向け家屋の屋根を対象としており、

融雪効率の向上や施工運転コスト等の低減を技術開発課題としたものが多い。 

■ 増減を繰り返す参入企業と出願件数 

融雪技術は、1991～2001 年の間で出願件数が年間 130～250 件、参入企業（個

人含む）数が年間 123～193 社（人）の間で増減を繰り返している。96～98 年に

かけて、参入企業数が急増し、最高時 190 社（人）を超える企業などが出願を行っ

ていたが、最近は 140 社（人）強の水準で安定している。融雪技術には、全 2,059

件に対する全出願人数が 1,052 社（人）と多くの企業が参入していることが特徴で

あり、新規参入企業も毎年 100 社（人）前後を維持している。 
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参画企業が多く地域密着型の開発 

融雪技術 
 

エグゼクティブサマリー 

■ 要素技術で異なる課題分布 

融雪技術は、化学的融雪、直接散水融雪、無散水融雪、屋根融雪そして自動融雪シ

ステムと幅広い要素技術で構成される。化学的融雪技術では凍結防止や着雪氷防止が

主課題であるのに対して、無散水融雪の中の火炎利用融雪技術では融雪処理速度や融

雪効率、安全性確保が主課題である。また、自動融雪システム技術では検知・運転制

御精度の向上に出願が集中している。 

■ 電熱ヒータ・ユニットと屋根融雪器・ユニットと施工法の改良が主流 

電熱利用融雪技術では、電熱ヒータの改良に関する出願が最も多い。中でも、正の

電気抵抗－温度特性を有する PTC 発熱体や電磁誘導発熱体と、それらの応用である

架線融雪用 LC スパイラルロッドや、融雪マットのような発熱体ユニットや接合施工

法の改良に関するものに集中している。 

屋根融雪器・ユニットと施工法の改良分野では、濡れ性を制御した節水型散水ユニ

ット、ヒータ内蔵屋根材、屋根地へのヒータ組み込み時の均熱体や均熱層の配置法の

改良および屋内暖房排熱などの低コスト熱源の活用法に関する出願が多い。 

■ 自動融雪システム技術の高度化と活用 

自動融雪システム技術の出願件数は 177 件と多くはないが、各種融雪システムを

効率的に運転するために必須の基盤制御技術として重要な技術である。 

検知と運転制御精度の向上のために、降雪・積雪状態や路面凍結状態を精度良く検

知するセンサ開発と、それらの情報を取り込み、さらに地域気象予測情報を組み合わ

せた予知予熱運転やフィードフォワード運転制御にかかわる改良技術が継続的に出

願されてきている。 

■ 技術開発拠点は全国に散在―雪国地域や独自技術出願人が奮闘ー 

融雪技術の技術開発拠点は、大企業主体の東京や大阪およびその周辺地域だけでな

く、北は北海道から南は広島県まで全国に広く分布している。 

中でも豪雪あるいは特別豪雪地帯に指定されている北海道、秋田、岩手、山形、新

潟県などの融雪機器製造販売専業メーカーや住宅機器メーカー（北海道の加茂芳秋

氏、ヒルコ：新潟県の浅野金属工業や北越消雪機械工業、：山形県のアイジー技術研

究所など）が上位に顔を出しているとともに、融雪関連の独自技術や商品を有して全

国的に特徴ある活動を行っている企業（たとえば、岡山県の高橋敬氏、広島県の洲澤

昭己氏など）もある。 
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融雪技術要素別の出願件数分布 

 

融雪技術は、融雪・凍結防止剤、雪氷付着防止と融雪剤散布技術からなる化学的

融雪技術、融雪面に熱媒体である水等を噴射して融雪する直接散水融雪技術、熱媒

体との熱交換により融雪する無散水融雪技術、施設や個人家屋の屋根に積もった雪

を熱的に融雪する屋根融雪技術、および融雪基盤技術であり個々の融雪技術との組

み合わせで利用される自動融雪システム技術からなる。 

これらに関連して 1991 年以降の出願で 2003 年 7 月までに公開された特許・

実用新案 2,059 件中で、化学的融雪技術に関する出願は 240 件、直接散水融雪技

術 175 件、無散水融雪技術 1,052 件、屋根融雪技術 443 件、自動融雪システム

技術 149 件である。無散水融雪技術をさらに細分化すると、火炎利用融雪技術に関

する出願 169 件、電熱利用融雪技術 515 件、循環パイプ融雪技術 217 件、ヒー

トパイプ融雪技術 108 件、ヒートポンプ融雪技術 43 件となっている。 

融雪技術の特許分布 

融雪技術 
 

主要構成技術 

1991 年以降の出願で 2003 年７月までに公開された特許・実用新案 

 

 
化学的融雪技術 240 件 

直接散水融雪技術 175 件 

無散水融雪技術 （1,052 件） 

電熱利用融雪技術

515 件 

循環パイプ融雪

技術 

217 件 

ヒートパイプ 

融雪技術 108 件

ヒートポンプ融雪

技術 43 件 

屋根融雪技術 443 件 

火炎利用融雪技術

169 件 
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システム 
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1991～2001 年の出願件数は年間 140～243 件、参入企業（個人含む）は

124～193 社（人）で増減を繰り返している。96～98 年にかけて、参入企業数

が急増し、最高時 190 社（人）を超える企業などが出願を行っていたが、最近は

140 社（人）強の水準で安定している。融雪技術分野の特徴は、参入企業数の多

いのが特徴であり、全 2,059 件に対する全出願人数は 1,052 人であり、１出願人

あたり平均 1.96 件の出願件数となっている。 

新規参入企業は年間 100 社（人）前後を維持している。 

技術要素別では、無散水融雪技術に関する出願が主体を占める。 

増減を繰り返す参入企業と出願件数

融雪技術 
 

技術開発の動向 

融雪技術の出願人数と出願件数の推移 

融雪技術分野の新規出願人数の推移 融雪技術・技術要素別の出願件数の推移
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融雪技術に関する出願を課題の点からみると、融雪性能の向上の具体的課題であ

る融雪効率の向上に関する出願が最も多く、次が生産性の向上の具体的課題である

施工性の向上、次が経済性の向上の具体的課題である運転コストの低減に関する出

願が多い。 

課題と解決手段の組み合わせにおいては、融雪性能の向上の具体的課題である融

雪効率の向上に対して、屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良で対応してい

る出願が１５８件と最も多い。同様な課題を解決する手段として、埋設型散水／循

環融雪器本体の改良で対応している出願も多く、８２件である。さらに、施工性の

向上に対して、屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良、電熱ヒータの改良で

対応している出願がそれぞれも９３件、８３件と集中している。 

個別融雪設備の改良が主流 

融雪技術 
 

課題と解決手段 

融雪技術の課題と解決手段の分布 

1991 年以降に出願され 2003 年７月までに公開された特許・実用新案 

課　　題　　Ⅱ
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処
理
速
度
の
向
上

融
雪
効
率
の
向
上

熱
利
用
率
の
向
上

蓄
熱
性
能
の
向
上

着
雪
氷
防
止
性
能
の

向
上

製
造
・
組
立
効
率
の

改
善

施
工
性
の
向
上

製
造
・
組
立
・
施
工

コ
ス
ト
の
低
減

運
転
コ
ス
ト
の
低
減

維
持
管
理
コ
ス
ト
の

低
減

運
転
精
度
の
向
上

検
知
・
運
転
制
御

精
度
の
向
上

材
料
腐
食
性
改
善

環
境
汚
染
防
止

凍
結
防
止
性
能
の

改
善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪

防
止

設
備
的
対
応
に
よ
る

安
全
性
の
向
上

融雪システムの改良

埋設型散水／循環融雪器
本体の改良

電熱ヒータの改良

現地施工法の改良

融雪機の改良

屋根消雪用融雪器・
ユニットと施工法の改良

検知・予知精度の改良

ダイナミック運転制御
の改良

融雪剤、雪氷付着防止剤
の改良

融雪剤散布方法の改良

融雪剤混入舗装の改良

精度・確度の
向上

解
決
手
段
Ⅱ

融
雪
設
備
の
改
良

融
雪
制
御

技
術
の
改
良

化
学
処
理
法

の
改
良

18 16 25

12 82 54 35 55 46 58

55 70 13 12 81 77 16 46 33

36 12 51 15

85 27 57

12 158 13 93 33 59 11 11

44

52

53 30 17 56

1 61

994 4 3 2 1 2

43 2 6 73 6

9 1 19 3

451 2 1 4

8107 742 1 1 1

8104 2 5 2 1

1

10 104 1 4

1 2 3 1 1 1 1

1

101 1 1

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

1 0

1 1

1 2

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 11 12 13 14 15 16 1 7 18



 

vi 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  生産性の向上 経済性の向上 

  
製造・組立効率の

改善 
施工性の向上 

製造・組立・施工

コストの低減 
運転コストの低減 

維持管理 

コストの

低減 

  
製
造
・
組
立
工
程
の
簡

略
化 

製
造
・
組
立
能
率
の
向

上 ヒ
ー
タ
敷
設
工
事
の
改

善 ヒ
ー
タ
埋
設
舗
装 

工
事
の
改
善 

ユ
ニ
ッ
ト
化
に
よ
る
単

純
化
、
軽
量
化 

現
地
敷
設
舗
装
工
事
の

簡
略
化 

安
価
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の

利
用 

融
雪
熱
供
給
調
整 

機
能
の
向
上 

設
備
機
器
の
耐
久
性
・

寿
命
延
長 

無散水融雪ユニットの 

配置と施工法の改良 1  5 1 5  4 1 1 

ヒータ内蔵型屋根材 

の改良  3 21  6   1 2 

下地断熱処理法の改良   3       

均熱体／層の配置法 

の改良  1 44  7  2 2 3 

屋内暖房排熱利用法 

の改良 
  5  3  28 2 1 

太陽電池付屋根融雪 

方法の改良 
  3  9 1 3 2  

屋
根
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ
ト
と
施
工
法 

の
改
良 

屋根融雪器・ユニット 

と施工法の改良一般 
  4    1   

 

屋根融雪技術で、施工性の向上の具体的課題であるヒータ敷設工事の改善に対

して、均熱体／層の配置法の改良で対応している出願が 44 件と集中している。

その出願人は山形県の建築用材料の研究開発会社であるアイジー技術研究所から

11 件の出願と多く、あとは中小建設の出願人である。さらに運転コストの低減の

具体的課題である安価エネルギー源の利用に対して、屋内暖房排熱利用法の改良

で対応している出願も 28 件と集中している。この出願人は建設大手から個人ま

で多種の出願人である。 

屋根融雪技術の均熱体/層の配置法の改良は中小の出願人

融雪技術 
 

課題・解決手段対応の出願人 

1991 年以降

に 出 願 さ れ

2003 年７月

ま で に 公 開

さ れ た 特

許・実用新案 

屋根融雪に関する主要課題と解決手段の出願人分布 

施工性の向上 運転コストの低減 
課題 

ヒータ敷設工事の改善 安価エネルギー源の利用 

均
熱
体
／
層
の
配
置
法
の
改
良 

ｱｲｼﾞｰ技術研究所(11)、岡崎興産(2)、坂口 祥子(2)、

積水化学工業+北方住文化研究所(2)、ｱｵﾔｷﾞ、ｱｸｱ工販、

ｶﾛｯﾂｪﾘｱｼﾞｬﾊﾟﾝ+牧野 幸司、ﾀｲﾑｼｽﾃﾑ山形、ﾅﾙｯｸｽ、ﾆﾁ

ﾌ端子工業、糸川 俊郎、清川 晋、青柳 一男+林 吉彦、

沢田 幸由、竹中工務店、東新工務、睦ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ、

出光興産、丸藤ｼｰﾄﾊﾟｲﾙ、日本碍子、立山ｱﾙﾐﾆｳﾑ工業、

ｸﾎﾞﾀ、雪国科学、大和ﾊｳｽ工業、東京精鍛工所+日立金

属、住友軽金属工業、渡辺工業、ﾋﾙｺ+ﾋﾞﾆﾌﾚｰﾑ工業、

不二工業、筒中ｼｰﾄ防水、ﾀﾞﾝ ｼｽﾃｲﾑ 

 

44 件

ｱｲｼﾞｰ技術研究所、松下電工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２件

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ
ト
と
施
工
法
の
改
良 

屋
内
暖
房
排
熱
利
用
法
の 

改
良 

ﾘﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ北海道、大倉 義憲、ｸﾞﾘｰﾝｼｽﾃﾑ、森永 新

治+矢曳 康祐、小林 清 

５件

ﾘﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ北海道(2)、多谷 光宏(2)、大林組

(2)、ｵｰｴﾑ研究所+ｵｰｴﾑｿｰﾗｰ協会、ﾁｬﾝﾋﾟｵﾝ、岡部 

義雄+高橋 春世、鎌田 正義、佐藤 敏彦、佐藤 隆

雄、佐野 暁、桜井 俊幸、小坂板金工業、小林 誠

一、川上金属工業、福地建装、北日本技研、牧

野 幸司、有元 昭則、林 洋子、積水化学工業、

積水ﾊｳｽ、昭石化工、戸田建設、日高工業、荒川

施設工業 

28 件

解決手段 
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融雪技術の主要出願人と出願件数推移 
出願年 

No. 出願人名称 
91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 

計 

① フジクラ 14 13 13 10 6 6 3 4 2  1 72 

② 古河電気工業 2 6 6 8 7 4 3 4  1 2 43 

③ 松下電器産業   3     1 3 6 27 40 

④ クボタ   1  1  8 4 1 7 17 39 

⑤ 三菱電機 8 11 11 2   3     35 

⑥ アイジー技術研究所 4 4   12 2 2 1 2  6 33 

⑦ 東日本旅客鉄道 2 4 9 5 2 2  2 1 5  32 

⑧ 加茂 芳秋   9 7 2 2 6 3 1   30 

⑨ 日立電線 9 7 3 2  1 4 1  1 1 29 

⑩ 三洋電機 7 5 7   7 2     28 

⑪ 積水化学工業 3 2 6 3 1  3 2  1 2 23 

⑫-1 ﾎﾞｯｼｭ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ｼｽﾃﾑ    1 6 4 10 1    22 

⑫-2 高橋 敬   1 10 3 3 1 3 1   22 

⑭-1 ヒルコ       9 1 2 4 2 18 

⑭-2 住友電気工業 3 8 3 1 3       18 

⑯-1 サンデン 5      8 4    17 

⑯-2 浅野金属工業 4  3 4 4    1 1  17 

⑱-1 出光興産  1 1 2 3 2 2 1   4 16 

⑱-2 北越消雪機械工業 2 4 4 2 2 1   1   16 

⑳-1 ニチフ端子工業    9 6       15 

⑳-2 三菱電線工業 3 1   1  1   8 1 15 

⑳-3 洲澤 昭己  1  5 5    2 2  15 

 

累積出願件数上位 20 位（22 出願人）までの出願人と技術開発拠点を発明者の

住所／居所でみると、北海道が６拠点、秋田県が 2 拠点、岩手、宮城、山形県が各

1 拠点、新潟県が３拠点、群馬、茨城、千葉県が各２拠点、埼玉県が４拠点、東京

が８拠点、神奈川、愛知、岐阜、滋賀、和歌山県、京都府が各１拠点、大阪府が６

拠点、兵庫県が３拠点、岡山県１拠点、広島県１拠点と全国的に散在している。中

でも、降雪地域に開発の拠点が多いのが融雪技術の特徴である。 

技術開発拠点は全国に散在 

融雪技術 
 

技術開発の拠点の分布 

技術開発 

拠点地図 

 ①⑧⑫-1⑭-1⑱-1⑳-2 
①⑦

⑥

⑦⑯-2⑱-2

⑤⑯-1 

⑨⑪ 

⑦⑪⑫-1⑳-2 

①②④⑤⑦⑪⑱-1⑳-2 

④⑤⑳-2

④ ⑨ 

⑤ 

⑦ 

⑦ 

③④⑩⑪⑭-2⑳-1

⑫-2

⑳-3

⑳-2 

⑪

⑪

①⑱-1
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出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

 

フジクラは 1991 年以

降、72 件を出願してお

りうち 30 件が登録され

ている。フジクラの出願

は 1991 年をピークに減

少しており、2000 年以

降は 1 件の出願である。 

融雪効率や熱利用率

の向上、運転ｺｽﾄや維持

管理ｺｽﾄの低減のための

循環融雪器本体中でもﾋ

ｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの改良に関する

出願 59 件が主体を占め

る。 

そのうち、36 件が熱源

からの高効率採熱方法

の改良に関する出願で

ある。残りは架線融雪用

LC ｽﾊﾟｲﾗﾙﾛｯﾄﾞや雪氷付

着防止ﾃｰﾌﾟに関する出

願である。 

 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決
手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

熱
利
用
率
の
向
上 

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器 

本
体
の
改
良 

実用新案2562484 

91.05.28 

E01C11/26 

[ 被引用1回 ] 

地熱を利用した融雪システム 

地中高温熱源と蓄熱部との間に採熱用ﾙｰﾌﾟ

型ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟを配置し、また蓄熱部と路面の直

下との間にﾙｰﾌﾟ型ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟなどからなる放

熱装置を設け、その放熱装置には熱輸送の実

行および停止を制御する開閉弁を設けるこ

とにより、小型化および低ｺｽﾄ化を図る。 

ヒ
ー
ト
パ
イ
プ
融
雪 

維
持
管
理
コ
ス
ト
の
低
減 

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪

器
本
体
の
改
良 

実用新案2591303 

93.12.28 

E01C11/26 

橋梁部用ヒートパイプ式融雪装置 

熱供給手段を橋梁部の下面側に

配設し、路面直下に凝縮部を埋設

したﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの蒸発部を橋梁部

の下面側へ延出させるとともに

この橋 

梁部の下面側に配設された熱供

給手段と係合するように配設す

ることにより、装置の保守点検を

容易とする。 
 

株式会社 フジクラ 

融雪技術 
 

主要企業 

課　　題　　Ⅱ

融雪性能の向上 生産性の向上 経済性の向上 環境保全 安全性の確保

処
理
速
度
の
向
上

融
雪
効
率
の
向
上

熱
利
用
率
の
向
上

蓄
熱
性
能
の
向
上

着
雪
氷
防
止
性
能
の

向
上

製
造
・
組
立
効
率
の

改
善

施
工
性
の
向
上

製
造
・
組
立
・
施
工

コ
ス
ト
の
低
減

運
転
コ
ス
ト
の
低
減

維
持
管
理
コ
ス
ト
の

低
減

運
転
精
度
の
向
上

検
知
・
運
転
制
御

精
度
の
向
上

材
料
腐
食
性
改
善

環
境
汚
染
防
止

凍
結
防
止
性
能
の

改
善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪

防
止

設
備
的
対
応
に
よ
る

安
全
性
の
向
上

融雪システムの改良

埋設型散水／循環融雪器
本体の改良

電熱ヒータの改良

現地施工法の改良

融雪機の改良

屋根消雪用融雪器・
ユニットと施工法の改良

検知・予知精度の改良

ダイナミック運転制御
の改良

融雪剤、雪氷付着防止剤
の改良

融雪剤散布方法の改良

融雪剤混入舗装の改良

精度・確度の
向上

解
決
手
段
Ⅱ

融
雪
設
備
の
改
良

融
雪
制
御

技
術
の
改
良

化
学
処
理
法

の
改
良

2 10 13 4 6 9 7

4 2

1 1 1

1 13

1

11

1

1

2

0
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8
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12

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 1 7 18
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出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

 
古 河 電 気 工 業 は

1991 年以降、43 件を出
願しており、うち７件
が登録されている。 

出願件数は漸減傾向
にあり、99 年以降は殆
ど出願されていない。

電熱ヒータの改良に
関する出願が 24 件を
占め、うち 19 件が架線
融雪用 LC ｽﾊﾟｲﾗﾙﾛｯﾄﾞ
に関する出願である。
また、架線への着雪氷
防止性能向上のための
撥水性ﾃｰﾌﾟの改良に関
する出願が６件出願さ
れている。 

道路融雪用として、
路面水分検知ｾﾝｻと融
雪運転制御の改良に関
する出願が８件を占め
ている。 

 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解
決
手
段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

融
雪
性
能
の
向
上 

電
熱
ヒ
ー
タ
の
改
良 

特許 3063023 

95.02.28 

H01B5/08 

融雪電線 

架空電線の外周に磁性線が螺旋状に巻付

けられた融雪電線である。磁性線が、100Oe

の磁界下で磁歪が正のとき引張応力が残

留し、10Oe の磁界下で磁歪が負のとき圧

縮応力が残留するように巻付けられてい

る。これにより、低潮流時における磁性線

の発熱量が大きくすることができ巻付量

が低減され融雪電線が軽量となり架線費

用が節減される。磁性線の表面に Al や Zn

等を被覆することにより電食が防止でき

る。 

電
熱
利
用
融
雪 

着
雪
氷
防
止
性
能 

の
向
上 

電
熱
ヒ
ー
タ
の
改
良 

特許3307469 

93.06.30 

H02G7/16 

架空送電線の融雪装置 

送電線に巻付ける融雪線の低ｷｭｰﾘｰ点磁性線

材に設けたｱﾙﾐ、亜鉛等の1次防食被覆層上

に、弗素樹脂、ｼﾘｺﾝ樹脂等の高耐熱性、高撥

水性樹脂の2次防食被覆層を設置。 

 

古河電気工業株式会社 

融雪技術 
 

主要企業 

課　　題　　Ⅱ

融雪性能の向上 生産性の向上 経済性の向上 環境保全 安全性の確保

処
理
速
度
の
向
上

融
雪
効
率
の
向
上

熱
利
用
率
の
向
上

蓄
熱
性
能
の
向
上

着
雪
氷
防
止
性
能
の

向
上

製
造
・
組
立
効
率
の

改
善

施
工
性
の
向
上

製
造
・
組
立
・
施
工

コ
ス
ト
の
低
減

運
転
コ
ス
ト
の
低
減

維
持
管
理
コ
ス
ト
の

低
減

運
転
精
度
の
向
上

検
知
・
運
転
制
御

精
度
の
向
上

材
料
腐
食
性
改
善

環
境
汚
染
防
止

凍
結
防
止
性
能
の

改
善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪

防
止

設
備
的
対
応
に
よ
る

安
全
性
の
向
上

融雪システムの改良

埋設型散水／循環融雪器
本体の改良

電熱ヒータの改良

現地施工法の改良

融雪機の改良

屋根消雪用融雪器・
ユニットと施工法の改良

検知・予知精度の改良

ダイナミック運転制御
の改良

融雪剤、雪氷付着防止剤
の改良

融雪剤散布方法の改良

融雪剤混入舗装の改良

精度・確度の
向上

解
決
手
段
Ⅱ

融
雪
設
備
の
改
良

融
雪
制
御

技
術
の
改
良

化
学
処
理
法

の
改
良

13 2 3 2
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1111
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1

1 11
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出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

 
松下電器産業は 1991

年以降、40 件を出願し、
うち 1 件が登録されて
いる。松下電器の出願は
1998 年 以 降 に 増 加 し
2001 年には 28 件の集中
出願がなされている。 

融雪効率と維持管理ｺ
ｽﾄ低減に対応する電熱ﾋ
ｰﾀの改良に関する出願
が主体であり、その運転
制御精度向上に対応す
る制御法の改良特許も
出願されている。松下電
器の電熱ﾋｰﾀは電磁誘導
方式であり加熱制御性
とｴﾈﾙｷﾞｰ効率に優れた
ものであり、降雪や積雪
ｾﾝｻとの組み合わせ利用
もしやすい方式といえ
る。ﾋｰﾀはﾊﾟﾈﾙやﾏｯﾄ状に
組立てられ、家屋ｱﾌﾟﾛｰ
ﾁ部などさまざまな用途
に利用されている。 

 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解
決
手
段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

電
熱
利
用
融
雪 

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全

性
の
向
上 

電
熱
ヒ
ー
タ
の
改
良 

特許 3368615 

93.04.21 

H05B3/10 

加熱装置 

有機系の正抵抗温度係数抵抗体 6 と負の抵抗

温度特性を有する負特性抵抗体 7 とを電気的

に直列に接続し、この両抵抗体を熱的に結合

されるようにして発熱装置を構成して、通電

開始時の突入電流を抑制し安全で十分な出力

を有する加熱装置を構成する。 

自
動
融
雪
シ
ス
テ
ム 

運
転
精
度
の
向
上 

ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
運
転
制
御
の
改
良 

特開 2003-138513 

(審査請求中) 

01.10.30 

E01C11/26 

融雪装置 

融雪用の面状発熱体 1 と、面状発熱体 1 の表面

温度を検知するための温度ｾﾝｻ 9 と、温度ｾﾝｻ 9

が検知する検知温度に基づき面状発熱体 1 の表

面温度を融雪に適した温度に制御する加熱制御

手段 16 と、融雪動作開始時刻及び停止時刻を入

力する動作時刻設定手段 10 と、現在時刻を計時

する計時手段 11 と、動作時刻設定手段 10 によ

って設定された融雪開始時刻及び停止時刻と現

在時刻を比較する演算手段 12 とからなり、加熱

制御手段 16 による融雪動作を、設定された開始

時刻に開始し、停止時刻に停止させることがで

きる。 

 

松下電器産業株式会社 

融雪技術 
 

主要企業 

課　　題　　Ⅱ

融雪性能の向上 生産性の向上 経済性の向上 環境保全 安全性の確保

処
理
速
度
の
向
上

融
雪
効
率
の
向
上

熱
利
用
率
の
向
上

蓄
熱
性
能
の
向
上

着
雪
氷
防
止
性
能
の

向
上

製
造
・
組
立
効
率
の

改
善

施
工
性
の
向
上

製
造
・
組
立
・
施
工

コ
ス
ト
の
低
減

運
転
コ
ス
ト
の
低
減

維
持
管
理
コ
ス
ト
の

低
減

運
転
精
度
の
向
上

検
知
・
運
転
制
御

精
度
の
向
上

材
料
腐
食
性
改
善

環
境
汚
染
防
止

凍
結
防
止
性
能
の

改
善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪

防
止

設
備
的
対
応
に
よ
る

安
全
性
の
向
上

融雪システムの改良

埋設型散水／循環融雪器
本体の改良

電熱ヒータの改良

現地施工法の改良

融雪機の改良

屋根消雪用融雪器・
ユニットと施工法の改良

検知・予知精度の改良

ダイナミック運転制御
の改良

融雪剤、雪氷付着防止剤
の改良

融雪剤散布方法の改良

融雪剤混入舗装の改良

精度・確度の
向上

解
決
手
段
Ⅱ

融
雪
設
備
の
改
良

融
雪
制
御

技
術
の
改
良

化
学
処
理
法

の
改
良

6 4 4 3 7 2
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1
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1
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出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

 

クボタは 1991 年以降、39

件を出願しており、うち１件

が登録されている。クボタの

出願には 1996-98 年と 2000

年以降の 2つの出願ﾋﾟｰｸがみ

られる。熱利用率の向上や運

転コストの低減のための融

雪全体ｼｽﾃﾑの改良および埋

設型循環融雪器の改良に関

する出願が主体であり、循環

ﾊﾟｲﾌﾟ利用融雪ｼｽﾃﾑとﾋｰﾄﾎﾟﾝ

ﾌﾟ利用融雪ｼｽﾃﾑあるいはそ

れらを組合わせた複合融雪ｼ

ｽﾃﾑに関するものが主体であ

る。クボタは、下水排熱や地

熱等の安価熱源を活用した

ﾀﾞﾌﾞﾙＵﾁｭｰﾌﾞ式地中熱交換ｼ

ｽﾃﾑや地下水ｶｽｹｰﾄﾞ利用型ﾋｰ

ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ融雪ｼｽﾃﾑなどを開発

してきている。 

 

 
 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解
決
手
段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

循
環
パ
イ
プ
融
雪 

熱
利
用
率
の
向
上 

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器

本
体
の
改
良 

特開平 11-256540 

(審査請求中) 

98.03.11 

E01H5/10 

下水管路を利用した路面の凍結防止、融雪法 

【課題】低ｺｽﾄで効率の良い路面の凍結防止、融雪を

実施することを課題とする。【解決手段】路面 1 に沿

って埋設された下水圧送管路 2 の外面に前記路面直

下に至る放熱ﾌｨﾝ 3 を一体に設け、該放熱ﾌｨﾝ 3 を介

して下水の持つ残熱を路面直下に伝熱する。 

ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
融
雪 

運
転
コ
ス
ト
の
低
減 

ト
ー
タ
ル
シ
ス
テ
ム
の
改
良 

特許 3464601 

97.10.20 

E01C11/26 

ヒートポンプ利用の蓄熱式融雪設備 

融雪用放熱管と、流動熱媒水を高温冷媒との熱交換により昇温させる

凝縮器を有するﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟと、上記熱媒水の熱を回収し蓄熱する蓄熱槽

と、ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ凝縮器での熱交換により昇温された熱媒水を蓄熱槽間で

強制循環させる蓄熱運転状態と

融雪用放熱管間で強制循環させ

る融雪運転状態とに切換可能な

弁装置を有する熱媒水強制循環

路と、蓄熱運転状態の熱媒水強制

循環路と融雪運転状態の熱媒水

強制循環路との合流部に配置さ

れた温調用混合三方弁とを備え

ているﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ利用の蓄熱式融

雪設備。  

株式会社 クボタ 

融雪技術 
 

主要企業 

課　　題　　Ⅱ

融雪性能の向上 生産性の向上 経済性の向上 環境保全 安全性の確保

処
理
速
度
の
向
上

融
雪
効
率
の
向
上

熱
利
用
率
の
向
上

蓄
熱
性
能
の
向
上

着
雪
氷
防
止
性
能
の

向
上

製
造
・
組
立
効
率
の

改
善

施
工
性
の
向
上

製
造
・
組
立
・
施
工

コ
ス
ト
の
低
減

運
転
コ
ス
ト
の
低
減

維
持
管
理
コ
ス
ト
の

低
減

運
転
精
度
の
向
上

検
知
・
運
転
制
御

精
度
の
向
上

材
料
腐
食
性
改
善

環
境
汚
染
防
止

凍
結
防
止
性
能
の

改
善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪

防
止

設
備
的
対
応
に
よ
る

安
全
性
の
向
上

融雪システムの改良

埋設型散水／循環融雪器
本体の改良

電熱ヒータの改良

現地施工法の改良

融雪機の改良

屋根消雪用融雪器・
ユニットと施工法の改良

検知・予知精度の改良

ダイナミック運転制御
の改良

融雪剤、雪氷付着防止剤
の改良

融雪剤散布方法の改良

融雪剤混入舗装の改良

精度・確度の
向上

解
決
手
段
Ⅱ

融
雪
設
備
の
改
良

融
雪
制
御

技
術
の
改
良

化
学
処
理
法

の
改
良
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出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

 
三菱電機は 1991 年

以降、35 件を出願し、

うち８件が登録されて

いる。 

三菱電機は 1991-94

年に出願数を伸ばした

が、その後はほとんど

出願していない。 

出願活性期の出願主

体は融雪性能向上のた

めの高効率ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの

改良と東日本旅客鉄道

と共願している軌道融

雪用電熱温風ﾋｰﾀに関

する出願である。 
 
 
 
 
 

 

 

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解
決
手
段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 
概要 

特許 2822823 

92.12.25 

E04H9/16 

融解処理装置 

例えば寒冷地における屋根、道路、あるいは鉄道の軌道横に設けられ

た貯雪溝などに設置され内部に作動流体 5 が貯留される蒸発ﾍｯﾀﾞ 4 を

設ける。内部に温水が通水される

温水管を蒸発ﾍｯﾀﾞ 4 の長手方向

に貫通して蒸発ﾍｯﾀﾞ 4 内の作動

流体中に浸漬させる。中空体から

なり蒸発ヘッダの長手方向に沿

って複数配設された凝縮体 7 を

蒸発ﾍｯﾀﾞ 4 より上方に位置に配

設する。蒸発ﾍｯﾀﾞ 4 と各凝縮体 7

とを連通する連通管とを設ける。 

ヒ
ー
ト
パ
イ
プ
融
雪 

融
雪
性
能
の
向
上 

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器
本
体
の
改
良 

特許 2777309 

92.05.08 

E01B7/24 

東日本旅客 

鉄道(株) 

軌道分岐部の融雪並びに凍結防止装置 

床板 3 の両側部に内部に作動流体が封入される第 1，第 2 の蒸発ﾍｯﾀﾞ

7，9 を配設する。各蒸発ﾍｯﾀﾞ内に収納管を介して作動流体を加熱する

加熱手段 13，14 を設ける。床板に、各一方側が各蒸発ﾍｯﾀﾞ内と連通

し、各他方側が相対する側の蒸発ﾍｯﾀﾞ近傍に延在する中空室 15，16

を形成する。第 1 の中空室

15 の他方側と第 2 の蒸発ﾍｯ

ﾀﾞ 9内とを連通する第 1の連

通孔 17 を設ける。第 2 の中

空室 16 の他方側と第１の蒸

発ﾍｯﾀﾞ 7 内とを連通する第 2

の連通孔 18 を設ける。  

三菱電機株式会社 

融雪技術 
 

主要企業 

課　　題　　Ⅱ

融雪性能の向上 生産性の向上 経済性の向上 環境保全 安全性の確保

処
理
速
度
の
向
上

融
雪
効
率
の
向
上

熱
利
用
率
の
向
上

蓄
熱
性
能
の
向
上

着
雪
氷
防
止
性
能
の

向
上

製
造
・
組
立
効
率
の

改
善

施
工
性
の
向
上

製
造
・
組
立
・
施
工

コ
ス
ト
の
低
減

運
転
コ
ス
ト
の
低
減

維
持
管
理
コ
ス
ト
の

低
減

運
転
精
度
の
向
上

検
知
・
運
転
制
御

精
度
の
向
上

材
料
腐
食
性
改
善

環
境
汚
染
防
止

凍
結
防
止
性
能
の

改
善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪

防
止

設
備
的
対
応
に
よ
る

安
全
性
の
向
上

融雪システムの改良

埋設型散水／循環融雪器
本体の改良

電熱ヒータの改良

現地施工法の改良

融雪機の改良

屋根消雪用融雪器・
ユニットと施工法の改良

検知・予知精度の改良

ダイナミック運転制御
の改良

融雪剤、雪氷付着防止剤
の改良

融雪剤散布方法の改良

融雪剤混入舗装の改良

精度・確度の
向上

解
決
手
段
Ⅱ

融
雪
設
備
の
改
良

融
雪
制
御

技
術
の
改
良

化
学
処
理
法

の
改
良
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1.1.1 融雪技術とは 

融雪技術とは、化学的あるいは熱的手段により降雪や積雪、さらには除雪集雪後の大

量の雪塊を融解し、融雪水として排水除去するとともに、路面などの再凍結を防止する技

術である。 

雪氷現象には、降雪、吹雪、積雪、着雪、積雪の沈降、雪崩、凍結・凍上等があり、

交通、視線障害や屋根雪、電線着雪、標識着雪などによる落雪事故や鉄塔折損倒壊などの

人的物的損害や道路路盤破壊などさまざまな障害を引き起こす。そのため、従来より各種

の防止対策がとられてきており、市街地を主体とする地域的防雪対策から、道路・鉄道・

架線などのライン防雪対策、発電所等のポイント防雪対策に至るまで、さまざまな防止施

設が開発・施工されてきている。 

我が国では、1956年の「積雪寒冷特別地域における道路交通の確保に関する特別措置

法」（寒冷法）や1962年の「豪雪地帯対策特別措置法」（豪雪法）が施行されて以来、

ハード、ソフト両面での防雪対策技術の開発が進み、各種防雪対策設備が設置されてきて

いる。寒冷法や豪雪法はその後も順次改正され、特に、豪雪法の1992年の改正では、新た

に克雪住宅の普及等への配慮（第13条の２～４）の条文が追加された。さらに、近年の環

境、未利用エネルギー利用、情報処理技術の急速な進歩と相まって、防雪技術の更なる省

エネルギー化や高度化・高精度化、自動化のための技術改善が進むとともに、その適用範

囲も従来の公共施設主体から個人家屋やその周辺地への適用と拡がりをみせてきている。 

表1.1.1に、我が国で設置されてきた防雪対策施設の代表例をまとめたが、気象、雪質

およびその変化、マクロ的及び局地的な地形により、取られる対策も千差万別である。こ

れら防雪対策の中で、「融雪技術」は雪崩防止や除雪技術と並ぶ基幹技術であり、特に、

豪雪地帯住民の居住地域での主要防雪技術として重要な地位を占めている。 

 

 

１．技術の概要 
 

融雪技術に関する出願2,059件に対する出願人数は

1,052社（人）であり、新規参入企業も年間100人前後を

維持しており、様々な業種や規模の企業（個人を含む）

が多く参入している。融雪技術の中では、水を使用せず

熱などで融雪する無散水融雪技術が中心技術である。 

 

特許流通 

支援チャート

1.1 融雪技術 
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表1.1.1 雪氷現象、障害と防雪対策技術の代表例と融雪技術の位置付け 

雪氷現象 障害、対象、基本策 対策 具体例 

吹き溜まり 防雪柵 吹止柵、吹払柵、防雪切土道路、防雪

林、ｽﾉｰｼｪﾙﾀｰ、防風柵等 

降 雪 、 吹

雪、 

地吹雪 視線障害 視線誘導施設 反射・自発光式ﾃﾞﾘﾆｴｰﾀ、ｽﾉｰﾎﾟｰﾙ 

予防 雪崩発生予防工 雪崩防止林、予防柵、吊柵、ｽﾉｰﾈｯﾄ等 

雪崩減勢工 減勢杭、減勢柵等 

雪崩誘導工 誘導擁壁、誘導柵、誘導溝、雪崩割 

雪崩 

防護 

雪崩防護・阻止工 ｽﾉｰｼｪｯﾄﾞ、防護柵、ｽﾉｰｷｰﾊﾟｰ等 

除雪機械 各種除雪機械、除雪車両 除雪 

流雪 流雪溝 

散水消融雪 消雪ﾊﾟｲﾌﾟ、滲出ﾊﾟｲﾌﾟ、流水ﾊﾟｲﾌﾟ 

積雪、降雪 

消融雪 

無散水消融雪 加熱消融雪(電熱、循環ﾊﾟｲﾌﾟ、ﾋｰﾄﾊﾟｲ

ﾌﾟ、ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ、赤外線照射等)、消融雪

溝、大型～小型融雪槽 

薬剤の散布、滲出 固形、溶液状融雪剤の散布と路面滲

出、ｺｰﾃｨﾝｸﾞ処理等 

凍結防止、融解処理 

加熱 蓄熱加熱、直接加熱 

凍結、凍上 

凍結・凍上抑制 凍結抑制舗装 化学的凍結防止舗装、弾性舗装、粗面

舗装等 

標識、信号 加熱融雪 直接加熱、薬剤被膜 

物理的手段 撥水性材料、融雪ﾘﾝｸﾞ等 

着雪、冠雪 

架線 

熱的手段 誘導加熱等 

 

 

1.1.2 本書で扱う技術範囲と技術要素 

雪処理という視点でその全体像と「融雪技術」との関連をさらに詳しく、図1.1.2で説

明する。 

雪処理は、大きくはその場処理、集雪・移動処理、二次処理に分けられ、降雪（通常

あるいは豪雪時等）状態によってさまざまな手段が組み合わされ行われている。その場処

理としては、降雪や結氷状況を感知して積雪自体を防止する消雪技術とともに、積雪部を

各種熱源を用いて時間をかけて融雪処理する積雪融解技術がある。その場処理は、積雪防

止対象エリア全体に対して対策を施す必要があるため、費用対効果を考慮して国道や地方

道のような公共道路や住民生活が集中する市街路（車歩道）、公共施設や住居とその周辺

域に限定的に採用されている。一方、二次処理は古くから雪国で利用されている方法であ

るが、特に、市街地域では屋根の雪降ろしや除雪により集雪された大量の集積雪の移送や

河川等への投棄による交通環境被害が深刻化しており、近年は、集雪された雪を各種低コ

スト熱源を用い効率的に融雪するための集雪融解技術も行われるようになってきている。 

本書で扱う「融雪技術」は、図1.1.2の雪処理の中で融雪に関する技術を対象とする。

すなわち、①融雪剤と散布法、②着雪防止技術の中で化学的手段、例えば撥水性制御など

により雪氷付着を防止する技術、③その場処理で使用される各種熱源を用いた熱融解技術

（直接散水融雪と非散水融雪技術に分類される）、④二次処理で使用される熱融解技術

（直接散水融雪と非散水融雪技術に分類される）、⑤降雪や凍結状態をモニタリングする

とともに、それらの検知情報を利用して消融雪装置を効率的に運転する自動融雪システム、 
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図1.1.2 雪処理の全体像と「融雪技術」との関連 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥集雪・移動処理工程の流雪枡・溝（側溝）で融雪機能を付設利用するものを対象技術と

して取り上げる。 

したがって、なお、単なる人力除雪や機械式除雪、流水など機械的移送技術、機械的

あるいは流体力学的手段による着雪防止（例えば、ワイパや電線ケーブル着雪防止リング

など）技術は対象外とする（図1.1.2中の×項目）。 

これら「融雪技術」は、道路、鉄道軌道、家屋、大型建造物、農耕地・公園、電線

ケーブル、空港、船舶、車両、航空機、集雪二次処理施設等多岐にわたっているため、用

途にも考慮して技術要素を体系化する。以上を踏まえて融雪技術を整理し、表1.1.2に融

雪技術の技術要素をまとめた。 

 

表1.1.2 融雪技術の技術要素 

技 術 要 素 
 Ⅰ Ⅱ 

融雪・凍結防止剤 
雪氷付着防止技術 

化学的融雪技術 

融雪剤散布技術 
直接散水融雪技術 直接散水融雪技術 

火炎利用融雪技術 
電熱利用融雪技術 
循環パイプ融雪技術 
ヒートパイプ融雪技術 

無散水融雪技術 

ヒートポンプ融雪技術 
屋根構造技術 屋根融雪技術 
ヒータ設置と施工技術 
降雪・積雪・凍結検知技術 

融雪技術 

自動融雪システム技術 
自動融雪装置・運転制御技術 

×流体力学的手段（空力利用） 

×機械的手段（ワイパー等） 

○化学的手段(撥水性制御など)に 

よる雪氷付着防止 
○融雪剤と散布法

○直接散水融雪

○無散水融雪 

・消雪技術 

・防雪技術 
×防雪棚 

×雪崩等防止装置

・積雪融解技術 

・除雪技術 

・移送集雪技術 

×人力除雪 

×機械式除雪 

○直接散水融雪

○無散水融雪 

・集雪融解技術 

集雪・移動処理 

その場処理 

○

自

動

融

雪

シ

ス

テ

ム

 

着雪防止技術 

○熱融解技術 

流雪枡・溝（側溝） 
×流水等機械的 

移送

○ 融雪機能付 

流雪枡・溝

 

 

融 

 

雪 

 

技 

 

術 

二次処理 

○熱融解技術 
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1.1.3 融雪技術の概要  

(1) 化学的融雪技術 

化学的融雪技術は、融雪・凍結防止剤および融雪剤散布技術と雪氷付着防止技術に分

けられる。 

融雪・凍結防止剤および融雪剤散布技術は、無機塩類や尿素などの薬剤が有する水溶

液の氷点降下現象を利用して、散布面の融雪を促進し再凍結を防止する技術である。氷点

降下性能は薬剤種により異なるが、融雪剤として古くから使用されている塩化カルシウム

では30％水溶液で－50℃まで氷点が降下するといわれており、散布面の薬剤濃度を適正溶

液濃度にすることにより、特に降雪前や降雪初期に使用することにより有効な手段となる。 

固体融雪剤は成分系によっては潮化しやすいものもあるため、散布直前に破砕粒度調

整を行ったり、液状化処理して液体の状態で散布して融雪性能を向上させることも行われ

ている。図1.1.3-1に液状融雪剤の散布装置に関する実施例を示したが、除雪時に融雪剤

散布を併せて行うことで除雪道路面をざらざら状態にしてスリップ事故を防止している。 

 

図1.1.3-1 液状融雪剤散布装置の実施例 

（特許2831194：三菱重工業、国土交通省東北地方建設局長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 熱融解技術 

熱融解技術に求められるのは、融雪処理能力や融雪効率に優れ、設備・運転・維持な

どのコストの安い融雪システムである。融雪に必要な熱は、各種熱源からの採熱・集熱、

熱媒体による熱輸送、放熱工程を経て融雪面に伝えられる。融雪に利用される熱源として

は、地下水、温泉熱、河川水や湖水などが有する自然水熱や、大気熱、太陽光熱、地中熱

などの自然熱源、電力、石油、ガス、コジェネ排熱などの化石エネルギー源、下水熱、暖

房排熱などの都市排熱や温泉排熱などのローカルエネルギー源があるが、それぞれエネル

ギー密度やエネルギー単価で得失があり一義的には決められず、採熱立地や総合コストな

どを勘案して最適融雪システムが選択されているのが実情である。 

これら熱源より直接的（自然水そのもの）あるいは熱源と熱媒体間の熱交換により採

取されたエネルギーは、熱媒体により輸送され放熱部を介して融雪部に伝達される。熱媒

体による蓄熱形式としては、自然水や加熱温水、不凍液のように顕熱として蓄熱され輸送

されるもの、ヒートパイプのように気化潜熱を利用した無動力循環利用されるものがあり、

さらに熱輸送工程の前段階にヒートポンプなどの集熱システムを組み込んだものもある。

なお、電力、石油やガスは、放熱部近傍で電熱ヒータや空気燃焼バーナにより直接熱エネ
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ルギーに変換放熱されて融雪面に伝達される。 

熱エネルギーの放熱による融雪時の熱伝達形式により、水を主体とした熱媒体と雪氷

粒子が直接接触して熱交換する「直接散水融雪技術」と、熱媒体と融雪面とが直接接触せ

ずに伝熱部材を介して放熱される「無散水融雪技術」に分けられる。 

以上述べたように、熱交換融雪技術は様々な技術要素の組み合わせからなる熱伝達・

輸送システムであり多様な技術要素への展開が考えられるが、ここでは、放熱から融雪工

程の違いに主眼を置いて要素技術を直接散水融雪技術と無散水融雪技術の２つに分類する

こととする。 

 

a. 直接散水融雪技術 

直接散水融雪技術は、地下水や河川水、加温水等が有する顕熱を直接雪氷粒子に伝達

して消融雪する技術である。バーナ燃焼ガスや電熱温風などを直接融雪部に吹き付ける方

式もあるが、出願件数は少なくそれらも直接散水融雪技術に包含して解析することとする。

直接散水融雪技術には、散水パイプ方式（ノズル散水、一斉散水、節水型散水等）、滲出

パイプ方式（スリット、フラット型）、路面流水方式がある。 

 

図1.1.3-2に、レールポイント部の温水噴射式融雪装置の一実施例を示す。複数ノズル

で温水の噴射範囲を変え、かつ各ノズルをそれぞれ駆動制御することにより効率的かつ確

実に雪塊を排除し、遠隔操作でポイントを正常に保ち列車の遅延などの改善化を図ってい

る。 

図1.1.3-2 直接散水融雪技術の実施例 

（特許3254264：東日本旅客鉄道） 

 

 

b. 無散水融雪技術 

熱媒体循環系放熱部もしくは電熱発熱体やバーナ燃焼ガスから放熱された熱エネル

ギーを、融雪部に良伝導材を介して熱伝達し間接的に融雪する方式である。本方式で重要

なことは、例えば路面のような融雪面にいかに均一かつ制御性良く熱を供給し、迅速に溶

け残りなく融雪できるかどうかである。 

熱媒体循環系を利用した無散水融雪技術には、熱媒体の顕熱を利用する循環パイプ利

用融雪技術、熱媒体の気化潜熱を利用し無動力で稼動できるヒートパイプ利用融雪技術、

およびこれらをヒートポンプなどの集熱システムや蓄熱システムと組み合わせたヒートポ

ンプ利用融雪技術がある。この他に、無散水融雪技術には電熱発熱体を利用した電熱利用
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融雪技術とバーナ燃焼による高温ガスを利用した火炎利用融雪技術がある。 

図1.1.3-3に、循環パイプ利用融雪技術の一実施例を示した。本例は、埋設下水管を熱

源とし、熱媒体Ｌは伝熱管３の管内通過過程で下水管２内の下水Ｗと熱交換し、この熱交

換で熱媒体Ｌに回収した下水保有熱をポンプで強制循環させて融雪用熱交換器１で放熱さ

せて道路や駐車場の融雪を行うものである。 

 

図1.1.3-3 循環パイプ利用融雪技術の実施例 

（特開2002-013105：クボタ） 

 

ヒートパイプ利用融雪技術は、封入される熱媒体種を特定してその気化潜熱を活用し

傾斜面や熱対流により循環輸送し放熱するものであり、強制的な熱媒体循環用動力源を使

用しないため熱効率に優れた経済的なプロセスであり、道路埋設型融雪装置等に広く利用

されている。実施例の一例を図1.1.3-4に示したが、ヒートパイプ融雪装置は、密閉金属

管からなるコンテナ２の内部に真空脱気した状態で作動流体７を封入したヒートパイプ１

の蒸発部４を高温の地熱流体３側に埋設し、ヒートパイプ１の凝縮部５を融雪面６直下で

ほぼ平行に埋設し構成されており、ヒートパイプ１の蒸発部４と凝縮部５との中間部分に

は、作動流体７の流動を選択的に遮断する弁８を設置しオンオフ制御可能な機能を付加し

ている。 

 

図1.1.3-4 ヒートパイプ利用融雪技術の実施例 

（特許2886110：フジクラ、国土交通省北陸地方建設局長、興和） 
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ヒートポンプは比較的低温の水や大気を熱源として、高温の熱を取り出す加熱冷却機

能を有する可逆的熱交換装置である。熱媒体として、適当な温度と圧力下で気液相変換す

るものを選び、圧縮機と膨張弁を介して強制循環させることにより媒体の加熱や冷却を行

い、放熱側で二次循環融雪系と熱交換し融雪に利用する場合が多い。ヒートポンプと組み

合わせる二次循環融雪系には、循環パイプやヒートパイプが利用されている。図1.1.3-5

に、ヒートポンプ利用融雪技術の一実施例を示す。本実施例は、トンネル排気ファン１の

排気口１２付近に熱交換器２を設置して、熱交換器２を熱源側熱交換器とするヒートポン

プを設け集熱し、ヒートポンプ利用側熱交換器６で製造した温水を温水循環系９で循環さ

せてトンネル出口部道路路面の融雪を行うものである。 

 

図1.1.3-5 ヒートポンプ利用融雪技術の実施例 

（特許2858070：三菱重工業） 

 

電熱利用融雪技術には、ヒータ発熱方式で電気抵抗、電磁誘導、遠赤外線照射、電磁

波利用などさまざまな発熱体が利用されている。主体は抵抗、誘導および遠赤外線利用で

ある。 

 

図1.1.3-6 電熱利用融雪技術の実施例  図1.1.3-7 電熱利用融雪技術の実施例 

－誘導加熱ユニット －LCスパイラルロッド 

（特開2003-082630：松下電器産業） （特許3428843：古河電気工業・中部電力） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 10

図1.1.3-6に誘導加熱面状発熱体ユニットの一実施例を、図1.1.3-7に架線融雪用LCス

パイラルロッドの一実施例を示す。ロードヒーティング用誘導加熱面状発熱体ユニットは、

加熱手段２によって誘導加熱される発熱プレート３と、加熱手段を下方から囲む保護カ

バー４を備えた面状発熱体ユニットであり、降雪時に加熱手段に通電すれば、直ちにその

上部を覆う発熱プレート３が誘導発熱し迅速融雪が可能となるものである。架線融雪用自

己誘導発熱型融雪LCスパイラルロッドは、低キュリーポイント特性を有するものであり、

例えばFe-Ni系強磁性線材をスパイラル状に電線に巻きつけ、さらにその表面を特定厚さ

のアルミや亜鉛系合金で被覆することにより、磁力線の巻付量を低減するとともに電食を

生じないようにしたものである。 

集雪移送後の二次融雪処理や加温水散水や循環パイプ融雪で使用されるものとして、

バーナ燃焼熱を融雪に利用する火炎利用融雪技術がある。その代表例は、集雪移送後の二

次処理で使用されている融雪機（スノーメルター）であり、個人住宅および施設向けの温

水ボイラーである。エネルギーコストが電力に比較して安いことが普及の大きな要因に

なっている。 

図1.1.3-8に、散水併用型埋設式融雪装置の一例を示す。埋設型融雪機１の炉体18の屋

根に形成する熱風通路を隣合う板体21の上縁部21aと下縁部21bとを互いに噛み合わせるよ

うにしたシンプルな構造とすることにより、熱風通路からの融雪水の浸入、バーナーの失

火や未燃カーボンによる排水汚染さらには炉体変形を防止できるとしている。 

 

図1.1.3-8 火炎利用融雪技術の実施例 ― 融雪機への応用 

（特開平11-036254：ボッシュ オートモーティブ システム） 

 

(3) 屋根融雪 

雪国に暮らす人々にとって、家屋の屋根に積もった雪の処理が最大の難作業であるこ

とはいうまでもない。そのために、安価で安定した屋根雪の消融雪が可能な融雪システム

の商品化が進められてきている。屋根融雪には、降雪の早い時期にそれを検知して運転す

る消雪あるいは消雪滑雪方式と、積もった屋根上雪を対象に時間をかけて融雪する方式と

が利用されている。図1.1.3-9に屋根融雪技術の一実施例を示す。既存屋根の流れ方向に

平行に桟木１を所定間隔で配し、その上に外形が長方形で断熱性を有する多数枚の裏打材

２を水平方向では端面を当接するように配設して軒から棟方向で桟木との間に縦断面が三

角形状の空隙を形成させ、裏打材上に多数枚の段葺用の新規屋根材４で形成した外装部を
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設けて、裏打材と新規屋根材間にシート状発熱体３を介在させた既存屋根へのヒータ融雪

装置の取り付け施工法である。 

 

図1.1.3-9 屋根融雪技術の実施例 

（特開平9-041589：アイジー技術研究所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 自動融雪システム 

降雪や凍結状態を検知あるいは予知して精度の高い消融雪処理装置を運転するシステ

ムは、経済性、安全性両面で重要な基盤技術である。そのために、降雪や着氷雪さらには

凍結状態を検知する各種センサが商品化されている。検出原理としては、外気温、路面な

どの融雪対象部の温度を検知する方法と赤外線や可視光の透過、あるいは反射光で降雪や

積雪の状況を検知する光学的手法によるものが主体である。実際の制御は、これらセンサ

で収集された多元情報のいくつかを組み合わせて融雪装置を運転することになる。図1.1.

3-10に高精度フィードフォワード予加熱運転制御システムの一実施例を示す。 

 

図1.1.3-10 高精度フィードフォワード予加熱運転制御システムの実施例 

（特開2001-228263：三菱電線工業） 
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本実施例のシステムは、路面凍結防止システム親局１と、道路10の長手方向に沿って

配置された複数の子局２と、光ファイバーケーブル3a～3cからなる路面温度用光ファイ

バー温度センサ３と、各子局を順次経由する光ファイバーケーブル4aからなる大気温度用

光ファイバー温度センサ４と、路面Ｇの凍結を防止するための路面凍結防止手段９とで構

築されている。子局には水分量センサ７を付設してその情報を親局に送信する機能を付加

する。親局には各温度センサからの情報と各子局からの水分量情報とがリアルタイムに集

められ、親局でこれら情報を多面的に分析して路面凍結の可能性のある箇所を予測し、路

面凍結防止手段９を機能的に遠隔運転させることにより予測箇所の凍結を未然に防止する

ことを狙ったシステムである。 

 

1.1.4 特許からみた技術の進展 

図1.1.4-1から図1.1.4-6に、融雪技術関連の権利存続中の登録特許、係属中の特許、

実用新案1,243件の中から、主要技術要素別に重要と思われる基本、応用、利用特許群を

時系列展開した技術の進展を示す。なお、同図中で二重線囲いの特許・実用新案は、1.5

節で抽出された被引用回数３回以上の注目特許に対応したものである。これらをもとに、

特許から見た融雪技術の進展を主要技術要素別に概説する。 

 

(1) 化学的融雪技術 

コストや散布性の観点から、塩化カルシウム（CaCl2･2H2O）や塩化マグネシウム（MgCl

2･6H2O）、塩化カリウム（KCl）、塩化ナトリウム（NaCl）などを適正配合した含塩系薬

剤や尿素（CO（NH2）2）が主に使用されてきたが、これら薬剤に共通の課題として、環境

植生に与える悪影響（含塩系薬剤は植物被害、尿素系薬剤は水系汚染を引き起こす）や材

料腐食の問題があり、近年使用制限が厳しくなってきている。このような背景から、環境

によりやさしい非含塩系薬剤の開発が進められてきている。米国連邦ハイウェー局で開発

された非腐食性の酢酸化カルシウム／マグネシウムなどの酢酸塩系薬剤（CMAと呼ばれ

る）や液状の酢酸化カリウムなどの非含塩系薬剤が開発利用されてきている。これらの酢

酸塩系薬剤に共通するメリットは、対環境性に優れているとともに、積雪氷面に使用した

場合にその表面に新たに雪や氷が付着しにくく積雪や積氷しにくいという点であり、橋梁

などのアイスバーンの形成を抑制するために使用されている。一方、最大の欠点は値段が

高いことであり、製造コストの低減が大きな課題となっている。 

実際に使用されている融雪剤は、種々の特性を有する物質を適正に配合しコスト面に

も配慮された固体もしくは液状の多成分系混合製品であり、使用温度（特に路面温度）や

環境条件に応じて使い分けられている。 

また、固体融雪剤は成分系によっては潮化しやすいものもあるため、散布直前に破砕

し粒度調整を行ったり液状化処理して液体の状態で散布して融雪性能を向上させることも

行われており、そのための融雪剤散布装置や手段の開発も進められてきている。これら融

雪剤は降雪前の路面に散布して消雪、積雪の抑制や凍結防止を図るのが一般的な使用法で

あり、散布量（密度）、散布後の薬剤濃度とその耐久性（維持時間）が化学的融雪効果を

左右する大きなポイントであり、被覆剤や担持剤の添加等による滞留性能向上のための各

種添加剤や二次処理に関わる開発も進められている。 
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化学的融雪には、上述したような融雪剤を直接融雪対象面に散布する方法以外に、舗

装材に混入して長期間その効果を維持する化学的凍結抑制舗装もある。凍結抑制舗装には、

化学的凍結抑制舗装以外に、熱的融雪により生じた融雪水を速やかに排除して、熱効率の

向上や再凍結を防止する透水性舗装がある。 

雪氷付着防止技術では、シリコンゴム系やクリアタイプ型のシルコンアクリル系撥水

性塗料などが各種鋼構造物や架線への着氷雪防止用として開発されてきている。なお、架

線用としては粘着テープ状を指向した出願がなされてきているが、これらの共通の課題は

耐久性である。 

 

(2) 熱融解技術 

a. 直接散水融雪技術 

直接散水融雪技術では、均一融雪性の確保とノズル噴出部の長期間性能維持が課題で

あり、指向型や可動式型ノズルや脱着交換性に優れたノズルの開発や管路内の水あかやゴ

ミを洗浄除去する手段に関する地道な改善がなされてきている。 

 

b. 無散水融雪技術 

循環パイプ融雪技術は、道路や路面などに利用される埋設型が主体である。循環熱媒

体としては、熱源水を直接循環利用する場合と各種熱源から熱交換器を介して受熱した不

凍液を循環利用する場合があるが、耐久性、環境負荷や融雪制御の自由度から後者の利用

例が増えている。水を熱媒体として使用する場合には、循環パイプ内に錆や水垢が発生す

るために定期的な洗浄対策が肝要となる。 

ヒートパイプ融雪技術の課題は、採熱および放熱効率の向上策であり、採熱端、放熱

端の形状に様々な工夫がなされている。ヒートパイプは、使用する熱源種により様々な形

状のヒートパイプが製品化されており、地下水や地熱からの採熱効率や放熱効率を改善す

るための採熱管や放熱管へのフィンやフランジのような伝熱面積向上策や、道路に併設し

た側溝や下水管などを流下する地下湧水や下水熱源からの効率的な採熱方法に関して様々

な方式が開発されている。ヒートパイプ融雪技術は、90年代初頭から98年ごろにかけて開

発されたが、現在は融雪対象の開発は一段落した状況にある。 

ヒートポンプ融雪技術では、従来はヒートポンプと循環パイプやヒートパイプ等の二

次循環融雪系を直列的に配置したものが主体であったが、最近は、複数の採熱系（例えば、

地熱と大気）を有する「複数熱源利用型ヒートポンプ融雪システム」や直接採熱式循環パ

イプやヒートパイプとの複数熱伝達輸送系を有する「複合伝達系ヒートポンプ融雪システ

ム」など、熱源熱の有効利用と運転制御性の向上を目指した複合型ヒートポンプ融雪技術

の開発が主体となってきている。 

電熱利用融雪技術では、発熱ヒータは安全性や施工性も考慮してマットやユニットに

成型され使用するケースが多く、これらに関する開発が集中的に進められている。これら

各種ヒータは、施工性や経済性、制御性でそれぞれ特質があり、道路路面や施設・家屋屋

根部やその周辺部、鉄道軌道、架線ケーブルなどさまざまな用途で、それぞれ固有の電熱

融雪技術が開発され利用されている。製品例としては、家屋周辺アプローチ部の誘導加熱

ユニット、鉄道軌道ポイント用に利用されるヒータ内蔵枕木やレール直熱式誘導ヒータユ
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ニット、架線融雪用の自己電磁誘導加熱ヒータ（LCスパイラルロッド）などがある。電熱

利用融雪技術は、ロードヒーティングと呼称されている道路融雪以外にも歩道橋や駅プ

ラットフォームなど、その施工性の良さを買われてさまざまな場所に活用されている。

ヒータの中で最も多用されているのは、線状や面状のPTC抵抗加熱体（PTC：Positive Tem

perature Coefficient:正温度係数の頭文字をとったものであり、温度が高くなると電気

抵抗値が上昇する特性をいう）を用いたヒータであるが、車道など構造的強度が要求され

る個所には、誘導発熱タイプの鋼管発熱ヒータや端部加熱ヒータ内蔵型ヒートパイプが使

用される場合もある。 

最近は、家屋アプローチ部など個人向け家屋周辺部への利用を主目的に、抵抗加熱体

や誘導加熱体をユニット化した融雪マットが数多く開発され商品化されている。これらは

大量生産による製品コストの削減と施工性の良さを特徴としている。いずれにしても、電

熱ヒータ融雪はコストの高い電力を使用しているため、路面温度センサや降雪センサとリ

ンクさせて効率的な運転制御により省電力を図っているシステムが多い。 

電熱利用融雪技術には、深夜電力などの安価な電力を利用して電気温水器で温水を作

成して、それを熱媒体として散水や循環パイプ融雪に利用する熱媒体加熱システムとして

の利用形態もある。電気温水器は、元来家屋暖房システムや温水供給システムとして、古

くから個人住宅用に利用されてきており、その熱源の一部を屋根融雪や周辺部融雪にも併

用する多機能システムであり、融雪にも活用されてきている。 

火炎利用融雪技術の主な応用先である融雪機については、従来は地方公共団体が施工

した大型の貯水槽型融雪槽が主体であったが、近年は個人家屋周りで機能的かつ経済的に

利用できるコンパクトタイプの定置式あるいは可動式融雪機が主体となっている。これら

は、バーナ燃焼で生じた熱風から燃焼ドラムを介して融雪槽内の投入雪に接触伝熱させて

融雪する方式を基本とするが、さらに、融雪を加速する方法として、温水噴射スプレーや

バーナ熱風直接吹出、融雪加温水による浸潤融雪等を併用しているものが多くなっている。

融雪機はバーナ燃焼熱を利用しているため、過熱や空焚きによる燃焼ドラムの熱変形や水

漏れが課題であり、投入雪の有無を判定したり滞留水温を検知してバーナのオンオフを自

動制御しているものが多い。また、バーナの不完全燃焼を防止するため、吸気系や排気系

のフローに工夫を凝らして使用時の安全対策に留意した装置も多い。また、加温水を作る

温水ボイラーも、暖房、温水供給など多用途利用汎用システムの一部として融雪用熱源や

熱媒体として利用するという形態をとっているのがほとんどである。 

 

(3) 屋根融雪技術 

屋根融雪技術は、使用される融雪手段は他の融雪技術と共通しているところが多いが、

例えば、落雪型傾斜屋根の構造的特長から、融雪に付随した滑雪や落雪などの二次的除雪

効果も期待できるところが他の融雪技術と異なる点である。また、屋根融雪で重要なのは、

融雪により発生した融雪水が樋などを介して屋根外に速やかに除水されることにより、軒

先部や樋部での融雪水の再凍結による雪庇、つららの生成、すがもり（屋根裏部の結露）

の発生を防止することであり、この関連の出願も多い。 

屋根部に使用される融雪方式そのものについては、直接散水方式から循環パイプ、

ヒートパイプ、電熱ヒータなどその場処理で利用される融雪システムと共通するところも
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多いが、屋根本体部の屋根材上面、屋根材、屋根材直下エリアへのヒータの取り付けや施

工法、屋内暖房排熱を屋根裏部に循環させて屋根全体あるいは軒先部などの特定部位を消

融雪する排熱循環方式、軒先部や樋部にヒータを設置して再凍結やすがもりを防止する方

法など屋根融雪特有の構造的技術要素が多く、屋根構造とヒータ設置・施工法とを関連付

けた出願が多いのが特徴である。 

 

(4) 自動融雪システム技術 

降雪や凍結状態を検知あるいは予知して、精度の高い消融雪処理装置を運転するシス

テムは、経済性、安全性両面で重要な基盤技術である。そのために、降雪や着氷雪さらに

は凍結状態を検知する各種センサが開発されてきた。 

実際の制御は、これらセンサで収集された多元情報のいくつかを組み合わせて融雪装

置を運転することになる。降雪あるいは積雪状態のみで制御する１要素制御（屋根消融雪

に利用）、降雪あるいは積雪状態に路面温度情報あるいは水温を付加して制御する２要素

制御（路面融雪、融雪機）や多要素制御と呼ばれる降雪、積雪、路面温度、路面凍結状態

など多種のセンサ情報を利用したものも道路融雪で使用されてきている。 

それに加えて、最近では広域天気予報などの外部情報をリアルタイムに取り込んだ高

精度地域降雪予報システムも開発されてきており、それら広域情報を活用して、各種セン

サによる点もしくは線情報とリンクさせることにより、高精度フィードフォワード予加熱

運転制御が可能なよりエネルギー利用度の高い融雪システムも開発されている。 

これらは(1)から(3)で述べた全ての融雪処理システムに汎用的に応用可能な自動制御

システムであり、そのニーズに応じてさまざまな自動融雪処理システムが組み合わされ利

用されている。 
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図1.1.4-1 化学的融雪技術および火炎利用融雪技術（融雪機） 

に関する技術の進展（1/2） 

〔出願年〕1991          1993                 1995 

 

融雪・凍結防止

特許2790082 

94.08.02 

吉沢石灰工業

米山化学工業
Ca4Mg3(CH3COO)17の三

元複塩からなる融氷

性能と金属防食性に

優れた凍結防止剤と

製造法 

融雪剤散布技術 

特許3093588 

94.11.16 

ｴﾑｱｲﾃｯｸ 
透水性舗装体路面や

内部の凍結防止のた

め の 錯 イ オ ン 生 成

物 ・ 潮 解 吸 湿 性 物

質・パーライト粒子

からなる凍結防止回

復材

【化学的融雪技術】 

【 無散水融雪技術：火炎利用融雪技術】 

特許3170705 

94.09.12 

大成ﾛﾃｯｸ 
各 種 セ ン サ の 計 測

データを採取して融

雪剤を自動散布運転

するシステム 

特許3011494 

91.08.06 

三洋電機 
地中に埋設された融

雪水槽と地上に設置

された温水ボイラと

を備え融雪槽を所定

温度に加熱制御され

た温水を循環利用 

実用新案2135530

91.09.10 

範多機械 
搬送コンベアと散布装

置との間に湿潤剤供給

ノズルと撹拌装置を内

蔵した開口ケーシング

を配設した湿式凍結防

止剤散布車 

特開平07-229122

94.02.17 

加茂 芳秋 
上蓋開放時に自動的に

主電源が入り、雪投入

感知センサー板の回動

によりバーナーが自動

点火する機構を有する

バーナー融雪槽 
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図1.1.4-1 化学的融雪技術および火炎利用融雪技術（融雪機） 

に関する技術の進展（2/2） 

〔出願年〕1995           1997        1999      2001 

 

特開平09-40935 

95.05.24 

ﾀﾞｲｾﾙ化学工業 
CMA（酢酸カルシウム

マグネシウム）へ酢

酸 カ ル シ ウ ム 添 加

し、環境負荷を少な

くした路面凍結防止

剤 

特許3105771 

95.10.06 

前田製作所 
外気温測定センサー

と凍結防止剤散布装

置を組み合わせた自

動散布システム 

特開平11-5969

97.06.17 

相模 庚司 
遅効性酢酸カルシウ

ムマグネシウム塩(CM

A)と速効性酢酸マグ

ネシウム塩(MA)融雪

剤を混合造粒した融

雪剤 

特許2987570 

97.08.26 

塩事業ｾﾝﾀｰ 
塩化ナトリウムとア

ルカリ土類金属塩と

第２または第３リン

酸塩とを含有した凍

結防止剤 

特許3218005 

98.02.03 

範多機械 
凍結防止剤と溶液と

の混合を二段シュー

トと衝突板とで行な

い、均一な湿潤凍結

防止剤を得る散布車

搭載式混合装置 

特許3136475 

97.04.11 

ﾈﾎﾞﾝ 
バーナ燃焼温水シャ

ワー融雪槽において

融雪室で熱交換する

と共に融雪水の一部

をその戻り系で二次

熱交換し、加温水を

散水に活用する 

特許3094212

97.08.19 

鈴木 迭也 
円筒形型融雪槽で

あり、雪水混合水

に旋回流を与えて

融雪を促進する 

特開2001-234518

00.02.22 

ﾋﾙｺ 
融 雪 室 外 に 発 熱 量 可

変 型 の バ ー ナ 、 融 雪

室 融 雪 水 中 に 水 温 セ

ン サ ー を 設 け 、 水 温

を 検 知 し て バ ー ナ ー

発熱量を制御する 

【 無散水融雪技術：火炎利用融雪技術】 

【化学的融雪技術】 

特開平10-152817 

96.11.22 

ﾎﾞｯｼｭ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ

 ｼｽﾃﾑ 
開 口 部 と 天 板 を 有 す

る 断 面 半 円 筒 状 本 体

と 球 状 先 端 部 と か ら

な る 融 雪 槽 炉 体 所 定

部 に 多 数 の 貫 通 孔 を

設ける 

融雪・凍結防止

融雪剤散布技術 

特開平 10-237838

97.02.25 

東洋運搬機 
粉粒体と液体とを漏斗

回転羽根付きシュータ

を介して融雪剤を混合

散布する湿式散布装置
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図1.1.4-2 無散水融雪―電熱利用融雪技術（家屋利用除く） 

に関する技術の進展（1/2） 

〔出願年〕1991             1993              1995 

 

ヒータ 

応  用 

【電熱利用融雪技術（ヒータ技術と路面・床版、軌道、架線への応用）】 

・路面・床板 

・軌 道 

・架 線 

特開平08-31552 

94.07.21 

大日本ｲﾝｷ化学 

工業 
面状発熱体の保護層

を二重にして最外層

部のみを交換し耐久

性能をアップした階

段融雪用発熱体 

特許2124999 

92.03.05 

産業技術総合

研究所 
融雪運転の開始時に

は発熱体の結線は△

型とし、短時間で融

雪適当路面温度に到

達した後はＹ型に切

り替え保熱 

特許3166339 

92.10.21 

住友電気工業
軟磁性材料からなる

心材と低ｷｭﾘｰ点を有

するFe-Ni系合金から

なる被覆材とAl合金

からなる防食層とで

構成された発熱複合

合金線 

特開平08-70525 

94.08.29 

住友電気工業 
中心に低ｷｭﾘｰ点系材

料、その外装に高発

熱軟磁性材料を使用

した電線用電磁誘導

ヒータ 

実用新案2078010

92.11.04 

三ろう丸 彪 
ゴ ム チ ッ プ と バ イ ン

ダー混合材からなる板

状透水性パネル本体内

上部に伝熱版を配した

カーボン面状発熱体を

内装した面状発熱融雪

パネル 

実用新案2534375

91.07.24 

北海道旅客鉄道

新陽社 
レ ー ル に 当 接 さ れ た

ヒータの回りを金属箱

体で覆い、その内部に

空気室を設ける 

特開平08-144201 

94.11.21 

積水化学工業 
熱 硬 化 性 樹 脂 発 泡 体

の 中 に 比 電 気 伝 導 度

の 大 き い 金 属 繊 維 と

有 機 繊 維 と を 撚 っ た

発 熱 体 を 埋 め 込 ん だ

可撓性発熱融雪枕木 

特開平04-309602

91.04.05 

岩田 庄司 
赤外線ヒータを収容す

るフード開放部をレー

ルに着脱可能に取付け

るステーと遠隔操作可

能な電源とを設けレー

ルポイント凍結を防止

特許2759312 

94.05.10 

有沢製作所 

ﾐｻﾜ商会 

大成ﾛﾃｯｸ 
炭素繊維 /ガ ラス 繊

維 /電極を編 み込 ん

だ面状発熱体 
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図1.1.4-2 無散水融雪―電熱利用融雪技術（家屋利用除く） 

に関する技術の進展（2/2） 

〔出願年〕1995       1997         1999          2001 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特開2001-020210 

99.07.05 

東日本旅客鉄道 

日南田電気 
路 面 直 下 に 導 電 堰 金 属

板、その直下に平巻式誘

導コイルを内装したゴム

ユニットを敷設 

ヒータ 

【電熱利用融雪技術（ヒータ技術と路面・床版、軌道、架線への応用）】 

応  用 

・路面・床板 

・軌 道 

・架 線 

特開2002-348829 

01.05.28 

松下電器産業 
面状発熱体上部に配置し

た表面プレートを誘導加

熱する複数の加熱コイル

と、加熱コイルに高周波

電流を供給するインバー

タと、表面プレート温度

を検知する温度センサー

と温度制御回路からなる

加熱制御性に優れた面状

発熱体 

特開2000-64217 

98.08.18 

栗本鉄工所 
路盤上に、第１アスファ

ルト系接着層、繊維織込

面 状 ヒ ー タ 、 第 ２ ア ス

ファルト系接着層、基層

アスファルト、表層アス

ファルトを順に積層して

表層アスファルトの側方

流動を防止 

特開2001-115402

99.10.19 

松下電器産業 
床板に巻いて床板を

誘導加熱する加熱コ

イルと加熱コイルに

高周波電流を供給す

るインバータ装置と

を備える線路ポイン

ト部融雪装置 

特開2000-184567

98.12.18 

ﾌｼﾞｸﾗ 
低キユリー線材の外周に

アルミ被覆した外周表面

をブラスト処理により粗

面化した後、陽極アルマ

イト処理により黒灰色の

５μｍ～３０μｍの陽極

アルマイト皮膜を生成さ

せた螺旋状融雪スパイラ

ルロッド 

特開2000-323266

99.05.07 

鐘紡 
経糸として電極用導体

と硝子繊維を、緯糸と

して炭素繊維と硝子繊

維を織り込んだ織物体

を絶縁性樹脂で被覆し

て構成される面状発熱

体 

特開平10-241841 

出光興産 

97.02.26 
PTC発熱体の加熱制御

が 容 易 で 、 加 熱 保 温

効 率 の よ い 蓄 熱 材 を

用 い た 加 熱 ・ 保 温 装

置 

特許2932171 

96.06.25 

人見 豪彦、小川 満和 

佐分利 外志男 
固ー液間で相変化による潜熱

を吸収する蓄熱剤が封入され

た容器内に発熱体を挿入し、

この発熱体に熱を容器内に拡

散する放熱板を設けた蓄熱式

加熱発熱装置 

特開平09-256104

96.01.19 

古河電気工業 

低磁界下での発熱量が

十分高く、磁性線の巻

付量を大幅に低減し、

且つ電食等を生じない

Al-Zn系被覆を施した

鉄系磁性線を螺旋状に

巻付けた融雪電線 
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図1.1.4-3 無散水融雪技術―循環パイプ、ヒートポンプ利用融雪技術 

に関する技術の進展（1/2） 

〔出願年〕    1991      1993        1995     1997 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【循環パイプ利用融雪技術】 

採熱・蓄熱 

応  用 

【ヒートポンプ利用融雪技術】 

特許2067963 

91.03.18 

日本地下水開発 

冬季に夏に蓄えた地

下水の温水をくみ出

しヒートポンプを利

用して温水を作り室

内の暖房に利用し、

熱交換された温水を

埋設パイプに通水し

融雪 

特開平11-81263 

97.09.04 

ｸﾎﾞﾀ 
ヒートポンプ凝縮器

で得られた熱媒水を

蓄熱槽との間で強制

循環させる蓄熱運転

系と、熱媒水を融雪

用放熱管との間で強

制循環させる融雪運

転系との切換利用 

特許2700998 

94.03.31 

洲澤 昭己 
第１配管を熱交換機

の不凍液送り込み口

に接続すると共に、

チャンバに熱交換機

の不凍液出口を接続

した深地下熱季節間

利用システム 

特許2567350 

94.07.01 

上山 博明 
地熱収集井戸・地熱

液貯留槽・融雪盤・

冷 却 液 還 元 室 を 結

び、融雪水を熱媒体

として還流採熱対流

稼働させ路面融雪を

行う対流循環融雪装

置 

特許3134247 

91.06.27 

東北電力 

前川製作所㈱ 
上 部 に 吸 排 気 用 グ

レーチングを配した

一体型地下埋設ヒー

トポンプ 

特許3169791 

95.03.14 

前川製作所 

地下水顕熱の有効利

用であり、ヒートポ

ンプ熱交換手段を３

段とし、消雪用およ

び冬期以外の冷暖房

用の多用途適用シス

テム 
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図1.1.4-3 無散水融雪技術―循環パイプ、ヒートポンプ利用融雪技術 

に関する技術の進展（2/2） 

〔出願年〕 1995      1997         1999          2001 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特開2001-303510 

2000.04.25 

日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

ｻｰﾋﾞｽ 
 融雪パイプの給排水

分岐点に三方弁を設置

し、それを介してボー

ルをパイプ内に挿入し

機械洗浄する 

実用新案3064936

99.06.16 

洲澤 昭己 
池水中に熱交換 器 を

配して不凍液で一次､

二 次 側 運 転 を 行 う

ヒートポンプ融 雪 装

置 

特開2001-323429

00.05.12 

ｸﾎﾞﾀ 
地 熱 利 用 ヒ ー ト ポ ン

プ 系 に 迂 回 直 結 回 路

を 併 設 し 、 自 然 エ ネ

ル ギ ー 発 電 ポ ン プ で

駆動 

【循環パイプ利用融雪技術】 

採熱・蓄熱 

応  用 

【ヒートポンプ利用融雪技術】 

特開2002-195685 

00.12.27 

ｸﾎﾞﾀ 
四 方 弁 の 切 り 換 え で

対 大 気 熱 交 換 と 地 熱

(地下水）熱交換を採

熱 源 と す る 回 路 に 切

り 替 え 利 用 す る ２ 熱

源ヒートポンプ装置 

特開平10-237837

97.02.28 

ｽｶｲｱﾙﾐﾆｳﾑ 

日本ﾍﾞﾛｰ工業 

放熱パイプを包被 し

た陽極酸化被膜付 き

アルミ合金系網を コ

ンクリート施工し 、

遠赤外放射効果を 併

用したプラットホ ー

ム融雪床 

特開平11-269836 

98.03.20 

ｸﾎﾞﾀ 
 高温地下水を一次循

環融雪に利用しその戻

り水をヒートポンプで

加熱して二次循環融雪

に再利用 

特開2000-265412

99.03.19 

石川島播磨 

重工業 

風力発電、ヒートポン

プ、温水循環配管 ､加

熱床板の組み合わせで

加熱融雪床板のプレハ

ブ化と積雪監視カメラ

による遠隔操作を実施
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図1.1.4-4 無散水融雪―ヒートパイプ利用融雪技術 

に関する技術の進展（1/2） 

〔出願年〕    1991                   1992  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ヒートパイプ利用融雪技術】 

採熱処理 

特許2689400 

92.03.25 

ﾌｼﾞｸﾗ 
 傾斜面に照射された

太陽熱を熱ダイオー

ド型ヒートパイプを

介して傾斜面内蓄熱

槽に蓄え、積雪時に

温水循環路を介して

路面下側に供給 

特許2777309 

92.05.08 

東日本旅客鉄道 

三菱電機 
 両端に加熱蒸発機構

を有するヒートパイ

プを軌道分岐部床板

に設置 

路面埋設 

その他 

特許2755009 

92.02.12 

三菱電機 
軌道分岐部のトング

レールの下方にヒー

トパイプ式床板を配

設して、その側部に

設けた発熱手段で加

熱 

実用新案2562484 

91.05.28 

ﾌｼﾞｸﾗ 
地中高温熱源と蓄熱部

との間に採熱用ループ

型ヒートパイプを、蓄

熱部と路面の直下間に

ループ型ヒートパイプ

からなる放熱装置を設

置した地熱利用融雪シ

ステム

実用新案2526282

91.07.24 

ﾌｼﾞｸﾗ 
太陽熱採熱部、蓄熱部

および放熱部に区分し

た太陽熱蓄熱型ヒート

パイプ融雪システム 

実用新案2528622 

91.05.21 

ﾌｼﾞｸﾗ 
車 道 融 雪 用 ヒ ー ト パ

イ プ と 歩 道 融 雪 用

ヒ ー ト パ イ プ の 各 蒸

発 部 を 、 同 一 の 側 溝

内 の 底 部 に 上 下 二 段

に 配 設 し て 熱 源 温 水

を流す側溝を単一化 

実用新案2555548

91.07.31 

ﾌｼﾞｸﾗ 
熱 輸 送 用 ヒ ー ト パ イ

プ を 放 熱 板 と 伝 熱 板

と で サ ン ド イ ッ チ 状

に 挟 み 込 み 均 一 融 雪

を行う 

実用新案2541974 

92.03.16 

ﾌｼﾞｸﾗ 
側 溝 内 を 流 れ る 熱 源

水 の 有 す る 熱 を ヒ ー

ト パ イ プ で 路 面 直 下

に 運 ん で 路 面 を 加 熱

する 
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図1.1.4-4 無散水融雪―ヒートパイプ利用融雪技術 

に関する技術の進展（2/2） 

〔出願年〕   1993              1995             1997               1999 

特許2602803 

95.04.19 

ﾌｼﾞｸﾗ 

産業技術総合

研究所 
 地中堀削孔に水密性

ケーシング管を嵌め

込み、管内部に浮力

発生熱媒体を注入し

たヒートパイプを吊

下げたヒートパイプ

式地熱抽出装置 

特開平11-81218 

97.09.02 

ﾌｼﾞｸﾗ 
ヒートパイプのヘッ

ダー管内に挿入した

ヒートパイプ蒸発部

をコルゲート状に形

成（螺旋状フィレ付

コルゲート）して伝

熱を促進 

【ヒートパイプ利用融雪技術】 

採熱処理 

路面埋設 

その他 

特許2886110 

95.04.19 

ﾌｼﾞｸﾗ 

国土交通省 

北陸地方建設局長

興和 
 高温地熱流体側に延設

したヒートパイプ蒸発

部を内挿した密閉金属

管コンテナと、地表面

直下にほぼ平行に埋設

された凝縮部との中間

部に流体流動を選択的

に遮断可能な弁を設置

特開2000-129619

98.10.21 

ﾌｼﾞｸﾗ 
非凍結個所に埋められ

た 温 水 ヘ ッ ダ ー 管 に

ヒートパイプの吸熱端

を斜めに装入し、その

放熱端を道路下に設置

した道路融雪装置 

特許3336382 

99.10.27 

産業技術総合 

研究所 
管路直上部に断熱層

を介在させて地中埋

設ヒートパイプ管路

から地表融雪部位ま

での伝熱密度を距離

に無関係に一定とす

る 

実用新案2591303 

93.12.28 

ﾌｼﾞｸﾗ 
 橋 梁 路 面 の ヒ ー ト パ

イプにおいて路面直下

のヒートパイプ、蒸発

部を橋梁部下面に延出

させ、下面側に配設さ

れた熱供給手段と係合 
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図1.1.4-5 屋根融雪技術に関する技術の進展（1/2） 

〔出願年〕       1991            1993          1994 

電熱利用 

輻射熱利用 

【屋根融雪技術】 

散水／温水循環 

その他 

特許2966998 

92.03.31 

日本地場産業
雪止金具で屋根降雪

を落下不能に支持し

つつ軒先融雪水の氷

結外気温度を感知手

段が感知した際に加

熱制御手段を作動さ

せ与熱し再凍結を防

止 

特許2992861

94.04.26 

住友軽金属 
梁に架設する断熱

屋根パネルのアル

ミ面板内側に電気

発熱線を配し、施

工性良く融雪屋根

を形成 

特許2684884 

91.07.19 

大林組 
屋根温度のモニタリ

ン グ 結 果 に 基 づ い

て、屋根裏暖気吹き

出し量をダンパーに

より分配制御 

特許2564222 

91.12.27 

富田鉄工所 
開閉自在な上部及び

側面カーテンを張設

して、栽培空間周囲

に屋根裏空間と外壁

空間を形成させた連

棟構造温室屋根の内

側に温水循環パイプ

を配して融雪 

特許2996549 

91.08.13 

ｱｲｼﾞｰ技術研究所 
裏 打 板 と 屋 根 下 地 間

の 断 面 三 角 形 状 空 間

に 熱 媒 体 用 パ イ プ を

モ ル タ ル に 埋 設 し て

配設 

特開平08-109719

94.10.11 

ﾕｳｷｹﾐｶﾙ 
屋 根 板 材 の 下 面 に 、

両 面 テ ー プ 等 の 仮 固

定 材 を 用 い て 熱 媒 体

液 を 循 環 さ せ る パ イ

プ 部 材 を 仮 固 定 し 、

そ こ に ウ レ タ ン 系 断

熱 材 を 吹 付 け て パ イ

プを覆い固定化 

特開平08-158699 

94.12.03 

高橋 敬 
液 体 吸 収 性 の 異 な る

テ ー プ 状 吸 液 材 （ 織

布 ） を 、 屋 根 に 間 隔

を 置 い て 貼 付 け 、 吸

液 材 に 温 水 を 流 し て

積 雪 を シ ャ ー ベ ツ ト

状にして除雪 

特開平08-177174 

94.12.26 

ﾌｼﾞｸﾗ 
屋 根 裏 面 に 樹 脂 に Ｃ

導 電 性 粉 末 を 分 散 し

成 形 さ れ た P T C 面 状

ヒ ー タ を 配 置 し そ の

上面に金属層､下面に

は 保 温 材 を 配 し た 融

雪屋根 
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図1.1.4-5 屋根融雪技術に関する技術の進展（2/2） 

〔出願年〕 1995            1997       1999       2001 

 

 

 

特開2000-220322

99.01.29 

ｱｲｼﾞｰ技術研究所
ヒートパイプの一端を

居住空間に他端部を屋

根材裏面に配し、居住

空間の熱で融雪 

【屋根融雪技術】 

電熱利用 

輻射熱利用 

散水／温水循環 

その他 

特許3302541

95.10.25 

松下電工 

上部ヒータ内臓融

雪瓦部材と瓦基板

と の 間 に ス ペ ー

サー部材と係合上

部固定部材を介し

て配線 

特許3342658 

98.02.24 

松田金物店 
屋 根 表 面 材 裏 面 に 屋

根 表 面 材 に 密 接 す る

放 熱 板 と 放 熱 板 に 取

り 付 け ら れ る 容 器 内

に収容されたPTCｻｰﾐｽ

ﾀ ﾋ ｰ ﾀ 熱 源 を 有 す る

ヒ ー タ ユ ニ ッ ト を 有

し 、 こ れ が 放 熱 板 に

接 す る 面 積 を 放 熱 板

が 屋 根 表 面 材 に 密 接

す る 面 積 よ り も 小 さ

くする 

実用新案3085228 

01.10.09 

ﾐｻﾜ商会 

炭素繊維発熱発熱層の

両面側に設けた絶縁層

と発熱層が放射する赤

外線を反射する反射層

を備えた面状発熱体を

板材と断熱材を介して

施工 

特許3273748 

97.08.22 

ｵｰｴﾑ研究所 
温風形成手段として

ボイラ温風と太陽熱

による屋根材蓄熱エ

ネルギーを使用し、

天候と時間で適宜使

い分け 

特開平11-243789 

98.03.06 

ｸﾞﾘｰﾝｼｽﾃﾑ 

栗田 義夫 
連棟ハウス谷部への温

水配管とハウス内側か

ら温風吹出しを併用し

たハウス屋根融雪 

特開2001-241151 

00.02.24 

積水化学工業 
屋根棟部に沿って散水

用配管を設置すると共

に、散水用配管を設置

し た 屋 根 棟 部 を 棟 カ

バーで覆い外観と防水

性とを向上させる 

特開平10-169254 

96.12.13 

日本地場産業 

出光興産 

園田計器工業㈱ 

屋根裏を密閉空間とし

て強制除湿しながら暖

める屋根融雪システム 

特許2984911 

96.01.23 

岩田 嘉宣 

温 水 管 を 配 設 し た 温

水 循 環 式 の 融 雪 装 置

付 屋 根 構 造 に お い

て 、 躯 体 コ ン ク リ ー

ト 内 に 温 水 管 を 設 け

て 躯 体 コ ン ク リ ー ト

上 に 防 水 層 を 積 層 屋

根 裏 を 密 閉 空 間 と し

て 強 制 除 湿 し な が ら

暖 め る 屋 根 融 雪 シ ス

テム 

特開平10-280617

97.04.04 

ｸﾎﾞﾀ 
温水配管を屋根面に配

設すると共に、野地面

に固定し配管を覆って

屋根材を敷設し、ボイ

ラ温風と太陽熱による

屋根材蓄熱エネルギー

を使用し温水化し循環

利用する 

特許3239035 

95.03.07 

ｼｬｰﾌﾟ 
太陽光発電システム

の積雪対策であり、

積雪センサー付、抵

抗発熱体、発熱シー

ト等融雪機能装備の

発電システム 

特開平08-260638

95.03.20 

ﾐｻﾜﾎｰﾑ 
屋根用太陽電池パネル

表面に沿って面状ヒー

ターか多重折り返しの

線状ヒーターを配置し

センサーで積雪状態を

検知し自動融雪 

特許2749559 

96.05.08 

関西電力 

園田計器工業
融雪装置の作動を、

太陽電池の温度上昇

に伴う電流値を検出

して制御し、双方向

インバータによって

発電、通電を自動的

に切り換えて効率的

に融雪を行う 
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図1.1.4-6 自動融雪システム技術に関する技術の進展 

〔出願年〕 1991    1993     1995         1997         1999          2001 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特許2549951 

91.05.09 

日本地下水開発 
路面に路体温度検知器を

設置し、地上に降雪検知

器を設置して無降雪時は

路体温度検知器の発する

信号によりインバーター

がポンプの回転数を制御

して路面内に埋設した放

熱管内に一定温度で降雪

量に応じた量の流体を循

環 

【自動融雪システム技術】 

降雪・積雪・凍結検知技術 

自動融雪装置・運転制御技術 

特許2972173 

98.02.17 

雪ｾﾝﾀｰ 
路 面 状 況 を リ ア ル タ

イ ム で 且 つ 路 線 的 に

把 握 し て 、 必 要 な 場

所 に 必 要 な 時 期 に 適

量 の 凍 結 防 止 剤 を 散

布 し て 路 面 凍 結 を 広

域 に 防 止 す る 方 法 、

冬 季 路 面 情 報 移 動 収

集 シ ス テ ム 、 路 面 凍

結防止装置 

特許3360119 

00.11.22 

国土交通省 

国土技術政策総

合研究所長 
ジャム雪や雪下氷板

のような比較的判別

が困難な路面状態で

も正確に判別するこ

とができる路面巡視

用光センサと送受信

データ処理システム 

特許2640303 

91.10.25 

三菱電線工業
コンピュータに入力

された気象台降雪確

率予報を電話回線を

介して演算制御器に

伝達し、時間帯ごと

の降雪確率予報を時

刻に対して按分して

降雪予測を行ない予

熱運転を行う 

特許2701117 

93.02.19 

ｻﾝﾎﾟｯﾄ 
表裏に基板を臨ませ

たﾍﾞﾙﾁｪ効果素子を切

替えｽｲｯﾁを介して交

流電源と直流電圧測

定回路とに交互に切

替え自在にして、降

雪を検知 

特許2840576 

95.05.02 

ｱｲ電機 
屋根板上に複数の短

冊状トタン板を密接

に横葺きし、光電的

積雪センサーで屋根

上の積雪を検出し、

ハウジング加熱と屋

根裏加熱とを順次自

動運転制御する 
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1.1.5 融雪技術の市場 

融雪技術分野で使用されている各種融雪システム（電熱、散水、無散水）まで細分化

された統計データは、経済産業省の産業分類別統計表には記載されていない。 

インターネット検索によれば、一部の民間調査機関で、融雪システムについて1999年

から2003年にかけての実績と予測に関する調査を実施しているが、調査結果は未公開扱

いとなっている。 

したがって、ここでは、より公共性の大きい道路融雪については、国土交通省が主管

する雪寒事業費の近年の事業費推移をみることにより、道路融雪分野の市場動向を間接

的に推定することとする。雪寒事業費の中で、本書で取り上げた融雪技術を含む事業区

分としては、防雪事業費および凍雪害防止事業枠がある。防雪事業は、雪崩や地吹雪な

どの防災対策事業と消雪施設、チェーン着脱場、道路気象情報システムなどの一般防雪

事業で構成されている。また、凍雪害防止事業には、路盤改良、流雪溝、堆雪幅確保事

業が含まれている。 

表1.5-1に、2000-2003年の雪寒事業費の内訳を示したが、事業規模は、防雪、凍雪害

防止事業併せて年間750-800億円の規模である。 

  

 

 

      

 一方、個人用住宅を対象とした克雪住宅普及状況については、国土交通省国土庁地方

振興局が、2000年３月に発行した「高齢者社会における家屋周辺除排雪実態調査報告

書」があり、そこに克雪住宅の販売動向が紹介されているがデータが古いため、ここで

は、電気事業連合会が公表している融雪用電力契約口数と使用電力量の近年の推移から、

冬季における道路や屋根などの融雪や凍結防止技術の最近の普及状況を推定した。結果

を､表1.5.2に示したが、契約口数、使用電力量ともに急増しており、融雪や凍結防止用

機器、設備の個人用への普及が進んでいる傾向が伺える。 

 

 

 

表1.1.5-2 融雪用電力使用量と契約口数の推移(電力10社の総計) 

区　分 H12 H13 H14 H15
雪寒事業 998 998 964 920
　・除雪事業 146 147 147 147
　・防雪事業 580 551 528 495
　・凍雪害防止事業 281 301 289 279
建設機械整備事業 214 212 207 201
　・道路維持用機械 45 44 44 43
　・雪寒用機械 167 167 163 158

単位：億円

表1.1.5-1 雪寒事業費の推移 

年度(西暦） 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99
使用電力量(GWh) 160 209 246 296 397 497 587 611 670 805 880
契約口数(千口) 160 175 193 212 233 258 279 320 344 398 445
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1.2 融雪技術の特許情報へのアクセス 

 

融雪技術は、国際特許分類（IPC）、ファイル・インデックス（FI）、Ｆターム（FT）

ではまとまった技術分類区分はされておらず、材料応用や道路・軌道・橋梁等の建設・舗

装・補修と清掃、道路付帯設備、建築物構造と施工、熱交換機器、測定試験、電気素子、

架線分野の中で目的を融消雪や着雪防止に絞った小分類として散在している。 

したがって、融雪技術にかかわる特許情報の収集には、上記技術分類を漏れなく組み合

わせ、必要に応じてキーワードや抄録ワードを付加した機械検索を行い母集団（一次抽

出）を抽出した後に、名称/抄録さらには公報チェックによる人的手段により、ノイズ除

去（ここでいうノイズとは、①除雪、防雪関連技術、②集雪/移送技術、③消融雪を目的

としない基盤汎用技術に相当するもの）を除去する二段階にわたる絞込みを行い、最終的

に解析に供するデータ集合を作成することとする。 

技術分類としては、クラスE01（道路、鉄道または橋梁の建設）の中のサブクラスE01B

（軌道）、E01C（道路）、E01F（道路付帯設備）、E01H（道路、軌道の清掃）の中で断片

的 に 分 類 さ れ て い る 融 雪 や 氷 結 防 止 の た め の 対 策 技 術 の ほ か に 、 氷 点 降 下 剤

（C09K3/00,102）、消融雪ノズル（B05クラスのファセット分類BBT）、建築物屋根と施工

（E04D）、特殊建築物（E04H）、下水（E03F）、家庭用暖房方式（F24D）、地熱利用

（F24J3/00）、冷凍機械（F25B）、ケーブル（H01B）と敷設工事（H02G）、路面状態検知

（G01N21/17F）や降雪、凍結状態検知（G01N27/00G）などの材料、構造物、加熱装置、検

知制御や電気素子・配電等の広範な技術分類の中に目的用途の１つとして分類されている

のが特徴である。 

● 国際特許分類（IPC） 

IPC分類のみでは、融雪技術全体に直接アクセスすることは出来ない。したがって、融

雪技術へのIPCを用いたアクセスでは、上記技術分類の中の一部技術分類と関連メイング

ループ分類とキーワードや抄録ワードとしての「融雪＋融氷」とを組み合わせた複合検索

式によりアクセスする必要がある。 

今回の調査でスクリーニングした結果に基づいて、IPC分類の中で比較的多く付与され

ている分類をあげると、 

E01H5/10 ：道路または類似物の表面からの雪または氷の除去 

 ：加温水、蒸気、温泉、地下水による加熱融雪法と装置 

E04H9/16  ：特定目的の建築物または類似の構築物 

 ：特殊な防護を備える建築物 

 ：激しい気候に対応した建築物（キーワードとの組み合わせ） 

E04D13/04 ：屋根ふき；屋根工事用工具 

 ：屋根ふきに関する特殊な装置 

 ：屋根排水関連装置（キーワードとの組み合わせ） 

E01C11/24 ：道路、運動場、競技場、飛行場の構造 

 ：舗装細部 

 ：滑り防止または天候の影響からの防護法と装置。常設加熱送風装置等 
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 （キーワードとの組み合わせ）  

などがある。 

● ファイル・インデックス（FI） 

FI分類で融雪技術に直接アクセスできるのは融雪剤、凍結防止剤、着雪防止塗料と散布

装置、直接散水融雪、ロードヒーティング、架線融雪、電熱や屋内暖房排熱を用いた屋根

融雪、自動融雪システムの主要部であり、温泉熱、地下水や地熱等の採熱/熱交換/熱伝達

/放熱プロセスに関する分野は、Ｆタームやキーワード、抄録ワードとの組み合わせ検索

によるアクセスを行う必要がある。 

今回の調査でスクリーニングした結果に基づいて、FI分類の中で比較的多く付与されて

いる分類をあげると、 

E01H5/10 ：道路などからの加温水、蒸気、温泉、地下水による 

加熱融雪法と装置 

E01C11/26A ：路面常設加熱装置、電熱線によるもの 

E01C11/26B ：路面常設加熱装置、流体によるもの 

E04D1/30Y ：特殊用途用瓦[例、太陽電池・太陽熱温水器用配管・

融雪用ヒータ・アンテナを内蔵した瓦] 

E04D1/603F ：融雪機能を持つ屋根 

E04D13/00A  ：屋根ふきと関連した積雪またはつららの除去または 

発生防止 

E04D13/00B ：屋根への取付け手段に特徴のある装置 

E04D13/00C ：軒先部分に特徴のあるもの 

E04D13/00D ：軒先部分に電熱を利用するもの 

E04D13/00F ：積雪除去機能を有する屋根ふき材 

E04D13/064,501H ：積雪に配慮した排水樋 

E04H9/16 ：激しい気候に対する建造物 

E04H9/16A ：雪、氷に対する防護手段を備えたもの 

E04H9/16B ：雪、氷の付着を防止するもの 

E04H9/16C ：雪、氷を機械的に排除するもの 

E04H9/16D ：雪、氷を掻き落とすもの 

E04H9/16E ：積雪面を揚動によるもの 

E04H9/16G ：雪、氷を融解するもの 

E04H9/16H ：電熱によるもの 

E04H9/16J ：電熱を軒先でするもの 

E04H9/16K ：散水によるもの 

E04H9/16L ：融解水を再利用するもの 

E04H9/16M ：暖気によるもの 

E04H9/16N ：無落雪屋根構造のもの 

E04H9/16P ：熱媒管によるもの 

などがある。 
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● Ｆターム（FT） 

融雪技術に直接アクセス可能なFTは比較的多いが、一方でFTが廃止されFIに移行した分

野（E04D、E04H）もあり万全ではない。したがって、融雪技術全体を収集しようとする場

合は、FIとの組み合わせやFIおよびキーワード、抄録ワードとの組み合わせによるアクセ

スが必要となる。 

今回の調査でスクリーニングした結果に基づいて、融雪技術に関連するＦタームで使用

頻度の高いテーマコードを示すと、 

2D026CL00 ：熱による除融雪処理 

2D026CM00 ：移動式融雪装置 

2D051GA00 ：路面加熱の熱源と手段 

2D051GB00 ：路面加熱機構 

2D051GC00 ：路面加熱体の配置、舗装構造、材料 

3K070AC23 ：廃熱利用融雪 

3L039BE05 ：燃焼によらない熱発生利用融雪 

3L040AA21 ：集熱器を用いた融雪装置 

3L040AA22 ：集熱管に熱媒を流して融雪するもの 

2D064HA01 ：道路標識への汚れ、雪、氷等の附着防止と除去 

2D064HA02 ：拭き取り機能 

2D064HA03 ：熱を使った防曇、防凍結、融雪 

2D064HA04 ：保温材、断熱材、蓄熱材を利用するもの 

2D064HA05 ：ヒートパイプを利用するもの 

2G060AD02 ：水、氷、雪の検知 

等がある。 

● キーワードの利用 

融雪技術に関連するキーワードとしては、以下のような組み合わせに留意して検索式を

作成する必要がある。 

・ 融雪 

・ 融氷 

・ 雪、氷 

 ● 技術別のアクセス例 

融雪技術の個別要素について個別にアクセスする場合には、個別技術分類あるいは拡大

技術分類に対応する国際特許分類（IPC）やファイル・インデックス（FI）、Ｆタームな

どの分類を選択しそれらを組み合わせた検索と、融雪技術に関連するキーワードを組み合

わせた検索式を併用してアクセスする方法が有効である。 

表1.2に、融雪技術のアクセス例を示す。なお、本検索式構造は、特許電子図書館

（IPDL）を利用して検索することを前提として作成している。 

なお、先行技術調査を完全に漏れなく行うためには、調査の目的に応じて上記以外の分

類も調査する必要があるので注意が必要である。 
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表1.2 融雪技術のアクセス例 

 技術要素 個別技術の概要 検索式の構造 

①融雪剤 FI=C09K3/00,102+FT=4H016AA00 

②雪氷附着防止剤 FT=4H020AB01 

③雪氷附着防止塗料 FT=(4D075CA10+4F004CA03) 

④街路への融雪剤散布機 FI=E01H10/00A 

消雪技術 

⑤融雪等を目的とした特殊表面舗装 FI=E01C19/20*(雪+氷) 

①散水ノズル、散水法 FIF=BBT+FT=4F033AA08 

②機関廃熱、加熱空気、排蒸気等の直接使用  

(1) 道路舗装路面加熱 FT=(2D051GA03+2D051GA04) 

(2) 軌道凍結防止用温水噴霧式融雪ﾊﾞｰﾅ FT=3K052BA04 

(3) 廃熱,非燃焼熱を利用した融雪 FT=(3K070AC23+3L039BE05) 

(4) 太陽集熱器を用いた融雪装置 FT=3L040AA21 

(5) 車両付属装置(風偏向器等)の融雪装置 FI=B60J1/20C 

直
接
熱
交
換 

(6)地熱利用融雪 FT=3L039BE05+FI=F24J3/00*(雪+氷) 

①電熱ヒータによる熱エネルギの定常的付与  

(1) 道路舗装路面加熱 FT=(2D051GA01+2D051GB01+2D051GC01) 

(2) 道路標識・表示装置保全 FT=2D064HA03 

(3) 軌道の氷結防止のための電気加熱等 FT=2D056BA00 

(4) 電線ｹｰﾌﾞﾙの融雪のための抵抗加熱制御 FT=(3K058BA16+5G313DA07) 

(5) 融雪ﾋｰﾀ内蔵瓦及び融雪屋根 FI=(E04D1/30Y+E04D1/30,603F+E04D13/00A:E04D13/00D) 

(6) 樋の電熱融雪、加熱雪止等 FI=(E04D13/076A+E04D13/076B+E04D13/10J) 

(7) 車両用融雪ﾋｰﾀと制御 FT=(3K092AA16+3K092VV33+3K058BA16) 

②太陽熱を利用した融雪屋根 FI=E04D1/30,603G*(雪+氷) 

③屋内暖房熱の有効利用(雪氷防護手段を有する建造物) 
FI=E04H9/16A:E04H9/16Q+FT=2E141GG13 

+FI=F24D5/00Z*(雪+氷) 

④水循環パイプ：地下水､河川水、温水、海水循環による熱交換《蓄熱媒体利用せず） 

(1) 道路舗装路面加熱 FT=2D051GA06 

⑤ヒートパイプ：熱源として地熱や廃熱を利用し、循環蓄熱媒体を介して熱交換 

(1) 道路舗装路面加熱 FT=(2D051GA04+2D051GB05+2D051GC04+2D051GC06) 

(2) 道路標識・表示装置保全 FT=2D064HA05+FI=F28D15/02S  

(3) 温泉熱､地下水､地熱利用熱交換器 FI=F25B27/00P*(雪+氷) 

(4) 加熱装置内蔵型ｹｰﾌﾞﾙ絶縁体 FT=(5G331BC07+5G333CC07) 

(5) ｹｰﾌﾞﾙ加熱用ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ FT=5G367HG02 

⑥ヒートポンプ：熱源として大気等の自然熱源を利用し、圧縮機・減圧弁を有する冷媒循環システムにより熱交換 

(1) 道路舗装路面加熱 FT=(2D051GA08+2D051GB04) 

(2) 圧縮式融雪ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ FI=F25B30/02C 

(3) 低温地熱利用ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 
FI=(F25B27/00P+F25B30/06T+F24J3/00)*(雪+氷) 

+FT=3L039BE05 

そ
の
場
処
理 

融
雪
技
術 

間
接
熱
交
換(

循
環
熱
利
用)

 
⑦季節間蓄熱利用(夏季自然ｴﾈﾙｷﾞを大量蓄熱し、ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ、ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ等の方式で熱交換) 

集雪移送処理 ① 加熱手段を有する融雪用側溝 FT=2D063CA20 

① 融雪槽内の高速融雪処理法(廃熱利用、燃料炊き融解等) 二次融雪処理 

(1) 加温水、蒸気、温泉、地下水による集雪の融雪処理 
FI=E01H5/10+FT=(2D026CL00+2D026CM00+2D026CN00 

+3L039BE05)+FI=F24J3/00*(雪+氷) 

① 降雪､積雪検知装置システム  

(1) 降雪路面状態検知装置 FT=2G060AD02+FI=(G01N21/17F+G01W1/00J)*(雪+氷) 

(2) 電線ｹｰﾌﾞﾙの着雪監視と融雪装置 
FI=(H02G1/02,319A+H02G1/02,319E+H02G1/02,319F+H02 

G7/16H:H02G7/16Z)+FT=(5G367AD08+5G367HA03+5G367HF00) 

② 各種消雪装置の最適運転システム  

融
雪
技
術
分
野 

自動融雪 

システム 

 (1) 道路舗装路面加熱の自動運転制御 FT=2D051GB08 

      

 融雪技術S1に補充する関連特許,実用新案件数 下記の各式に(雪+氷)を乗算 

① 道路標識の雪･氷の機械的除去 FT=2D064HA02 消雪技術 

② 架線への着雪防止ﾘﾝｸﾞ FT=(5G367HF00+5G367AD08+5G367HA03) 

① 道路除雪法と機械  

(1) 人力除雪と装置 FI=E01H5/02 

(2) 機械除雪及び雪運搬装置 
FI=(E01H5/00A+E01H5/00B+E01H5/00Z+E01H5/04+E01H5/07 

+E01H5/12+E01H6/00) 

② 軌道除雪 FI=(E01H5/06+E01H5/08+E01H5/09+E01H8/02+E01H8/10) 

③ 住宅屋根からの効率的除雪ｼｽﾃﾑ  

(1) 積雪滞留防止屋根 FI=E04D13/00F 

(2) 雪用排水樋,懸垂吊具､受具 
FI=(E04D13/06,108J+E04D13/064,501H+E04D13/064,502J 

+E04D13/072V+E04D13/072,501V+E04D13/072,502V) 

除雪技術 

(3) 雪樋、雪下ろし用ｼｭｰﾀ FI=(E04D15/00X+E04D15/00Y) 

① 防雪柵 FT=2D001PA01 

② 雪崩防止装置 FT=2D001DA09 

そ
の
場
処
理 

防雪技術 

③ 雪滑り防護装置 FT=2D001PA04 

そ
の
他
雪
処
理
技
術
か
ら
の
補
充 

集雪･移送 ① 流雪溝,処理桝 FI=(E03F5/04Z+E03F5/10B) 
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1.3.1 融雪技術の出願件数分布 

図 1.3.1 に、融雪技術の出願件数分布を示す。 

1991 年以降に出願され 2003 年７月までに公開された融雪技術に関する特許、実用新案

は、2,059 件（特許 1,715 件、実用新案 344 件）である。 

化学的融雪技術の出願は 240 件で、融雪・凍結防止剤が 117 件、雪氷付着防止技術が

42 件、融雪剤散布技術が 81 件である。直接散水融雪技術の出願は 175 件である。無散水

融雪技術の出願は 1,052 件で、火炎利用融雪技術 169 件、電熱利用融雪技術 515 件、循環

パイプ利用融雪技術 217 件、ヒートパイプ利用融雪技術 108 件、ヒートポンプ利用融雪技

術 43 件となっている。屋根融雪技術の出願は 443 件で、屋根構造技術が 85 件、ヒータ設

置と施工技術が 358 件である。自動融雪システム技術の出願は 149 件で、検知に関する出

願 58 件、自動融雪システム 91 件である。 

 

図1.3.1 融雪技術要素別の出願件数分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3 技術開発活動の状況

 

 
化学的融雪技術 240 件 

直接散水融雪技術 175 件 

無散水融雪技術 （1,052 件） 

電熱利用融雪技術

515 件 

循環パイプ利用

融雪技術 

217 件 

ヒートパイプ利用

融雪技術 108 件

ヒートポンプ利用

融雪技術 43 件

屋根融雪技術 443 件 

火炎利用融雪技術

169 件 

 

自動融雪 

システム 

技術 

149 件 
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1.3.2 融雪技術の全体動向 

図 1.3.2-1 に、融雪技術に関する出願人数と出願件数の 1991-2001 年の推移を、図

1.3.2-2 に 1991 年以降 2001 年までの融雪技術に関する特許・実用新案別の出願件数推移

を示す。特許が 1,715 件と期間内全出願 2,048 件の 83.7％を占めている。91-97 年にかけ

て出願件数は 200-250 件／年を維持しつつ 95-98 年にかけて出願人数も増加して開発が活

性化したが、その後は出願が 150-180 件／年程度に減少し、出願人数も 140 人前後に落ち

着いている。ただし、00 年以降は若干ではあるが、出願件数が増加に転じている。 

 

図 1.3.2-1 融雪技術に関する出願人数と出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.3.2-2 融雪技術に関する特許・実用新案別の出願件数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

91-93 年にかけて出願全体に占める実用新案の割合が 32-43％と多かったが、94 年以降

は 10％以下の水準に落ち込んでいる。これは、94 年より施行された実用新案法の改正に

よる影響であるが、融雪技術全体の出願件数はそれほど落ち込んでいない。 

表 1.3.2 に、融雪技術に関する累積出願件数 10 件以上の主要出願人と出願件数推移を

示す。 

主要出願人を業態別にみると、電気機器産業（６社）、非鉄金属／電線加工業（５社）、

輸送用機器・機械産業（７社）、土木建設建材業（５社）となっている。それ以外では、

化学２社、鉄鋼２社、電気・ガス、陸運、繊維製品の各１社である。また、個人の加茂芳
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秋氏（ダイワテック代表）および 18 件出願のヒルコは北海道に拠点を置く融雪機専業

メーカーである。地域別にみると、東京や大阪に拠点を置く大企業（各 11 社と拮抗）以

外に、新潟４社、北海道、山形各２社、群馬、奈良、兵庫、岡山、広島各１社と融雪技術

を事業化している企業が多雪地帯を主体に全国各地に散在しているのが特徴である。主要

出願人別の出願動向をみると、フジクラや三菱電機は最近出願が少ないが、松下電器産業

やクボタは最近集中的出願を行っている。 

  

 

表1.3.2 融雪技術の主要出願人分布と出願件数の推移（累積出願件数10件以上） 

出願年 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 
計

1 フジクラ 14 13 13 10 6 6 3 4 2  1 72

2 古河電気工業 2 6 6 8 7 4 3 4  1 2 43

3 松下電器産業   3     1 3 6 27 40

4 クボタ   1  1  8 4 1 7 17 39

5 三菱電機 8 11 11 2   3     35

6 アイジー技術研究所 4 4   12 2 2 1 2  6 33

7 東日本旅客鉄道 2 4 9 5 2 2  2 1 5  32

8 加茂 芳秋   9 7 2 2 6 3 1   30

9 日立電線 9 7 3 2  1 4 1  1 1 29

10 三洋電機 7 5 7   7 2     28

11 積水化学工業 3 2 6 3 1  3 2  1 2 23

12 ﾎﾞｯｼｭ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ｼｽﾃﾑ    1 6 4 10 1    22

12 高橋 敬   1 10 3 3 1 3 1   22

14 ヒルコ       9 1 2 4 2 18

14 住友電気工業 3 8 3 1 3       18

16 サンデン 5      8 4    17

16 浅野金属工業 4  3 4 4    1 1  17

18 出光興産  1 1 2 3 2 2 1   4 16

18 北越消雪機械工業 2 4 4 2 2 1   1   16

20 ニチフ端子工業    9 6       15

20 三菱電線工業 3 1   1  1   8 1 15

20 洲澤 昭己  1  5 5    2 2  15

23 三菱重工業 4 1 2 2 1 1 1   2  14

23 大林組 7  4 1 2       14

23 日本地下水開発 10 2     1  1   14

26 石川島播磨重工業    1 1  2 3 4 1 1 13

26 積水化成品工業  1 4 1 2 3 2     13

28 松下電工 2 1 2 1 4    1  1 12

29 ミサワホーム 1 1  1 4   1 1 1 1 11

29 ユーテック   1 2 1  3 1 3   11

29 栗本鉄工所       2 4 3 1 1 11

29 東京電力  3 2 1 1  3    1 11

33 興和 2 4  2 1      1 10

33 帝人  1 2 1  1  3 2   10
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1.3.3 化学的融雪技術 

図 1.3.3-1 に化学的融雪分野の出願人数と出願件数の推移を示した。97-98 年にかけて

出願人数が増加したが、その後は定常期に移行し開発が一段落している状況と思われる。 

表 1.3.3-1 に、化学的融雪分野の主要出願人分布と出願推移を示したが、主要出願人に

は融雪剤や凍結防止剤の製造メーカーである化学メーカー（ダイセル化学工業、エムアイ

テック、徳山曹達など）、架線への雪氷付着防止剤に関する電線・通信メーカー（古河電

気工業）、および散布車両メーカー（範多機械、新明和工業など）が上位に名を連ねてい

る。 

 

図1.3.3-1 化学的融雪技術分野の出願人数と出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.3-1 化学的融雪技術分野の主要出願人分布と出願件数の推移（累積出願４件以上） 

出願年 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01
計

1 ダイセル化学工業     1 1 1 1 5   9 

1 範多機械 1 1    1 2 3  1  9 

3 エムアイテック    2 3   2 1   8 

4 徳山曹達      3 1 1  2  7 

5 古河電気工業 1  3        2 6 

5 新明和工業   4 1       1 6 

5 日本除雪機製作所 1 1    1 1 1  1  6 

8 ソリトン コム         2 2 1 5 

8 日本電信電話  2  1  1   1   5 

8 北海道曹達    2 1    1  1 5 

11 クラリアント ＧＭＢＨ   2 1    1    4 

11 国土交通省北陸地方建設局長 1 1     1 1    4 

11 三菱重工業 2 1   1       4 

11 積水樹脂      1    2 1 4 

11 ＴＣＭ   1  1  1   1  4 
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図 1.3.3-2 に、融雪・凍結防止剤、雪氷付着防止技術および融雪剤散布技術の出願件数

推移を示す。融雪・凍結防止剤に関する出願は 91 年以降 97 年までは増加してきたが、近

年は減少傾向にある。同様な傾向は融雪剤散布技術についてもみられる。雪氷付着防止に

関しては、全期間を通じて 10 件／年以下の水準で継続的に出願されてきている。 

融雪・凍結防止剤に関する最近の出願の中心は、酢酸塩系（CMA）などの非塩系融雪剤

に移行しており、散布技術については、ほとんどが車載型若しくは据置型の自動散布装置

に関する出願である。 

表 1.3.3-2 に化学的融雪技術の技術要素別の主要出願人分布と出願推移を示す。融雪・

凍結防止剤はダイセル化学工業、徳山曹達などの化学大手とともに、樹脂加工メーカーの

エムアイテック、スイスに本社のある世界的塗料メーカーのクラリアント社などが名を連

ねている。雪氷付着防止技術に関しては、特に架線や付帯施設などへの着氷雪防止技術に

関連した出願が主体であり、電線大手や樹脂メーカーが上位に顔を出している。融雪剤散

布技術には、車載あるいは定置式散布装置製造メーカーや特殊車両製造メーカーが入って

いる。 

 

 

図1.3.3-2 化学的融雪技術分野の技術要素別出願件数推移 
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表1.3.3-2 化学的融雪技術分野の技術要素別主要出願人分布と出願件数の推移 

出願年 技術

Ⅱ 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 
計 

1 ダイセル化学工業     1 1 1 1 5   9 

2 徳山曹達      3 1 1  2  7 

3 エムアイテック     3   2 1   6 

4 北海道曹達    2 1    1   4 

5 クラリアント ＧＭＢＨ   1 1    1    3 

5 ジャンク ジョージ エイ      3      3 

5 相模 庚司     1  2     3 

融
雪
・
凍
結
防
止
剤 

5 米山化学工業     1  1 1     3 

1 古河電気工業 1  3        2 6 

2 日本電信電話  2  1  1   1   5 

雪
氷
付
着 

防
止
技
術 3 積水樹脂      1    2 1 4 

1 範多機械 1 1    1 2 3  1  9 

2 日本除雪機製作所 1 1    1 1 1  1  6 

3 ソリトン コム         2 2 1 5 

3 新明和工業   3 1       1 5 

5 国土交通省北陸地方建設局長 1 1     1 1    4 

5 東洋運搬機   1  1  1   1  4 

7 市川工務店     2   1    3 

7 新潟鉄工所         1 1 1 3 

融
雪
剤
散
布
技
術 

7 北海道開発局建設機械工作所長      1 1 1    3 

 

 

1.3.4 直接散水融雪技術 

図 1.3.4 に直接散水融雪技術分野の出願人数と出願件数の推移を示す。91 年のピーク

後に出願人数、出願件数ともに減少したが、その後 97-98 年にかけて増加した。最近は、

出願人数､出願件数ともに減少している。 

 

図1.3.4 直接散水融雪技術分野の出願人数と出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.3.4 に、直接散水融雪技術分野の主要出願人分布と推移を示した。 

消融雪ノズルおよび散水装置の専業メーカーであり、いずれも新潟県に本社のある浅野

金属工業、北越消雪機械工業、ユーテックの出願数が多い。浅野金属工業と北越消雪機械

工業の出願が 90 年代前半に集中しているのに対して、ユーテックは 90 年代後半に散水ブ

ロックを主体にした出願をしている。 
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表1.3.4 直接散水融雪技術分野の主要出願人分布と出願件数の推移（累積出願４件以上） 

出願年 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 
計 

1 浅野金属工業 4  3 4 4    1 1  17 

2 北越消雪機械工業 2 3 4 2 2 1   1   15 

3 ユーテック   1 2 1  2 1 3   10 

4 竹内 岑男 2 2 3         7 

5 不二興業       2 2  1  5 

6 山大機電     4       4 

 

 

1.3.5 無散水融雪技術 

図 1.3.5-1 に無散水融雪技術分野の出願人と出願件数の推移を示す。無散水融雪技術全

体では、96-98 年に開発旺盛期があり、多数の出願人が参画していたが、その後は出願人

数が急減し淘汰が進み、特定企業に集中した出願形態に移行しつつある状況と思われる。 

 

図1.3.5-1 無散水融雪技術分野の出願人と出願件数の推移 
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表1.3.5-1 無散水融雪技術分野の主要出願人分布と出願件数の推移（累積出願８件以上） 

出願年 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01
計

1 フジクラ 14 13 13 9 6 6 3 4   1 69

2 クボタ   1    6 4 1 7 14 33

3 三菱電機 7 11 11 2        31

4 加茂 芳秋   9 7 2 1 6 3 1   29

4 東日本旅客鉄道 2 2 9 5 1 2  2 1 5  29

6 松下電器産業   1      3 5 19 28

7 古河電気工業 1 4 2 6 4 3 2 4    26

8 ﾎﾞｯｼｭ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ｼｽﾃﾑ     1 6 4 10 1    22

8 三洋電機 7 2 7   5 1     22

10 住友電気工業 3 8 2 1 3       17

11 日立電線 7 1 3   1 1 1  1 1 16

12 ニチフ端子工業    7 6       13

12 ヒルコ       7   4 2 13

12 洲澤 昭己  1  4 4    2 2  13

12 積水化学工業 2 1 5 1   2    2 13

16 積水化成品工業  1 4 1 2 3 1     12

17 出光興産  1 1 2 3 1 2 1    11

18 栗本鉄工所       2 4 3  1 10

18 日本地下水開発 8      1  1   10

20 サンデン 3      6     9 

20 三菱電線工業 2 1     1   5  9 

22 興和  4  2 1      1 8 

22 新陽社 1    2 1   2 2  8 

 

松下電器産業、クボタでは最近の出願が多い。また、大手企業以外にも、融雪機の加茂

芳秋氏（北海道岩見沢）、地熱利用融雪システムの洲澤昭己氏（広島県三次）、融雪機専業

のヒルコ（北海道札幌）などの地方企業が上位の出願人である。 

 

図1.3.5-2 無散水融雪技術分野全体と技術要素別の出願件数の推移 
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図 1.3.5-2 に無散水融雪技術の個別技術要素別の出願件数の推移を示す。 

火炎利用融雪技術は、90 年代中期のバーナー燃焼型融雪機関連で出願が急増したが、

商品開発が一段落し件数は減少している。 

電熱利用融雪技術は、98 年頃までは 60 件／年を維持していて、99 年に減少したが、

00-01 年にかけて特定企業による集中的出願により出願件数が再度増加に転じた。 

循環パイプ融雪技術も 97 年頃までは 20-40 件／年で推移してきたが、最近は 20 件／年

前後の出願数に落ち着いている。 

ヒートパイプ融雪技術は特殊熱交換器であることから、参画企業数が少ない分野である。

90 年代前半に、フジクラ、三菱電機両社から集中的に出願され 20 件／年以上の出願数で

あったが、その後は減少し最近はほとんど出願されていない。 

ヒートポンプ融雪技術は、熱交換システムが大掛かりで制御も難しいため参入企業が少

ない分野であるが、99 年以降出願数が漸増してきており、01 年には８件／年の出願数と

なっている。 

表 1.3.5-2 に無散水融雪技術分野の技術要素別の主要出願人分布と出願件数の推移を示

す。火炎利用融雪技術分野の主要出願人の出願は融雪機に集中している。主要出願人であ

る加茂氏、ヒルコ、ヒルコ北海道は製品化し販売を行っている。 

電熱利用融雪技術分野の出願では、電器、電線の大手が上位を独占している。電線メー

カーは架線融雪用 LC スパイラルロッド、電器メーカーはロードヒーティング用融雪マッ

トに関する出願が主体である。電器､電線メーカー以外では、出光興産、積水化成品工業

による PTC 発熱体を用いた融雪パネルや、東日本旅客鉄道によるレールポイント融雪器の

出願が主体である。 

循環パイプ融雪技術では、クボタと三洋電機の出願数が最も多いが、その出願推移には

極端な違いがある。三洋電機はロードヒーティングに的を絞った出願であり、98 年以降

出願されていないのに対して、クボタは 97 年以降集中的で継続的な出願を維持してきて

いる。17 件中の８件がヒートポンプとの複合融雪システムに関するものである。 

ヒートパイプ融雪技術は、フジクラが最も多い出願件数であるが、99 年以降出願され

ていない。フジクラのヒートパイプシステムは、下水熱源などを利用して交差点などの特

定道路路面用として多くの施工実績がある。三菱電機も 90 年代初めまでヒートパイプの

開発を行っていたがそれ以降出願はない。 

ヒートポンプ融雪技術はクボタの出願が多く、２熱源方式、２系統熱輸送併用方式、２

段階（散水と無散水との２段階で熱源保有熱を有効活用）融雪などのヒートポンプと他の

融雪手段を組み合わせた複合融雪システムに関する出願が多い。 
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表1.3.5-2 無散水融雪技術分野の技術要素別の主要出願人分布と出願件数の推移 

出願年 技術 

Ⅱ 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01
計

1 加茂 芳秋   9 7 2 1 4 1 1   25

2 ﾎﾞｯｼｭ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ｼｽﾃﾑ    1 6 4 10 1    22

3 ヒルコ       7   3 1 11

4 ヒルコ北海道  1     4     5 

4 昭和鉄工       4  1   5 

6 ヤマヒサ       4     4 

火
炎
利
用
融
雪 

技
術 

6 藤正丸二物産     1 3      4 

1 松下電器産業   1      3 5 18 27

2 古河電気工業 1 4 2 6 4 3 2 4    26

3 東日本旅客鉄道  1 9 3 1 2   1 3  20

4 住友電気工業 3 8 2 1 3       17

5 日立電線 7 1 3    1 1  1  14

6 ニチフ端子工業    7 6       13

7 出光興産  1 1 2 3 1 2 1    11

7 積水化成品工業   4 1 2 3 1     11

9 栗本鉄工所       2 4 3  1 10

9 三菱電機  1 7 2        10

電
熱
利
用
融
雪
技
術 

11 新陽社 1    2 1   2 2  8 

1 三洋電機 5 2 3   5 1     16

2 クボタ       3 3 1 1 5 13

3 洲澤 昭己  1  3 4    1   9 

4 積水化学工業  1 5    2     8 

5 サンデン 1      6     7 

循
環
パ
イ
プ 

融
雪
技
術 

6 興和  4  1       1 6 

1 フジクラ 14 11 13 8 2 4 2 3    57

2 三菱電機 6 9 2         17

ﾋｰﾄ 

ﾊﾟｲﾌﾟ

融雪 

技術 3 東日本旅客鉄道 2 1  1    2    6 

1 クボタ       2 1  4 9 16

2 洲澤 昭己    1     1 2  4 

ﾋｰﾄ 

ﾎﾟﾝﾌﾟ

融雪 

技術 2 前川製作所 1    1    1  1 4 
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1.3.6 屋根融雪技術 

図 1.3.6-1 に屋根融雪技術の出願人数と出願件数の推移を示す。 

90 年代の初めに開発が停滞した後、97 年まで開発が盛んになり出願人が急増した。そ

の後一段落したが、01 年再度増加傾向に転じている。 

表 1.3.6-1 に屋根融雪技術の主要出願人分布と推移を示す。アイジー技術研究所、高橋

敬氏の出願が最も多い。アイジー技術研究所は山形県の建材メーカーであるアイジー工業

の関連会社であり、Ｒ＆Ｄ会社である。一方、高橋敬氏は岡山県倉敷のパテジソンの代表

であり、出願のほとんどは流体移動規正線構造方式の屋根流水式シートに関するものであ

る。これは、すでに商品化されている。 

 

図1.3.6-1 屋根融雪技術の出願人数と出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.6-1 屋根融雪技術の主要出願人分布と出願件数の推移 

出願年 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01
計

1 アイジー技術研究所 4 4   12 2 2 1 2  6 33

2 高橋 敬   1 10 3 3 1 2 1   21

3 大林組 6  1 1 2       10

4 ミサワホーム  1   4   1 1 1  8 

4 松下電工 1 1 1  3    1  1 8 

4 積水化学工業 1 1 1  1  1 2  1  8 

7 石川島播磨重工業    1 1  2 2    6 

7 大和ハウス工業  1     2 1 1  1 6 

9 ナショナル住宅産業 4  1         5 

9 坂口 祥子      5      5 

9 山本製作所     2    3   5 

9 出光興産      1     4 5 

9 東陶機器      3 2     5 

9 柳 雄一 4   1        5 
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図 1.3.6-2 に屋根融雪技術全体と技術要素別出願件数の推移を示したが、大半の出願は、

ヒーター設置と施工技術に関するものであり、屋根構造を規定した出願の比率は少ない。

出願の傾向は、図 1.3.6-1 で述べたと同様である。 

表 1.3.6-2 に屋根融雪技術の技術要素別の主要出願人分布と出願件数の推移を示す。分

布傾向は屋根融雪技術全体の出願人分布と同様の傾向である。 

 

図1.3.6-2 屋根融雪技術の要素技術別出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.6-2 屋根融雪技術の技術要素別の主要出願人分布と出願件数の推移 

出願年 技術

Ⅱ 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01
計

1 アイジー技術研究所     2  1    6 9 

2 出光興産      1     3 4 

屋
根
構
造 

技
術 

2 大林組 3    1       4 

1 アイジー技術研究所 4 4   10 2 1 1 2   24

2 高橋 敬   1 10 3 3 1 1 1   20

3 松下電工 1 1 1  3    1   7 

4 ミサワホーム     3   1 1 1  6 

4 大林組 3  1 1 1       6 

6 坂口 祥子      5      5 

6 石川島播磨重工業    1 1  1 2    5 

6 積水化学工業  1   1  1 1  1  5 

9 ナショナル住宅産業 4           4 

9 井関農機     3     1  4 

9 岡崎興産      4      4 

9 山本製作所     1    3   4 

9 大和ハウス工業  1      1 1  1 4 

9 日本碍子        4    4 

9 板鼻 幸作       3  1   4 

ヒ
ー
タ
設
置
と
施
工
技
術 

9 北越上下水道  1  1  2      4 
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1.3.7 自動融雪システム技術 

自動融雪システムについては、検知単独よりはそれと利用個所を特定した自動融雪処理

とを組み合わせた総合的な自動融雪処理システムに関する出願が多い。 

図 1.3.7-1 に自動融雪システム技術の出願人数と出願件数の推移を示した。 

変動が激しく、開発推移の状況が読み取れないが、その理由の１つは、自動融雪システ

ムが、各融雪技術の運転制御に関する補完的技術として出願されてきているためと考えら

れる。 

表 1.3.7-1 に、自動融雪システム技術の主要出願人分布と出願件数の推移を示した。電

線、電機、電力企業からの出願が多い。 

 

図1.3.7-1 自動融雪システム技術の出願人数と出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.7-1 自動融雪システム技術の主要出願人分布と出願件数の推移 

出願年 
No. 出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01
計

1 古河電気工業  2 1 2 3 1 1     10

1 日立電線 2 4  1   3     10

3 松下電器産業          1 8 9 

4 サンデン       2 4    6 

4 三菱電線工業 1    1     3 1 6 

4 昭和電線電纜 3  3         6 

7 東京電力  1 1    3     5 

7 北海道瓦斯  3 1    1     5 

9 沖電気工業 1        3   4 

9 北海バネ      2   2   4 

9 北海道電力    2   1  1   4 

9 北日本電線  1   3       4 
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図1.3.7-2 自動融雪システム技術分野の技術要素別の出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1.3.7-2 自動融雪システム技術分野の技術要素別の主要出願人分布と出願件数の推移 

（累積３件以上） 

出願年 計技術

Ⅱ 

No. 
出願人 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01  

1 日立電線 1 3  1   3     8 

2 古河電気工業  1  1 3       5 

3 東京電力  1     3     4 

4 サンポット   1     1 1   3 

4 三菱電線工業 1    1      1 3 

4 昭和電線電纜 3           3 

降
雪
・
積
雪
・
凍
結 

検
知
技
術 

4 名古屋電機工業      2    1  3 

1 松下電器産業          1 8 9 

2 サンデン       2 3    5 

2 古河電気工業  1 1 1  1 1     5 

4 北海道瓦斯  3 1         4 

5 ガスター  3          3 

5 園田計器工業      1 2     3 

5 関西電力      1 2     3 

5 三菱電線工業          3  3 

5 昭和電線電纜   3         3 

5 帝人        2 1   3 

5 北海バネ      1   2   3 

自
動
融
雪
装
置
・
運
転
制
御
技
術 

5 北日本電線  1   2       3 

 

図 1.3.7-2 に自動融雪システム技術分野全体と技術要素別の出願件数の推移を示す。降

雪・積雪・凍結検知技術はばらつきがあるが、２-13 件／年でほぼ定常的に推移している

のに対して、自動融雪装置・運転制御技術は 90 年代を通じて 10 件前後でほぼ定常的に推

移してきたのが、01 年に若干増加しているが、松下電器産業によるアプローチ路面融雪

システムの運転制御の出願増によるものである。 

表 1.3.7-2 に自動融雪システム技術分野の技術要素別の主要出願人分布と出願件数の推

移を示す。降雪・積雪・凍結検知技術では、日立電線、古河電気工業、東京電力が上位に
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あり、日立電線からの出願８件（うち４件は共願）は、すべて架線着雪検知に関するもの

であるのに対して、古河電気工業の出願５件中４件はロードヒーティングへの利用を前提

とした路面水分検知に関する出願である。 

自動融雪装置・運転制御技術では、松下電器産業がトップであるが、これは、アプロー

チ路面融雪の自動運転システムに関する 01 年の出願が主体を占めているためである。以

下、サンデン、古河電気工業、北海道瓦斯と続くが、その中で、サンデンは降雪センサと

循環パイプ融雪との組み合わせによる出願を行っている。 
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特許、実用新案に示された融雪技術に関する技術開発の課題を表1.4-1に示す。公報に

記載されている「発明が解決すべき課題」より、具体的課題を読み取りこれを体系化した

結果、同表中に示すように課題Ⅰから課題Ⅲのように体系化した。 

表1.4-2に技術開発課題に対する解決手段をまとめて示す。融雪技術を、1.3節で述べた

技術要素で切り分けて、課題と解決手段の関連を体系化し解析を行う。技術要素の切り分

けは表1.3.1に示した技術要素Ⅰレベルを基本とするが、出願件数の多い無散水融雪技術

分野については、もう一段落とし込んだ要素Ⅱレベルで課題と解決手段の関連を体系化整

理することとした。 

表1.4-1 融雪技術に関する技術開発課題 

課題Ⅰ 課題Ⅱ 課題Ⅲ 

融雪熱供給速度のアップ 処理速度の向上 

融雪対象雪氷（塊）の細粒化 

融雪面温度の均一化 

融雪面への供給熱量の均一化 

融雪面温度・供給熱量の調整 

融雪水の過熱防止と除去 

融雪効率の向上 

結露防止と除去 

電熱変換効率の改善 

熱輸送効率の改善 

逸散熱の低減 

熱利用率の向上 

採熱効率の改善 

蓄熱密度の改善 

吸熱効率の改善 

蓄熱性能の向上 

放熱効率の改善 

着雪氷面の濡れ性能の改善 

融雪性能の向上 

着雪氷防止性能の向上 

着雪氷層の成長防止 

製造・組立工程の簡略化 製造・組立効率の改善 

製造・組立能率の向上 

ヒータ敷設工事の改善 

生産性の向上 

施工性の向上 

ヒータ埋設舗装工事の改善 

ユニット化による単純化、軽量化 製造・組立・施工コストの低減 

現地敷設舗装工事の簡略化 

安価エネルギー源の利用 運転コストの低減 

融雪熱供給調整機能の向上 

設備機器の耐久性・寿命の延長 

経済性の向上 

維持管理コストの低減 

管系汚染除去や劣化部品の交換性改善 

熱供給量可変制御性の向上 運転精度の向上 

フィードバック制御性の向上 

降雪予知・検知制御性の向上 

精度・確度の向上 

検知・運転制御精度の向上 

運転制御精度の向上 

材料腐食性改善 含塩系融雪剤の改良と非含塩系融雪剤の改善 

塩害からの植生保護 

地下水汚染防止（含排水汚染防止） 

環境保全 

環境汚染防止 

地盤沈下防止 

定着性、耐久性能の改善 凍結防止性能の改善 

散布性能の改善 

安全性の確保 

屋根上雪塊の落雪防止  

 設備的対応による安全性の向上  

1.4 技術開発の課題と解決手段



 48

 

表1.4-2 融雪技術に関する解決手段 

解決手段Ⅰ 解決手段Ⅱ 解決手段Ⅲ 

単一系システムと最適運転制御 

複数系システムと最適運転制御 

多段熱放散システムと最適運転制御 

融雪システムの 

改良 

トータルシステムの改良 

（採熱、加熱、輸送、放熱プロセス

を組み合わせた全体システム） 

蓄熱機能付加 

散水管／循環パイプと配設パターンの改良 

ノズル仕様と取付交換法の改良 

熱源からの高効率採熱方式の改良 

放熱端部構造の改良と高熱伝導材料の適用 

埋設型散水／循環融雪器本体の改良

（散水ﾊﾟｲﾌﾟ、循環ﾊﾟｲﾌﾟ､ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ、

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ共通） 

ユニット、ブロック構造と接合法の改良 

 その他 

PTC発熱材料の改良 

電磁誘導発熱体の改良 

LCスパイラルロッドの改良 

遠赤外照射・放射発熱体の改良 

電熱ヒータの改良 

発熱体ユニットと接合施工法の改良 

 その他 

下地断熱処理法の改良 

均熱体／層の配置法の改良 

現地施工法の改良 

透水機能付与等の融雪用特殊舗装の改良 

 その他 

バーナ燃焼制御 

燃焼ドラム構造の改良 

給排気管の構造・配置の改良 

温水循環散水法の改良 

融雪水排水加熱処理法の改良 

融雪機の改良 

装置構造と蓋開閉操作法の改良 

 その他 

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法の 

改良 

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良 

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良 

ヒータ内蔵型屋根材の改良 

下地断熱処理法の改良 

均熱体／層の配置法の改良 

屋内暖房排熱利用法の改良 

融雪設備の改良 

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工

法の改良 

太陽電池付屋根融雪方法の改良 

  その他 

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良 検知・予知精度の改良 

多要素センサ情報の組合せシステムの改良 

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御 

予知予熱運転制御 

融雪制御技術の 

改良 

ダイナミック運転制御の改良 

フィードフォワード運転制御 

  その他のダイナミック運転制御 

融雪剤への防食機能剤等の添加 

多機能被覆・担持処理剤の添加 

融雪剤、雪氷付着防止剤の改良 

撥水／疎水性材料の適用 

散布量の高精度制御法 融雪剤散布方法の改良 

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良 

化学処理法の改良 

融雪剤混入舗装の改良  
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1.4.1 融雪技術の課題と解決手段の分布 

図1.4.1-1に、融雪技術の課題と解決手段のマクロ的分布を示す。 

融雪性能の向上、生産性の向上、経済性の向上に対応する個別融雪装置と施工法を包含

する融雪設備の改良に関する出願が最も多い（全出願の69.5％）。 

融雪性能の向上と経済性の向上に対応する採熱から融雪（放熱）までの熱輸送系全体の

融雪システムの改良に関する出願は、件数は少ないがヒートポンプやヒートパイプや蓄熱

槽を介した熱媒体循環プロセス分野で行われている。 

精度・確度の向上のための融雪制御技術の改良、安全性の確保のための融雪設備の改良

や化学処理法の改良に関する出願も行われている。 

 

図1.4.1-1 融雪技術の課題と解決手段のマクロ的分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発課題と解決手段をより具体的レベル（階層Ⅱ）まで落とし込み、それらの分布をみ

た結果を、図1.4.1-2に示す。 

融雪性能の向上に関する開発課題の中では、融雪効率の向上のための屋根消雪用融雪

器・ユニットと施工法の改良に関する出願158件が最も多い。それ以外では、処理速度の

向上のための融雪機の改良に関する出願85件、融雪効率の向上のための埋設型散水／循環

融雪器本体の改良に関する出願82件、熱利用率の向上のための電熱ヒータの改良に関する

出願70件が多い。 

生産性の向上に関する開発課題は施工性の向上に出願が集中している。その中では、屋

根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良に関する出願93件が最も多いが、電熱ヒータの

改良に関しても81件出願されている。 

経済性の向上に関する開発課題では、製造・組立・施工コストの低減、運転コストの低

減、維持管理コストの低減の個別課題に広く出願件数が分布している。その中では、製

造・組立・施工コストの低減のための電熱ヒータの改良に関する出願77件が最も多い。 
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図1.4.1-2 開発課題Ⅱと解決手段Ⅱの分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.4.2 融雪技術の技術要素毎の技術開発課題 
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施工性向上以外に融雪効率向上や熱利用率の向上、コスト低減課題が出願主体を形成して

いる。循環パイプ利用融雪技術は融雪効率の向上や熱利用率の向上とともに、施工性向上

やコスト低減など課題分布の広がりが大きくなっている。ヒートパイプ融雪技術は融雪効

率向上や熱利用率の向上が、ヒートポンプ融雪技術は熱利用率向上と運転コストの低減課

題に出願主体がある。 

次項以降で、技術要素毎に技術開発課題と解決手段との関連性を詳細に分析した結果を

述べる。 

 

図1.4.2-1 融雪技術の技術要素Ⅰと技術開発課題Ⅱの分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.4.2-2 融雪技術の技術要素細目Ⅱと技術開発課題Ⅱの分布 
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1.4.3 化学的融雪技術 

図1.4.3-1に、化学的融雪技術の技術開発課題Ⅱと解決手段Ⅱの対応を示す。着雪氷防

止性能向上のための融雪剤・雪氷付着防止剤の改良に関する出願51件、凍結防止性能向上

のための融雪剤・雪氷付着防止剤の改良に関する出願54件及び融雪剤散布方法の改良に関

する出願56件が主体である。それ以外には、材料腐食性の改善や環境汚染防止を目的とし

た融雪剤・雪氷付着防止剤の改良に関する出願も各30、17件出願されている。 

表1.4.3-1に、化学的融雪技術の技術開発詳細課題Ⅲと詳細解決手段Ⅲの件数マトリッ

クス分布を示す。詳細課題に対応する詳細解決手段に分類される出願の件数分布から、特

に個別詳細課題の累積件数の多いところを主体に注目領域を設定した。表中でハッチング

した領域①②が選択した注目領域である。注目領域①は、着雪氷防止性能の向上に関する

解決手段分布エリアとして、融雪剤、雪氷付着防止剤の改良分野を範囲として選択し、こ

のハッチングエリアで出願件数に対応する出願人マトリック表を作成した。同様な手順で

注目領域②の出願人マトリックス表も作成した。なお、出願件数がゼロのラインに対応す

る課題・解決手段要素については、出願人マトリックス表には表記しないこととした。注

目領域の中で出願件数10件以上のフレームを濃く表示したが、着雪氷面の濡れ性能、材料

腐食や塩害防止、凍結防止性能改善のための融雪剤・雪氷付着防止剤の改良や融雪剤散布

技術の改良分野に出願が集中している。 

 

図1.4.3-1 化学的融雪技術の技術開発課題と解決手段の対応 
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表1.4.3-1 化学的融雪技術の技術開発課題と解決手段の件数マトリックス分布（1/4） 
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表1.4.3-1 化学的融雪技術の技術開発課題と解決手段の件数マトリックス分布（2/4） 
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能
率
の
向
上

ヒ
ー

タ
敷
設
工
事
の
改
善

ヒ
ー

タ
埋
設
舗
装
工
事
の
改
善

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法
の改良

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良

ヒータ内蔵型屋根材の改良

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良 1

屋内暖房排熱利用法の改良

太陽電池付屋根融雪方法の改良

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良
一般

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良

多要素センサ情報の組合せシステムの改良

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御

予知予熱運転制御

フィードフォワード運転制御

ダイナミック運転制御の改良一般

融雪剤への防食機能剤等の添加 3 2

多機能被覆・担持処理剤の添加 1 8 1 1

撥水／疎水性材料の適用 38 1 1

散布量の高精度制御法 1

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良

融雪剤混入舗装の改良 1 1

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転

制
御
の
改
良

融
雪
剤
、

雪
氷
付

着
防
止
剤
の
改
良

融
雪
剤
散

布
方
法
の

改
良

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

検
知
・
予

知
精
度
の

改
良

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法

の
改
良

融
雪
制
御
技
術
の
改
良

化
学
処
理
法
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

処理速度
の向上

融雪効率の向上 熱利用率の向上
蓄熱性能の

向上

着雪氷防
止性能の
向上

製造・組
立効率の

改善

施工性の
向上

①
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表1.4.3-1 化学的融雪技術の技術開発課題と解決手段の件数マトリックス分布（3/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済性の向上 精度・確度の向上 環境保全 安全性の確保

材料
腐食
性改
善

ユ
ニ
ッ

ト
化
に
よ
る
単
純
化
、

軽
量
化

現
地
敷
設
舗
装
工
事
の
簡
略
化

安
価
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
利
用

融
雪
熱
供
給
調
整
機
能
の
向
上

設
備
機
器
の
耐
久
性
・
寿
命
の

延
長

管
系
汚
染
除
去
や
劣
化
部
品
の

交
換
性
改
善

熱
供
給
量
可
変
制
御
性
の
向
上

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
制
御
性
の
向
上

降
雪
予
知
・
検
知
制
御
性
の
向
上

運
転
制
御
精
度
の
向
上

含
塩
系
融
雪
剤
の
改
良
と
非
含
塩

系
融
雪
剤
の
改
善

塩
害
か
ら
の
植
生
保
護

地
下
水
汚
染
防
止
（

含
排
水
汚
染

防
止
）

地
盤
沈
下
防
止

定
着
性
、

耐
久
性
能
の
改
善

散
布
性
能
の
改
善

単一系システムと最適運転制御

複数系システムと最適運転制御

多段熱放散システムと最適運転制御

蓄熱機能付加 1

散水管／循環パイプと配設パターンの改良 5

ノズル仕様と取付交換法の改良

熱源からの高効率採熱方式の改良 1

放熱端部構造の改良と高熱伝導材料の適用

ユニット、ブロック構造と接合法の改良

埋設型散水／循環融雪器本体の改良一般

PTC発熱材料の改良

電磁誘導発熱体の改良

LCスパイラルロッドの改良

遠赤外照射・放射発熱体の改良

発熱体ユニットと接合施工法の改良 1

電熱ヒータの改良一般

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

透水機能付与等の融雪用特殊舗装の改良

現地施工法の改良一般

バーナ燃焼制御

燃焼ドラム構造の改良

給排気管の構造・配置の改良

温水循環散水法の改良

融雪水排水加熱処理法の改良

装置構造と蓋開閉操作法の改良

融雪機の改良一般

運転コス
トの低減

凍結防止
性能の
改善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪
防
止

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

維持管理コ
ストの低減

運転精度
の向上

検知・運
転制御精
度の向上

環境汚染防止

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

ト
ー

タ
ル
シ
ス
テ
ム
の

改
良

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器

本
体
の
改
良

電
熱
ヒ
ー

タ
の
改
良

現
地
施
工
法
の
改
良

融
雪
機
の
改
良

融
雪
シ
ス
テ
ム
の

改
良

製造・組
立・施工コ
ストの低減

②
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表1.4.3-1 化学的融雪技術の技術開発課題と解決手段の件数マトリックス分布（4/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済性の向上 精度・確度の向上 環境保全 安全性の確保

材料
腐食
性改
善

ユ
ニ
ッ

ト
化
に
よ
る
単
純
化
、

軽
量
化

現
地
敷
設
舗
装
工
事
の
簡
略
化

安
価
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
利
用

融
雪
熱
供
給
調
整
機
能
の
向
上

設
備
機
器
の
耐
久
性
・
寿
命
の

延
長

管
系
汚
染
除
去
や
劣
化
部
品
の

交
換
性
改
善

熱
供
給
量
可
変
制
御
性
の
向
上

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
制
御
性
の
向
上

降
雪
予
知
・
検
知
制
御
性
の
向
上

運
転
制
御
精
度
の
向
上

含
塩
系
融
雪
剤
の
改
良
と
非
含
塩

系
融
雪
剤
の
改
善

塩
害
か
ら
の
植
生
保
護

地
下
水
汚
染
防
止
（

含
排
水
汚
染

防
止
）

地
盤
沈
下
防
止

定
着
性
、

耐
久
性
能
の
改
善

散
布
性
能
の
改
善

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法
の改良

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良

ヒータ内蔵型屋根材の改良

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

屋内暖房排熱利用法の改良

太陽電池付屋根融雪方法の改良

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良
一般

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良

多要素センサ情報の組合せシステムの改良

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御

予知予熱運転制御

フィードフォワード運転制御

ダイナミック運転制御の改良一般 1

融雪剤への防食機能剤等の添加 26 5 25 1

多機能被覆・担持処理剤の添加 4 11 1 27 2

撥水／疎水性材料の適用

散布量の高精度制御法 1 42

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良 13

融雪剤混入舗装の改良 1 9

検知・運
転制御精
度の向上

環境汚染防止

課　　題　　Ⅲ

融
雪
制
御
技
術
の
改
良

化
学
処
理
法
の
改
良

製造・組
立・施工コ
ストの低減

運転コス
トの低減

凍結防止
性能の
改善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪
防
止

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

維持管理コ
ストの低減

運転精度
の向上

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転

制
御
の
改
良

融
雪
剤
、

雪
氷
付

着
防
止
剤
の
改
良

融
雪
剤
散

布
方
法
の

改
良

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

検
知
・
予

知
精
度
の

改
良

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法

の
改
良

②
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表1.4.3-2 化学的融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.3-1の領域①に対応） 
融雪性能の向上 

着雪氷防止性能の向上 

課 題 

着雪氷面の濡れ性能の改善 着雪氷層の成長防止 

融 雪 剤 へ の 防 食 機

能剤等の添加 

ｴﾑｱｲﾃｯｸ、ﾋﾞｽﾀ、田中 友爾 

３件 

 

多 機 能 被 覆 ・ 担 持

処理剤の添加 

ｸﾗﾘｱﾝﾄ(3)、ｺｳﾖｳ商工、ﾄﾞｩﾙｿﾙ ﾌｧﾌﾞﾘｰｸ ｵｯﾄｰ ﾄﾞｩﾙｽﾄ、ﾉﾍﾞｵ

ﾝ ｱｲ ﾋﾟｰ ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽﾞ、ﾕﾆｵﾝ ｶｰﾊﾞｲﾄﾞ CHEM ｱﾝﾄﾞ ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽ

 ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ、新東京国際空港公団+旭電化工業 

８件 

ﾍｷｽﾄ 

 

 

１件

化学処理法の

改良 

融雪剤、雪氷

付着防止剤の

改良 

撥 水 ／ 疎 水 性 材 料

の適用 

積水樹脂 (4)、古河電気工業 (3)、日本電信電話 (3)、ﾌｼﾞ

ｸﾗ (2)、昭和電工 (2)、松下電器産業 (2)、積水化学工業 

(2)、日本電信電話+ｴﾇ ﾃｨ ﾃｨ ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾃｸﾉﾛｼﾞｰ (2)、富士写

真ﾌｨﾙﾑ (2)、ﾀﾞｲｷﾝ工業、関西ﾍﾟｲﾝﾄ、関西電力+三菱重工

業、吉田 光則+大日本色材工業+三菱化成、古河電気工業+

東京電力、三菱重工業、住友化学工業、大阪瓦斯、朝日化

学工業、鉄道総合技術研究所+福岡ｸﾛｽ工業+日本石油化学、

田中 秀明、電力中央研究所、東京電力+日立電線、日本ﾍﾟｲ

ﾝﾄ+古河電気工業、日本合成ｺﾞﾑ、日立電線 

38件 

古河電気工業 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件

 

 

表1.4.3-2および表1.4.3-3に、化学的融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人

分布マトリックス表を示す。 

表1.4.3-2は、表1.4.3-1の領域①の着雪氷防止性能向上に対応する解決手段で抽出され

た51件の出願人分布を示したものであるが、着雪氷面の濡れ性能の改善のための撥水性／

疎水性材料の適用に関する出願が38件と主体を占めている。これらは電線メーカー、樹脂

メーカー、電力および通信企業からの出願が多い。出願数が共願を含め最も多い古河電気

工業の５件は架線用撥水性導電テープと施工法に関する出願であり、導電性PTFE（四弗化

エチレン樹脂）テープに関する出願が主体である。日本電信電話の５件も、ポリエステル

樹脂を基材とした混合樹脂剤塗料や基盤にPTFE樹脂乾式真空蒸着させた撥水性層を形成さ

せ、アンテナなどの着雪氷を防止することを目的としたものである。積水樹脂の４件は、

撥水性と水滴滑落性能を併せ持つ平滑性に優れたフッソあるいはシリコーン系塗布膜に関

する出願である。それ以外では、着雪氷面の濡れ性能の改善のための多機能被覆・担持処

理剤の添加に関する５件が目立つ。 

解決手段
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表1.4.3-3 化学的融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.3-1の領域②に対応）（1/2） 
環境保全 安全性の確保 

材料腐食性改善 環境汚染防止 凍結防止性能の改善 

課 題 

含塩系融雪剤の改良と

非含塩系融雪剤の改善 
塩害からの植生保護

地下水汚染防止（含

排水汚染防止） 

定着性、耐久性能の

改善 
散布性能の改善 

埋
設
型
散
水
／ 

循
環
融
雪
器 

本
体
の
改
良 

散
水
管
／
循
環
パ

イ

プ

と

配

設

パ

タ
ー
ン
の
改
良 

 

 

   電制(2)、北海道日本

油脂+北海道ｺﾞﾑ工業

所 、 北 海 道 日 本 油

脂、ﾌﾘﾍﾞｰﾙ･ｴｽ･ｴｰ 

 

 

 

５件

融
雪
設
備
の
改
良 

電

熱

ヒ

ー

タ

の

改
良 

発

熱

体

ユ

ニ

ッ

ト

と

接

合

施

工

法
の
改
良 

   大坂 潤 

 

 

 

 

 

１件 

 

融
雪
制
御
技
術
の

改
良 

ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
運

転
制
御
の
改
良 

ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
運

転
制
御
の
改
良
一

般 

    三菱重工業+ﾗﾎﾞﾃｯｸ 

 

 

 

 

 

 

１件

融
雪
剤
へ
の
防
食
機
能
剤
等
の
添
加 

ｴﾑｱｲﾃｯｸ(2)、慶宣総合

研 究 所 + 山 川  敏 彦

(2 )、三菱瓦斯化学  

(2)、徳山曹達 (2)、ｱ

ｲｽ ﾊﾞﾝ ﾕｰ ｴｽ ｴｲ、ｲﾝ

ﾀｰﾃｯｸｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、ｴﾘ

ｺ、ｼﾞｪﾈﾗﾙ ｱﾄﾐｯｸｽ INT

ERN ｻｰﾋﾞｼｽﾞ、ｼﾞｬﾝｸ 

ｼﾞｮｰｼﾞ ｴｲ、 ｾﾝﾄﾗﾙ硝

子、ﾀﾞｲｾﾙ化学工業、

ﾋﾞｰ ﾋﾟｰ CHEM INTER

N、塩事業ｾﾝﾀｰ、韓国

道路公社、技工社+大

村塗料、吉沢石灰工業

+米山化学工業、今泉 

鈴蘭、司工業、赤穂化

成、渡辺 輝夫、那須 

久太、北海道曹達 

 

 

26件 

ｼ ﾞ ｬ ﾝ ｸ  ｼ ﾞ ｮ ｰ ｼ ﾞ  ｴ ｲ

(2)、渡辺 清一、ｲｰ

ﾄﾝ+ｼﾞｪｲ ｼｰｺﾝﾎﾟｼﾞｯ

ﾄ、米山化学工業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５件

 ﾀﾞｲｾﾙ化学工業(7)、

相模 庚司(3)、徳山

曹達(2)、ｸﾗﾘｱﾝﾄ、

ｺﾞｰﾄﾞｰ溶剤+三協沼

津 + 応 用 計 測 研 究

所、ｻﾝﾌｺ、ﾀﾞｳ CHE

M、ﾃｷｻｺ CHEM、塩事

業 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 、 渡 辺  輝

夫、吉沢石灰工業、

世紀東急工業+信越

化学工業、電気化学

工業、旭硝子、旭硝

子+北海道曹達、ｿﾘﾄ

ﾝ ｺﾑ 

 

 

 

 

 

 

25件 

化
学
処
理
法
の
改
良 

融
雪
剤
、
雪
氷
付
着
防
止
剤
の
改
良 

多
機
能
被
覆
・
担
持
処
理
剤
の
添
加 

ﾌﾟﾚｽﾄｰﾝ ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ、ﾐﾈｿ

ﾀ ｺｰﾝ ﾌﾟﾛｾｯｻｰｽﾞ ｴﾙ ｴ

ﾙ ｼｰ、ﾕﾆｵﾝ ｶｰﾊﾞｲﾄﾞ C

HEM ｱﾝﾄﾞ ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽ ﾃｸ

ﾉﾛｼﾞｰ、札幌建設運送

事業協同組合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４件 

還 元 溶 融 技 術 研 究

所、松井 昇一、清

水 宏、竹田 巌、両

角 源秀、日の丸燃

料工業、奈良炭化工

業、群栄化学工業、

徳山曹達、三井東圧

肥料、東京窯業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11件

ﾌｫﾙﾀﾑ ﾊﾟﾜｰ ｱﾝﾄﾞ ﾋｰﾄ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件

ｴﾑｱｲﾃｯｸ(2)、徳山曹

達 ( 2 ) 、 三 菱 金 属

(2)、ｴﾑ ｴﾙ ｱｲ ｱｿｼｴ

ｲﾂ LTD ﾗｲｱﾋﾞﾘﾃｨ、ｻ

ﾅ、ﾄﾞﾑﾀｰ、宮城県再

生ｱｽｺﾝ協同組合+朴

沢  尋 己 、 黒 神  泰

明 、 日 本 水 処 理 技

研、豊泉 修、北有

建設+篠原 邦夫、野

口 毅、九州石油、

北海三共、九州石油

+大日精化工業+福田

道路、北海道曹達、

大日精化工業、中島

金属工業、宇部ﾏﾃﾘｱ

ﾙｽﾞ、 ﾅｲｶｲ塩業、日

本油脂、ｽｽﾞｶﾌｧｲﾝ、

開成工業+ｱｲﾃｯｸ+月

島機械、上野山技研

+ｻﾝﾌｺ+関東ｾﾞｵﾗｲﾄ 

27件 

明和工業、世紀東急

工業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２件

解決手段  
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表1.4.3-3 化学的融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.3-1の領域②に対応）（2/2） 
環境保全 安全性の確保 

材料腐食性改善 環境汚染防止 凍結防止性能の改善 

課 題 

含塩系融雪剤の改良と

非含塩系融雪剤の改善 
塩害からの植生保護

地下水汚染防止（含

排水汚染防止） 

定着性、耐久性能の

改善 
散布性能の改善 

散
布
量
の
高
精
度
制
御
法 

   黒神 泰明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件 

新明和工業(5)、東洋

運搬機(4)、日本除雪

機製作所(3)、範多機

械(3)、ｿﾘﾄﾝ ｺﾑ(2)、

ﾃ ﾗ ﾙ ｷ ｮ ｸ ﾄ ｳ 、 加 藤 土

建、金山 宏見、国土

交通省北陸地方建設

局長+日本除雪機製作

所、市川工務店+鈴建

工業、新潟鉄工所、

榛原町、斉藤 功、石

井  鉄 次 、 前 田 製 作

所、第一技建+市川工

務店+鈴建工業、中山

道路建設、日工+日本

ｼﾞｪｸﾀｰ、日本ﾊﾟｰｸ、

日本鉱機+喜多建、北

海道開発局建設機械

工作所長+協和機械製

作所、北海道開発局

建設機械工作所長+日

本除雪機製作所、北

海道曹達+楢崎製作所

+森機械製作所、本田

技研工業+ﾎﾝﾀﾞｳｨﾙ、

国土交通省東北地方

建 設 局 長 +三 菱 重 工

業、産電工業、市川

工務店+第一技建、北

海道開発局建設機械

工作所長+環境開発工

業、古河機械金属、ｽ

ﾀｰ農機 

42件

融
雪
剤
散
布
方
法
の
改
良 

散

布

剤

粒

度

調

整

お

よ

び

溶
液
化
処
理
の
改
良 

   ｴﾑｱｲﾃｯｸ、ｸﾞﾘｭｰﾅｳ ｲ

ﾗｰﾃｨｯｾﾝ+ﾏﾝﾈｽﾏﾝ、世

紀 東 急 工 業 + ﾀ ｶ ﾗ ｹ ﾞ

ﾝ、長谷川 直忠、堀

添 茂樹、北海道曹

達、ｼｮｰﾎﾞﾝﾄﾞ建設、

ｶﾞｲｱｰﾄｸﾏｶﾞｲ+昭和電

工、大有建設 

 

 

９件 

範多機械(4)、新潟鉄

工 所 ( 2 )、 ｿ ﾘ ﾄ ﾝ  ｺ ﾑ

(2)、国土交通省北陸

地方建設局長+先端建

設技術ｾﾝﾀｰ+範多機械

(2)、国土交通省北陸

地方建設局長+日本除

雪機製作所、大成ﾛﾃｯ

ｸ+成和機工+石黒鋳物

製作所、新明和工業

13件

化
学
処
理
法
の
改
良 

融 雪 剤 混 入 舗 装 の

改良 

ｴﾑｱｲﾃｯｸ 

 

１件 

    

 

表1.4.3-3は、表1.4.3-1の領域②の環境保全および安全確保に対応する解決手段で抽出

された175件の出願人分布を示したものである。材料腐食性改善のために融雪剤に防食機

能剤等を添加する出願26件の中で、エムアイテックの２件は非含塩系の酢酸塩系や脂肪酸

塩や炭酸塩系をベースとした融雪防滑剤である。三菱瓦斯化学の２件は尿素／アンモニウ

ム塩系、徳山曹達の２件はアミノ酸や結晶性珪酸アルカリ金属塩などを添加して防食性能

を改善した含塩系融雪剤、慶宣総合研究所（山川敏彦氏との共願）の２件はハーブ抽出液

を添加し防食性を改善した含塩系融雪剤に関するものである。 

塩害からの植生保護のために融雪剤に防食機能剤等を添加する出願５件の中で、米国ジ

ヤンク ジョージ エイ氏の２件は、穀物の湿式粉砕プロセスの副産物である生分解性浸漬

水可溶物やワイン醸造業者の凝縮可溶物などを基剤として、それに各種融雪剤を添加した

低コスト融雪剤とその製法に関する出願である。 

定着性や耐久性能を改善するために融雪剤に防食機能剤等を添加する出願25件の中で、

解決手段  



 60

ダイセル化学工業の７件は、全て酢酸塩系に代表されるカルボン酸カルシウムマグネシウ

ム系融雪剤組成と製造法に関する出願である。 

定着性や耐久性能を改善するために融雪剤に多機能被覆・担持処理剤等を添加する出願

27件の中で、エムアイテックの２件中の１件はドロマイト反応生成物に竹セルロース繊維

を混合した路面凍結防止剤、他の１件は透水性及び排水性舗装体の凍結を防止し排水機能

を再生させるためのカルボン酸塩系凍結防止回復剤とその製法に関する出願である。三菱

金属の２件は無機塩表面を硫酸塩層でコーティングしたものをアスファルトに混合し舗装

するものであり、徳山曹達の２件のうちの１件はCaCl２粒子に焼却灰をコーティングした

融雪剤、他の１件はCMA系融雪粒子核にCaCl２をコーティングした融雪剤に関する出願で

ある。九州石油の２件（１件は大日精化工業と共願）は、ゼオライトに凍結防止成分を担

持させた融雪剤と製法に関するものである。 

散布性能の改善のための散布量高精度制御法の改良に関する42件の出願の中では、新明

和工業の５件、日本除雪機製作所の５件（内２件は共願）、東洋運搬機の４件、範多機械、

市川工務店の各３件（共願）が多い。新明和の出願は車速に同調させてポンプや制御弁開

度を調整して散布量を制御するものであるのに対して、日本除雪機製作所の出願は、散布

散布円盤と散布シューターを自動切替する装置や散布角度規制板を設置したりする散布装

置そのものの改良に関する出願が主体である。東洋運搬機の出願も固液混合散布装置の改

良に関する出願が主体である。  
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1.4.4 直接散水融雪技術 

図1.4.4に直接散水融雪技術の課題と解決手段の分布を示す。 

直接散水融雪技術には適用場所により、道路や路面部の消雪を行う散水融雪処理と集雪

移送後の融雪機による融雪処理がある。そのような視点で図1.4.4をみると、道路や路面

を対象とした埋設型散水融雪器本体の改良に関する出願104件に対応する課題が、融雪効

率の向上（25件）、維持管理コストの低減（32件）、製造・組立・加工コストの低減（15

件）などのコスト低減を主体に分布しているのに対して、融雪機の改良に関する出願58件

に対応する課題は、処理速度の向上（22件）、融雪効率の向上（12件）、運転コスト低減

（17件）に主要に分布しており、分布のパターンに差がみられる。 

表1.4.4-1に、直接散水融雪技術の技術開発詳細課題Ⅲと詳細解決手段Ⅲの件数マト

リックス分布を示す。詳細課題に対応する詳細解決手段に分類される出願の件数分布から、

特に個別詳細課題の累積件数の多いところを主体に注目領域を設定した。表中でハッチン

グした領域①②が注目領域である。 

表1.4.4-2から表1.4.4-3に、表1.4.4-1で設定された領域①②個別に、直接散水融雪技

術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表を示す。 

 

図1.4.4 直接散水融雪技術の課題Ⅱと解決手段Ⅱの分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課　　題　　Ⅱ

融雪性能の向上 生産性の向上 経済性の向上 環境保全 安全性の確保

処
理
速
度
の
向
上

融
雪
効
率
の
向
上

熱
利
用
率
の
向
上

蓄
熱
性
能
の
向
上

着
雪
氷
防
止
性
能
の

向
上

製
造
・
組
立
効
率
の

改
善

施
工
性
の
向
上

製
造
・
組
立
・
施
工

コ
ス
ト
の
低
減

運
転
コ
ス
ト
の
低
減

維
持
管
理
コ
ス
ト
の

低
減

運
転
精
度
の
向
上

検
知
・
運
転
制
御

精
度
の
向
上

材
料
腐
食
性
改
善

環
境
汚
染
防
止

凍
結
防
止
性
能
の

改
善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪

防
止

設
備
的
対
応
に
よ
る

安
全
性
の
向
上

融雪システムの改良

埋設型散水／循環融雪器
本体の改良

電熱ヒータの改良

現地施工法の改良

融雪機の改良

屋根消雪用融雪器・
ユニットと施工法の改良

検知・予知精度の改良

ダイナミック運転制御
の改良

融雪剤、雪氷付着防止剤
の改良

融雪剤散布方法の改良

融雪剤混入舗装の改良

精度・確度の
向上

解
決
手
段
Ⅱ

融
雪
設
備
の
改
良

融
雪
制
御

技
術
の
改
良

化
学
処
理
法

の
改
良

25 11 15 12 32

3

22 17 5
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11
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表1.4.4-1 直接散水融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（1/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪性能の向上 生産性の向上

融
雪
熱
供
給
速
度
の
ア
ッ

プ

融
雪
対
象
雪
氷
（

塊
）

の
細
粒
化

融
雪
面
温
度
の
均
一
化

融
雪
面
へ
の
供
給
熱
量
の
均
一
化

融
雪
面
温
度
・
供
給
熱
量
の
調
整

融
雪
水
の
過
熱
防
止
と
除
去

結
露
防
止
と
除
去

電
熱
変
換
効
率
の
改
善

熱
輸
送
効
率
の
改
善

逸
散
熱
の
低
減

採
熱
効
率
の
改
善

蓄
熱
密
度
の
改
善

吸
熱
効
率
の
改
善

放
熱
効
率
の
改
善

着
雪
氷
面
の
濡
れ
性
能
の
改
善

着
雪
氷
層
の
成
長
防
止

製
造
・
組
立
工
程
の
簡
略
化

製
造
・
組
立
能
率
の
向
上

ヒ
ー

タ
敷
設
工
事
の
改
善

ヒ
ー

タ
埋
設
舗
装
工
事
の
改
善

単一系システムと最適運転制御

複数系システムと最適運転制御

多段熱放散システムと最適運転制御 1

蓄熱機能付加 1

散水管／循環パイプと配設パターンの改良 1 3 3 3 2

ノズル仕様と取付交換法の改良 11 6

熱源からの高効率採熱方式の改良

放熱端部構造の改良と高熱伝導材料の適用

ユニット、ブロック構造と接合法の改良 2 1 1 10 1

埋設型散水／循環融雪器本体の改良一般

PTC発熱材料の改良 1

電磁誘導発熱体の改良

LCスパイラルロッドの改良

遠赤外照射・放射発熱体の改良

発熱体ユニットと接合施工法の改良

電熱ヒータの改良一般

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良 1

透水機能付与等の融雪用特殊舗装の改良 2 1 1

現地施工法の改良一般

バーナ燃焼制御 4 2

燃焼ドラム構造の改良 1

給排気管の構造・配置の改良 1

温水循環散水法の改良 9 4 5 1 2 1

融雪水排水加熱処理法の改良 1

装置構造と蓋開閉操作法の改良 1 1

融雪機の改良一般 1 1

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

電
熱
ヒ
ー

タ
の
改
良

現
地
施
工
法
の
改
良

融
雪
機
の
改
良

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器

本
体
の
改
良

ト
ー

タ
ル
シ
ス
テ
ム
の

改
良

融
雪
シ
ス
テ
ム
の

改
良

課　　題　　Ⅲ

処理速度
の向上

融雪効率の向上 熱利用率の向上
蓄熱性能の

向上

着雪氷防
止性能の

向上

製造・組
立効率の

改善

施工性の
向上

① ②
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表1.4.4-1 直接散水融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（2/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪性能の向上 生産性の向上

融
雪
熱
供
給
速
度
の
ア
ッ

プ

融
雪
対
象
雪
氷
（

塊
）

の
細
粒
化

融
雪
面
温
度
の
均
一
化

融
雪
面
へ
の
供
給
熱
量
の
均
一
化

融
雪
面
温
度
・
供
給
熱
量
の
調
整

融
雪
水
の
過
熱
防
止
と
除
去

結
露
防
止
と
除
去

電
熱
変
換
効
率
の
改
善

熱
輸
送
効
率
の
改
善

逸
散
熱
の
低
減

採
熱
効
率
の
改
善

蓄
熱
密
度
の
改
善

吸
熱
効
率
の
改
善

放
熱
効
率
の
改
善

着
雪
氷
面
の
濡
れ
性
能
の
改
善

着
雪
氷
層
の
成
長
防
止

製
造
・
組
立
工
程
の
簡
略
化

製
造
・
組
立
能
率
の
向
上

ヒ
ー

タ
敷
設
工
事
の
改
善

ヒ
ー

タ
埋
設
舗
装
工
事
の
改
善

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法
の改良

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良

ヒータ内蔵型屋根材の改良

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

屋内暖房排熱利用法の改良

太陽電池付屋根融雪方法の改良

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良
一般

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良

多要素センサ情報の組合せシステムの改良

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御

予知予熱運転制御

フィードフォワード運転制御

ダイナミック運転制御の改良一般

融雪剤への防食機能剤等の添加

多機能被覆・担持処理剤の添加

撥水／疎水性材料の適用

散布量の高精度制御法

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良

融雪剤混入舗装の改良

検
知
・
予

知
精
度
の

改
良

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法

の
改
良

融
雪
制
御
技
術
の
改
良

化
学
処
理
法
の
改
良

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転

制
御
の
改
良

融
雪
剤
、

雪
氷
付

着
防
止
剤
の
改
良

融
雪
剤
散

布
方
法
の

改
良

課　　題　　Ⅲ

処理速度
の向上

融雪効率の向上 熱利用率の向上
蓄熱性能の

向上

着雪氷防
止性能の
向上

製造・組
立効率の

改善

施工性の
向上
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表1.4.4-1 直接散水融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（3/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済性の向上 精度・確度の向上 環境保全 安全性の確保

材料
腐食
性改
善

ユ
ニ
ッ

ト
化
に
よ
る
単
純
化
、

軽
量
化

現
地
敷
設
舗
装
工
事
の
簡
略
化

安
価
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
利
用

融
雪
熱
供
給
調
整
機
能
の
向
上

設
備
機
器
の
耐
久
性
・
寿
命
の

延
長

管
系
汚
染
除
去
や
劣
化
部
品
の

交
換
性
改
善

熱
供
給
量
可
変
制
御
性
の
向
上

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
制
御
性
の
向
上

降
雪
予
知
・
検
知
制
御
性
の
向
上

運
転
制
御
精
度
の
向
上

含
塩
系
融
雪
剤
の
改
良
と
非
含
塩

系
融
雪
剤
の
改
善

塩
害
か
ら
の
植
生
保
護

地
下
水
汚
染
防
止
（

含
排
水
汚
染

防
止
）

地
盤
沈
下
防
止

定
着
性
、

耐
久
性
能
の
改
善

散
布
性
能
の
改
善

単一系システムと最適運転制御 1

複数系システムと最適運転制御

多段熱放散システムと最適運転制御

蓄熱機能付加 1

散水管／循環パイプと配設パターンの改良 4 1 3 3 4 1 1

ノズル仕様と取付交換法の改良 1 1 2 5 15

熱源からの高効率採熱方式の改良 4

放熱端部構造の改良と高熱伝導材料の適用

ユニット、ブロック構造と接合法の改良 10 1 4 1

埋設型散水／循環融雪器本体の改良一般

PTC発熱材料の改良

電磁誘導発熱体の改良

LCスパイラルロッドの改良

遠赤外照射・放射発熱体の改良

発熱体ユニットと接合施工法の改良 1

電熱ヒータの改良一般

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

透水機能付与等の融雪用特殊舗装の改良

現地施工法の改良一般

バーナ燃焼制御 1 1 1

燃焼ドラム構造の改良

給排気管の構造・配置の改良 1

温水循環散水法の改良 1 7 1 2

融雪水排水加熱処理法の改良 4

装置構造と蓋開閉操作法の改良 1

融雪機の改良一般 1 2

運転コス
トの低減

凍結防止
性能の
改善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪
防
止

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

維持管理コ
ストの低減

運転精度
の向上

検知・運
転制御精
度の向上

環境汚染防止

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

電
熱
ヒ
ー

タ
の
改
良

現
地
施
工
法
の
改
良

融
雪
機
の
改
良

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器

本
体
の
改
良

ト
ー

タ
ル
シ
ス
テ
ム
の

改
良

融
雪
シ
ス
テ
ム
の

改
良

製造・組
立・施工コ
ストの低減

②
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表1.4.4-1 直接散水融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（4/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済性の向上 精度・確度の向上 環境保全 安全性の確保

材料
腐食
性改
善

ユ
ニ
ッ

ト
化
に
よ
る
単
純
化
、

軽
量
化

現
地
敷
設
舗
装
工
事
の
簡
略
化

安
価
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
利
用

融
雪
熱
供
給
調
整
機
能
の
向
上

設
備
機
器
の
耐
久
性
・
寿
命
の

延
長

管
系
汚
染
除
去
や
劣
化
部
品
の

交
換
性
改
善

熱
供
給
量
可
変
制
御
性
の
向
上

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
制
御
性
の
向
上

降
雪
予
知
・
検
知
制
御
性
の
向
上

運
転
制
御
精
度
の
向
上

含
塩
系
融
雪
剤
の
改
良
と
非
含
塩

系
融
雪
剤
の
改
善

塩
害
か
ら
の
植
生
保
護

地
下
水
汚
染
防
止
（

含
排
水
汚
染

防
止
）

地
盤
沈
下
防
止

定
着
性
、

耐
久
性
能
の
改
善

散
布
性
能
の
改
善

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法
の改良

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良

ヒータ内蔵型屋根材の改良

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

屋内暖房排熱利用法の改良

太陽電池付屋根融雪方法の改良

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良
一般

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良

多要素センサ情報の組合せシステムの改良

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御

予知予熱運転制御

フィードフォワード運転制御

ダイナミック運転制御の改良一般

融雪剤への防食機能剤等の添加

多機能被覆・担持処理剤の添加

撥水／疎水性材料の適用

散布量の高精度制御法 1

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良

融雪剤混入舗装の改良

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

維持管理コ
ストの低減

運転精度
の向上

検知・運
転制御精
度の向上

環境汚染防止
製造・組

立・施工コ
ストの低減

運転コス
トの低減

凍結防止
性能の
改善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪
防
止

検
知
・
予

知
精
度
の

改
良

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法

の
改
良

融
雪
制
御
技
術
の
改
良

化
学
処
理
法
の
改
良

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転

制
御
の
改
良

融
雪
剤
、

雪
氷
付

着
防
止
剤
の
改
良

融
雪
剤
散

布
方
法
の

改
良
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表1.4.4-2 直接散水融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス 

（表1.4.4-1の領域①に対応）（1/2） 
融雪性能の向上 

処理速度の向上 融雪効率の向上 

課 題 

融雪熱供給速度の

アップ 

融雪対象雪氷（塊）の

細粒化 

融雪面への供給熱量

の均一化 

融雪面温度・供給熱

量の調整 

融雪水の過熱防止と

除去 

融
雪

シ
ス
テ

ム

の
改
良 

ト
ー

タ

ル

シ
ス

テ
ム
の
改
良 

多
段

熱

放

散

シ

ス
テ

ム
と

最

適

運
転
制
御 

石津 隆 

 

 

 

 

 

１件 

 

 

 

 

 

 

   

散
水
管
／
循
環
パ

イ

プ

と

配

設

パ

タ
ー
ン
の
改
良 

三菱重工業 

 

 

 

 

 

 

１件 

 今井  清保、沼沢  正

勝、北越消雪機械工

業 

 

 

 

 

３件

山 大 機 電 、 不 二 興

業、ｼﾞﾔﾉｯｸ 

 

 

 

 

 

３件 

 

ノ
ズ
ル
仕
様
と
取

付
交
換
法
の
改
良 

  大建 (3)、小室  徳太

郎+須貝 等(2)、竹内

 岑男(2)、ﾅｲｶﾞｲｺｰﾎﾟ

ﾚｰｼｮﾝ、加藤 健仁、

東日本旅客鉄道+ｴｲﾜｽ

ﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ、浅野金属工

業 

11件

北 越 消 雪 機 械 工 業

(3 )、竹内  岑男、浅

野 金 属 工 業 、 東 日 本

旅客鉄道 

 

 

 

６件 

 

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器
本
体
の
改
良 

ユ
ニ
ッ
ト
、
ブ

ロ
ッ
ク
構
造
と

接
合
法
の
改
良 

  東日本旅客鉄道+ｲｰｴｽ

 ｳｫｰﾀｰﾈｯﾄ、小林 清 

 

 

 

 

２件

  

均
熱
体
／

層
の
配
置

法
の
改
良 

  

 

 

 

 

  日本鉄道建設公団+新

日本製鉄+日立金属 

 

 

１件

現
地
施
工
法
の
改
良 

透
水
機
能
付
与

等
の
融
雪
用
特

殊
舗
装
の
改
良 

  

 

 

 

 

 

 

  大林組、ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾜｰｸ+ｺ

ﾝﾃｯｸ 

 

 

 

 

２件

バ
ー
ナ
燃
焼

制
御 

酒井  一郎、新 田  幸

彦、久保 常祐、親星

ｺｽﾓ 

 

 

４件 

 ﾋﾙｺ、ﾎｸｴｲ+ﾋﾙｺ 

 

 

 

 

２件

  

燃
焼
ド
ラ

ム
構
造
の

改
良 

 

 

 

 

 

ﾋﾙｺ 

 

 

 

１件

   

給
排
気
管
の

構
造
・
配
置

の
改
良 

 

 

 

 

 

  川崎重工業 

 

 

 

 

１件 

 

温
水
循
環
散
水

法
の
改
良 

山大機電 (2 )、菊地  

長助、佐藤 隆雄、渋

谷  栄 + ｱ ﾑ ｰ ﾙ  ｱ ﾝ ﾄ ﾞ  ﾃ

ﾗ、松林 公男、親星ｺ

ｽﾓ、ｻﾝﾃﾞﾝ、三菱重工

業 

９件 

四 元  善 博 、 鈴 木  迭

也、積水化学北海道、

ﾀｷﾛﾝ 

 

 

 

４件

山 田  金 一 、 親 星 ｺ ｽ

ﾓ、太田  玄、朝日住

設、山大機電 

 

 

 

５件

ﾑﾄｳ建設工業 

 

 

 

 

 

１件 

大成建設、ｻﾝﾃﾞﾝ 

 

 

 

 

 

２件

融
雪
設
備
の
改
良 

融
雪
機
の
改
良 

融
雪
水
排
水

加
熱
処
理
法

の
改
良 

日本信号 

 

 

 

 

１件 

    

解決手段  
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表1.4.4-2 直接散水融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス 

（表1.4.4-1の領域①に対応）（2/2） 
融雪性能の向上 

処理速度の向上 融雪効率の向上 

課 題 

融雪熱供給速度の

アップ 

融雪対象雪氷（塊）の

細粒化 

融雪面への供給熱量

の均一化 

融雪面温度・供給熱

量の調整 

融雪水の過熱防止と

除去 

装
置
構
造
と

蓋
開
閉
操
作

法
の
改
良 

ｱｽﾌﾟ 

 

 

 

 

１件 

 雄電社 

 

 

 

 

１件

  
融
雪
設
備
の
改
良 

融
雪
機
の
改
良 

融
雪
機
の

改
良
一
般 

菊地 長助 

 

 

 

１件 

酒井 一郎+酒井 和博

 

 

 

１件

   

 

表1.4.4-2から表1.4.4-3の出願人分布から出願件数の多いフレームを主体に主要出願人

の出願内容分析を行う。 

直接散水融雪の中で埋設型散水融雪に関する分野では、融雪面への供給熱量の均一化や

融雪面温度や供給熱量を制御し融雪効率を向上するために、散水ノズルの仕様（構造）や

取付交換法に工夫や改良を施した出願、ヒータ敷設工事の改善やユニット化による単純化

や軽量化の改善のためのユニットやブロックの構造や接合法の改良に関する出願、管系汚

染除去や劣化部品の交換性の改善のためのノズル仕様（構造）と取付交換法の改良に関す

る出願数が多い。 

融雪面への供給熱量の均一化のためのノズル仕様と取付交換法の改良に関する出願11件

の中で、大建の３件はいずれも散水ノズル整流室内に流量調整弁を設けることにより、各

ノズル孔から平均した散水を可能とする消雪ノズルに関する出願である。また、融雪面温

度・供給熱量の調整のためのノズル仕様と取付交換法の改良に関する出願６件の中で、北

越消雪機械工業の３件はダブル配管方式散水装置において地中の弁操作室で弁棒を昇降さ

せて散水量を均等に調整可噴とするとともに、噴射角や噴射方向を可変可能なノズルに関

する出願である。 

ヒータ敷設工事の改善のためのユニット、ブロック構造と接合法の改良に関する出願10

件の中で、ユーテックの４件は全て通水管とノズルブロックを接続するための接続変向管

内蔵ブロックや通水管内蔵ブロックに関する出願であり、北越消雪機械工業の３件も送水

帯と散水ノズルを一体成形したブロック同士の連結管を介しての接続施工法に関する出願

である。 

ユニット化による単純化、軽量化のためのユニット、ブロック構造と接合法の改良に関

する出願10件のうちで、ユーテックの３件は通水管と散水ノズルを一体化した縁石ブロッ

クに関する出願である。 

管内汚染除去や劣化部品の交換法改善のためのノズル仕様と取付交換法の改良に関する

出願15件の中で、浅野金属工業の５件(うち共願２件)は埋込ノズルを簡便に取外し交換可

能な螺子込み式ノズルに関する出願である。 

一方、融雪機内への投入雪の融雪促進のためには、融雪熱供給速度のアップのための

バーナ燃焼制御や温水循環散水法の改良に関する出願や、安価エネルギー源の利用による

運転コスト低減のための温水循環散水法の改良に関する出願が多いが、これらに共通する

解決手段  
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特徴としては、特定出願人による集中的出願の傾向は認められず、個人を含めた多くの出

願人に分散化されている。 

融雪熱供給速度のアップのための融雪機の温水循環散水法の改良に関する出願９件の中

で、山大機電の２件は大型融雪施設内の融雪促進のために正逆切替可能な回転式散水管を

用いて自然温水散水するものである。 

 

表1.4.4-3 直接散水融雪技術の注目課題と解決手段に対応する 

出願人分布マトリックス 

（表1.4.4-1の領域②に対応）（1/2） 
生産性の向上 経済性の向上 

施工性の向上 
製造・組立・施工コスト 

の低減 
運転コストの低減 維持管理コストの低減 

課 題 

ヒータ敷設

工事の改善

ヒータ埋設

舗装工事の

改善 

ユニット化

による単純

化、軽量化

現地敷設舗

装工事の 

簡略化 

安価エネル

ギー源の 

利用 

融雪熱供給

調整機能の

向上 

設備機器の

耐久性・寿

命の延長 

管系汚染除

去や劣化部

品の交換性

改善 

単
一
系
シ
ス

テ
ム
と
最
適

運
転
制
御 

     三菱重工業 

 

 

 

 

１件 

  
融
雪
シ
ス
テ
ム
の
改
良 

ト
ー
タ
ル
シ
ス
テ
ム
の
改
良 

蓄
熱
機
能

付
加 

     松本 尚雄 

 

 

 

１件 

  

散
水
管
／
循
環
パ

イ

プ

と

配

設

パ

タ
ー
ン
の
改
良 

  北 越 消 雪 機

械工業(2)、

ﾐﾔｼｹﾞ+ﾐﾔｼｹﾞ

ﾃｸﾉ、太陽電

機工業 

 

 

４件

 英 和 ｼ ｽ ﾃ ﾑ工

業 

 

 

 

 

 

１件

三 洋 電 機 、

光 合 金 製 作

所 、 西 山 産

業 

 

 

 

３件 

浅 野 金 属 工

業 、 中 島 金

属 工 業 、 竹

内 岑男 

 

 

 

３件 

浅 野 金 属 工

業、日立ﾌﾟﾗ

ﾝ ﾄ建 設 、 竹

内 岑男、北

越 消 雪 機 械

工業 

 

４件

ノ
ズ
ル
仕
様
と
取
付
交
換
法
の
改
良 

  渡辺 清一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件

 ｸﾎﾞﾀ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件

荏 原 製 作

所 、 大 島 農

機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２件 

浅 野 金 属 工

業(2)、石塚

 正俊、日立

製作所+高橋

 信之、住友

化学工業 

 

 

 

 

 

 

 

５件 

浅 野 金 属 工

業(3)、ﾕｰﾃｯ

ｸ(2)、竹内 

岑男(2)、ｼﾞ

ｵﾃｸｻｰﾋﾞｽ+浅

野 金 属 工 業

(2)、古寺製

作所、高橋 

敬、高桑 直

栄 、 大 昭 商

事、野村 幸

三 、 北 越 消

雪機械工業 

15件

熱
源
か
ら
の

高
効
率
採
熱

方
式
の
改
良 

    ﾌｼﾞﾀ、ﾅｲｶﾞｲ

ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ、

ｸ ﾎ ﾞ ﾀ、 三 洋

電機 

 

４件

   

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器
本
体
の
改
良 

ユ

ニ

ッ

ト

、

ブ

ロ
ッ
ク
構
造
と
接

合
法
の
改
良 

ﾕ ｰ ﾃ ｯ ｸ ( 4 )、

北 越 消 雪 機

械工業(3)、

不 二 興 業

(2)、浅野金

属工業 

 

10件 

辻さく 

 

 

 

 

 

 

１件 

ﾕ ｰ ﾃ ｯ ｸ ( 3 )、

佐 藤  一 光

(2)、不二興

業(2)、北越

消 雪 機 械 工

業(2)、浅野

金属工業 

10件

 鉄 道 総 合 技

術研究所+西

日 本 旅 客 鉄

道+日本鉄道

建設公団 

 

１件

 ﾐﾔｼｹﾞ+ﾐﾔｼｹﾞ

ﾃ ｸ ﾉ 、 ﾕ ｰ ﾃ ｯ

ｸ、北越消雪

機械工業、ﾐ

ﾔｼ ｹ ﾞ ﾃ ｸ ﾉ +共

栄ｺﾝｸﾘｰﾄ 

 

４件 

浅 野 金 属 工

業 

 

 

 

 

 

１件

電
熱
ヒ
ー
タ
の

改
良 

発
熱
体
ユ
ニ
ッ

ト
と
接
合
施
工

法
の
改
良 

  

 

 

 

 

 

 

    岩田 啓佑 

 

 

 

 

 

１件 

 

融
雪
設
備
の
改
良 

現
地
施
工
法
の

改
良 

透
水
機
能
付
与

等
の
融
雪
用
特

殊
舗
装
の
改
良 

石 川 島 運 搬

機械+石川島

播磨重工業 

 

 

 

１件 

外川 佳章 

 

 

 

 

 

１件 

      

解決手段  
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表1.4.4-3 直接散水融雪技術の注目課題と解決手段に対応する 

出願人分布マトリックス 

（表1.4.4-1の領域②に対応）（2/2） 
生産性の向上 経済性の向上 

施工性の向上 
製造・組立・施工コスト 

の低減 
運転コストの低減 維持管理コストの低減 

課 題 

ヒータ敷設

工事の改善

ヒータ埋設

舗装工事の

改善 

ユニット化

による単純

化、軽量化

現地敷設舗

装工事の 

簡略化 

安価エネル

ギー源の 

利用 

融雪熱供給

調整機能の

向上 

設備機器の

耐久性・寿

命の延長 

管系汚染除

去や劣化部

品の交換性

改善 

バ
ー
ナ
燃
焼

制
御 

    ﾋﾙｺ北海道 

 

 

 

 

１件

ﾌﾚﾃﾞﾘｯｸ ﾐﾗﾝ

ﾀﾞ 

 

 

 

１件 

  

給
排
気
管
の

構
造
・
配
置

の
改
良 

    ﾋﾙｺ北海道 

 

 

 

 

１件

北菱産業 

 

 

 

 

１件 

  

温
水
循

環
散
水
法
の

改
良 

宮山 義彦 

 

 

 

 

 

 

 

１件 

 北 日 本 地 中

融雪 

 

 

 

 

 

 

１件

 横川 繁樹、

岩 本 工 務

店 、 小 林  

博、松原 英

雄、上村ｺﾝｸ

ﾘｰﾄ工業所、

新 城 建 設 、

片山 芳寿 

７件

   

融
雪
水
排
水

加
熱
処
理
法

の
改
良 

    加茂 芳秋、

上田 秀治、

倉田 陽子、

目谷 秀信 

 

４件

   

装
置
構
造
と

蓋
開
閉
操
作

法
の
改
良 

    赤 平 技 術 ｻ ｰ

ﾋﾞｽ 

 

 

１件

   

融
雪
設
備
の
改
良 

融
雪
機
の
改
良 

融
雪
機
の

改
良
一
般 

    小向 悟志 

 

 

 

１件

   

解決手段  
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1.4.5 無散水融雪技術 

図1.4.5-1に無散水融雪技術に関する出願1,052件の課題と解決手段の分布を示す。処理

速度、融雪効率および熱利用率の向上や現地施工性や経済性、安全性確保など様々な課題

に対応する融雪設備の改良を主体とする解決手段に広く分布している。なお、件数はそれ

ほど多くはないが、熱利用率、運転コストや検知・運転精度の向上のための融雪全体シス

テムやダイナミック運転制御法の改良に関する分野での出願も目立つ。 

表1.4.5-1に無散水融雪技術の技術開発詳細課題Ⅲと詳細解決手段Ⅲの件数マトリック

ス分布を示す。出願分布が広範にわたっており、かつ出願件数も最大で80件と集中度も高

い。 

このため、熱源や熱媒体などに着目して、技術要素を以下の５区分に細分化して検討す

る。 

a. 火炎利用融雪技術 

b. 電熱利用融雪技術 

c. 循環パイプ融雪技術 

d. ヒートパイプ融雪技術 

e. ヒートポンプ融雪技術 

 

 

図1.4.5-1 無散水融雪技術の課題Ⅱと解決手段Ⅱの分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課　　題　　Ⅱ

融雪性能の向上 生産性の向上 経済性の向上 環境保全 安全性の確保

処
理
速
度
の
向
上

融
雪
効
率
の
向
上

熱
利
用
率
の
向
上

蓄
熱
性
能
の
向
上

着
雪
氷
防
止
性
能
の

向
上

製
造
・
組
立
効
率
の

改
善

施
工
性
の
向
上

製
造
・
組
立
・
施
工

コ
ス
ト
の
低
減

運
転
コ
ス
ト
の
低
減

維
持
管
理
コ
ス
ト
の

低
減

運
転
精
度
の
向
上

検
知
・
運
転
制
御

精
度
の
向
上

材
料
腐
食
性
改
善

環
境
汚
染
防
止

凍
結
防
止
性
能
の

改
善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪

防
止

設
備
的
対
応
に
よ
る

安
全
性
の
向
上

融雪システムの改良

埋設型散水／循環融雪器
本体の改良

電熱ヒータの改良

現地施工法の改良

融雪機の改良

屋根消雪用融雪器・
ユニットと施工法の改良

検知・予知精度の改良

ダイナミック運転制御
の改良

融雪剤、雪氷付着防止剤
の改良

融雪剤散布方法の改良

融雪剤混入舗装の改良

精度・確度の
向上

解
決
手
段
Ⅱ

融
雪
設
備
の
改
良

融
雪
制
御

技
術
の
改
良

化
学
処
理
法

の
改
良

17 14 21

11 52 52 22 37 31 26

54 69 12 12 80 71 15 45 31

31 12 49 15

63 10 52

86
2

4 1 2 1 1

1 2
63

9 1 6 3

45
1 2 4

897 530 1 1 1

1

3 12 1

21 1 1

1

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 1 1 1 2 13 14 1 5 1 6 1 7 18



 71

 

表1.4.5-1 無散水融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（1/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪性能の向上 生産性の向上

融
雪
熱
供
給
速
度
の
ア
ッ

プ

融
雪
対
象
雪
氷
（

塊
）

の
細
粒
化

融
雪
面
温
度
の
均
一
化

融
雪
面
へ
の
供
給
熱
量
の
均
一
化

融
雪
面
温
度
・
供
給
熱
量
の
調
整

融
雪
水
の
過
熱
防
止
と
除
去

結
露
防
止
と
除
去

電
熱
変
換
効
率
の
改
善

熱
輸
送
効
率
の
改
善

逸
散
熱
の
低
減

採
熱
効
率
の
改
善

蓄
熱
密
度
の
改
善

吸
熱
効
率
の
改
善

放
熱
効
率
の
改
善

着
雪
氷
面
の
濡
れ
性
能
の
改
善

着
雪
氷
層
の
成
長
防
止

製
造
・
組
立
工
程
の
簡
略
化

製
造
・
組
立
能
率
の
向
上

ヒ
ー

タ
敷
設
工
事
の
改
善

ヒ
ー

タ
埋
設
舗
装
工
事
の
改
善

単一系システムと最適運転制御 4 1 4

複数系システムと最適運転制御 2 1 1 3 1

多段熱放散システムと最適運転制御

蓄熱機能付加 1 1 1 5 14

散水管／循環パイプと配設パターンの改良 1 9 4 3 1 2 1 1 1 2

ノズル仕様と取付交換法の改良

熱源からの高効率採熱方式の改良 2 1 1 5 5 1 6 2 30 3 2 1

放熱端部構造の改良と高熱伝導材料の適用 1 5 1 2 1

ユニット、ブロック構造と接合法の改良 7 13 2 4 4 13 2

埋設型散水／循環融雪器本体の改良一般 1

PTC発熱材料の改良 1 1 3 2 8 1 4 3 7

電磁誘導発熱体の改良 1 1 3 2 1 13 1 5

LCスパイラルロッドの改良 29 3 8 2 3

遠赤外照射・放射発熱体の改良 3 4 2 2 1

発熱体ユニットと接合施工法の改良 1 2 15 7 8 8 8 2 1 52 12

電熱ヒータの改良一般 3 1 2 1 1

下地断熱処理法の改良 2 5 4

均熱体／層の配置法の改良 1 2 8 7 3 1 2 1 11 24

透水機能付与等の融雪用特殊舗装の改良 3 3 3 1 2 1 1 6

現地施工法の改良一般 1 2

バーナ燃焼制御 18 5 1 5 3 1 1 5

燃焼ドラム構造の改良 15 8 4 2 1 1

給排気管の構造・配置の改良 4 3

温水循環散水法の改良 9 1 2 1

融雪水排水加熱処理法の改良 1 1 3

装置構造と蓋開閉操作法の改良 1 1 1 2 1

融雪機の改良一般 1 1 1 1

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

電
熱
ヒ
ー

タ
の
改
良

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器

本
体
の
改
良

現
地
施
工
法
の
改
良

ト
ー

タ
ル
シ
ス
テ
ム
の

改
良

融
雪
シ
ス
テ
ム
の

改
良

融
雪
機
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

処理速度
の向上

融雪効率の向上 熱利用率の向上
蓄熱性能の

向上

着雪氷防
止性能の
向上

製造・組
立効率の

改善

施工性の
向上
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表1.4.5-1 無散水融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（2/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪性能の向上 生産性の向上

融
雪
熱
供
給
速
度
の
ア
ッ

プ

融
雪
対
象
雪
氷
（

塊
）

の
細
粒
化

融
雪
面
温
度
の
均
一
化

融
雪
面
へ
の
供
給
熱
量
の
均
一
化

融
雪
面
温
度
・
供
給
熱
量
の
調
整

融
雪
水
の
過
熱
防
止
と
除
去

結
露
防
止
と
除
去

電
熱
変
換
効
率
の
改
善

熱
輸
送
効
率
の
改
善

逸
散
熱
の
低
減

採
熱
効
率
の
改
善

蓄
熱
密
度
の
改
善

吸
熱
効
率
の
改
善

放
熱
効
率
の
改
善

着
雪
氷
面
の
濡
れ
性
能
の
改
善

着
雪
氷
層
の
成
長
防
止

製
造
・
組
立
工
程
の
簡
略
化

製
造
・
組
立
能
率
の
向
上

ヒ
ー

タ
敷
設
工
事
の
改
善

ヒ
ー

タ
埋
設
舗
装
工
事
の
改
善

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法
の改良

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良

ヒータ内蔵型屋根材の改良

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

屋内暖房排熱利用法の改良

太陽電池付屋根融雪方法の改良

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良
一般

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良

多要素センサ情報の組合せシステムの改良

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御

予知予熱運転制御 1

フィードフォワード運転制御 1

ダイナミック運転制御の改良一般 1

融雪剤への防食機能剤等の添加

多機能被覆・担持処理剤の添加 1

撥水／疎水性材料の適用

散布量の高精度制御法

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良

融雪剤混入舗装の改良

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

融
雪
剤
、

雪
氷
付

着
防
止
剤
の
改
良

融
雪
制
御
技
術
の
改
良

化
学
処
理
法
の
改
良 融

雪
剤
散

布
方
法
の

改
良

検
知
・
予

知
精
度
の

改
良

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転

制
御
の
改
良

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法

の
改
良

課　　題　　Ⅲ

処理速度
の向上

融雪効率の向上 熱利用率の向上
蓄熱性能の

向上

着雪氷防
止性能の
向上

製造・組
立効率の

改善

施工性の
向上
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表1.4.5-1 無散水融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（3/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済性の向上 精度・確度の向上 環境保全 安全性の確保

材料
腐食
性改
善

ユ
ニ
ッ

ト
化
に
よ
る
単
純
化
、

軽
量
化

現
地
敷
設
舗
装
工
事
の
簡
略
化

安
価
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
利
用

融
雪
熱
供
給
調
整
機
能
の
向
上

設
備
機
器
の
耐
久
性
・
寿
命
の

延
長

管
系
汚
染
除
去
や
劣
化
部
品
の

交
換
性
改
善

熱
供
給
量
可
変
制
御
性
の
向
上

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
制
御
性
の
向
上

降
雪
予
知
・
検
知
制
御
性
の
向
上

運
転
制
御
精
度
の
向
上

含
塩
系
融
雪
剤
の
改
良
と
非
含
塩

系
融
雪
剤
の
改
善

塩
害
か
ら
の
植
生
保
護

地
下
水
汚
染
防
止
（

含
排
水
汚
染

防
止
）

地
盤
沈
下
防
止

定
着
性
、

耐
久
性
能
の
改
善

散
布
性
能
の
改
善

単一系システムと最適運転制御 4 1 7 1 1 1 1

複数系システムと最適運転制御 2 2 6 1 2 1

多段熱放散システムと最適運転制御

蓄熱機能付加 1 1 4 1 1

散水管／循環パイプと配設パターンの改良 8 1 12 5 8 3

ノズル仕様と取付交換法の改良

熱源からの高効率採熱方式の改良 5 16 5 3 1 1

放熱端部構造の改良と高熱伝導材料の適用 1

ユニット、ブロック構造と接合法の改良 23 1 1 5 1 3

埋設型散水／循環融雪器本体の改良一般 1

PTC発熱材料の改良 13 2 11 16

電磁誘導発熱体の改良 2 1 7 1

LCスパイラルロッドの改良 2 1 1 1 1

遠赤外照射・放射発熱体の改良 4 1 2

発熱体ユニットと接合施工法の改良 52 7 25 6 3 2 1 14

電熱ヒータの改良一般

下地断熱処理法の改良 1

均熱体／層の配置法の改良 3 4 1 1

透水機能付与等の融雪用特殊舗装の改良 1 4 3 2 2

現地施工法の改良一般

バーナ燃焼制御 4 1 3 2 1 1 10

燃焼ドラム構造の改良 2 2 1 7

給排気管の構造・配置の改良 13

温水循環散水法の改良 1 2 1 1 1 2

融雪水排水加熱処理法の改良 1 1 1 2

装置構造と蓋開閉操作法の改良 1 1 1 17

融雪機の改良一般 1 1

運転コス
トの低減

凍結防止
性能の
改善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪
防
止

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

維持管理コ
ストの低減

運転精度
の向上

検知・運
転制御精
度の向上

環境汚染防止

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

電
熱
ヒ
ー

タ
の
改
良

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器

本
体
の
改
良

現
地
施
工
法
の
改
良

ト
ー

タ
ル
シ
ス
テ
ム
の

改
良

融
雪
シ
ス
テ
ム
の

改
良

融
雪
機
の
改
良

製造・組
立・施工コ
ストの低減
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表1.4.5-1 無散水融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（4/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済性の向上 精度・確度の向上 環境保全 安全性の確保

材料
腐食
性改
善

ユ
ニ
ッ

ト
化
に
よ
る
単
純
化
、

軽
量
化

現
地
敷
設
舗
装
工
事
の
簡
略
化

安
価
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
利
用

融
雪
熱
供
給
調
整
機
能
の
向
上

設
備
機
器
の
耐
久
性
・
寿
命
の

延
長

管
系
汚
染
除
去
や
劣
化
部
品
の

交
換
性
改
善

熱
供
給
量
可
変
制
御
性
の
向
上

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
制
御
性
の
向
上

降
雪
予
知
・
検
知
制
御
性
の
向
上

運
転
制
御
精
度
の
向
上

含
塩
系
融
雪
剤
の
改
良
と
非
含
塩

系
融
雪
剤
の
改
善

塩
害
か
ら
の
植
生
保
護

地
下
水
汚
染
防
止
（

含
排
水
汚
染

防
止
）

地
盤
沈
下
防
止

定
着
性
、

耐
久
性
能
の
改
善

散
布
性
能
の
改
善

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法
の改良

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良 1

ヒータ内蔵型屋根材の改良

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

屋内暖房排熱利用法の改良

太陽電池付屋根融雪方法の改良

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良
一般

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良

多要素センサ情報の組合せシステムの改良

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御

予知予熱運転制御 1 1

フィードフォワード運転制御 1

ダイナミック運転制御の改良一般 1 1

融雪剤への防食機能剤等の添加 1

多機能被覆・担持処理剤の添加 1 1

撥水／疎水性材料の適用 1

散布量の高精度制御法

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良

融雪剤混入舗装の改良 1

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

維持管理コ
ストの低減

運転精度
の向上

検知・運
転制御精
度の向上

環境汚染防止
製造・組

立・施工コ
ストの低減

運転コス
トの低減

凍結防止
性能の
改善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪
防
止

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

融
雪
剤
、

雪
氷
付

着
防
止
剤
の
改
良

融
雪
制
御
技
術
の
改
良

化
学
処
理
法
の
改
良 融

雪
剤
散

布
方
法
の

改
良

検
知
・
予

知
精
度
の

改
良

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転

制
御
の
改
良

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法

の
改
良
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a. 火炎利用融雪技術 

図1.4.5-2に火炎利用融雪技術に関する課題Ⅱと解決手段Ⅱの分布を示す。火炎利用融

雪技術169件中で、融雪機での改良に関する出願が159件と殆どを占める。 

表1.4.5-2に、火炎利用融雪技術の技術開発詳細課題Ⅲと詳細解決手段Ⅲの件数マト

リックス分布を示す。詳細課題に対応する詳細解決手段に分類される出願の件数分布から、

特に個別詳細課題の累積件数の多いところを主体に注目領域を設定した。表中でハッチン

グした領域①②③が注目領域である。 

表1.4.5-3から表1.4.5-5に、表1.4.5-2で設定された領域①から③個別に、火炎利用融

雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表を示す。 

融雪熱供給速度のアップのための融雪機のバーナ燃焼制御、燃焼ドラム構造の改良、設

備的対応による安全性向上のための融雪機のバーナ燃焼制御、給排気管の構造・配置の改

良、装置構造と蓋開閉操作法の改良に関する出願が多い。 

 

図1.4.5-2 火炎利用融雪技術の課題Ⅱと解決手段Ⅱの分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課　　題　　Ⅱ

融雪性能の向上 生産性の向上 経済性の向上 環境保全 安全性の確保

処
理
速
度
の
向
上

融
雪
効
率
の
向
上

熱
利
用
率
の
向
上

蓄
熱
性
能
の
向
上

着
雪
氷
防
止
性
能
の

向
上

製
造
・
組
立
効
率
の

改
善

施
工
性
の
向
上

製
造
・
組
立
・
施
工

コ
ス
ト
の
低
減

運
転
コ
ス
ト
の
低
減

維
持
管
理
コ
ス
ト
の

低
減

運
転
精
度
の
向
上

検
知
・
運
転
制
御

精
度
の
向
上

材
料
腐
食
性
改
善

環
境
汚
染
防
止

凍
結
防
止
性
能
の

改
善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪

防
止

設
備
的
対
応
に
よ
る

安
全
性
の
向
上

融雪システムの改良

埋設型散水／循環融雪器
本体の改良

電熱ヒータの改良

現地施工法の改良

融雪機の改良

屋根消雪用融雪器・
ユニットと施工法の改良

検知・予知精度の改良

ダイナミック運転制御
の改良

融雪剤、雪氷付着防止剤
の改良

融雪剤散布方法の改良

融雪剤混入舗装の改良

精度・確度の
向上

解
決
手
段
Ⅱ

融
雪
設
備
の
改
良

融
雪
制
御

技
術
の
改
良

化
学
処
理
法

の
改
良

57 4 49
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表1.4.5-2 火炎利用融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（1/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪性能の向上 生産性の向上

融
雪
熱
供
給
速
度
の
ア
ッ

プ

融
雪
対
象
雪
氷
（

塊
）

の
細
粒
化

融
雪
面
温
度
の
均
一
化

融
雪
面
へ
の
供
給
熱
量
の
均
一
化

融
雪
面
温
度
・
供
給
熱
量
の
調
整

融
雪
水
の
過
熱
防
止
と
除
去

結
露
防
止
と
除
去

電
熱
変
換
効
率
の
改
善

熱
輸
送
効
率
の
改
善

逸
散
熱
の
低
減

採
熱
効
率
の
改
善

蓄
熱
密
度
の
改
善

吸
熱
効
率
の
改
善

放
熱
効
率
の
改
善

着
雪
氷
面
の
濡
れ
性
能
の
改
善

着
雪
氷
層
の
成
長
防
止

製
造
・
組
立
工
程
の
簡
略
化

製
造
・
組
立
能
率
の
向
上

ヒ
ー

タ
敷
設
工
事
の
改
善

ヒ
ー

タ
埋
設
舗
装
工
事
の
改
善

単一系システムと最適運転制御

複数系システムと最適運転制御

多段熱放散システムと最適運転制御

蓄熱機能付加

散水管／循環パイプと配設パターンの改良 1

ノズル仕様と取付交換法の改良

熱源からの高効率採熱方式の改良 1

放熱端部構造の改良と高熱伝導材料の適用

ユニット、ブロック構造と接合法の改良

埋設型散水／循環融雪器本体の改良一般

PTC発熱材料の改良

電磁誘導発熱体の改良

LCスパイラルロッドの改良

遠赤外照射・放射発熱体の改良 1

発熱体ユニットと接合施工法の改良

電熱ヒータの改良一般

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良 1

透水機能付与等の融雪用特殊舗装の改良

現地施工法の改良一般

バーナ燃焼制御 18 4 1 5 2 1 1 5

燃焼ドラム構造の改良 15 8 4 2 1 1

給排気管の構造・配置の改良 4 2

温水循環散水法の改良 7 1

融雪水排水加熱処理法の改良 1 1 2

装置構造と蓋開閉操作法の改良 1 1

融雪機の改良一般

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

着雪氷防
止性能の

向上

製造・組
立効率の

改善

ト
ー

タ
ル
シ
ス
テ
ム
の

改
良

融
雪
シ
ス
テ
ム
の

改
良

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器

本
体
の
改
良

電
熱
ヒ
ー

タ
の
改
良

現
地
施
工
法
の
改
良

融
雪
機
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

融雪効率の向上 熱利用率の向上
蓄熱性能の

向上
処理速度
の向上

施工性の
向上

①

②
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表1.4.5-2 火炎利用融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（2/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪性能の向上 生産性の向上

融
雪
熱
供
給
速
度
の
ア
ッ

プ

融
雪
対
象
雪
氷
（

塊
）

の
細
粒
化

融
雪
面
温
度
の
均
一
化

融
雪
面
へ
の
供
給
熱
量
の
均
一
化

融
雪
面
温
度
・
供
給
熱
量
の
調
整

融
雪
水
の
過
熱
防
止
と
除
去

結
露
防
止
と
除
去

電
熱
変
換
効
率
の
改
善

熱
輸
送
効
率
の
改
善

逸
散
熱
の
低
減

採
熱
効
率
の
改
善

蓄
熱
密
度
の
改
善

吸
熱
効
率
の
改
善

放
熱
効
率
の
改
善

着
雪
氷
面
の
濡
れ
性
能
の
改
善

着
雪
氷
層
の
成
長
防
止

製
造
・
組
立
工
程
の
簡
略
化

製
造
・
組
立
能
率
の
向
上

ヒ
ー

タ
敷
設
工
事
の
改
善

ヒ
ー

タ
埋
設
舗
装
工
事
の
改
善

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法
の改良

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良

ヒータ内蔵型屋根材の改良

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

屋内暖房排熱利用法の改良

太陽電池付屋根融雪方法の改良

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良
一般

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良

多要素センサ情報の組合せシステムの改良

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御

予知予熱運転制御

フィードフォワード運転制御

ダイナミック運転制御の改良一般

融雪剤への防食機能剤等の添加

多機能被覆・担持処理剤の添加

撥水／疎水性材料の適用

散布量の高精度制御法

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良

融雪剤混入舗装の改良

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転

制
御
の
改
良

融
雪
剤
、

雪
氷
付

着
防
止
剤
の
改
良

融
雪
剤
散

布
方
法
の

改
良

検
知
・
予

知
精
度
の

改
良

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法

の
改
良

融
雪
制
御
技
術
の
改
良

化
学
処
理
法
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

融雪効率の向上 熱利用率の向上
蓄熱性能の

向上
処理速度
の向上

着雪氷防
止性能の
向上

製造・組
立効率の

改善

施工性の
向上
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表1.4.5-2 火炎利用融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（3/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済性の向上 精度・確度の向上 環境保全 安全性の確保

材料
腐食
性改
善

ユ
ニ
ッ

ト
化
に
よ
る
単
純
化
、

軽
量
化

現
地
敷
設
舗
装
工
事
の
簡
略
化

安
価
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
利
用

融
雪
熱
供
給
調
整
機
能
の
向
上

設
備
機
器
の
耐
久
性
・
寿
命
の

延
長

管
系
汚
染
除
去
や
劣
化
部
品
の

交
換
性
改
善

熱
供
給
量
可
変
制
御
性
の
向
上

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
制
御
性
の
向
上

降
雪
予
知
・
検
知
制
御
性
の
向
上

運
転
制
御
精
度
の
向
上

含
塩
系
融
雪
剤
の
改
良
と
非
含
塩

系
融
雪
剤
の
改
善

塩
害
か
ら
の
植
生
保
護

地
下
水
汚
染
防
止
（

含
排
水
汚
染

防
止
）

地
盤
沈
下
防
止

定
着
性
、

耐
久
性
能
の
改
善

散
布
性
能
の
改
善

単一系システムと最適運転制御

複数系システムと最適運転制御

多段熱放散システムと最適運転制御

蓄熱機能付加

散水管／循環パイプと配設パターンの改良 1 2 1

ノズル仕様と取付交換法の改良

熱源からの高効率採熱方式の改良

放熱端部構造の改良と高熱伝導材料の適用

ユニット、ブロック構造と接合法の改良 1

埋設型散水／循環融雪器本体の改良一般

PTC発熱材料の改良

電磁誘導発熱体の改良

LCスパイラルロッドの改良

遠赤外照射・放射発熱体の改良

発熱体ユニットと接合施工法の改良 1

電熱ヒータの改良一般

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

透水機能付与等の融雪用特殊舗装の改良

現地施工法の改良一般

バーナ燃焼制御 4 1 2 1 1 10

燃焼ドラム構造の改良 2 2 1 7

給排気管の構造・配置の改良 13

温水循環散水法の改良 1 2 1

融雪水排水加熱処理法の改良 1 1 2

装置構造と蓋開閉操作法の改良 1 1 1 16

融雪機の改良一般

現
地
施
工
法
の
改
良

融
雪
機
の
改
良

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

環境汚染防止
凍結防止
性能の
改善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪
防
止

運転コス
トの低減

維持管理コ
ストの低減

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

検知・運
転制御精
度の向上

製造・組
立・施工コ
ストの低減

運転精度
の向上

ト
ー

タ
ル
シ
ス
テ
ム
の

改
良

融
雪
シ
ス
テ
ム
の

改
良

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器

本
体
の
改
良

電
熱
ヒ
ー

タ
の
改
良

②

③
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表1.4.5-2 火炎利用融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（4/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
経済性の向上 精度・確度の向上 環境保全 安全性の確保

材料
腐食
性改
善

ユ
ニ
ッ

ト
化
に
よ
る
単
純
化
、

軽
量
化

現
地
敷
設
舗
装
工
事
の
簡
略
化

安
価
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
利
用

融
雪
熱
供
給
調
整
機
能
の
向
上

設
備
機
器
の
耐
久
性
・
寿
命
の

延
長

管
系
汚
染
除
去
や
劣
化
部
品
の

交
換
性
改
善

熱
供
給
量
可
変
制
御
性
の
向
上

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
制
御
性
の
向
上

降
雪
予
知
・
検
知
制
御
性
の
向
上

運
転
制
御
精
度
の
向
上

含
塩
系
融
雪
剤
の
改
良
と
非
含
塩

系
融
雪
剤
の
改
善

塩
害
か
ら
の
植
生
保
護

地
下
水
汚
染
防
止
（

含
排
水
汚
染

防
止
）

地
盤
沈
下
防
止

定
着
性
、

耐
久
性
能
の
改
善

散
布
性
能
の
改
善

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法
の改良

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良

ヒータ内蔵型屋根材の改良

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

屋内暖房排熱利用法の改良

太陽電池付屋根融雪方法の改良

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良
一般

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良

多要素センサ情報の組合せシステムの改良

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御

予知予熱運転制御

フィードフォワード運転制御

ダイナミック運転制御の改良一般

融雪剤への防食機能剤等の添加

多機能被覆・担持処理剤の添加

撥水／疎水性材料の適用

散布量の高精度制御法

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良

融雪剤混入舗装の改良

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法

の
改
良

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

融
雪
制
御
技
術
の
改
良

化
学
処
理
法
の
改
良

環境汚染防止
凍結防止
性能の
改善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪
防
止

運転コス
トの低減

維持管理コ
ストの低減

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転

制
御
の
改
良

融
雪
剤
、

雪
氷
付

着
防
止
剤
の
改
良

融
雪
剤
散

布
方
法
の

改
良

検
知
・
予

知
精
度
の

改
良

検知・運
転制御精
度の向上

製造・組
立・施工コ
ストの低減

運転精度
の向上
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表1.4.5-3 火炎利用融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-2の領域①に対応）  
融雪性能の向上 

処理速度の向上 融雪効率の向上 

課 題 

融雪熱供給速度の

アップ 

融雪対象雪氷

（塊）の細粒化

融雪面温度の 

均一化 

融雪面への供給熱

量の均一化 

融雪面温度・供給

熱量の調整 

融雪水の過熱防止

と除去 

埋
設
型
散
水
／

循
環
融
雪
器
本

体
の
改
良 

熱
源
か
ら
の
高

効
率
採
熱
方
式

の
改
良 

     朝日住設 

 

 

 

 

 

１件

電
熱
ヒ
ー
タ

の
改
良 

遠

赤

外

照

射
・
放
射
発

熱
体
の
改
良 

    ﾊｸｷﾝ 

 

 

 

 

１件 

 

バ
ー
ナ
燃
焼
制
御 

藤 正 丸 二 物 産

( 3 )、 近 藤  国 明

(2)、御池鉄工所

(2)、新田 幸彦、

親星ｺｽﾓ、須貝 正

六、成田 定一、

清水 栄太郎、藤

沢 光男、道北建

装、平内 成一、ｿ

ﾘﾄﾝ ｺﾑ、石川島播

磨重工業、ｵﾘｵﾝ機

械 

18件 

加茂 芳秋、ﾕｰｽﾗﾝ

ﾄﾞ、ﾋﾙｺ北海道、ｱ

ｷﾓｸ鉄工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４件

日江金属 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件

岩田 庄司、小助

川 正、東日本旅

客鉄道+東日本ﾄﾗﾝ

ｽ ﾎ ﾟ ｰ ﾃ ｯ ｸ +関配、

ﾎﾞｯｼｭ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ 

ｼｽﾃﾑ、ﾈﾎﾟﾝ 

 

 

 

 

 

 

５件

東日本旅客鉄道+

巴商会、小松製作

所+ｺﾏﾂ北北海道+

宮本工作所 

 

 

 

 

 

 

 

 

２件 

平内 成一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件

燃

焼
ド
ラ

ム
構

造
の

改

良 

ﾎﾞｯｼｭ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ 

ｼｽﾃﾑ(6)、鈴木 省

三 + 武 井  国 雄

(2)、遠田 俊雄、

山根自動車整備工

場、山本 正義、

須田 恭二、瀬戸 

保、成和工業、藤

沢 光男 

15件 

浦島 勝男(2)、加

茂 芳秋(2)、畠山

 直隆(2)、高橋 

洋、ｿﾘﾄﾝ ｺﾑ 

 

 

 

 

 

８件

 新田 幸彦、加茂 

芳秋、ﾎﾞｯｼｭ ｵｰﾄ

ﾓｰﾃｨﾌﾞ ｼｽﾃﾑ、渋

谷 憲仁 

 

 

 

 

 

４件

加茂 芳秋、昭和

鉄工+ﾔﾏﾋｻ 

 

 

 

 

 

 

 

２件 

ﾎﾞｯｼｭ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ 

ｼｽﾃﾑ 

 

 

 

 

 

 

 

１件

給
排
気
管
の

構
造
・
配
置

の
改
良 

ｽｽﾞｷ工業所、金沢

 比呂子、藤沢 光

男、ｾﾗﾐｯｸｱｰﾄ 

 

 

４件 

  ﾎﾞｯｼｭ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ 

ｼｽﾃﾑ、太陽電機工

業 

 

 

２件

  

温
水
循
環
散

水
法
の
改
良 

酒井 一郎(2)、高

瀬  勝、三雅、誉

商事、ﾎﾞｯｼｭ ｵｰﾄ

ﾓｰﾃｨﾌﾞ ｼｽﾃﾑ、菱

友+石狩造機 

７件 

   東海ｻｰﾋﾞｽ 

 

 

 

 

１件 

 

融
雪
水
排
水

加
熱
処
理
法

の
改
良 

 

 

 

 

 

 

  加茂 芳秋 

 

 

 

 

１件

昭和鉄工+ﾔﾏﾋｻ 

 

 

 

 

１件 

加茂 芳秋(2) 

 

 

 

 

２件

融
雪
設
備
の
改
良 

融
雪
機
の
改
良 

装
置
構
造
と

蓋
開
閉
操
作

法
の
改
良 

藤正丸二物産 

 

 

 

 

１件 

   昭和鉄工+ﾔﾏﾋｻ 

 

 

 

 

１件 

 

 

解決手段  
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表1.4.5-4 火炎利用融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-2の領域②に対応） 
生産性の向上 経済性の向上 

施工性の向上 

製造・組立・

施工コスト 

の低減 

運転コストの低減 維持管理コストの低減 

課 題 

ヒータ敷設工

事の改善 

ヒータ埋設舗

装工事の改善 

ユニット化に

よる単純化、

軽量化 

安価エネル

ギー源の利用

融雪熱供給調

整機能の向上

設備機器の耐

久性・寿命の

延長 

管系汚染除去

や劣化部品の

交換性改善 

散
水
管
／
循
環
パ

イ

プ

と

配

設

パ

タ
ー
ン
の
改
良 

  三洋電機 

 

 

 

 

 

 

１件

 ｻ ﾝ ﾃ ﾞ ﾝ、目谷  

秀信 

 

 

 

 

 

２件

 ｱｲｹﾝ工業 

 

 

 

 

 

 

１件

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器
本
体 

の
改
良 

ユ
ニ
ッ
ト
、
ブ

ロ
ッ
ク
構
造
と

接
合
法
の
改
良 

  よねざわ工業 

 

 

 

 

 

１件

    

電
熱
ヒ
ー
タ

の
改
良 

遠

赤

外

照

射
・
放
射
発

熱
体
の
改
良 

     東芝電材 

 

 

 

 

１件 

 

現
地
施
工

法
の
改
良

均
熱
体
／

層
の
配
置

法
の
改
良 

 鐘ｹ江 幸男 

 

 

 

１件

     

バ
ー
ナ
燃
焼
制
御 

西 日 本 旅 客 鉄

道+ｼﾞ ｪｲｱ ｰﾙ西

日本ﾃｸﾉｽ(2)、

東 日 本 旅 客 鉄

道+東北交通機

械+関配、畠山

 直隆、三菱電

機 

５件 

 加 茂  芳 秋

(2 )、吉川  正

夫、片倉ﾁﾂｶﾘﾝ

+ﾁﾀｶ 

 

 

 

 

４件

 北 海 道 地 場 産

業 

 

 

 

 

 

 

１件

ﾋﾙｺ、ﾆﾁｱｽ 

 

 

 

 

 

 

 

２件 

 

燃
焼
ド
ラ

ム
構
造
の

改
良 

  幸丸 政幸、大

西 醇 

 

 

２件

  加茂 芳秋、田

中 俊義 

 

 

２件 

 

温
水
循
環

散
水
法
の

改
良 

  鶴巻工業 

 

 

 

１件

三 洋 電 機 、 桟

敷 博陽 

 

 

２件

   

融
雪
水
排
水

加
熱
処
理
法

の
改
良 

  ﾆｯﾄｰﾎﾞｰ ｴﾌｱｰﾙ

ﾋ ﾟ ｰ研究所 +東

洋岩綿工業+日

東紡績 

 

１件

   ﾕﾆｯｸｽ 

 

 

 

 

１件

融
雪
設
備
の
改
良 

融
雪
機
の
改
良 

装
置
構
造
と

蓋
開
閉
操
作

法
の
改
良 

  鶴巻工業 

 

 

 

 

１件

 加茂 芳秋 

 

 

 

 

１件

昭和鉄工+ﾀﾞｲﾜ

ﾃｯｸ 

 

 

 

１件 

 

 

解決手段  
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表1.4.5-5 火炎利用融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-2の領域③に対応） 
安全性の確保 課 題

設備的対応による安全性の向上 

バーナ燃焼制御 加茂 芳秋(3)、ﾋﾙｺ、ﾕﾆｯｸｽ、西日本旅客鉄道+ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃｸﾉｽ、太陽

電機工業、ﾎﾞｯｼｭ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ｼｽﾃﾑ、ｱﾍﾞﾃｯｸ、石狩造機 

10件 

燃焼ドラム構造の改良 加茂 芳秋(3)、ﾎﾞｯｼｭ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ｼｽﾃﾑ(2)、ﾎｸｴｲ+ﾋﾙｺ、平内 成一 

７件 

給排気管の構造・配置

の改良 

ﾎﾞｯｼｭ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ｼｽﾃﾑ(4)、ｼｮｰﾜ(2)、ﾋﾙｺ(2)、加茂 芳秋(2)、ﾎｸｴｲ+ﾋﾙ

ｺ、昭和鉄工+ﾔﾏﾋｻ、太陽電機工業 

13件 

温水循環散水法の改良 ｻﾝﾃﾞﾝ 

１件 

融雪水排水加熱処理法

の改良 

加茂 芳秋、ﾕﾆｯｸｽ 

１件 

融
雪
設
備
の
改
良 

融雪機の改良 

装置構造と蓋開閉操作

法の改良 

ﾋﾙｺ(4)、ﾎﾞｯｼｭ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ｼｽﾃﾑ(4)、加茂 芳秋(2)、ﾋﾙｺ北海道(2)、井上

設計+倉沢設計+小椋 雅典+実石 邦彦、朝日住設、ﾎｸｴｲ+ﾋﾙｺ北海道、ﾀﾞｲﾜ

ﾃｯｸ 

16件 

 

 

表1.4.5-3から表1.4.5-5の出願人分布から、出願件数の多いフレームを主体に主要出願

人の出願内容分析を行う。 

融雪熱供給速度のアップのためのバーナ燃焼制御（18件）、燃焼ドラム構造の改良（15

件）、設備的対応による安全性の向上のためのバーナ燃焼制御（10件）、給排気管の構

造・配置の改良（13件）、装置構造と蓋開閉操作法の改良（16件）に出願が集中している。

それ以外では、熱供給速度のアップのための温水循環散水法の改良（７件）、融雪対象雪

氷（塊）の細粒化による処理速度の向上のための燃焼ドラム構造の改良（８件）、設備的

対応による安全性の向上のための燃焼ドラム構造の改良（７件）なども出願件数が多い分

野である。 

融雪熱供給速度のアップのためのバーナ燃焼制御分野での藤正丸二物産の３件は、いず

れも融雪水を所定水位貯水できる槽構造を有する融雪機であり、バーナ火炎によるドラム

加熱融雪に加えて加熱融雪水による浸潤融雪作用を付加し、融雪を促進させようとするも

のである。また、燃焼ドラム構造の改良に関するボッシュ オートモーティブ システムの

出願６件は、全てドラムを介してバーナ火炎を直接融雪槽に噴出させるためのドラム構造

に関する出願である。さらに、温水循環散水法の改良に関しては、出願人が分散化してお

り、特徴的な出願は見出せなかった。 

融雪対象雪氷（塊）の細粒化による処理速度の向上のための燃焼ドラム構造の改良は、

浦島勝男、加茂芳秋、畠山直隆氏が各２件ずつ出願している。浦島氏は槽内雪粉砕用の羽

根付シャフト、加茂氏は熱風孔付きの多角形炉体形状、畠山氏は多数孔付き融雪格子を融

雪槽内に配置することで特徴を出している。 

設備的対応による安全性の向上のための装置構造と蓋開閉操作法の改良16件の出願の中

で、ヒルコとヒルコ北海道からの出願７件（うち１件共願）は、転落防止枠、バーナ安全

装置、蓋の遠隔自動開閉システムなどに関するものであり、ボッシュの４件は蓋閉での融

雪運転制御などに関するものである。 

また、設備的対応による安全性向上のための燃焼ドラム構造改良に関する加茂芳秋氏の

出願３件は、炉体の異常高温や過熱を防止するためのバーナ配置法に関するものである。 

解決手段  
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b. 電熱利用融雪技術 

図1.4.5-3に、ロードヒーティングや架線、軌道融雪などに利用されている電熱利用融

雪技術に関する課題と解決手段の分布を示す。 

融雪効率、熱利用率の向上、施工性の向上、製造・組立・施工コスト、維持管理コスト

の低減および安全性の確保を目的とした電熱ヒータの改良に関する出願が主体であるが、

施工性向上のための現地施工法の改良に関するものも出願されている。 

表1.4.5-6に、電熱利用融雪技術の技術開発詳細課題Ⅲと詳細解決手段Ⅲの件数マト

リックス分布を示す。詳細課題に対応する詳細解決手段に分類される出願の件数分布から、

特に個別詳細課題の累積件数の多いところを主体に注目領域を設定した。表中でハッチン

グした領域①から⑤が注目領域である。 

表1.4.5-7から表1.4.5-11に、表1.4.5-6で設定された領域①から⑤個別に、電熱利用融

雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表を示す。 

出願件数10件以上の分布状況をみると、融雪面への供給熱量の均一化、電熱変換効率の

改善、ヒータ敷設工事の改善、ヒータ埋設舗装工事の改善、ユニット化による単純化、軽

量化や設備機器の耐久性・寿命の延長によるコスト低減、設備的対応による安全性向上の

ためのPTC発熱材料の改良、電磁誘導発熱体の改良、LCスパイラルロッドの改良、発熱体

ユニットと接合施工法の改良、均熱体／層の配置法の改良に集中しており、出願件数は52

～12件の範囲で分布している。 

 

図1.4.5-3 電熱利用融雪技術の課題Ⅱと解決手段Ⅱの分布 
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表1.4.5-6 電熱利用融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（1/4） 
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単一系システムと最適運転制御

複数系システムと最適運転制御 2
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埋設型散水／循環融雪器本体の改良一般 1
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表1.4.5-6 電熱利用融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（2/4） 
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表1.4.5-6 電熱利用融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（3/4） 
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複数系システムと最適運転制御 1

多段熱放散システムと最適運転制御

蓄熱機能付加 1

散水管／循環パイプと配設パターンの改良 1

ノズル仕様と取付交換法の改良

熱源からの高効率採熱方式の改良

放熱端部構造の改良と高熱伝導材料の適用 1

ユニット、ブロック構造と接合法の改良 1 1

埋設型散水／循環融雪器本体の改良一般

PTC発熱材料の改良 13 2 11 16

電磁誘導発熱体の改良 1 1 7 1

LCスパイラルロッドの改良 2 1 1 1 1

遠赤外照射・放射発熱体の改良 4 1 2

発熱体ユニットと接合施工法の改良 51 7 24 6 2 2 1 14

電熱ヒータの改良一般

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良 2 1
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燃焼ドラム構造の改良

給排気管の構造・配置の改良
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表1.4.5-6 電熱利用融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（4/4） 
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耐
久
性
能
の
改
善

散
布
性
能
の
改
善

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法
の改良

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良

ヒータ内蔵型屋根材の改良

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

屋内暖房排熱利用法の改良

太陽電池付屋根融雪方法の改良

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良
一般

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良

多要素センサ情報の組合せシステムの改良

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御

予知予熱運転制御 1 1

フィードフォワード運転制御 1

ダイナミック運転制御の改良一般 1 1

融雪剤への防食機能剤等の添加 1

多機能被覆・担持処理剤の添加 1 1

撥水／疎水性材料の適用 1

散布量の高精度制御法

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良

融雪剤混入舗装の改良 1

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

維持管理コ
ストの低減

運転精度
の向上

検知・運
転制御精
度の向上

環境汚染防止
製造・組

立・施工コ
ストの低減

運転コス
トの低減

凍結防止
性能の
改善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪
防
止

検
知
・
予

知
精
度
の

改
良

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法

の
改
良

融
雪
制
御
技
術
の
改
良

化
学
処
理
法
の
改
良

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転

制
御
の
改
良

融
雪
剤
、

雪
氷
付

着
防
止
剤
の
改
良

融
雪
剤
散

布
方
法
の

改
良

⑤④
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表1.4.5-7 電熱利用融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-6の領域①に対応）（1/2） 
融雪性能の向上 

処理速度の向上 融雪効率の向上 

課 題 

融雪熱供給速度の

アップ 

融雪対象雪氷

（塊）の細粒化

融雪面温度の 

均一化 

融雪面への供給熱

量の均一化 

融雪面温度・供給

熱量の調整 

融雪水の過熱防止

と除去 

融
雪
シ
ス
テ

ム
の
改
良 

ト
ー
タ
ル
シ

ス
テ
ム
の
改

良 複
数
系
シ
ス

テ
ム
と
最
適

運
転
制
御 

ｸﾎﾞﾀ、若松 祐志 

 

 

 

 

２件 

     

融
雪
設
備
の 

改
良 

埋
設
型
散
水
／

循
環
融
雪
器
本

体
の
改
良 

熱
源
か
ら
の
高

効
率
採
熱
方
式

の
改
良 

   三菱電機 

 

 

 

 

 

１件

積水化成品工業 

 

 

 

 

 

１件 

 

Ｐ
Ｔ
Ｃ
発
熱

材
料
の
改
良 

ｳｲｼﾞﾝ+岡田計器製

作所 

 

 

 

１件 

 東京ｺｽﾓｽ電機 

 

 

 

 

１件

出光興産、ﾗｲﾄﾌﾞ

ﾗｯｸ+ｲｰﾃｯｸ、沼田

化学製品 

 

 

３件

大塚化学、大日本

印刷 

 

 

 

２件 

松下電器産業 

 

 

 

 

１件

電
磁
誘
導
発

熱
体
の
改
良 

村上 昌弘 

 

 

 

 

１件 

 松下電器産業 

 

 

 

 

１件

松下電器産業(3)

 

 

 

 

３件

ﾄﾖﾀ自動車、松下

電器産業 

 

 

 

２件 

 

遠

赤

外

照

射
・
放
射
発

熱
体
の
改
良

岩田 庄司、新潟ｱ

ﾄﾗｽ+板鼻 幸作、

昭和ｱﾙﾐﾆｳﾑ 

 

 

３件 

  ｾﾗﾃｯｸ、ｽﾀﾝﾚｰ電

気、北海道旅客鉄

道、ﾀﾁﾊﾞﾅﾍﾟｰﾊﾟｰ

ｳｪｱｰ 

 

４件

ﾘｰﾃﾞｯｸ+ﾕﾆ ﾛｯﾄ 

 

 

 

 

１件 

 

発
熱
体
ユ
ニ
ッ
ト
と
接
合
施
工
法

の
改
良 

安田 隆司 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件 

 東京ｺｽﾓｽ電機、積

水化成品工業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２件

積水化成品工業

(3)、ﾅﾙｯｸｽ、高木

 利幸、新陽社、

人見 安子+小川 

満和、長田 秀

晴、東日本旅客鉄

道+三菱電機、出

光興産、積水化成

品工業+ﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ

ﾋﾞｰﾋﾟｰ、積水化学

工業、日本ﾕﾆｯｸ

ｽ、ｺﾋﾞｼ電機 

14件

ﾃﾗｯｸｽ+日本電信電

話(2)、共和ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ工業、ｴﾇﾃｨ日東

産業、明智ｾﾗﾐﾂｸ

ｽ、栗本鉄工所+ﾀｲ

ｶﾞｰｽﾎﾟﾘﾏｰ、新日

本ｺﾝｸﾘｰﾄ 

 

 

 

 

 

７件 

ﾄﾙｸ、下ﾀ村 基

作、金井 禧衛、

栗本鉄工所、三ろ

う丸 彪、丸藤ｼｰﾄ

ﾊﾟｲﾙ、元旦ﾋﾞｭｰﾃｨ

工業、積水樹脂 

 

 

 

 

 

 

８件

電
熱
ヒ
ー
タ
の
改
良 

電
熱
ヒ
ー
タ

の
改
良
一
般 

積水ﾊｳｽ+中込 忠

男、ﾎﾟﾘﾂｧ ｳｼﾞｴｰﾇ

 ｼﾞﾑ+ﾎﾟﾘﾂｱ ｷﾞ、

三菱重工業 

 

３件 

 古河電気工業+北

海道電力 

 

 

 

１件

 松尾 正三、青木 

武 

 

 

 

２件 

 

下

地

断

熱

処

理

法

の

改
良 

   築山 一三 

 

 

１件

  

均
熱
体
／
層

の
配
置
法
の

改
良 

  大日本ｲﾝｷ化学工

業、三和ﾗｲﾌ ｾﾗ 

 

 

 

２件

小室 徳太郎+須貝

 等、長田 秀晴、

新日本乾燥機+鳥

取三洋電機、ｽｶｲｱ

ﾙﾐﾆｳﾑ+陽光技研 

４件

鹿島建設 

 

 

 

 

１件 

ｱｲﾛｯｸｽｴﾇｹｰｹｰ+佐

藤道路+三菱商

事、三菱電線工業

 

 

２件

現
地
施
工
法
の
改
良 

透
水
機
能
付
与

等
の
融
雪
用
特

殊
舗
装
の
改
良

   世紀東急工業+日

本ﾒｸﾄﾛﾝ+板鼻 幸

作、東洋ﾌｰｽﾞｼｽﾃﾑ

ｽﾞ+佐分利 外志

雄、日本ﾍﾞﾛｰ工業

+ｽｶｲｱﾙﾐﾆｳﾑ 

３件

東亜技研+ｱｾｯﾄｴﾝ

ﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ、日本舗

道 

 

 

 

２件 

飛島道路 

 

 

 

 

 

１件

温
水
循
環

散
水
法
の

改
良 

 野呂 泰雄 

 

 

 

１件

  東電工業 

 

 

 

１件 

 

融
雪
設
備
の
改
良 

融
雪
機
の
改
良 

融
雪
機
の

改
良
一
般 

新ｷｬﾀﾋﾟﾗｰ三菱 

 

 

 

１件 

三浦 辰一 

 

 

 

１件

 中村 宏美+芝田 

重好 

 

 

１件

  

解決手段  
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表1.4.5-7 電熱利用融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-6の領域①に対応）（2/2） 
融雪性能の向上 

処理速度の向上 融雪効率の向上 

課 題 

融雪熱供給速度の

アップ 

融雪対象雪氷

（塊）の細粒化

融雪面温度の 

均一化 

融雪面への供給熱

量の均一化 

融雪面温度・供給

熱量の調整 

融雪水の過熱防止

と除去 

フ

ィ

ー

ド

フ
ォ
ワ
ー
ド

運
転
制
御 

    古河電気工業 

 

 

 

 

１件 

 
融
雪
制
御
技
術
の
改
良 

ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
運
転
制
御
の 

改
良 

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転
制
御

の
改
良
一
般 

    ﾋﾙｺ 

 

 

 

 

１件 

 

 

表1.4.5-7から表1.4.5-11の出願人分布から、出願件数の多いフレームを主体に主要出

願人の出願内容分析を行う。 

融雪面への供給熱量の均一化のための発熱体ユニットと接合施工法の改良14件（表1.4.

5-7）の中で、積水化成品工業の４件（うち共願１件）はPTCサーミスターからなる面状発

熱体とそれを用いたヒータユニットに関する出願である。 

電熱変換効率改善のための電磁誘導発熱体の改良13件（表1.4.5-8）の中で、東日本旅

客鉄道の５件（すべて共願）はレール形状に合わせた形状の誘導コイルを用いた高効率ポ

イントヒータに関する出願であり、松下電器産業の３件（うち１件共願）は誘導加熱素子

が埋め込まれたケース上に脱着可能な良伝導性の金属製表面プレートを装着した面状発熱

ユニットや複数ユニットの誘導加熱コイルのインダクタンス同値インバータ制御などに関

する出願である。 

また、電熱変換効率向上のためのLCスパイラルロッドの改良29件（表1.4.5-8）は、架

線に限定的に利用される技術であり、出願人が特定の電線、電力、素材メーカーに限定さ

れている。その中で、住友電気工業の出願14件（うち２件共願）は1990年代前半に集中し

ており、主体はFe-Ni系低キュリー点材料とそれの撚線加工法および磁性体表面への高分

子撥水性材料や被覆導電性金属の被覆法などを組み合わせた出願である。一方、古河電気

工業の11件（うち３件は共願）は1990年代全般にわたり出願されており、特に低磁界時の

渦電流発熱量の大きな磁性線材とその架線旋回巻付法に関する出願が主体となっている。 

ヒータ敷設工事の改善のための発熱体ユニットと接合施工法の改良52件(表1.4.5-9)の

分野は、多数の出願人が参画している分野であるが、その中で、イワブチの４件は全て

レール側部へのヒータ取付け金具に関する出願であり、新陽社の４件はレールへのヒータ

固定装置に関する出願である。 

ヒータ埋設舗装工事の改善のための均熱体／層の配置法の改良に関する出願14件（表1.

4.5-9）の中で、ニチフ端子工業の２件は、紐製ネット上にＣ系線状発熱線を取り付けて

アスファルト施工を行う趣旨の出願である。 

ユニット化による単純化、軽量化によるコスト低減のためのPTC発熱材料の改良13件

（表1.4.5-10）には多数の出願人が参画しているが、その中では、炭素繊維／ガラス繊維

／電極を編み込んだ構造のPTC面状発熱体を出願している有沢製作所（大成ロテック、ミ

解決手段  
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サワ商会共願）が目立つ。 

ユニット化による単純化、軽量化によるコスト低減のための発熱体ユニットと接合施工

法の改良に関する出願51件(表1.4.5-10)には、非常に多くの出願人が参画している。その

中でアオヤギの３件はコードヒータ、ナイロン圧縮マット、ラバーマットを積層し一体化

した融雪マットに関する出願、ニチフ端子工業の３件は帯状発熱体と１対の専用コネク

ターの１体化方法に関する出願である。 

設備機器の耐久性・寿命の延長によるコスト低減のためのPTC発熱材料の改良11件（表1.

4.5-10）の中で、ニチフ端子工業の３件はいずれも線状発熱体芯線を合成樹脂、架橋塩化

ビニールで被覆することにより、発熱体の強度と屈曲性と耐熱性の改良を意図した出願で

ある。 

設備的対応による安全性の向上のためのPTC発熱材料の改良16件（表1.4.5-11）の中で、

矢崎総業の２件はPTC発熱抵抗体と発熱制御用抵抗体を直列接続し、PTC発熱特性のばらつ

きを軽減した融雪シートに関する出願であり、発熱体ユニットと接合施工法の改良に関す

る出願14件(表1.4.5-11)の中で、三菱電機の２件（いずれも東日本旅客鉄道と共願）は

レール用電気温風融雪器の過熱防止に関する出願である。 
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表1.4.5-8 電熱利用融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-6の領域②に対応） 
融雪性能の向上 

熱利用率の向上 

課 題 

電熱変換効率の改善 熱輸送効率の改善 逸散熱の低減 

融
雪
シ
ス
テ

ム
の
改
良 

ト ー タ ル シ ス

テムの改良 

蓄熱機能付加 鹿島建設+富士ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ+棗

田 良之+東京技術企画 

 

 

 

１件

  

散 水 管 ／ 循 環 パ

イ プ と 配 設 パ

ターンの改良 

妻沼 充+高橋 喜久次+松山 

忠利 

１件

 埋 設 型 散 水 ／

循 環 融 雪 器 本

体の改良 

埋 設 型 散 水 ／ 循

環 融 雪 器 本 体 の

改良一般 

 

 

 

日本製鋼所 

 

１件

 

Ｐ Ｔ Ｃ 発 熱 材 料

の改良 

日立電線(2)、ﾐｻﾜ商会+有沢

製 作 所 、 峠  ﾀ ﾐ子 +村 田  安

雄、日本ﾁﾊﾞｶﾞｲｷﾞｰ、古河電

気工業、前田工繊、ﾃﾞｨﾙ ﾋﾟｨ

 ｴﾌ ﾃｨ 

８件

  

電 磁 誘 導 発 熱 体

の改良 

東日本旅客鉄道+三輝製作所

(2)、松下電器産業(2)、東日

本旅客鉄道+日南田電気(2)、

ﾄｰｷﾝ、秋山 司朗、松下電器

産業+西日本旅客鉄道+ｼﾞｪｲｱｰ

ﾙ西日本ﾃｸﾉｽ、新陽社、富士

電機、日本工営、東日本旅客

鉄道+日南田電気+戸田工業 

13件

  

Ｌ Ｃ ス パ イ ラ ル

ロッドの改良 

住友電気工業(12)、古河電気

工業(8)、古河電気工業+中部

電力(3)、大同特殊鋼+住友電

気工業(2)、日立電線、昭和

電線電纜、ﾌｼﾞｸﾗ、日本碍子

29件

  

遠 赤 外 照 射 ・ 放

射発熱体の改良 

石川島播磨重工業、三信技建

２件

  

発 熱 体 ユ ニ ッ ト

と 接 合 施 工 法 の

改良 

岡本 秀毅、北海道旅客鉄道+

新陽社、松下電器産業、古河

電気工業、ﾀﾞｲｷﾝ工業、東日

本旅客鉄道+日南田電気+ｸﾎﾞ

ﾀ、創研工業、日本工営+根本

企画工業 

８件

 東日本旅客鉄道+三菱電機(3)、ﾃ

ﾗｯｸｽ、金山 宏見、人見 安子+小

川 満和、村上 英穂、町屋 敦司+

自然倶楽部 

 

 

８件

電 熱 ヒ ー タ の

改良 

電熱ヒータの 

改良一般 

八幡電機精工 

１件

  

下 地 断 熱 処 理 法

の改良 

  大関化学工業、東日本旅客鉄道、

永井 良典+大根 弘行 

３件

均 熱 体 ／ 層 の 配

置法の改良 

中尾 重春 

 

１件

 小室 徳太郎+須貝 等、鐘淵化学

工業 

２件

現 地 施 工 法 の

改良 

透 水 機 能 付 与 等

の 融 雪 用 特 殊 舗

装の改良 

坂本 和彦 

 

１件

 日本舗道 

 

１件

融
雪
設
備
の
改
良 

融雪機の改良 装 置 構 造 と 蓋 開

閉操作法の改良 

ﾁﾞｰｲｰﾃﾞｴﾝﾁﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、坂本 和

彦 

２件

  

解決手段  
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表1.4.5-9 電熱利用融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-6の領域③に対応）（1/2） 
融雪性能の向上 生産性の向上 

着雪氷防止性能の向上 製造・組立効率の改善 施工性の向上 

課 題 

着雪氷面の濡れ 

性能の改善 

着雪氷層の 

成長防止 

製造・組立工程の

簡略化 

製造・組立能率の

向上 

ヒータ敷設工事の

改善 

ヒータ埋設舗装工

事の改善 

埋
設
型
散
水
／

循
環
融
雪
器
本

体
の
改
良 

ユ
ニ
ッ
ト
、
ブ

ロ
ッ
ク
構
造
と

接
合
法
の
改
良 

  

 

 

 

 

 

 

  ｲｽﾞﾐﾃｯｸ 

 

 

 

 

 

１件 

 

Ｐ
Ｔ
Ｃ
発
熱
材

料
の
改
良 

 日立電線 

 

 

 

 

 

１件

ﾐﾀｹ電子工業+佐藤

 忠雄、福田 勉 +

福田 匡洋、東洋ｲ

ﾝｷ製造、日本地場

産業+出光興産 

 

４件

東洋ｲﾝｷ製造、大

関化学工業+星川 

節男+笹 隆人、松

山 時一 

 

 

３件

ﾃｸﾉ総研、ﾅｶｵ、須

藤 憲人、積水化

成品工業、古河電

気工業、三菱電線

工業、東京ｺｽﾓｽ電

機 

７件 

 

電
磁
誘
導

発
熱
体
の

改
良 

    松 下 電 器 産 業

(3)、ｴﾇ ｴｰ、東日

本旅客鉄道+日南

田電気 

５件 

 

Ｌ
Ｃ
ス
パ
イ

ラ
ル
ロ
ッ
ド

の
改
良 

古 河 電 気 工 業

(2)、住友電気工

業、 

 

 

３件 

ﾌ ｼ ﾞ ｸ ﾗ +東 京 電 力

(3)、住友電気工

業 ( 2 ) 、 日 立 電

線、ﾌｼﾞｸﾗ、関西

電力+日立電線 

８件

 日立電線、古河電

気工業 

 

 

 

２件

古 河 電 気 工 業

(2)、関西電力+日

立電線 

 

 

３件 

 

遠

赤

外

照

射
・
放
射
発

熱
体
の
改
良

     峠 明哉 

 

 

 

 

１件

融
雪
設
備
の
改
良 

電
熱
ヒ
ー
タ
の
改
良 

発
熱
体
ユ
ニ
ッ
ト
と
接
合
施
工
法
の
改
良 

  東洋ｲﾝｷ製造、ﾏｲｸ

ﾛｼﾞｪﾆｯｸｽ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２件

三井石油化学工業

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件

ｲﾜﾌﾞﾁ(4)、ﾆﾁﾌ端

子工業(3)、三菱

電線工業(2)、三

洋電機+鳥取三洋

電機(2)、新陽社+

旭電機(2)、日本

地下水開発(2)、ｱ

ｵﾔｷﾞ、ｵｻﾀﾞ技研+

長田 秀晴、ﾐｻﾜ商

会 、 河 森  進 六

郎、三洋産機資材

ｼ ｽ ﾃ ﾑ + 北 冷 製 作

所、小林 康高、

新 陽 社 、 森  徳

治、大関化学工業

+栗本鉄工所、大

関化学工業+北斗

電子工業+新産業

創造研究機構、谷

地元 清照、渡辺

電機製作所、三菱

電機、松下電器産

業、東日本旅客鉄

道+三菱電機、積

水化学工業、ｺﾋﾞｼ

電機、共和ｺﾝｸﾘｰﾄ

工業、栗本鉄工所

+ﾀｲｶﾞｰｽﾎﾟﾘﾏｰ、東

海旅客鉄道+日立

電線、北川ﾋﾕｰﾃｯ

ｸ、立山ｱﾙﾐﾆｳﾑ工

業、ﾐｻﾜﾎｰﾑ、新興

工材、日立製作所

+日立笠戸ｴﾝｼﾞﾆｱﾘ

ﾝｸﾞ、新陽社+ｿｰﾊ

ﾂ、 ｱ ｻ ﾋ ｺ ﾞ ﾑ、 ｸ ﾎ ﾞ

ﾀ、三創+伊藤忠商

事 + 日 本 特 殊 塗

料 、 日 幸 電 機 工

業、三創+日本特

殊塗料、日本ｹｰﾌﾞ

ﾙ、大成ﾗﾐﾈｰﾀｰ、

ﾌﾟﾛﾃ産業、北日本

電線、大成ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ、北冷製作所+三

洋産機資材ｼｽﾃﾑ 

52件 

三 菱 電 線 工 業

(3)、ｱｽﾈｯﾄ電気工

業、山口 光義、

小林 康高+小林 

恵 有 、 村 上  英

穂、出光興産、共

和ｺﾝｸﾘｰﾄ工業、東

日本旅客鉄道+大

成 ﾎ ｰ ﾑ ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ

ｸﾞ、飛島道路、雪

国科学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12件

解決手段  
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表1.4.5-9 電熱利用融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-6の領域③に対応）（2/2） 
融雪性能の向上 生産性の向上 

着雪氷防止性能の向上 製造・組立効率の改善 施工性の向上 

課 題 

着雪氷面の濡れ 

性能の改善 

着雪氷層の 

成長防止 

製造・組立工程の

簡略化 

製造・組立能率の

向上 

ヒータ敷設工事の

改善 

ヒータ埋設舗装工

事の改善 

埋
設
型
散
水
／

循
環
融
雪
器
本

体
の
改
良 

電
熱
ヒ
ー
タ
の

改
良
一
般 

    ﾐｻﾜﾎｰﾑ 

 

 

 

 

 

１件 

 

下
地
断
熱
処

理
法
の
改
良 

     雄電社、ﾛﾝｸﾞﾎｰﾑ

 

 

 

 

２件

均
熱
体
／
層
の
配
置
法
の
改
良 

    ﾆﾁﾌ端子工業(2)、

ﾚｲｹﾑ、人見 豪彦+

小川 満和、北海

道山一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５件 

ﾆﾁﾌ端子工業(2)、

永井 良典+大根 

弘行+小林 忠夫、

中野 清幸、峠 明

哉、雄電社、ｴﾇﾃｲ

日東産業、栗本鉄

工所 +ﾀ ｲ ｶ ﾞ ｰ ｽ ﾎ ﾟ ﾘ

ﾏ ｰ 、 古 河 電 気 工

業、三洋電機+鳥

取三洋電機、日本

舗道、音熱環境開

発 + 鐘 淵 化 学 工

業、日本橋梁、大

成ﾛﾃｯｸ+ﾆﾁﾚｷ 

14件

透
水
機
能
付
与

等
の
融
雪
用
特

殊
舗
装
の
改
良

     ﾅｶ ｵ、電気工事西

川組、峠 明哉、

石 川 島 播 磨 重 工

業、信越ﾎﾟﾘﾏｰ 

 

 

５件

融
雪
設
備
の
改
良 

現
地
施
工
法
の
改
良 

現
地
施
工
法
の

改
良
一
般 

    旭電機+岩泉 泰 

 

 

 

 

 

１件 

共和ｺﾝｸﾘｰﾄ工業、

米沢電気工事 

 

 

 

 

２件

化
学
処
理
法
の
改
良 

融
雪
剤
、
雪
氷
付
着

防
止
剤
の
改
良 

多
機

能
被
覆

・
担
持

処
理
剤
の
添
加 

     高沢 正夫 

 

 

 

 

 

 

 

１件

 

 

解決手段  
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表1.4.5-10 電熱利用融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-6の領域④に対応）（1/2） 
経済性の向上 

製造・組立・施工 

コストの低減 
運転コストの低減 維持管理コストの低減 

課 題 

ユニット化による単純化、 

軽量化 

安価エネル

ギー源の利用

融雪熱供給調

整機能の向上

設備機器の耐久性・ 

寿命の延長 

管系汚染除去

や劣化部品の

交換性改善 

複数系システムと

最適運転制御 

佐々木 一正+石崎 正敏 

 

 

１件

    
融
雪
シ
ス
テ
ム

の
改
良 

ト
ー
タ
ル

シ
ス

テ
ム
の
改
良 蓄熱機能付加  

 

 

寺元 正 

 

１件

   

散水管／循環パイ

プと配設パターン

の改良 

  日本ｴﾝｼﾞﾆｱﾒｲﾂ

１件

  

放熱端部構造の改

良と高熱伝導材料

の適用 

大日向 貞弘 

 

１件

    

埋

設

型

散

水

／

循

環

融
雪
器
本
体
の
改
良 

ユニット、ブロッ

ク構造と接合法の

改良 

昭和ｱﾙﾐﾆｳﾑ 

 

１件

    

ＰＴＣ発熱材料の

改良 

ﾄﾞｩ COOP ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ、原田産

業、松山 時一、神垣組+神垣 

三次+倉富 伸一、物質 材料研

究機構、出光興産、東洋ｲﾝｷ製

造、ｼｰｱｲ化成、ｳｨｽﾞﾑｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

+吉田ｺﾞﾑ工業、旭ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、

有沢製作所+ﾐｻﾜ商会 +大成ﾛﾃｯ

ｸ、ﾄﾞﾘｰﾑﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ+東新住建、ｴ

ﾇｵｰｹｰ 

13件

 町屋 敦司、積

水化成品工業 

 

 

 

 

 

 

 

２件

ﾆ ﾁ ﾌ端子工業(3)、 ｸﾗ

ﾍﾞ、ｺｯｸﾏﾝ ｱﾙｶﾃﾞｨ+ｸﾞﾚ

ｳﾞｨｯｸ ｱｰｻｰ、ﾊﾟﾜｰｺ SP

A、町田 成司、北川工

業+遠藤 守信、栗本鉄

工所+ﾀｲｶﾞｰｽﾎﾟﾘﾏｰ、松

下電工、日本化薬 

 

 

11件 

 

電磁誘導発熱体の

改良 

松下電器産業 

１件

 童夢ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

１件

松下電器産業(7) 

７件 

 

Ｌ Ｃ ス パ イ ラ ル

ロッドの改良 

  日 立 電 線 、 古

河電気工業 

２件

古河電気工業 

 

１件 

 

遠赤外照射・放射

発熱体の改良 

ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝ、東洋ﾌｰｽﾞｼｽﾃﾑｽﾞ+佐

分利 外志雄、峠 明哉、ｺｰﾄ 

 

４件

中尾 重春 

 

 

１件

水 城  勇 一 郎 +

東栄物産、ﾂﾀﾞ

ﾏｼｰﾝ工業 

２件

  

電
熱
ヒ
ー
タ
の
改
良 

発熱体ユニットと

接合施工法の改良 

ｱｵﾔｷﾞ(3)、ﾆﾁﾌ端子工業(3)、松

下電工(2)、日本軽金属(2)、ｲ

ﾅｯｸｽ、ｲﾘﾉｲ ﾂｰﾙ ﾜｰｸｽ、ｵｰｼｰｻｰ

ﾋﾞｽ+ｼﾃｨﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ、ｶﾛｯﾂｪﾘｱｼﾞｬ

ﾊﾟﾝ+牧野 幸司、ﾃﾗｯｸｽ、ﾆｼﾔﾏ、

ﾊﾟﾌﾞｺ北海道、ﾕﾀｶ製作所、岩山

 清喜、橋本 邦夫+茂木 豊次+

畑山 積、栗本鉄工所、三ﾂ星+ｴ

ｽ ﾌﾞｲ ﾋﾟｰ、三ろう丸 彪、柴 

三男+柴 利夫、小林 康高+小林

 恵有、浅井 毅、村上 英穂、

太田 義明、電気工事西川組、

東谷 義春、東日本旅客鉄道+ｳｨ

ｽﾞﾑｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ+ｼﾞｪｲｱｰﾙ東日本商

事、松下電器産業、東日本旅客

鉄道+三菱電機、積水化成品工

業、出光興産、積水化学工業、

ｺﾋﾞｼ電機、栗本鉄工所+ﾀｲｶﾞｰｽ

ﾎﾟ ﾘﾏ ｰ、三洋電機+鳥取三洋電

機、大成ｺﾝｸﾘｰﾄ、北冷製作所+

三洋産機資材ｼｽﾃﾑ、大谷開発、

日本ｶｰﾎﾞﾝ、新陽社+東日本旅客

鉄道、司工業、寿産業、内外ﾃｸ

ﾉｽ+杉谷金属工業、日本特殊発

熱体、昭和ｺﾝｸﾘｰﾄ工業、日本ｴﾝ

ｼﾞﾆｱﾒｲﾂ+ｸﾞﾘｰﾝﾃｸﾉｽ、ﾎｸﾓｳ 

51件

 ﾌ ｼ ﾞ ｲ、 ﾚ ｲ ｹ ﾑ、

吉田 修、新電

元 工 業 + 関 電

工 、 町 屋  敦

司 、 栗 本 鉄 工

所 +ﾀｲ ｶ ﾞ ｰ ｽ ﾎ ﾟ ﾘ

ﾏｰ、ﾐﾀｹ電子工

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７件

出光興産(2)、東洋ｲﾝｷ

製造(2)、ﾔﾏｳ、ﾚｯｸ三

和+板鼻 幸作、金 竜

出 + 森  徳 治 、 森  徳

治、東芝ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ+

東 芝 、 積 水 化 成 品 工

業、積水化学工業、ｸ

ﾎﾞﾀ、大塚化学、ﾐｻﾄ、

東電工業、ﾕﾆﾁｶ、住友

金属工業、鐘紡+昭和

ｺﾞﾑ、菱有工業、飛島

道路+西都電機+東和工

業、ｺｰﾌﾟｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ+

ｺｰﾌﾟｹﾐｶﾙ、東海ｶｰﾎﾞ

ﾝ、帝人+共和ｺﾝｸﾘｰﾄ工

業、帝人+清田軌道工

業+東日本旅客鉄道 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24件 

京 三 製 作 所 、

積 水 化 学 工

業 、 日 立 電

線、共栄ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ+帝人+山川精

練 加 工 、 栗 本

鉄工所+大関化

学 工 業 、 荏 原

商事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６件

均熱体／層の配置

法の改良 

   峠 明哉、帝人 

２件 

積水樹脂 

１件
現
地
施
工
法
の

改
良 透水機能付与等の

融雪用特殊舗装の

改良 

  ﾀﾞｲﾌｸ、福田道

路+ﾎｸﾓｳ、産業

技 術 総 合 研 究

所+ﾌｼﾞｲ 

３件

大日本ｲﾝｷ化学工業、

東洋ﾌｰｽﾞｼｽﾃﾑｽﾞ+佐分

利 外志雄 

 

３件 

日本電熱 

 

 

 

１件

融
雪
設
備
の
改
良 

融
雪
機
の

改
良 

温水循環散水法の

改良 

  西 日 本 旅 客 鉄

道+岡崎製作所

 

 

１件

  

解決手段  
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表1.4.5-10 電熱利用融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-6の領域④に対応）（2/2） 
経済性の向上 

製造・組立・施工 

コストの低減 
運転コストの低減 維持管理コストの低減 

課 題 

ユニット化による単純化、 

軽量化 

安価エネル

ギー源の利用

融雪熱供給調

整機能の向上

設備機器の耐久性・ 

寿命の延長 

管系汚染除去

や劣化部品の

交換性改善 

融雪水排水加熱処

理法の改良 

  北海道電力+戸

田建設 

１件

  
融
雪
設
備

の
改
良 

融
雪
機
の

改
良 

融雪機の改良一般  

 

 高橋 英安 

１件

  

予知予熱運転制御   雪国科学 

１件

  

フィードフォワー

ド運転制御 

  金 井  禧 衛 +富

永 孝利+金井 

俊 和 +依 田  芳

雄 

１件

  

融
雪
制
御
技
術
の
改
良 

ダ

イ

ナ

ミ

ッ

ク

運

転

制

御
の
改
良 

ダイナミック運転

制御の改良一般 

  ﾌｼﾞｲ+日本道路

資材 

１件

  

多機能被覆・担持

処理剤の添加 

林 幸典 

 

 

１件

    
化
学
処
理
法
の
改
良 

融

雪

剤

、

雪

氷

付

着

防
止
剤
の
改
良 

撥水／疎水性材料

の適用 

  角 田  宏 之 輔 +

小林 千年 

 

 

１件

  

 

 

表1.4.5-11 電熱利用融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-6の領域⑤に対応） 
精度・確度の向上 安全性の確保 

運転精度の向上 
検知・運転制

御精度の向上

課 題 

熱供給量可変

制御性の向上

フィードバック

制御性の向上 

運転制御精度

の向上 

設備的対応による安全性の向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

ユ ニ ッ ト 、 ブ ロ ッ

ク 構 造 と 接 合 法 の

改良 

 

 

 

  松下電器産業 

 

１件

Ｐ Ｔ Ｃ 発 熱 材 料 の

改良 

 

 

 

 

 

 

  矢崎総業(2)、ｸﾗﾍﾞ、武部 憲親、松下電

器産業、積水化成品工業、出光興産、日

立電線、ﾌｼﾞｸﾗ、鐘紡+昭和ｺﾞﾑ、新熱工

業、ﾕﾆﾁｶｸﾞﾗｽﾌｧｲﾊﾞｰ+ﾀｲｶﾞｰｽﾎﾟﾘﾏｰ、朝日

化学工業、京ｾﾗ、石原機械工業、帝人 

16件

電 磁 誘 導 発 熱 体 の

改良 

  ﾕﾆ ﾛﾂﾄ 

１件

 

Ｌ Ｃ ス パ イ ラ ル

ロッドの改良 

 関西電力+日立電

線 

１件

日新電機 

 

１件

古河電気工業 

 

１件

電熱ヒータの 

改良 

発 熱 体 ユ ニ ッ ト と

接合施工法の改良 

出 光 興 産 、 ﾘ ｰ

ﾃﾞﾂｸ 

 

 

 

 

２件

中浜 隆次+高橋 

喜久次、日本ﾀﾞｲ

ﾅﾃｯｸ 

 

 

 

２件

東海旅客鉄道+

日立電線 

 

 

 

 

１件

東日本旅客鉄道+三菱電機(2)、安田 繁

之、杉本 善二郎、富田 修自、松下電器

産業、古河電気工業、ﾌｼﾞｸﾗ、 ﾀﾞｲｷﾝ工

業、大成ｺﾝｸﾘｰﾄ、有沢製作所+ﾐｻﾜ商会+

大成ﾛﾃｯｸ、帝人、日本電熱計器、新日本

製鉄 

14件

現地施工法の 

改良 

透 水 機 能 付 与 等 の

融 雪 用 特 殊 舗 装 の

改良 

   ﾋﾙｺ北海道 

 

１件

融
雪
設
備
の
改
良 

融雪機の改良 融雪機の改良一般    原田 豊 

１件

予知予熱運転制御 日本ﾀﾞｲﾅﾃｯｸ 

１件

   
融
雪
制
御
技

術
の
改
良 

ダイナミック運

転制御の改良 

ダ イ ナ ミ ッ ク 運 転

制御の改良一般 

 富永 孝利+ｴｺﾃｯｸ

+依田 芳雄+樋口

 慶之 

１件

  

 

解決手段  

解決手段  



 96

c. 循環パイプ融雪技術 

図1.4.5-4に、循環パイプ融雪技術の技術開発課題と解決手段の分布を示す。 

融雪効率の向上、熱利用率の向上、施工性の向上、製造・組立・施工コストの低減、運

転コストの低減、維持管理コストの低減のための埋設型循環融雪器本体の改良および現地

施工法に関する分野に出願が集中している。 

表1.4.5-12に、循環パイプ融雪技術の技術開発詳細課題Ⅲと詳細解決手段Ⅲの件数マト

リックス分布を示す。詳細課題に対応する詳細解決手段に分類される出願の件数分布から、

特に個別詳細課題の累積件数の多いところを主体に注目領域を設定した。表中でハッチン

グした領域①から③が注目領域である。 

表1.4.5-13から表1.4.5-15に、表1.4.5-12で設定された領域①から③個別に、循環パイ

プ融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表を示す。 

出願件数５件以上のフレームの分布状況をみると、融雪面への供給熱量の均一化、融雪

面温度・供給熱量の調整、採熱効率の改善、蓄熱密度の改善、ヒータ敷設工事の改善、

ヒータ埋設舗装工事の改善、ユニット化による単純化、軽量化、安価エネルギー源の利用、

融雪熱供給調整機能の向上、管系汚染除去や劣化部品の交換性改善のための蓄熱機能を付

加した融雪トータルシステムの改良、循環パイプと配設パターンの改良、熱源からの高効

率採熱方式の改良、ユニット、ブロック構造と接合法の改良、均熱体／層の配置法の改良

などの分野に広く分布している。 

 

図1.4.5-4 循環パイプ融雪技術の技術開発課題Ⅱと解決手段Ⅱの分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 課　　題　　Ⅱ

融雪性能の向上 生産性の向上 経済性の向上 環境保全 安全性の確保

処
理
速
度
の
向
上

融
雪
効
率
の
向
上

熱
利
用
率
の
向
上

蓄
熱
性
能
の
向
上

着
雪
氷
防
止
性
能
の

向
上

製
造
・
組
立
効
率
の

改
善

施
工
性
の
向
上

製
造
・
組
立
・
施
工

コ
ス
ト
の
低
減

運
転
コ
ス
ト
の
低
減

維
持
管
理
コ
ス
ト
の

低
減

運
転
精
度
の
向
上

検
知
・
運
転
制
御

精
度
の
向
上

材
料
腐
食
性
改
善

環
境
汚
染
防
止

凍
結
防
止
性
能
の

改
善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪

防
止

設
備
的
対
応
に
よ
る

安
全
性
の
向
上

融雪システムの改良

埋設型散水／循環融雪器
本体の改良

電熱ヒータの改良

現地施工法の改良

融雪機の改良

屋根消雪用融雪器・
ユニットと施工法の改良

検知・予知精度の改良

ダイナミック運転制御
の改良

融雪剤、雪氷付着防止剤
の改良

融雪剤散布方法の改良

融雪剤混入舗装の改良

精度・確度の
向上

解
決
手
段
Ⅱ

融
雪
設
備
の
改
良

融
雪
制
御

技
術
の
改
良

化
学
処
理
法

の
改
良

4 6 4

4 28 23 15 23 17 16

13 17

3 3

1121 2

42
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2 2
3

11
5

24 1 2

1

1
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表1.4.5-12 循環パイプ融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（1/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪性能の向上 生産性の向上

融
雪
熱
供
給
速
度
の
ア
ッ

プ

融
雪
対
象
雪
氷
（

塊
）

の
細
粒
化

融
雪
面
温
度
の
均
一
化

融
雪
面
へ
の
供
給
熱
量
の
均
一
化

融
雪
面
温
度
・
供
給
熱
量
の
調
整

融
雪
水
の
過
熱
防
止
と
除
去

結
露
防
止
と
除
去

電
熱
変
換
効
率
の
改
善

熱
輸
送
効
率
の
改
善

逸
散
熱
の
低
減

採
熱
効
率
の
改
善

蓄
熱
密
度
の
改
善

吸
熱
効
率
の
改
善

放
熱
効
率
の
改
善

着
雪
氷
面
の
濡
れ
性
能
の
改
善

着
雪
氷
層
の
成
長
防
止

製
造
・
組
立
工
程
の
簡
略
化

製
造
・
組
立
能
率
の
向
上

ヒ
ー

タ
敷
設
工
事
の
改
善

ヒ
ー

タ
埋
設
舗
装
工
事
の
改
善

単一系システムと最適運転制御 1

複数系システムと最適運転制御

多段熱放散システムと最適運転制御

蓄熱機能付加 1 3 6

散水管／循環パイプと配設パターンの改良 1 9 3 3 2 1 1 2

ノズル仕様と取付交換法の改良

熱源からの高効率採熱方式の改良 1 1 1 1 2 18 1

放熱端部構造の改良と高熱伝導材料の適用 1 1

ユニット、ブロック構造と接合法の改良 2 7 2 9 1

埋設型散水／循環融雪器本体の改良一般

PTC発熱材料の改良

電磁誘導発熱体の改良

LCスパイラルロッドの改良

遠赤外照射・放射発熱体の改良

発熱体ユニットと接合施工法の改良 1

電熱ヒータの改良一般

下地断熱処理法の改良 1 2 2

均熱体／層の配置法の改良 1 3 6 1 1 6 8

透水機能付与等の融雪用特殊舗装の改良 1 1 1

現地施工法の改良一般

バーナ燃焼制御 1 1

燃焼ドラム構造の改良

給排気管の構造・配置の改良 1

温水循環散水法の改良 2 1

融雪水排水加熱処理法の改良 1

装置構造と蓋開閉操作法の改良 1

融雪機の改良一般

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

融
雪
機
の
改
良

ト
ー

タ
ル
シ
ス
テ
ム
の

改
良

融
雪
シ
ス
テ
ム
の

改
良

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器

本
体
の
改
良

電
熱
ヒ
ー

タ
の
改
良

現
地
施
工
法
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

処理速度
の向上

融雪効率の向上 熱利用率の向上
蓄熱性能の

向上

着雪氷防
止性能の

向上

製造・組
立効率の

改善

施工性の
向上

①
②
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表1.4.5-12 循環パイプ融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（2/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪性能の向上 生産性の向上

融
雪
熱
供
給
速
度
の
ア
ッ

プ

融
雪
対
象
雪
氷
（

塊
）

の
細
粒
化

融
雪
面
温
度
の
均
一
化

融
雪
面
へ
の
供
給
熱
量
の
均
一
化

融
雪
面
温
度
・
供
給
熱
量
の
調
整

融
雪
水
の
過
熱
防
止
と
除
去

結
露
防
止
と
除
去

電
熱
変
換
効
率
の
改
善

熱
輸
送
効
率
の
改
善

逸
散
熱
の
低
減

採
熱
効
率
の
改
善

蓄
熱
密
度
の
改
善

吸
熱
効
率
の
改
善

放
熱
効
率
の
改
善

着
雪
氷
面
の
濡
れ
性
能
の
改
善

着
雪
氷
層
の
成
長
防
止

製
造
・
組
立
工
程
の
簡
略
化

製
造
・
組
立
能
率
の
向
上

ヒ
ー

タ
敷
設
工
事
の
改
善

ヒ
ー

タ
埋
設
舗
装
工
事
の
改
善

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法
の改良

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良

ヒータ内蔵型屋根材の改良

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

屋内暖房排熱利用法の改良

太陽電池付屋根融雪方法の改良

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良
一般

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良

多要素センサ情報の組合せシステムの改良

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御

予知予熱運転制御 1

フィードフォワード運転制御

ダイナミック運転制御の改良一般

融雪剤への防食機能剤等の添加

多機能被覆・担持処理剤の添加

撥水／疎水性材料の適用

散布量の高精度制御法

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良

融雪剤混入舗装の改良

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転

制
御
の
改
良

融
雪
剤
、

雪
氷
付

着
防
止
剤
の
改
良

融
雪
剤
散

布
方
法
の

改
良

検
知
・
予

知
精
度
の

改
良

融
雪
制
御
技
術
の
改
良

化
学
処
理
法
の
改
良

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法

の
改
良

課　　題　　Ⅲ

処理速度
の向上

融雪効率の向上 熱利用率の向上
蓄熱性能の

向上

着雪氷防
止性能の
向上

製造・組
立効率の

改善

施工性の
向上

②
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表1.4.5-12 循環パイプ融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（3/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済性の向上 精度・確度の向上 環境保全 安全性の確保

材料
腐食
性改
善

ユ
ニ
ッ

ト
化
に
よ
る
単
純
化
、

軽
量
化

現
地
敷
設
舗
装
工
事
の
簡
略
化

安
価
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
利
用

融
雪
熱
供
給
調
整
機
能
の
向
上

設
備
機
器
の
耐
久
性
・
寿
命
の

延
長

管
系
汚
染
除
去
や
劣
化
部
品
の

交
換
性
改
善

熱
供
給
量
可
変
制
御
性
の
向
上

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
制
御
性
の
向
上

降
雪
予
知
・
検
知
制
御
性
の
向
上

運
転
制
御
精
度
の
向
上

含
塩
系
融
雪
剤
の
改
良
と
非
含
塩

系
融
雪
剤
の
改
善

塩
害
か
ら
の
植
生
保
護

地
下
水
汚
染
防
止
（

含
排
水
汚
染

防
止
）

地
盤
沈
下
防
止

定
着
性
、

耐
久
性
能
の
改
善

散
布
性
能
の
改
善

単一系システムと最適運転制御 1 1

複数系システムと最適運転制御 1 1

多段熱放散システムと最適運転制御

蓄熱機能付加 1 1 2 1 1

散水管／循環パイプと配設パターンの改良 6 1 8 5 7 3

ノズル仕様と取付交換法の改良

熱源からの高効率採熱方式の改良 1 8 1 1 1

放熱端部構造の改良と高熱伝導材料の適用

ユニット、ブロック構造と接合法の改良 16 3 1

埋設型散水／循環融雪器本体の改良一般 1

PTC発熱材料の改良

電磁誘導発熱体の改良 1

LCスパイラルロッドの改良

遠赤外照射・放射発熱体の改良

発熱体ユニットと接合施工法の改良 1

電熱ヒータの改良一般

下地断熱処理法の改良 1

均熱体／層の配置法の改良 3 1 1

透水機能付与等の融雪用特殊舗装の改良 1 1 1

現地施工法の改良一般

バーナ燃焼制御 1 2

燃焼ドラム構造の改良

給排気管の構造・配置の改良

温水循環散水法の改良 1 1 1

融雪水排水加熱処理法の改良

装置構造と蓋開閉操作法の改良 1

融雪機の改良一般

運転コス
トの低減

凍結防止
性能の
改善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪
防
止

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

維持管理コ
ストの低減

運転精度
の向上

検知・運
転制御精
度の向上

環境汚染防止

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

融
雪
機
の
改
良

ト
ー

タ
ル
シ
ス
テ
ム
の

改
良

融
雪
シ
ス
テ
ム
の

改
良

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器

本
体
の
改
良

電
熱
ヒ
ー

タ
の
改
良

現
地
施
工
法
の
改
良

製造・組
立・施工コ
ストの低減

③
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表1.4.5-12 循環パイプ融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（4/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済性の向上 精度・確度の向上 環境保全 安全性の確保

材料
腐食
性改
善

ユ
ニ
ッ

ト
化
に
よ
る
単
純
化
、

軽
量
化

現
地
敷
設
舗
装
工
事
の
簡
略
化

安
価
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
利
用

融
雪
熱
供
給
調
整
機
能
の
向
上

設
備
機
器
の
耐
久
性
・
寿
命
の

延
長

管
系
汚
染
除
去
や
劣
化
部
品
の

交
換
性
改
善

熱
供
給
量
可
変
制
御
性
の
向
上

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
制
御
性
の
向
上

降
雪
予
知
・
検
知
制
御
性
の
向
上

運
転
制
御
精
度
の
向
上

含
塩
系
融
雪
剤
の
改
良
と
非
含
塩

系
融
雪
剤
の
改
善

塩
害
か
ら
の
植
生
保
護

地
下
水
汚
染
防
止
（

含
排
水
汚
染

防
止
）

地
盤
沈
下
防
止

定
着
性
、

耐
久
性
能
の
改
善

散
布
性
能
の
改
善

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法
の改良

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良 1

ヒータ内蔵型屋根材の改良

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

屋内暖房排熱利用法の改良

太陽電池付屋根融雪方法の改良

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良
一般

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良

多要素センサ情報の組合せシステムの改良

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御

予知予熱運転制御

フィードフォワード運転制御

ダイナミック運転制御の改良一般

融雪剤への防食機能剤等の添加

多機能被覆・担持処理剤の添加

撥水／疎水性材料の適用

散布量の高精度制御法

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良

融雪剤混入舗装の改良

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

維持管理コ
ストの低減

運転精度
の向上

検知・運
転制御精
度の向上

環境汚染防止
製造・組

立・施工コ
ストの低減

運転コス
トの低減

凍結防止
性能の
改善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪
防
止

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転

制
御
の
改
良

融
雪
剤
、

雪
氷
付

着
防
止
剤
の
改
良

融
雪
剤
散

布
方
法
の

改
良

検
知
・
予

知
精
度
の

改
良

融
雪
制
御
技
術
の
改
良

化
学
処
理
法
の
改
良

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法

の
改
良 ③
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表1.4.5-13 循環パイプ融雪技術の注目課題と解決手段に対応する 

出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-12の領域①に対応）（1/2） 
融雪性能の向上 

処理速度の向上 融雪効率の向上 

課 題 

融雪熱供給速

度のアップ 

融雪対象雪氷

（塊）の細粒化

融雪面温度の

均一化 

融雪面への供給

熱量の均一化 

融雪面温度・供

給熱量の調整 

融雪水の過熱

防止と除去 

結露防止と

除去 

融
雪
シ
ス
テ
ム

の
改
良 

ト
ー
タ
ル
シ
ス

テ
ム
の
改
良 

蓄
熱
機
能
付
加 

    国際技術開発 

 

 

 

 

 

１件 

  

散
水
管
／
循
環
パ

イ

プ

と

配

設

パ

タ
ー
ン
の
改
良 

金山 宏見 

 

 

 

 

 

 

１件 

  三 洋 電 機 ( 4 )、

松沢 順三、ﾌｼﾞ

ｸﾗ、ﾆｲｶﾞﾀﾌﾟﾗﾝﾄ

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ、宮坂 ｺﾞ

ﾑ、名古屋鉄道+

名 鉄 住 商 工 業 +

日立電線 

９件

ﾊ ﾟ ﾃ ｲ ﾈ商会、三

洋電機、ﾉｻﾞﾜｻｰ

ﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 

 

 

 

 

３件 

 三 洋 電 機

(2 )、三菱電

機 

 

 

 

 

３件

熱
源
か
ら
の

高
効
率
採
熱

方
式
の
改
良 

 三洋電機 

 

 

 

 

１件

洲澤 昭己 

 

 

 

 

１件

洲澤 昭己 

 

 

 

 

１件

ﾆｲｶﾞﾀﾌﾟﾗﾝﾄｻｰﾋﾞ

ｽ 

 

 

 

１件 

  

放
熱
端
部
構
造
の

改
良
と
高
熱
伝
導

材
料
の
適
用 

西日本旅客鉄

道+ｼﾞｪｲｱｰﾙ西

日本 ﾃｸ ﾉ ｽ + ｴ ﾅ

ﾃｯｸｽ、佐々木

 三男 

 

 

２件 

  積水化学工業 

 

 

 

 

 

 

１件

   

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器
本
体
の
改
良 

ユ
ニ
ッ
ト
、
ブ

ロ
ッ
ク
構
造
と

接
合
法
の
改
良 

   ﾔﾏﾋｻ(2)、高見 

秀 司 、 半 田  金

勝+半沢 喬成、

北秀、ｸﾎﾞﾀ、前

田製管 

 

７件

 東 ﾚ、 倉 敷 化

工 

 

 

 

 

２件 

 

電
熱
ヒ
ー
タ
の

改
良 

発
熱
体
ユ
ニ
ッ

ト
と
接
合
施
工

法
の
改
良 

   三 菱 化 学 産 資 +

三洋電機 

 

 

 

 

１件

   

下
地
断
熱

処
理
法
の

改
良 

   新日本製鉄 

 

 

 

１件

   

均
熱
体
／
層

の
配
置
法
の

改
良 

菊地 長助 

 

 

 

 

１件 

  佐 々 木  基 博 、

銭丸商事、東北

水源工業 

 

 

３件

ﾊﾟﾃｲﾈ商会(2)、

ｻﾝﾃﾞﾝ(2)、野村

 幸三、ｽｶｲｱﾙﾐﾆ

ｳ ﾑ +日本 ﾍﾞ ﾛ ｰ工

業 

６件 

片山 清 

 

 

 

 

１件 

 

現
地
施
工
法
の
改
良 

透
水
機
能
付
与

等
の
融
雪
用
特

殊
舗
装
の
改
良 

    ｻﾝﾃﾞﾝ 

 

 

 

 

 

１件 

ｿｰﾗｰ技研工業 

 

 

 

 

 

１件 

 

バ
ー
ナ
燃

焼
制
御 

 森島 文夫 

 

 

 

１件

  加茂 芳秋 

 

 

 

１件 

  

融
雪
設
備
の
改
良 

融
雪
機
の
改
良 

給
排
気
管
の

構
造
・
配
置

の
改
良 

   佐々木 繁 

 

 

 

 

１件

   

解決手段  
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表1.4.5-13 循環パイプ融雪技術の注目課題と解決手段に対応する 

出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-12の領域①に対応）（2/2） 
融雪性能の向上 

処理速度の向上 融雪効率の向上 

課 題 

融雪熱供給速

度のアップ 

融雪対象雪氷

（塊）の細粒化

融雪面温度の

均一化 

融雪面への供給

熱量の均一化 

融雪面温度・供

給熱量の調整 

融雪水の過熱

防止と除去 

結露防止と

除去 

温
水
循
環

散
水
法
の

改
良 

野村製作所、

ﾌｼﾞｸﾗ 

 

 

２件 

      

融
雪
水
排
水

加
熱
処
理
法

の
改
良 

     ｸﾜｻﾞﾜ 

 

 

 

 

１件 

 

融
雪
設
備
の
改
良 

融
雪
機
の
改
良 

装
置
構
造
と

蓋
開
閉
操
作

法
の
改
良 

   前田製管 

 

 

 

 

１件

   

 

 

表1.4.5-13～表1.4.5-15の出願人分布から、出願件数の多いフレームを主体に主要出願

人の出願内容分析を行う。 

融雪面へ供給熱量の均一化のための循環パイプと配設パターンの改良９件（表1.4.5-1

3）の中で、三洋電機の４件は鉄道線路用融雪装置であり、レール下に敷設した絶縁処理

した熱媒管内を温水ボイラからの温水を循環させて、放熱体を介して中間パネルに伝熱さ

せ発熱させるものである。また、ユニット、ブロック構造と接合法の改良８件（表1.4.5-

13）の中で、ヤマヒサの２件は板状樹脂製保持枠内に格子状にリブを形成し、このリブの

溝を介して伝熱管を配設し、さらに放熱板を固着させた融雪パネルに関する出願である。 

融雪面温度・供給熱量の調整のための均熱体／層の配置法の改良６件（表1.4.5-13）の

中で、パテイネ商会の２件は、ロードヒーティング端部におけるパイプ配管密度や伝熱性

の改良に関する出願である。 

採熱効率の改善のための熱源からの高効率採熱方式の改良18件（表1.4.5-14）の中で、

洲澤昭己氏の４件は、埋設２重管による熱媒体と地熱の熱交換と並行配置したヘアピン状

蛇行放熱管からなる融雪システムに関する出願であり、深地下熱の季節間利用にも言及し

た基本的出願である。クボタの５件(表1.4.5-14)は、下水直接循環や下水熱や地熱から熱

交換で効率的に採熱して循環融雪するシステムの出願である。 

蓄熱密度向上のための蓄熱機能付加によるトータルシステムの改良６件（表1.4.5-14）

中で、興和の３件は夏期に太陽熱を地下水に蓄熱して、冬期に水循環融雪に利用したり、

法面で日中の太陽熱を吸収して地面に蓄熱させて、降雪時にこの熱を活用して融雪する趣

旨であり、1992年に集中的に出願されている。 

ユニット化による単純化、軽量化によるコスト低減のための循環パイプと配設パターン

の改良６件（表1.4.5-15）中で、三洋電機の２件は暖房用熱源機を用いて暖房と融雪に利

用するシステムの出願であり、ユニット、ブロック構造と接合法の改良16件（表1.4.5-1

5）の中で、日本サミコンの２件（北越上下水道との共願）は球状接合部を有する温水管

解決手段  
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埋設型プレキャストコンクリートブロックに関する出願である。 

安価エネルギー源の利用によるコスト低減のための熱源からの高効率採熱法の改良８件

(表1.4.5-15)の中で、クボタの２件は下水熱や地下水熱の活用やヒートポンプ、ヒートパ

イプと循環パイプを組み合わせた排熱有効利用システムに関する出願である。 

融雪熱供給調整機能の向上による運転コスト低減のための循環パイプと配設パターンの

改良８件（表1.4.5-15）の中で、三洋電機の３件はいずれもバーナ温水を利用した循環融

雪システムに関する出願である。 

 

表1.4.5-14 循環パイプ融雪技術の注目課題と解決手段に対応する 

出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-12の領域②に対応）（1/2） 
融雪性能の向上 生産性の向上 

熱利用率の向上 蓄熱性能の向上 施工性の向上 

課 題 

熱輸送効率の

改善 
逸散熱の低減 採熱効率の改善 蓄熱密度の改善

ヒータ敷設工事の

改善 

ヒータ埋設舗装工

事の改善 

単
一
系
シ
ス

テ
ム
と
最
適

運
転
制
御 

ｸﾎﾞﾀ 

 

 

 

 

１件 

     
融
雪
シ
ス
テ
ム
の
改
良 

ト
ー
タ
ル
シ
ス
テ
ム
の
改
良 

蓄
熱
機
能 

付
加 

  洲澤 昭己(2)、ｱｷﾚｽ+井

上 清史+北海道 

 

 

 

３件

興和(3)、洲澤 昭

己、新日本製鉄、

大成建設 

 

 

６件

  

散
水
管
／
循
環
パ

イ

プ

と

配

設

パ

タ
ー
ン
の
改
良 

浦浜 秀雄、高

田地研 

 

 

 

 

 

２件 

 ﾌｼﾞｸﾗ 

 

 

 

 

 

 

１件

 宮坂ｺﾞﾑ 

 

 

 

 

 

 

１件 

積水化学工業、積

水化学北海道 

 

 

 

 

 

２件

熱

源
か
ら
の
高
効
率

採
熱
方
式
の
改
良 

上山 博明、前

田製管 

 

 

 

 

 

 

２件 

 ｸ ﾎ ﾞ ﾀ ( 5 ) 、 洲 澤  昭 己

(4)、ﾌｼﾞﾀ、山下 悟、

上山  博 明、東 洋 ﾌ ﾟ ﾗ ﾝ

ﾄ、平賀 文雄、北秀、

新 日 本 製 鉄 、 前 田 製

管、角田 正 +亀山鉄工

所+小林 貞夫+東北ﾎﾞｰﾘ

ﾝｸﾞ 

18件

 福井県+ﾎｸｺﾝ+三谷

ｾｷｻﾝ 

 

 

 

 

 

 

１件 

 

放
熱
端
部
構
造
の

改
良
と
高
熱
伝
導

材
料
の
適
用 

    積水化学工業 

 

 

 

 

 

 

１件 

 

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器
本
体
の
改
良 

ユ

ニ
ッ

ト

、

ブ

ロ
ッ

ク

構
造
と
接
合
法
の
改
良 

    ﾄﾖｯｸｽ、ﾋﾙｺ、ﾕｰﾃｯ

ｸ、塩谷 浩之介+

森田 宏彦+西山 

茂、斉藤 好行+松

田  正美、積水化

学工業+北方住文

化研究所、三菱電

機、ｸﾎﾞﾀ、十川産

業 

９件 

日本ｻﾐｺﾝ 

１件

下
地
断
熱
処

理
法
の
改
良 

 積 水 化 学 工

業、大和ﾊｳｽ工

業 

 

 

２件 

   東北資材工業、砂

原組 

 

 

 

２件

融
雪
設
備
の
改
良 

現
地
施
工
法
の
改
良 均

熱
体
／
層

の
配
置
法
の

改
良 

   三菱電線工業 

 

 

 

 

１件

積 水 化 学 工 業

(2)、ﾊﾟﾃｲﾈ商会、

錐 建 、 野 村 製 作

所、三菱化学産資 

 

６件 

日 本 地 下 水 開 発

(2)、ﾄﾖｯｸｽ、ﾏｸﾞ

ﾏ、斉藤 好行、島

津 君雄、内山商

事、東亜熱研工業

８件

解決手段  
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表1.4.5-14 循環パイプ融雪技術の注目課題と解決手段に対応する 

出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-12の領域②に対応）（2/2） 
融雪性能の向上 生産性の向上 

熱利用率の向上 蓄熱性能の向上 施工性の向上 

課 題 

熱輸送効率の

改善 
逸散熱の低減 採熱効率の改善 蓄熱密度の改善

ヒータ敷設工事の

改善 

ヒータ埋設舗装工

事の改善 

現
地
施
工
法
の

改
良 

透
水
機
能
付
与

等
の
融
雪
用
特

殊
舗
装
の
改
良 

     竹中工務店+竹中

道路 

 

 

 

 

１件

融
雪
設
備
の
改
良 

融
雪
機
の

改
良 

温
水
循
環

散
水
法
の

改
良 

草野 勝雄 

 

 

 

１件 

     

融
雪
制
御 

技
術
の
改
良

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転
制
御

の
改
良 

予
知
予
熱
運

転
制
御 

日立製作所+中

部電力 

 

 

 

１件 

     

 

 

表1.4.5-15 循環パイプ融雪技術の注目課題と解決手段に対応する 

出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-12の領域③に対応）（1/2） 

経済性の向上 
安全性の 

確保 

製造・組立・施工コスト 

の低減 
運転コストの低減 維持管理コストの低減 

課 題 

ユニット化に

よる単純化、

軽量化 

現地敷設舗

装工事の 

簡略化 

安価エネルギー

源の利用 

融雪熱供給調整

機能の向上 

設備機器の耐

久性・寿命の

延長 

管系汚染除去

や劣化部品の

交換性改善 

設備的対応

による安全

性の向上 

単 一 系 シ ス

テ ム と 最 適

運転制御 

   ｸﾎﾞﾀ 

 

 

１件

   

複 数 系 シ ス

テ ム と 最 適

運転制御 

    前川製作所 

 

 

１件 

上山 博明 

 

 

１件 

 

融
雪
シ
ス
テ
ム
の
改
良 

ト
ー
タ
ル
シ
ス
テ
ム
の
改
良 

蓄熱機能 

付加 

ﾄﾗｲ ｶﾝﾊﾟﾆｰ+

ｲｰﾌﾞﾗｲﾝ 

 

１件 

三菱重工業

 

 

１件

太田 玄、興和 

 

 

２件

ｹﾏ 

 

 

１件

   

散 水 管 ／ 循

環 パ イ プ と

配 設 パ タ ー

ンの改良 

三 洋 電 機

(2)、水落 光

男 、 比 内  正

則、北日本ﾎﾞ

ｲ ﾗ +北川鉄工

所、長州産業 

６件 

 田村 悦夫+伊藤 

進+金沢 浩三 

 

 

 

 

１件

三洋電機(3)、嘉

穂製作所、大林

組、雄電社、鈴

建ﾎｰﾑ、ﾌｼﾞｸﾗ 

 

 

８件

ｻ ﾝ ﾃ ﾞ ﾝ、 三 菱

電機、積水化

学 工 業 、 ﾕ ﾆ ﾁ

ｶ、三洋電機 

 

 

５件 

日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ

ｸﾞｻｰﾋﾞｽ(5)、

興和、ｸﾎﾞﾀ 

 

 

 

７件 

ｻﾝﾃﾞﾝ(3) 

 

 

 

 

 

３件

融
雪
設
備
の
改
良 

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器
本
体
の

改
良 

熱 源 か ら の

高 効 率 採 熱

方式の改良 

上山 博明 

 

 

 

 

 

１件 

 ｸﾎﾞﾀ(2)、ｴｲﾄｺﾝｻ

ﾙﾀﾝﾄ、山下 悟、

ﾌ ｼ ﾞ ｸ ﾗ 、 野 外 科

学、北芝電機、

旭開発工業 

 

８件

 前田建設工業 

 

 

 

 

 

１件 

  

解決手段  

解決手段  
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表1.4.5-15 循環パイプ融雪技術の注目課題と解決手段に対応する 

出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-12の領域③に対応）（2/2） 

経済性の向上 
安全性の 

確保 

製造・組立・施工コスト 

の低減 
運転コストの低減 維持管理コストの低減 

課 題 

ユニット化に

よる単純化、

軽量化 

現地敷設舗

装工事の 

簡略化 

安価エネルギー

源の利用 

融雪熱供給調整

機能の向上 

設備機器の耐

久性・寿命の

延長 

管系汚染除去

や劣化部品の

交換性改善 

設備的対応

による安全

性の向上 

ユ ニ ッ ト 、

ブ ロ ッ ク 構

造 と 接 合 法

の改良 

日本 ｻﾐｺ ﾝ +北

越 上 下 水 道

( 2 )、 ﾌ ｼ ﾞ ﾌ ﾟ

ﾗ、 ﾎ ｸ ｺ ﾝ、井

上 ﾅﾂｴ、加茂

 芳秋、三共ﾒ

ﾀｰ ﾚ ﾝ、山小  

貴治、須藤製

作所、北越消

雪機械工業、

日 立 電 線 、 ｸ

ﾎ ﾞ ﾀ、松下電

工、西日本旅

客 鉄 道 +日 本

軌道工業 +ｴ ﾅ

ﾃｯｸｽ、みのる

化成、雄電社

+山一ﾋﾟｰｴｽｺﾝ

ｸﾘｰﾄ 

16件 

   日本地下水開

発、ﾐﾔｼｹﾞ+ﾐﾔ

ｼｹﾞﾃｸﾉ+共栄ｺ

ﾝｸﾘｰﾄ+三菱樹

脂 、 中 野  清

幸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３件 

 中野 清幸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器
本
体
の
改
良 

埋 設 型 散 水

／ 循 環 融 雪

器 本 体 の 改

良一般 

      三洋電機 

 

 

１件

電 磁 誘 導 発

熱体の改良 

松下電器産業 

 

 

１件 

      
電
熱
ヒ
ー
タ
の
改
良 

発 熱 体 ユ

ニ ッ ト と 接

合 施 工 法 の

改良 

日本ｻﾐｺﾝ 

 

 

 

１件 

      

下 地 断 熱 処

理法の改良 

大沼 

 

１件 

      

均 熱 体 ／ 層

の 配 置 法 の

改良 

宇 部 興 産 、 ｲ

ﾅｯｸｽ、積水化

成品工業 +ｿ ｰ

ﾗｰｼｽﾃﾑ、 

３件 

   ﾊﾟﾃｲﾈ商会 

 

 

 

１件 

 三 菱 化 学 産

資 

 

 

１件

現
地
施
工
法
の
改
良 

透 水 機 能 付

与 等 の 融 雪

用 特 殊 舗 装

の改良 

三菱重工業 

 

 

１件 

    山田 高弘 

 

 

１件 

興和 

 

 

１件

バ ー ナ 燃 焼

制御 

  坂田 秀昭 

 

１件

銭谷  肇、加茂  

芳秋 

２件

   

温 水 循 環 散

水法の改良 

    ｱｲｹﾝ工業 

 

１件 

加茂 芳秋 

 

１件 

原田 豊 

 

１件

融
雪
機
の
改
良 

装 置 構 造 と

蓋 開 閉 操 作

法の改良 

      北海道瓦斯+

ｶﾞｽﾀｰ 

１件

融
雪
設
備
の
改
良 

屋
根
消
雪
用
融
雪

器
・
ユ
ニ
ッ
ト
と

施
工
法
の
改
良 

無 散 水 融 雪

ユ ニ ッ ト の

配 置 と 施 工

法の改良 

   松下精工 

 

 

 

 

 

 

１件

   

 

解決手段  
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d. ヒートパイプ融雪技術 

図1.4.5-5に、ヒートパイプ融雪技術の技術開発課題と解決手段の分布を示す。融雪効

率の向上、熱利用率の向上のためのヒートパイプ本体の改良に関する出願が多い。 

表1.4.5-16に、ヒートパイプ融雪技術の技術開発詳細課題Ⅲと詳細解決手段Ⅲの件数マ

トリックス分布を示す。詳細課題に対応する詳細解決手段に分類される出願の件数分布か

ら、特に個別詳細課題の累積件数の多いところを主体に注目領域を設定した。表中でハッ

チングした領域①から③が注目領域である。これら注目領域内のフレームで出願件数５件

以上の部分を塗りつぶしたが、融雪熱供給速度のアップ、融雪面への供給熱量の均一化の

ためのユニット、ブロック構造と接合法の改良、採熱効率の改善のための熱源からの高効

率採熱方式の改良、安価エネルギー源の利用のためのユニット・ブロック構造と接続法の

改良に関する出願が多い。 

表1.4.5-17から表1.4.5-19に、表1.4.5-16で設定された領域①から③個別に、ヒートパ

イプ利用融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表を示す。 

 

図1.4.5-5 ヒートパイプ融雪技術の技術開発課題Ⅱと解決手段Ⅱの分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課　　題　　Ⅱ

融雪性能の向上 生産性の向上 経済性の向上 環境保全 安全性の確保

処
理
速
度
の
向
上

融
雪
効
率
の
向
上

熱
利
用
率
の
向
上

蓄
熱
性
能
の
向
上

着
雪
氷
防
止
性
能
の

向
上

製
造
・
組
立
効
率
の

改
善

施
工
性
の
向
上

製
造
・
組
立
・
施
工

コ
ス
ト
の
低
減

運
転
コ
ス
ト
の
低
減

維
持
管
理
コ
ス
ト
の

低
減

運
転
精
度
の
向
上

検
知
・
運
転
制
御

精
度
の
向
上

材
料
腐
食
性
改
善

環
境
汚
染
防
止

凍
結
防
止
性
能
の

改
善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪

防
止

設
備
的
対
応
に
よ
る

安
全
性
の
向
上

融雪システムの改良

埋設型散水／循環融雪器
本体の改良

電熱ヒータの改良

現地施工法の改良

融雪機の改良

屋根消雪用融雪器・
ユニットと施工法の改良

検知・予知精度の改良

ダイナミック運転制御
の改良

融雪剤、雪氷付着防止剤
の改良

融雪剤散布方法の改良

融雪剤混入舗装の改良

精度・確度の
向上

解
決
手
段
Ⅱ

融
雪
設
備
の
改
良

融
雪
制
御

技
術
の
改
良

化
学
処
理
法

の
改
良

4

7 21 25 6 10 10 9

112

1 1
3

1112 1

1

0

1

2

3
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表1.4.5-16 ヒートパイプ融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（1/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪性能の向上 生産性の向上

融
雪
熱
供
給
速
度
の
ア
ッ

プ

融
雪
対
象
雪
氷
（

塊
）

の
細
粒
化

融
雪
面
温
度
の
均
一
化

融
雪
面
へ
の
供
給
熱
量
の
均
一
化

融
雪
面
温
度
・
供
給
熱
量
の
調
整

融
雪
水
の
過
熱
防
止
と
除
去

結
露
防
止
と
除
去

電
熱
変
換
効
率
の
改
善

熱
輸
送
効
率
の
改
善

逸
散
熱
の
低
減

採
熱
効
率
の
改
善

蓄
熱
密
度
の
改
善

吸
熱
効
率
の
改
善

放
熱
効
率
の
改
善

着
雪
氷
面
の
濡
れ
性
能
の
改
善

着
雪
氷
層
の
成
長
防
止

製
造
・
組
立
工
程
の
簡
略
化

製
造
・
組
立
能
率
の
向
上

ヒ
ー

タ
敷
設
工
事
の
改
善

ヒ
ー

タ
埋
設
舗
装
工
事
の
改
善

単一系システムと最適運転制御 1

複数系システムと最適運転制御 1

多段熱放散システムと最適運転制御

蓄熱機能付加 1 4

散水管／循環パイプと配設パターンの改良 1

ノズル仕様と取付交換法の改良

熱源からの高効率採熱方式の改良 2 3 3 4 2 11 3 1 1

放熱端部構造の改良と高熱伝導材料の適用 1 4 1 2

ユニット、ブロック構造と接合法の改良 5 6 4 4 3 1

埋設型散水／循環融雪器本体の改良一般

PTC発熱材料の改良

電磁誘導発熱体の改良

LCスパイラルロッドの改良

遠赤外照射・放射発熱体の改良

発熱体ユニットと接合施工法の改良

電熱ヒータの改良一般

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良 1 1

透水機能付与等の融雪用特殊舗装の改良 1 1

現地施工法の改良一般

バーナ燃焼制御

燃焼ドラム構造の改良

給排気管の構造・配置の改良

温水循環散水法の改良

融雪水排水加熱処理法の改良

装置構造と蓋開閉操作法の改良 1

融雪機の改良一般

現
地
施
工
法
の
改
良

融
雪
機
の
改
良

処理速度
の向上

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

融
雪
シ
ス
テ
ム
の

改
良

電
熱
ヒ
ー

タ
の
改
良

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器

本
体
の
改
良

融雪効率の向上

ト
ー

タ
ル
シ
ス
テ
ム
の

改
良

課　　題　　Ⅲ

着雪氷防
止性能の

向上

製造・組
立効率の

改善

施工性の
向上

熱利用率の向上
蓄熱性能の

向上

① ②
③
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表1.4.5-16 ヒートパイプ融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（2/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪性能の向上 生産性の向上

融
雪
熱
供
給
速
度
の
ア
ッ

プ

融
雪
対
象
雪
氷
（

塊
）

の
細
粒
化

融
雪
面
温
度
の
均
一
化

融
雪
面
へ
の
供
給
熱
量
の
均
一
化

融
雪
面
温
度
・
供
給
熱
量
の
調
整

融
雪
水
の
過
熱
防
止
と
除
去

結
露
防
止
と
除
去

電
熱
変
換
効
率
の
改
善

熱
輸
送
効
率
の
改
善

逸
散
熱
の
低
減

採
熱
効
率
の
改
善

蓄
熱
密
度
の
改
善

吸
熱
効
率
の
改
善

放
熱
効
率
の
改
善

着
雪
氷
面
の
濡
れ
性
能
の
改
善

着
雪
氷
層
の
成
長
防
止

製
造
・
組
立
工
程
の
簡
略
化

製
造
・
組
立
能
率
の
向
上

ヒ
ー

タ
敷
設
工
事
の
改
善

ヒ
ー

タ
埋
設
舗
装
工
事
の
改
善

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法
の改良

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良

ヒータ内蔵型屋根材の改良

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

屋内暖房排熱利用法の改良

太陽電池付屋根融雪方法の改良

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良
一般

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良

多要素センサ情報の組合せシステムの改良

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御

予知予熱運転制御

フィードフォワード運転制御

ダイナミック運転制御の改良一般

融雪剤への防食機能剤等の添加

多機能被覆・担持処理剤の添加

撥水／疎水性材料の適用

散布量の高精度制御法

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良

融雪剤混入舗装の改良

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

熱利用率の向上
蓄熱性能の

向上

融
雪
剤
散

布
方
法
の

改
良

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法

の
改
良

融雪効率の向上

課　　題　　Ⅲ

検
知
・
予

知
精
度
の

改
良

処理速度
の向上

着雪氷防
止性能の
向上

製造・組
立効率の

改善

施工性の
向上

融
雪
制
御
技
術
の
改
良

化
学
処
理
法
の
改
良

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転

制
御
の
改
良

融
雪
剤
、

雪
氷
付

着
防
止
剤
の
改
良



 109

 

表1.4.5-16 ヒートパイプ融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（3/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済性の向上 精度・確度の向上 環境保全 安全性の確保

材料
腐食
性改
善

ユ
ニ
ッ

ト
化
に
よ
る
単
純
化
、

軽
量
化

現
地
敷
設
舗
装
工
事
の
簡
略
化

安
価
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
利
用

融
雪
熱
供
給
調
整
機
能
の
向
上

設
備
機
器
の
耐
久
性
・
寿
命
の

延
長

管
系
汚
染
除
去
や
劣
化
部
品
の

交
換
性
改
善

熱
供
給
量
可
変
制
御
性
の
向
上

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
制
御
性
の
向
上

降
雪
予
知
・
検
知
制
御
性
の
向
上

運
転
制
御
精
度
の
向
上

含
塩
系
融
雪
剤
の
改
良
と
非
含
塩

系
融
雪
剤
の
改
善

塩
害
か
ら
の
植
生
保
護

地
下
水
汚
染
防
止
（

含
排
水
汚
染

防
止
）

地
盤
沈
下
防
止

定
着
性
、

耐
久
性
能
の
改
善

散
布
性
能
の
改
善

単一系システムと最適運転制御

複数系システムと最適運転制御

多段熱放散システムと最適運転制御

蓄熱機能付加 1

散水管／循環パイプと配設パターンの改良 1 1

ノズル仕様と取付交換法の改良

熱源からの高効率採熱方式の改良 4 7 4 3

放熱端部構造の改良と高熱伝導材料の適用

ユニット、ブロック構造と接合法の改良 5 1 1 2 1 1

埋設型散水／循環融雪器本体の改良一般

PTC発熱材料の改良

電磁誘導発熱体の改良

LCスパイラルロッドの改良

遠赤外照射・放射発熱体の改良

発熱体ユニットと接合施工法の改良

電熱ヒータの改良一般

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良 1

透水機能付与等の融雪用特殊舗装の改良 1

現地施工法の改良一般

バーナ燃焼制御

燃焼ドラム構造の改良

給排気管の構造・配置の改良

温水循環散水法の改良

融雪水排水加熱処理法の改良

装置構造と蓋開閉操作法の改良

融雪機の改良一般

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器

本
体
の
改
良

ト
ー

タ
ル
シ
ス
テ
ム
の

改
良

融
雪
機
の
改
良

運転精度
の向上

検知・運
転制御精
度の向上

製造・組
立・施工コ
ストの低減

維持管理コ
ストの低減

課　　題　　Ⅲ

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪
防
止

運転コス
トの低減

融
雪
シ
ス
テ
ム
の

改
良

環境汚染防止
凍結防止
性能の
改善

電
熱
ヒ
ー

タ
の
改
良

現
地
施
工
法
の
改
良

③



 110

 

表1.4.5-16 ヒートパイプ融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（4/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済性の向上 精度・確度の向上 環境保全 安全性の確保

材料
腐食
性改
善

ユ
ニ
ッ

ト
化
に
よ
る
単
純
化
、

軽
量
化

現
地
敷
設
舗
装
工
事
の
簡
略
化

安
価
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
利
用

融
雪
熱
供
給
調
整
機
能
の
向
上

設
備
機
器
の
耐
久
性
・
寿
命
の

延
長

管
系
汚
染
除
去
や
劣
化
部
品
の

交
換
性
改
善

熱
供
給
量
可
変
制
御
性
の
向
上

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
制
御
性
の
向
上

降
雪
予
知
・
検
知
制
御
性
の
向
上

運
転
制
御
精
度
の
向
上

含
塩
系
融
雪
剤
の
改
良
と
非
含
塩

系
融
雪
剤
の
改
善

塩
害
か
ら
の
植
生
保
護

地
下
水
汚
染
防
止
（

含
排
水
汚
染

防
止
）

地
盤
沈
下
防
止

定
着
性
、

耐
久
性
能
の
改
善

散
布
性
能
の
改
善

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法
の改良

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良

ヒータ内蔵型屋根材の改良

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

屋内暖房排熱利用法の改良

太陽電池付屋根融雪方法の改良

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良
一般

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良

多要素センサ情報の組合せシステムの改良

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御

予知予熱運転制御

フィードフォワード運転制御

ダイナミック運転制御の改良一般

融雪剤への防食機能剤等の添加

多機能被覆・担持処理剤の添加

撥水／疎水性材料の適用

散布量の高精度制御法

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良

融雪剤混入舗装の改良

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

融
雪
制
御
技
術
の
改
良

化
学
処
理
法
の
改
良

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転

制
御
の
改
良

融
雪
剤
、

雪
氷
付

着
防
止
剤
の
改
良

運転精度
の向上

検知・運
転制御精
度の向上

製造・組
立・施工コ
ストの低減

維持管理コ
ストの低減

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪
防
止

運転コス
トの低減

融
雪
剤
散

布
方
法
の

改
良

環境汚染防止
凍結防止
性能の
改善

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法

の
改
良

検
知
・
予

知
精
度
の

改
良
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表1.4.5-17 ヒートパイプ融雪技術の注目課題と解決手段に対応する 

出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-12の領域①に対応）  
融雪性能の向上 

処理速度の向上 融雪効率の向上 

課 題 

融雪熱供給速度

のアップ 

融雪面温度の 

均一化 

融雪面への供給

熱量の均一化 

融雪面温度・供

給熱量の調整 

融雪水の過熱防

止と除去 

単一系システムと

最適運転制御 

   ﾌｼﾞｸﾗ 

 

１件 

 
融
雪
シ
ス
テ

ム
の
改
良 

トータルシス

テムの改良 

複数系システムと

最適運転制御 

  三菱重工業 

 

１件

  

散水管／循環パイ

プと配設パターン

の改良 

   東北電力+北芝電

機 

１件 

 

熱源からの高効率

採熱方式の改良 

三菱電機、ﾌｼﾞｸﾗ

 

 

 

２件

 ﾌ ｼ ﾞ ｸ ﾗ ( 2 )、東日

本旅客鉄道+新冷

工業 

 

３件

ﾌ ｼ ﾞ ｸ ﾗ ( 2 )、東日

本旅客鉄道+日本

軌道工業+江川工

業 

３件 

 

放熱端部構造の改

良と高熱伝導材料

の適用 

 三菱電機 

 

 

１件

ﾌｼﾞｸﾗ(2)、安岡 

道雄、岩田建設 

 

４件

ﾌ ｼ ﾞ ｸ ﾗ +国土交通

省 北 陸 地 方 建 設

局長+興和 

１件 

三菱電機(2) 

 

２件

埋設型散水／

循環融雪器本

体の改良 

ユニット、ブロッ

ク構造と接合法の

改良 

三菱電機(3)、東

日本旅客鉄道+三

菱電機、ﾌｼﾞｸﾗ 

５件

 三菱 電機 ( 3 )、 ﾌ

ｼﾞｸﾗ(2)、ｺﾌﾟﾗﾝ 

 

６件

  

均熱体／層の配置

法の改良 

  産 業 技 術 総 合 研

究所 

１件

  

融
雪
設
備
の
改
良 

現地施工法の

改良 

透水機能付与等の

融雪用特殊舗装の

改良 

    ﾌｼﾞｸﾗ 

 

１件

 

 

表1.4.5-18 ヒートパイプ融雪技術の注目課題と解決手段に対応する 

出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-12の領域②に対応） 
融雪性能の向上 

熱利用率の向上 蓄熱性能の向上

課 題

熱輸送効率の改善 逸散熱の低減 採熱効率の改善 蓄熱密度の改善

融
雪
シ
ス
テ
ム

の
改
良 

トータルシステムの改良 蓄熱機能付加  

 

 

 

 

 

 ﾌｼﾞｸﾗ 

 

 

 

 

 

１件 

三菱電線工業、国

土交通省北陸地方

建設局 長 +興 和、

人見  豪彦 +小川  

満和+佐分利 外志

雄、ﾌｼﾞｸﾗ 

４件

熱源からの高効率採熱方

式の改良 

三菱 電機 ( 2 )、井

口 恒彦、ﾌｼﾞｸﾗ 

 

 

 

４件

ﾌｼﾞｸﾗ(2) 

 

 

 

 

２件

ﾌｼﾞｸﾗ(5)、ﾌｼﾞｸﾗ+

工 業 技 術 院 長

( 2 ) 、 三 菱 電 機

( 2 )、 渡 辺 組 、 雪

国科学 

11件 

ﾌｼﾞｸﾗ(3) 

 

 

 

 

３件

埋設型散水／循環融雪器

本体の改良 

ユニット、ブロック構造

と接合法の改良 

東 北 電 力 +北 芝 電

機 、 一 法 師  茂

俊、日本ｴﾝｼﾞﾆｱﾒｲ

ﾂ、ﾌｼﾞｸﾗ 

４件

 ﾕ ｳ ｷ、 渡 辺 組 、 三

菱電機、ﾌｼﾞｸﾗ 

 

 

４件 

 

現地施工法の改良 透水機能付与等の融雪用

特殊舗装の改良 

 ｻﾝﾎﾟｯﾄ 

 

１件

  

融
雪
設
備
の
改
良 

融雪機の改良 装置構造と蓋開閉操作法

の改良 

東 日 本 旅 客 鉄 道 +

新冷工業 

１件

   

 

解決手段  

解決手段  
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表1.4.5-17～表1.4.5-19の出願人分布から、出願件数の多いフレームを主体に主要出願

人の出願内容分析を行う。 

融雪熱供給速度のアップのためのユニット・ブロック構造と接合法に関する出願５件

（表1.4.5-17）の中で、三菱電機の４件（うち１件は共願）はヒートパイプの凝縮部と伝

熱板や蒸発部を含めた全体構造に関する出願であり、主に軌道融雪を対象としたものであ

る。 

融雪面への供給熱量の均一化のためのユニット、ブロック構造と接合法の改良に関する

出願６件（表1.4.5-17）の中で、三菱電機の３件はヒートパイプ放熱部伝熱板構造、フジ

クラの２件はコルゲート凝縮部を有するループ型ヒートパイプに関する出願である。 

採熱効率の改善のための熱源からの高効率採熱方式の改良11件（表1.4.5-18）の中で、

フジクラの６件（うち１件共願）は湧水や側溝流水と接する蒸発端構造および２段式ルー

プ型ヒートパイプに関する出願である。 

ユニット化による単純化、軽量化のためのユニット・ブロック構造と接合法の改良６件

（表1.4.5-19）の中で、フジクラの２件（うち１件共願）はコンクリート枕木に内装した

ヒートパイプに関する出願である。 

安価エネルギー源の利用のための高効率採熱法の改良７件（表1.4.5-19）の中で、フジ

クラの５件は、地熱や温泉水、工業廃水などの生活排水をループ型ヒートパイプなどで採

熱利用する出願が主体である。 

 

表1.4.5-19 ヒートパイプ融雪技術の注目課題と解決手段に対応する 

出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-12の領域③に対応） 
生産性の向上 経済性の向上 経済性の向上 

施工性の向上 
製造・組立・施

工コストの低減
運転コストの低減 維持管理コストの低減 

課 題 

ヒータ敷設工

事の改善 

ヒータ埋設舗

装工事の改善

ユニット化によ

る単純化､軽量化

安価エネル

ギー源の利用

融雪熱供給

調整機能の

向上 

設備機器の

耐久性・寿

命の延長 

管系汚染除

去や劣化部

品の交換性

改善 

融
雪
シ
ス
テ
ム

の
改
良 

ト
ー
タ
ル
シ
ス

テ
ム
の
改
良 

蓄熱機能 

付加 

   ｲﾋﾞﾃﾞﾝ工業 

 

 

 

 

 

１件

   

散 水 管 ／ 循

環 パ イ プ と

配 設 パ タ ー

ンの改良 

  江川工業 

 

 

１件

 大和ﾊｳｽ工業 

 

 

１件 

  

熱 源 か ら の

高 効 率 採 熱

方式の改良 

ﾌｼﾞｸﾗ 

 

 

 

１件 

ﾌｼﾞｸﾗ 

 

 

 

１件

ﾌｼﾞｸﾗ(4) 

 

 

 

４件

ﾌ ｼ ﾞ ｸ ﾗ ( 5 )、

札 西 電 気 、

前 田 建 設 工

業 

７件

 ﾌｼﾞｸﾗ(4) 

 

 

 

４件 

ﾌ ｼ ﾞ ｸ ﾗ ( 2 )、

三菱電機 

 

 

３件

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器
本
体
の
改
良 

ユ ニ ッ ト 、

ブ ロ ッ ク 構

造 と 接 合 法

の改良 

ﾌｼﾞｸﾗ+工業技

術院長、日本

地下水開発、

ﾌｼﾞｸﾗ 

 

 

３件 

北芝電機 

 

 

 

 

 

１件

東日本旅客鉄道

+日本軌道工業+

ﾌｼ ﾞ ｸ ﾗ、北芝電

機 、 金 山  宏

見、 益 田  耕 太

郎、ﾌｼﾞｸﾗ 

５件

ﾌｼﾞｸﾗ 

 

 

 

 

 

１件

ﾌｼﾞｸﾗ 

 

 

 

 

 

１件 

北 日 本 電

線、ﾌｼﾞｸﾗ 

 

 

 

 

２件 

 

均 熱 体 ／ 層

の 配 置 法 の

改良 

 ｼｰ ｴｯﾁ高野 

 

１件

   原島 純子 

 

１件 

 

融
雪
設
備
の
改
良 

現
地
施
工
法
の

改
良 

透 水 機 能 付

与 等 の 融 雪

用 特 殊 舗 装

の改良 

    ﾌｼﾞｸﾗ 

 

 

１件 

  

 

解決手段  
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e. ヒートポンプ融雪技術 

図1.4.5-6に、ヒートポンプ融雪技術の課題と解決手段の分布を示す。熱利用率の向上

や運転コストの低減のための融雪システムの改良に関する出願が多い。 

表1.4.5-20に、ヒートポンプ融雪技術の技術開発詳細課題Ⅲと詳細解決手段Ⅲの件数マ

トリックス分布を示す。詳細課題に対応する詳細解決手段に分類される出願の件数分布か

ら、特に個別詳細課題の累積件数の多いところを主体に注目領域を設定した。表中でハッ

チングした領域①②が注目領域である。これら注目領域内のフレームで出願件数４件以上

の部分を塗りつぶしたが、採熱効率の改善、ユニット化による単純化、軽量化や融雪熱供

給調整機能向上のための単一系あるいは複数系システムと最適運転制御の改良に関する出

願が多い。 

表1.4.5-21と表1.4.5-22に、表1.4.5-20で設定された領域①と②個別に、ヒートポンプ

融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表を示す。 

 

図1.4.5-6 ヒートポンプ融雪技術の技術開発課題Ⅱと解決手段Ⅱの分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課　　題　　Ⅱ

融雪性能の向上 生産性の向上 経済性の向上 環境保全 安全性の確保

処
理
速
度
の
向
上

融
雪
効
率
の
向
上

熱
利
用
率
の
向
上

蓄
熱
性
能
の
向
上

着
雪
氷
防
止
性
能
の

向
上

製
造
・
組
立
効
率
の

改
善

施
工
性
の
向
上

製
造
・
組
立
・
施
工

コ
ス
ト
の
低
減

運
転
コ
ス
ト
の
低
減

維
持
管
理
コ
ス
ト
の

低
減

運
転
精
度
の
向
上

検
知
・
運
転
制
御

精
度
の
向
上

材
料
腐
食
性
改
善

環
境
汚
染
防
止

凍
結
防
止
性
能
の

改
善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪

防
止

設
備
的
対
応
に
よ
る

安
全
性
の
向
上

融雪システムの改良

埋設型散水／循環融雪器
本体の改良

電熱ヒータの改良

現地施工法の改良

融雪機の改良

屋根消雪用融雪器・
ユニットと施工法の改良

検知・予知精度の改良

ダイナミック運転制御
の改良

融雪剤、雪氷付着防止剤
の改良

融雪剤散布方法の改良

融雪剤混入舗装の改良

精度・確度の
向上

解
決
手
段
Ⅱ

融
雪
設
備
の
改
良

融
雪
制
御

技
術
の
改
良

化
学
処
理
法

の
改
良

11 15
2

53 2 1 1 1

11
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表1.4.5-20 ヒートポンプ融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（1/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪性能の向上 生産性の向上

融
雪
熱
供
給
速
度
の
ア
ッ

プ

融
雪
対
象
雪
氷
（

塊
）

の
細
粒
化

融
雪
面
温
度
の
均
一
化

融
雪
面
へ
の
供
給
熱
量
の
均
一
化

融
雪
面
温
度
・
供
給
熱
量
の
調
整

融
雪
水
の
過
熱
防
止
と
除
去

結
露
防
止
と
除
去

電
熱
変
換
効
率
の
改
善

熱
輸
送
効
率
の
改
善

逸
散
熱
の
低
減

採
熱
効
率
の
改
善

蓄
熱
密
度
の
改
善

吸
熱
効
率
の
改
善

放
熱
効
率
の
改
善

着
雪
氷
面
の
濡
れ
性
能
の
改
善

着
雪
氷
層
の
成
長
防
止

製
造
・
組
立
工
程
の
簡
略
化

製
造
・
組
立
能
率
の
向
上

ヒ
ー

タ
敷
設
工
事
の
改
善

ヒ
ー

タ
埋
設
舗
装
工
事
の
改
善

単一系システムと最適運転制御 3 4

複数系システムと最適運転制御 1 3 1

多段熱放散システムと最適運転制御

蓄熱機能付加 1 1 2

散水管／循環パイプと配設パターンの改良

ノズル仕様と取付交換法の改良

熱源からの高効率採熱方式の改良 1

放熱端部構造の改良と高熱伝導材料の適用

ユニット、ブロック構造と接合法の改良

埋設型散水／循環融雪器本体の改良一般

PTC発熱材料の改良

電磁誘導発熱体の改良

LCスパイラルロッドの改良

遠赤外照射・放射発熱体の改良

発熱体ユニットと接合施工法の改良

電熱ヒータの改良一般

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

透水機能付与等の融雪用特殊舗装の改良

現地施工法の改良一般

バーナ燃焼制御

燃焼ドラム構造の改良

給排気管の構造・配置の改良

温水循環散水法の改良

融雪水排水加熱処理法の改良

装置構造と蓋開閉操作法の改良

融雪機の改良一般

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

着雪氷防
止性能の
向上

製造・組
立効率の

改善

ト
ー

タ
ル
シ
ス
テ
ム
の

改
良

融
雪
シ
ス
テ
ム
の

改
良

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器

本
体
の
改
良

電
熱
ヒ
ー

タ
の
改
良

現
地
施
工
法
の
改
良

融
雪
機
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

融雪効率の向上 熱利用率の向上
蓄熱性能の

向上
処理速度
の向上

施工性の
向上

①
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表1.4.5-20 ヒートポンプ融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（2/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪性能の向上 生産性の向上

融
雪
熱
供
給
速
度
の
ア
ッ

プ

融
雪
対
象
雪
氷
（

塊
）

の
細
粒
化

融
雪
面
温
度
の
均
一
化

融
雪
面
へ
の
供
給
熱
量
の
均
一
化

融
雪
面
温
度
・
供
給
熱
量
の
調
整

融
雪
水
の
過
熱
防
止
と
除
去

結
露
防
止
と
除
去

電
熱
変
換
効
率
の
改
善

熱
輸
送
効
率
の
改
善

逸
散
熱
の
低
減

採
熱
効
率
の
改
善

蓄
熱
密
度
の
改
善

吸
熱
効
率
の
改
善

放
熱
効
率
の
改
善

着
雪
氷
面
の
濡
れ
性
能
の
改
善

着
雪
氷
層
の
成
長
防
止

製
造
・
組
立
工
程
の
簡
略
化

製
造
・
組
立
能
率
の
向
上

ヒ
ー

タ
敷
設
工
事
の
改
善

ヒ
ー

タ
埋
設
舗
装
工
事
の
改
善

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法
の改良

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良

ヒータ内蔵型屋根材の改良

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

屋内暖房排熱利用法の改良

太陽電池付屋根融雪方法の改良

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良
一般

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良

多要素センサ情報の組合せシステムの改良

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御

予知予熱運転制御

フィードフォワード運転制御

ダイナミック運転制御の改良一般

融雪剤への防食機能剤等の添加

多機能被覆・担持処理剤の添加

撥水／疎水性材料の適用

散布量の高精度制御法

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良

融雪剤混入舗装の改良

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転

制
御
の
改
良

融
雪
剤
、

雪
氷
付

着
防
止
剤
の
改
良

融
雪
剤
散

布
方
法
の

改
良

検
知
・
予

知
精
度
の

改
良

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法

の
改
良

融
雪
制
御
技
術
の
改
良

化
学
処
理
法
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

融雪効率の向上 熱利用率の向上
蓄熱性能の

向上
処理速度
の向上

着雪氷防
止性能の
向上

製造・組
立効率の

改善

施工性の
向上
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表1.4.5-20 ヒートポンプ融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（3/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済性の向上 精度・確度の向上 環境保全 安全性の確保

材料
腐食
性改
善

ユ
ニ
ッ

ト
化
に
よ
る
単
純
化
、

軽
量
化

現
地
敷
設
舗
装
工
事
の
簡
略
化

安
価
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
利
用

融
雪
熱
供
給
調
整
機
能
の
向
上

設
備
機
器
の
耐
久
性
・
寿
命
の

延
長

管
系
汚
染
除
去
や
劣
化
部
品
の

交
換
性
改
善

熱
供
給
量
可
変
制
御
性
の
向
上

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
制
御
性
の
向
上

降
雪
予
知
・
検
知
制
御
性
の
向
上

運
転
制
御
精
度
の
向
上

含
塩
系
融
雪
剤
の
改
良
と
非
含
塩

系
融
雪
剤
の
改
善

塩
害
か
ら
の
植
生
保
護

地
下
水
汚
染
防
止
（

含
排
水
汚
染

防
止
）

地
盤
沈
下
防
止

定
着
性
、

耐
久
性
能
の
改
善

散
布
性
能
の
改
善

単一系システムと最適運転制御 4 1 6 1 1 1

複数系システムと最適運転制御 1 2 6 1 1

多段熱放散システムと最適運転制御

蓄熱機能付加

散水管／循環パイプと配設パターンの改良

ノズル仕様と取付交換法の改良

熱源からの高効率採熱方式の改良 1

放熱端部構造の改良と高熱伝導材料の適用

ユニット、ブロック構造と接合法の改良

埋設型散水／循環融雪器本体の改良一般

PTC発熱材料の改良

電磁誘導発熱体の改良

LCスパイラルロッドの改良

遠赤外照射・放射発熱体の改良

発熱体ユニットと接合施工法の改良

電熱ヒータの改良一般

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

透水機能付与等の融雪用特殊舗装の改良

現地施工法の改良一般

バーナ燃焼制御

燃焼ドラム構造の改良

給排気管の構造・配置の改良

温水循環散水法の改良

融雪水排水加熱処理法の改良

装置構造と蓋開閉操作法の改良

融雪機の改良一般

現
地
施
工
法
の
改
良

融
雪
機
の
改
良

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

環境汚染防止
凍結防止
性能の
改善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪
防
止

運転コス
トの低減

維持管理コ
ストの低減

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

検知・運
転制御精
度の向上

製造・組
立・施工コ
ストの低減

運転精度
の向上

ト
ー

タ
ル
シ
ス
テ
ム
の

改
良

融
雪
シ
ス
テ
ム
の

改
良

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器

本
体
の
改
良

電
熱
ヒ
ー

タ
の
改
良

②
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表1.4.5-20 ヒートポンプ融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（4/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済性の向上 精度・確度の向上 環境保全 安全性の確保

材料
腐食
性改
善

ユ
ニ
ッ

ト
化
に
よ
る
単
純
化
、

軽
量
化

現
地
敷
設
舗
装
工
事
の
簡
略
化

安
価
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
利
用

融
雪
熱
供
給
調
整
機
能
の
向
上

設
備
機
器
の
耐
久
性
・
寿
命
の

延
長

管
系
汚
染
除
去
や
劣
化
部
品
の

交
換
性
改
善

熱
供
給
量
可
変
制
御
性
の
向
上

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
制
御
性
の
向
上

降
雪
予
知
・
検
知
制
御
性
の
向
上

運
転
制
御
精
度
の
向
上

含
塩
系
融
雪
剤
の
改
良
と
非
含
塩

系
融
雪
剤
の
改
善

塩
害
か
ら
の
植
生
保
護

地
下
水
汚
染
防
止
（

含
排
水
汚
染

防
止
）

地
盤
沈
下
防
止

定
着
性
、

耐
久
性
能
の
改
善

散
布
性
能
の
改
善

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法
の改良

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良

ヒータ内蔵型屋根材の改良

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

屋内暖房排熱利用法の改良

太陽電池付屋根融雪方法の改良

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良
一般

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良

多要素センサ情報の組合せシステムの改良

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御

予知予熱運転制御

フィードフォワード運転制御

ダイナミック運転制御の改良一般

融雪剤への防食機能剤等の添加

多機能被覆・担持処理剤の添加

撥水／疎水性材料の適用

散布量の高精度制御法

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良

融雪剤混入舗装の改良

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法

の
改
良

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

融
雪
制
御
技
術
の
改
良

化
学
処
理
法
の
改
良

環境汚染防止
凍結防止
性能の
改善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪
防
止

運転コス
トの低減

維持管理コ
ストの低減

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転

制
御
の
改
良

融
雪
剤
、

雪
氷
付

着
防
止
剤
の
改
良

融
雪
剤
散

布
方
法
の

改
良

検
知
・
予

知
精
度
の

改
良

検知・運
転制御精
度の向上

製造・組
立・施工コ
ストの低減

運転精度
の向上
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表1.4.5-21 ヒートポンプ融雪技術の注目課題と解決手段に対応する 

出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-20の領域①に対応）  
融雪性能の向上 

融雪効率の向上 熱利用率の向上 蓄熱性能の向上

課 題 

融雪面温度・供

給熱量の調整

熱輸送効率の

改善 
逸散熱の低減 採熱効率の改善 蓄熱密度の改善

単 一 系 シ ス テ

ム と 最 適 運 転

制御 

日 立 製 作 所 +東

北 電 力 、 太 田  

玄、ｸﾎﾞﾀ 

３件

  洲澤 昭己(2)、

ｸﾎﾞﾀ(2) 

 

４件 

 

複 数 系 シ ス テ

ム と 最 適 運 転

制御 

 三井造船 

 

 

１件

日立造船(2)、ｸ

ﾎﾞﾀ 

 

３件

北 海 道 瓦 斯 +金

門 製 作 所 +北 海

道 

１件 

 

融 雪 シ ス テ ム

の改良 

ト ー タ ル シ ス

テムの改良 

蓄熱機能付加  ｸﾎﾞﾀ 

 

１件

 小林 悦雄 

 

１件 

日本地下水開発

(2) 

２件

融雪設備の 

改良 

埋 設 型 散 水 ／

循 環 融 雪 器 本

体の改良 

熱 源 か ら の 高

効 率 採 熱 方 式

の改良 

   角田 正+亀山鉄

工所+小林 貞夫 

１件 

 

 

表1.4.5-21～表1.4.5-22の出願人分布から出願件数の多いフレームを主体に主要出願人

の出願内容分析を行う。 

大半の分野でクボタから出願が行われている。採熱効率の改善のための単一系システム

と最適運転制御に関するクボタの３件（表1.4.5-21）は、採熱特性の事前判定評価や空気

と地中熱の２熱源運転法に関する出願である。また、融雪熱供給調整機能向上のための単

一系システムと最適運転制御６件（表1.4.5-22）の中のクボタの出願３件はいずれも２熱

源ヒートポンプの運転制御に関する出願である。 

融雪熱供給調整機能の向上のための複数系システムと最適運転制御に関する６件（表1.

4.5-22）の中で、クボタの３件はヒートポンプと強制循環パイプ融雪システムとの複合系

における運転制御に関する出願である。 

 

表1.4.5-22 ヒートポンプ融雪技術の注目課題と解決手段に対応する 

出願人分布マトリックス表 

（表1.4.5-20の領域②に対応） 
経済性の向上 精度・確度の向上 

製造・組立・

施工コストの

低減 

運転コストの低減 
維持管理コス

トの低減 

運転精度の 

向上 

検知・運転制

御精度の向上

課 題 

ユニット化に

よる単純化、

軽量化 

安価エネル

ギー源の利用

融雪熱供給調

整機能の向上

管系汚染除去

や劣化部品の

交換性改善 

熱供給量可変

制御性の向上 

運転制御精度

の向上 

単一系システムと

最適運転制御 

ｸﾎﾞﾀ(2)、洲澤

 昭己、前川製

作所 

 

４件 

石 川 島 播 磨 重

工業 

 

 

１件

ｸ ﾎ ﾞ ﾀ ( 3 )、 ｼﾝ ｴ

ｲ、石川島播磨

重 工 業 、 松 下

冷機 

６件

上山 博明 

 

 

 

１件

 石 川 島 播 磨 重

工業 

 

 

１件

融
雪
シ
ス
テ
ム 

の
改
良 

ト
ー

タ

ル

シ
ス

テ

ム

の
改
良 

複数系システムと

最適運転制御 

東北電力+前川

製作所 

 

１件 

三 菱 重 工 業 、

北海道瓦斯+金

門製作所 

２件

ｸﾎﾞﾀ(3)、前川

製作所(2)、松

下精工 

６件

ｸﾎﾞﾀ 

 

 

１件

洲澤 昭己 

 

 

１件 

 

融
雪
設
備
の 

改
良 

埋

設

型

散

水

／

循
環
融
雪
器 

本
体
の
改
良 

熱源からの高効率

採熱方式の改良 

 ｸﾎﾞﾀ 

 

 

 

 

 

１件

    

 

解決手段  

解決手段  
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1.4.6 屋根融雪技術 

図1.4.6-1に、屋根融雪技術に関する技術開発課題Ⅱと解決手段Ⅱの分布を示す。融雪

効率の向上、施工性の向上、施工コストや運転コストの低減のための屋根消雪用融雪器・

ユニットと施工法の改良に関する出願が多い。 

表1.4.6-1に、屋根融雪技術の技術開発詳細課題Ⅲと詳細解決手段Ⅲの件数マトリック

ス分布を示す。詳細課題に対応する詳細解決手段に分類される出願の件数分布から、特に

個別詳細課題の累積件数の多いところを主体に注目領域を設定した。表中でハッチングし

た領域①～⑤が注目領域である。 

表1.4.6-2から表1.4.6-6に、表1.4.6-1で設定された領域①から⑤個別に、屋根融雪技

術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表を示す。 

出願件数10件以上のフレームの分布状況をみると、融雪面への供給熱量の均一化、融雪

面温度・供給熱量の調整、融雪水の過熱防止と除去、ヒータ敷設工事の改善のための濡れ

性を制御した節水型散水器と施工法の改良、ヒータ内蔵型屋根材の改良、均熱体／層の配

置法の改良および屋内暖房排熱利用法の改良に関する分野に集中している。 

 

図1.4.6-1 屋根融雪に関する技術開発課題と解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課　　題　　Ⅱ

融雪性能の向上 生産性の向上 経済性の向上 環境保全 安全性の確保

処
理
速
度
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雪
効
率
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上

熱
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上
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性
能
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上
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造
・
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立
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工
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製
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工
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転
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持
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転
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転
制
御
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善
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防
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凍
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止
性
能
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上
雪
塊
の
落
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止

設
備
的
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性
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上
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屋根消雪用融雪器・
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表1.4.6-1 屋根融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（1/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪性能の向上 生産性の向上

融
雪
熱
供
給
速
度
の
ア
ッ

プ

融
雪
対
象
雪
氷
（

塊
）

の
細
粒
化

融
雪
面
温
度
の
均
一
化

融
雪
面
へ
の
供
給
熱
量
の
均
一
化

融
雪
面
温
度
・
供
給
熱
量
の
調
整

融
雪
水
の
過
熱
防
止
と
除
去

結
露
防
止
と
除
去

電
熱
変
換
効
率
の
改
善

熱
輸
送
効
率
の
改
善

逸
散
熱
の
低
減

採
熱
効
率
の
改
善

蓄
熱
密
度
の
改
善

吸
熱
効
率
の
改
善

放
熱
効
率
の
改
善

着
雪
氷
面
の
濡
れ
性
能
の
改
善

着
雪
氷
層
の
成
長
防
止

製
造
・
組
立
工
程
の
簡
略
化

製
造
・
組
立
能
率
の
向
上

ヒ
ー

タ
敷
設
工
事
の
改
善

ヒ
ー

タ
埋
設
舗
装
工
事
の
改
善

単一系システムと最適運転制御

複数系システムと最適運転制御 1 1

多段熱放散システムと最適運転制御

蓄熱機能付加 1 1

散水管／循環パイプと配設パターンの改良 1

ノズル仕様と取付交換法の改良 1 1

熱源からの高効率採熱方式の改良 1 1

放熱端部構造の改良と高熱伝導材料の適用

ユニット、ブロック構造と接合法の改良 2

埋設型散水／循環融雪器本体の改良一般

PTC発熱材料の改良

電磁誘導発熱体の改良

LCスパイラルロッドの改良

遠赤外照射・放射発熱体の改良

発熱体ユニットと接合施工法の改良 1 1

電熱ヒータの改良一般 1

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

透水機能付与等の融雪用特殊舗装の改良 1

現地施工法の改良一般

バーナ燃焼制御

燃焼ドラム構造の改良

給排気管の構造・配置の改良

温水循環散水法の改良

融雪水排水加熱処理法の改良

装置構造と蓋開閉操作法の改良

融雪機の改良一般

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

蓄熱性能の
向上

融雪効率の向上

現
地
施
工
法
の
改
良

電
熱
ヒ
ー

タ
の
改
良

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器

本
体
の
改
良

ト
ー

タ
ル
シ
ス
テ
ム
の

改
良

熱利用率の向上

融
雪
シ
ス
テ
ム
の

改
良

融
雪
機
の
改
良

処理速度
の向上

課　　題　　Ⅲ

着雪氷防
止性能の
向上

製造・組
立効率の

改善

施工性の
向上

① ②
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表1.4.6-1 屋根融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（2/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪性能の向上 生産性の向上

融
雪
熱
供
給
速
度
の
ア
ッ

プ

融
雪
対
象
雪
氷
（

塊
）

の
細
粒
化

融
雪
面
温
度
の
均
一
化

融
雪
面
へ
の
供
給
熱
量
の
均
一
化

融
雪
面
温
度
・
供
給
熱
量
の
調
整

融
雪
水
の
過
熱
防
止
と
除
去

結
露
防
止
と
除
去

電
熱
変
換
効
率
の
改
善

熱
輸
送
効
率
の
改
善

逸
散
熱
の
低
減

採
熱
効
率
の
改
善

蓄
熱
密
度
の
改
善

吸
熱
効
率
の
改
善

放
熱
効
率
の
改
善

着
雪
氷
面
の
濡
れ
性
能
の
改
善

着
雪
氷
層
の
成
長
防
止

製
造
・
組
立
工
程
の
簡
略
化

製
造
・
組
立
能
率
の
向
上

ヒ
ー

タ
敷
設
工
事
の
改
善

ヒ
ー

タ
埋
設
舗
装
工
事
の
改
善

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法
の改良 1 16 1 1

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良 6 7 3 2 5

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良 8 6 6 2 1 5 1

ヒータ内蔵型屋根材の改良 3 5 3 1 1 1 3 21

下地断熱処理法の改良 1 1 3 3

均熱体／層の配置法の改良 1 1 1 13 7 22 1 1 4 1 1 1 44

屋内暖房排熱利用法の改良 3 14 9 12 4 1 1 5

太陽電池付屋根融雪方法の改良 2 3 1 2 3

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良
一般 2 3 1 4

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良

多要素センサ情報の組合せシステムの改良

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御

予知予熱運転制御

フィードフォワード運転制御

ダイナミック運転制御の改良一般 1

融雪剤への防食機能剤等の添加

多機能被覆・担持処理剤の添加

撥水／疎水性材料の適用 2

散布量の高精度制御法

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良

融雪剤混入舗装の改良

化
学
処
理
法
の
改
良 融

雪
剤
散

布
方
法
の

改
良

検
知
・
予

知
精
度
の

改
良

施工性の
向上

処理速度
の向上

課　　題　　Ⅲ

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

蓄熱性能の
向上

融雪効率の向上

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転

制
御
の
改
良

融
雪
剤
、

雪
氷
付

着
防
止
剤
の
改
良

融
雪
制
御
技
術
の
改
良

着雪氷防
止性能の
向上

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法

の
改
良

熱利用率の向上
製造・組
立効率の

改善

①

②
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表1.4.6-1 屋根融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（3/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済性の向上 精度・確度の向上 環境保全 安全性の確保
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善
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化
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る
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量
化

現
地
敷
設
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装
工
事
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略
化

安
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エ
ネ
ル
ギ
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の
利
用

融
雪
熱
供
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調
整
機
能
の
向
上

設
備
機
器
の
耐
久
性
・
寿
命
の
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長

管
系
汚
染
除
去
や
劣
化
部
品
の

交
換
性
改
善

熱
供
給
量
可
変
制
御
性
の
向
上

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
制
御
性
の
向
上

降
雪
予
知
・
検
知
制
御
性
の
向
上

運
転
制
御
精
度
の
向
上

含
塩
系
融
雪
剤
の
改
良
と
非
含
塩

系
融
雪
剤
の
改
善

塩
害
か
ら
の
植
生
保
護

地
下
水
汚
染
防
止
（

含
排
水
汚
染

防
止
）

地
盤
沈
下
防
止

定
着
性
、

耐
久
性
能
の
改
善

散
布
性
能
の
改
善

単一系システムと最適運転制御

複数系システムと最適運転制御

多段熱放散システムと最適運転制御

蓄熱機能付加 2 1

散水管／循環パイプと配設パターンの改良

ノズル仕様と取付交換法の改良

熱源からの高効率採熱方式の改良 1

放熱端部構造の改良と高熱伝導材料の適用

ユニット、ブロック構造と接合法の改良 2

埋設型散水／循環融雪器本体の改良一般

PTC発熱材料の改良 2 1

電磁誘導発熱体の改良

LCスパイラルロッドの改良

遠赤外照射・放射発熱体の改良 1 1

発熱体ユニットと接合施工法の改良 2 1

電熱ヒータの改良一般

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

透水機能付与等の融雪用特殊舗装の改良

現地施工法の改良一般

バーナ燃焼制御

燃焼ドラム構造の改良

給排気管の構造・配置の改良

温水循環散水法の改良

融雪水排水加熱処理法の改良

装置構造と蓋開閉操作法の改良

融雪機の改良一般

融
雪
シ
ス
テ
ム
の

改
良

融
雪
機
の
改
良

環境汚染防止

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

製造・組
立・施工コ
ストの低減

電
熱
ヒ
ー

タ
の
改
良

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器

本
体
の
改
良

ト
ー

タ
ル
シ
ス
テ
ム
の

改
良

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

現
地
施
工
法
の
改
良

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪
防
止

運転コス
トの低減

維持管理コ
ストの低減

運転精度
の向上

検知・運
転制御精
度の向上

凍結防止
性能の
改善

③ ④
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表1.4.6-1 屋根融雪技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの件数マトリックス分布（4/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済性の向上 精度・確度の向上 環境保全 安全性の確保

材料
腐食
性改
善

ユ
ニ
ッ

ト
化
に
よ
る
単
純
化
、

軽
量
化

現
地
敷
設
舗
装
工
事
の
簡
略
化

安
価
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
利
用

融
雪
熱
供
給
調
整
機
能
の
向
上

設
備
機
器
の
耐
久
性
・
寿
命
の

延
長

管
系
汚
染
除
去
や
劣
化
部
品
の

交
換
性
改
善

熱
供
給
量
可
変
制
御
性
の
向
上

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
制
御
性
の
向
上

降
雪
予
知
・
検
知
制
御
性
の
向
上

運
転
制
御
精
度
の
向
上

含
塩
系
融
雪
剤
の
改
良
と
非
含
塩

系
融
雪
剤
の
改
善

塩
害
か
ら
の
植
生
保
護

地
下
水
汚
染
防
止
（

含
排
水
汚
染

防
止
）

地
盤
沈
下
防
止

定
着
性
、

耐
久
性
能
の
改
善

散
布
性
能
の
改
善

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法
の改良 1 2 1 1 1

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良 1 5 1 2 4 1 1 1

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良 5 4 1 1 1 1 2

ヒータ内蔵型屋根材の改良 6 1 2 2

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良 7 2 2 3 1 1 8

屋内暖房排熱利用法の改良 3 28 2 1 1

太陽電池付屋根融雪方法の改良 9 1 3 2 1

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良
一般 1 1

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良

多要素センサ情報の組合せシステムの改良

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御

予知予熱運転制御

フィードフォワード運転制御

ダイナミック運転制御の改良一般

融雪剤への防食機能剤等の添加

多機能被覆・担持処理剤の添加

撥水／疎水性材料の適用 1

散布量の高精度制御法

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良

融雪剤混入舗装の改良

融
雪
制
御
技
術
の
改
良

化
学
処
理
法
の
改
良 融

雪
剤
散

布
方
法
の

改
良

検
知
・
予

知
精
度
の

改
良

凍結防止
性能の
改善

環境汚染防止

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法

の
改
良

製造・組
立・施工コ
ストの低減

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転

制
御
の
改
良

融
雪
剤
、

雪
氷
付

着
防
止
剤
の
改
良

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪
防
止

運転コス
トの低減

維持管理コ
ストの低減

運転精度
の向上

検知・運
転制御精
度の向上

④

③

⑤
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表1.4.6-2 屋根融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.6-1の領域①に対応）（1/2） 
融雪性能の向上 

処理速度の向上 融雪効率 

課 題 

融雪熱供給速度

のアップ 

融雪対象雪氷

（塊）の細粒化

融雪面温度の 

均一化 

融雪面への供給熱

量の均一化 

融雪面温度・供給

熱量の調整 

融雪水の過熱防止

と除去 

複
数
系
シ
ス

テ
ム
と
最
適

運
転
制
御 

堀米 博義 

 

 

 

 

１件 

  ｲﾏｲ電化 

 

 

 

 

１件

  
融
雪
シ
ス
テ
ム
の
改
良 

ト
ー
タ
ル
シ
ス
テ
ム
の 

改
良 

蓄
熱
機
能

付
加 

    山田 光治 

 

 

 

１件 

 

ノ
ズ
ル
仕
様
と
取

付
交
換
法
の
改
良 

   ｲﾝﾃｯｸ+ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｴﾝ

ｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ+日鉱ｴﾝ

ｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ+日産ｴﾝ

ｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ+日曹ｴﾝ

ｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ+北興+三

菱ﾚｲﾖﾝ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ

ｸﾞ 

１件

太田 玄 

 

 

 

 

 

 

１件 

 
埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器 

本
体
の
改
良 

ユ
ニ
ッ
ト
、
ブ

ロ
ッ
ク
構
造
と

接
合
法
の
改
良 

   新日本製鉄、住金

鋼材工業+拓越 

 

 

 

 

２件

  

電
熱
ヒ
ー
タ
の

改
良 

発
熱
体
ユ
ニ
ッ

ト
と
接
合
施
工

法
の
改
良 

   ﾐｻﾜ商会+ﾀﾞｲﾜﾋｰﾃｨ

ﾝｸﾞ 

 

 

 

 

１件

  

現
地
施
工
法
の

改
良 

透
水
機
能
付
与

等
の
融
雪
用
特

殊
舗
装
の
改
良 

     大林組 

 

 

 

 

 

１件

濡
れ
性
を
制
御
し

た
節
水
型
散
水
器

と
施
工
法
の
改
良 

 大江 正二 

 

 

 

 

 

１件

  高橋 敬(16) 

 

 

 

 

 

 

16件 

高橋 敬 

 

 

 

 

 

 

１件

散

水

融

雪

ユ

ニ
ッ
ト
配
置
と

施
工
法
の
改
良 

西山産業(2)、車

戸 徳蔵、石川島

播磨重工業、井

関農機、日本碍

子+北陸電力 

 

６件 

  宮山 義彦、小林 

清、東芝、石川島

播磨重工業、雪国

科学、積水化学工

業 + 岡 山 積 水 工

業、ﾏｽｾｯﾄ 

７件

井関農機、松本 

尚雄+伊藤 親臣+

伊東 宏城、桜井 

一男 

 

 

３件 

積水化学工業、黒

神 泰明 

 

 

 

 

２件

無

散

水

融

雪

ユ

ニ
ッ
ト
の
配
置
と

施
工
法
の
改
良 

   ﾅ ｼ ｮ ﾅ ﾙ 住 宅 産 業

(2)、我妻 博司、

飯塚 敏夫、柳 雄

一、井関農機、北

越上下水道、東亜

熱研工業 

 

８件

日 本 地 下 水 開 発

(2)、西原 秀次、

船越 義昭、内田

製作所、富田鉄工

所 

 

 

６件 

大和ﾊｳｽ工業、積

水化学工業、西山

産 業 、 山 本 製 作

所、石川島播磨重

工業、斉藤 浩 

 

 

６件

ヒ
ー
タ
内

蔵
型
屋
根

材
の
改
良 

   加藤  健仁、昭和

ﾀﾞｲｶｽﾄ、ﾐｻﾄ 

 

 

３件

北陸電力+ﾀｶｷﾞｾｲ

ｺｰ、畑山 積、あ

とらす、新明、金

子 真一 

５件 

松下電工(2)、糸

川 俊郎 

 

 

３件

融
雪
設
備
の
改
良 

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ
ト
と
施
工
法
の
改
良 

下
地
断
熱

処
理
法
の

改
良 

   大沼 

 

 

 

１件

ｱｲ電機 

 

 

 

１件 

 

解決手段  
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表1.4.6-2 屋根融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.6-1の領域①に対応）（2/2） 
融雪性能の向上 

処理速度の向上 融雪効率 

課 題 

融雪熱供給速度

のアップ 

融雪対象雪氷

（塊）の細粒化

融雪面温度の 

均一化 

融雪面への供給熱

量の均一化 

融雪面温度・供給

熱量の調整 

融雪水の過熱防止

と除去 

均
熱
体
／
層
の
配
置
法
の
改
良 

佐藤 忠栄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件 

野村製作所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件

菊地 清治 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件

ｱｲｼﾞｰ技術研究所

( 2 ) 、 ｴ ｽ ｹ ｰ 化 研

(2)、ｱｵﾔｷﾞ、ﾊｰﾄﾘ

ﾌｫｰﾑ城東ﾎｰﾑ、角 

清 吉 、 篠 原  俊

雄、松田金物店、

上遠野 東尹、谷

水  憲 敬 + 田 中  

仁 、 日 本 ﾀ ﾝ ｸ ﾞ ｽ ﾃ

ﾝ、ｽｶｲｱﾙﾐﾆｳﾑ+東

海ｶｰﾎﾞﾝ 

 

 

 

 

 

 

 

13件

あとらす、ﾏﾙﾀﾆ商

工、山本製作所、

車戸 徳蔵、日本

地場産業、出光興

産、北海道電力+

戸田建設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７件 

大和ﾊｳｽ工業(3)、

ｱｲｼﾞｰ技術研究所

(2)、ﾋﾛｷ、ﾘﾖｰﾋﾞ+

山本建築、古河電

気 工 業 + 三 和 電

暖、斉藤 新一、

布川 二三夫、北

海道山一+石川 良

信+石川 英樹、ﾋﾙ

ｺ北海道、積水化

成品工業、出光興

産、ﾐｻﾜﾎｰﾑ、ｲﾜﾌﾞ

ﾁ、ﾐｻﾄ、日本軽金

属、雄健工業、中

部電力+栗本鉄工

所+ﾀｲｶﾞｰｽﾎﾟﾘﾏｰ、

住友林業、東北電

力+北日本電線 

22件

屋
内

暖

房

排

熱

利

用

法

の

改
良 

梅村 晃由、ﾌｼﾞﾀ

+第一工房+木村

俊彦構造設計事

務 所 + 安 岡  正

人、ｸﾞﾘｰﾝｼｽﾃﾑ+

栗田 義夫 

 

 

 

 

３件 

  大林組(3)、ﾌｼﾞﾀ

( 2 ) 、 柳  雄 一

(2)、ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｱ

建築事務所、塩原

 鉄郎+ｺｻｶ技研、

屋根の興研、上遠

野 東尹、日本地

場 産 業 + 出 光 興

産、ｸﾎﾞﾀ、日興金

属 

14件

大林組(2)、大成

建設(2)、奥山 吉

寛 、 新 光 住 設 産

業、精研、日本国

土 開 発 +浅 野  良

晴、井関農機 

 

 

 

 

９件 

石田 孝之(4)、ﾐｻ

ﾜﾎｰﾑ(3)、ﾊﾗﾀﾞ+盛

岡原田、南雲 栄

三郎、白幡商会、

ﾅｼｮﾅﾙ住宅産業、

岩田建設 

 

 

 

 

12件

太
陽
電
池
付

屋
根
融
雪
方

法
の
改
良 

   ﾐｻﾜﾎｰﾑ、菅原 昇

三 

 

 

 

２件

板鼻 幸作+江部電

気、ﾐｻﾜﾎｰﾑ、関西

電力+きんでん 

 

 

３件 

ﾐｻﾜﾎｰﾑ 

 

 

 

 

１件

融
雪
設
備
の
改
良 

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ
ト
と
施
工
法
の
改
良 

屋
根
消
雪
用
融

雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法
の

改
良
一
般 

   大林組、ﾉﾐｽﾞﾔ産

業 

 

 

 

 

２件

 三条物産、野呂 

松雄、昭和ｱﾙﾐﾆｳﾑ

 

 

 

 

３件

融
雪
制
御
技

術
の
改
良 

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転
制
御

の
改
良 

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転
制
御

の
改
良
一
般 

     日本地場産業 

 

 

 

 

１件

 

表1.4.6-2～表1.4.6-6の出願人分布から、出願件数の多いフレームを主体に主要出願人

の出願内容分析を行う。 

融雪面温度・供給熱量の調整のための濡れ性を制御した節水型散水器と施工法の改良に

関しては、高橋敬氏のみが16件（表1.4.6-2）の集中出願をしている。これらは全て節水

型流下規制シートによる消雪技術に関する出願である。 

融雪面への供給熱量の均一化のための均熱体／層の配置法の改良13件（表1.4.6-2）の

中で、アイジー技術研究所の２件は桟木、新設軽量屋根材の裏打材間に三角形空隙を配置

し、シート状発熱材を介在させた融雪屋根構造に関する出願であり、エスケー化研の２件

は導電性粒子からなる発熱層の上に、赤外線反射性を有する絶縁層を積層させた構造の融

雪屋根に関する出願である。屋内暖房排熱利用法の改良14件（表1.4.6-2）の中で、大林

組の３件は屋根背面送風ダクトからの回転自在の吹き出し口などに関する出願である。 

融雪面温度・供給熱量の制御のための屋内暖房排熱利用法の改良９件（表1.4.6-2）の

解決手段  
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中で、大成建設の２件は排熱温風による底面融雪と冷風による凍結、再度温風融解を繰り

返すことにより、屋根上の雪を滑雪させ除去する方法に関する出願である。 

融雪水の過熱防止と除去のための均熱体／層の配置法の改良23件（表1.4.6-2）の中で、

大和ハウス工業の３件は融雪水を屋根の四隅に集める構造の融雪屋根に関する出願である。

屋内暖房排熱利用法の改良12件（表1.4.6-2）の中で、石田孝之氏の４件は雨樋内へ屋内

暖房排熱温風を供給し融雪する出願である。 

ヒータ敷設工事の改善に対応するヒータ内蔵型屋根材の改良21件（表1.4.6-3）の中で、

松下電工の４件は融雪瓦等のコネクタ関連の出願が主体であり、坂口祥子氏の３件は瓦本

体に面状発熱体と断熱シートを一体化して取り付けるための方法に関する出願である。均

熱体／層の配置法の改良44件（表1.4.6-3）の中で、アイジー技術研究所は11件と圧倒的

な出願数を誇っている。パルプ繊維／カーボンファイバ面状発熱体を下地に敷設したり、

断熱材とシート発熱材とを種々組合せたものなど多岐にわたる出願を行っている。 

安価エネルギーの利用によるコスト低減のための屋内暖房排熱利用法の改良29件（表1.

4.6-4）には多数の出願人が参画しており、様々な利用法の提案がなされている。 

屋根上雪塊の落雪防止のための均熱体／層の配置法の改良８件（表1.4.6-5）の中で、

アイジー技術研究所の５件は融雪屋根への雪止め部の設置構造に関する出願である。 

 

表1.4.6-3 屋根融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.6-1の領域②に対応）（1/2） 
融雪性能の向上 生産性の向上 

着雪氷防止性能

の向上 
製造・組立効率の改善 施工性の向上 

課 題 

着雪氷面の濡れ

性能の改善 

製造・組立工程

の簡略化 

製造・組立能率

の向上 

ヒータ敷設工事の改善 ヒータ埋設舗装

工事の改善 

散 水 管 ／ 循 環 パ

イ プ と 配 設 パ

ターンの改良 

   箕浦 

 

 

１件 

 
埋
設
型
散
水
／

循
環
融
雪
器 

本
体
の
改
良 熱 源 か ら の 高 効

率 採 熱 方 式 の 改

良 

   原井 敏章 

 

１件 

 

電
熱
ヒ
ー
タ

の
改
良 

発 熱 体 ユ ニ ッ ト

と 接 合 施 工 法 の

改良 

   杉本 善二郎 

 

 

 

 

１件 

 

濡 れ 性 を 制 御 し

た 節 水 型 散 水 器

と施工法の改良 

   高橋 敬 

 

１件 

 

散 水 融 雪 ユ ニ ッ

ト 配 置 と 施 工 法

の改良 

   山本製作所(2)、荻川 正彦、滋

野 正、積水化学工業 

５件 

 

無 散 水 融 雪 ユ

ニ ッ ト の 配 置 と

施工法の改良 

 矢萩 武彦 

 

１件

 ｱｲｼﾞｰ技術研究所(2)、小林 清

男、野村製作所、北越融雪 

５件 

三菱化学産資 

 

１件

ヒ ー タ 内 蔵 型 屋

根材の改良 

東陶機器 

 

 

 

 

 

 

１件 

 中小企業事業団

(2)、ﾐﾈﾍﾞｱ 

 

 

 

 

 

３件

松下電工(4)、坂口 祥子(3)、

住友電装(3)、ｱｲｼﾞｰ技術研究所

(2)、岡崎興産(2)、ﾚﾂｸ三和+板

鼻 幸作、愛知県陶器瓦工業組

合、日下部、ｸﾎﾞﾀ、東京精鍛工

所+日立金属、三菱化学産資、

銅金 

21件 

 

融
雪
設
備
の
改
良 

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ
ト
と
施
工
法
の
改
良 下 地 断 熱 処 理 法

の改良 

   ｱｲｼﾞｰ技術研究所、ﾕｳｷｹﾐｶﾙ、東

新工務 

 

 

３件 

 

解決手段  
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表1.4.6-3 屋根融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.6-1の領域②に対応）（2/2） 
融雪性能の向上 生産性の向上 

着雪氷防止性能

の向上 
製造・組立効率の改善 施工性の向上 

課 題 

着雪氷面の濡れ

性能の改善 

製造・組立工程

の簡略化 

製造・組立能率

の向上 

ヒータ敷設工事の改善 ヒータ埋設舗装

工事の改善 

均 熱 体 ／ 層 の 配

置法の改良 

東陶機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件 

 日本ﾌﾞﾛｱｰ工業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件

ｱｲｼﾞｰ技術研究所(11)、岡崎興

産(2)、坂口 祥子(2)、積水化

学工業+北方住文化研究所(2)、

ｱｵﾔｷﾞ、ｱｸｱ工販、ｶﾛｯﾂｪﾘｱｼﾞｬﾊﾟ

ﾝ+牧野 幸司、ﾀｲﾑｼｽﾃﾑ山形、ﾅ

ﾙ ｯ ｸ ｽ、 ﾆ ﾁ ﾌ端子工業、糸川  俊

郎、清川 晋、青柳 一男+林 吉

彦、沢田 幸由、竹中工務店、

東新工務、睦ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ、出光

興 産 、 丸 藤 ｼ ｰ ﾄ ﾊ ﾟ ｲ ﾙ、 日 本 碍

子、立山ｱﾙﾐﾆｳﾑ工業、ｸﾎﾞﾀ、雪

国科学、大和ﾊｳｽ工業、東京精

鍛工所+日立金属、住友軽金属

工業、渡辺工業、ﾋﾙｺ+ﾋﾞﾆﾌﾚｰﾑ

工 業 、 不 二 工 業 、 筒 中 ｼ ｰ ﾄ 防

水、ﾀﾞﾝ ｼｽﾃｲﾑ 

44件 

 

屋 内 暖 房 排 熱 利

用法の改良 

   ﾘ ﾎ ﾟ ｰ ﾄ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ北 海 道 、 大 倉  義

憲、ｸﾞﾘｰﾝｼｽﾃﾑ、森永 新治+矢

曳 康祐、小林 清 

５件 

 

太 陽 電 池 付 屋 根

融雪方法の改良 

   ｼｬｰﾌﾟ、ｴﾑ ｴｽ ｹｲ、板鼻 幸作+

江部電気 

 

 

３件 

 

融
雪
設
備
の
改
良 

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ
ト
と
施
工
法
の
改
良 

屋 根 消 雪 用 融 雪

器 ・ ユ ニ ッ ト と

施 工 法 の 改 良 一

般 

   東海ｶｰﾎﾞﾝ、牧江 吉三郎、日本

鉄板、積水ﾊｳｽ 

 

４件 

 

化
学
処
理
法

の
改
良 

融
雪
剤
、
雪

氷
付
着
防
止

剤
の
改
良 

撥 水 ／ 疎 水 性 材

料の適用 

東陶機器(2) 

 

 

 

 

２件 

    

 

表1.4.6-4 屋根融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.6-1の領域③に対応）（1/2） 
経済性の向上 

製造・組立・施工コストの低減 運転コストの低減 
維持管理コスト

の低減 

課 題 

ユニット化に

よる単純化、

軽量化 

現地敷設舗装

工事の簡略化

安価エネルギー源の利用 融雪熱供給調整

機能の向上 

設備機器の耐久

性・寿命の延長

融
雪
シ
ス
テ
ム

の
改
良 

ト
ー
タ
ル
シ
ス

テ
ム
の
改
良 

蓄熱機能付加   中西 弘文、ｴﾇｵｰｹｰ 

 

 

 

 

２件

  

熱源からの高効率採熱

方式の改良 

   栗田 哲雄 

 

１件 

 
埋
設
型
散
水
／

循
環
融
雪
器 

本
体
の
改
良 

ユニット、ブロック構

造と接合法の改良 

ﾒ ｯ ﾂ 、 旭 化 成

工業 

 

２件 

    

ＰＴＣ発熱材料の改良 ﾊ ﾟ ﾃ ﾝ ﾄ  ｹ ｲ

ｼﾞｰ、ﾐﾀｹ電子

工業+柏電社 

２件 

    

遠赤外照射・放射発熱

体の改良 

日本碍子 

 

１件 

 ﾕﾆﾁｶ 

 

１件

  

融
雪
設
備
の
改
良 

電
熱
ヒ
ー
タ
の
改
良 発熱体ユニットと接合

施工法の改良 

三菱化学産資

+ 三 洋 電 機 、

三菱電機 

２件 

    

解決手段  

解決手段  
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表1.4.6-4 屋根融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.6-1の領域③に対応）（2/2） 
経済性の向上 

製造・組立・施工コストの低減 運転コストの低減 
維持管理コスト

の低減 

課 題 

ユニット化に

よる単純化、

軽量化 

現地敷設舗装

工事の簡略化

安価エネルギー源の利用 融雪熱供給調整

機能の向上 

設備機器の耐久

性・寿命の延長

濡れ性を制御した節水

型散水器と施工法の改

良 

高橋 敬 

 

１件 

 北越上下水道、高橋 敬 

 

２件

山本製作所 

 

１件 

東 北 電 力 +北 日

本電線 

１件

散水融雪ユニット配置

と施工法の改良 

石井鉄工所 

 

１件 

 ﾋﾛｷ、ﾅｼｮﾅﾙ住宅産業、三洋電機、

松下精工、高砂熱学工業 

５件

積水ﾊｳｽ 

 

１件 

根 来  不 二 雄 、

矢崎総業 

２件

無散水融雪ユニットの

配置と施工法の改良 

水 落  光 男 、

松 下 電 器 産

業、北越上下

水 道 、 ﾅ ｼ ｮ ﾅ ﾙ

住宅産業、鹿

島建設 

５件 

 ｱｲｼﾞｰ技術研究所(2)、石川島播磨

重工業、ｿｰﾗｰｼｽﾃﾑ 

 

 

 

 

４件

日立造船 

 

 

 

 

 

１件 

河内 吉春 

 

 

 

 

 

１件

ヒータ内蔵型屋根材の

改良 

東 海 ｶ ﾜ ﾗ協 業

組 合 、 清 川  

晋、ｽﾘｰｴｽﾃｸﾉ

+ 大 洋 製 鋼 建

材 + ﾌ ﾟ ﾚ ｽ 工

業 、 西 川  公

一+金子 敬吉

+大竹 渉太、

愛知県陶器瓦

工業組合、小

畑 修二 

６件 

  愛知県陶器瓦工

業組合+ﾄｰｴﾈｯｸ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件 

ﾖｰｹﾝ(2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２件

均熱体／層の配置法の

改良 

ﾆ ﾁ ﾌ 端 子 工

業、ﾊﾟﾃﾝﾄ ｹｲ

ｼ ﾞ ｰ、 ﾘ ﾊ ﾞ ｰ ｽ ﾄ

ﾝ 、 山 本  正

次 、 中 野  清

幸 、 前 島 産

業、札幌ｼｰﾄﾌ

ﾚｰﾑ 

７件 

 ｱｲｼﾞｰ技術研究所、松下電工 

 

 

 

 

 

 

 

２件

ｵｰｴﾑ研究所、小

川 慶次 

 

 

 

 

 

 

２件 

小 海  秀 夫 、 松

下電工+ﾎｰﾑ企画

ｾﾝ ﾀ ｰ +秋山建築

板金、積水化学

工業 

 

 

 

３件

屋内暖房排熱利用法の

改良 

清水建設、大

同鋼板、帝人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３件 

 ﾘﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ北海道(2)、多谷 光宏

(2)、大林組(2)、ｵｰｴﾑ研究所+ｵｰｴ

ﾑｿｰﾗｰ協会、ﾁｬﾝﾋﾟｵﾝ、岡部 義雄+

高橋 春世、鎌田 正義、佐藤 敏

彦、佐藤 隆雄、佐野 暁、桜井 

俊 幸 、 小 坂 板 金 工 業 、 小 林  誠

一、川上金属工業、福地建装、北

日本技研、牧野  幸司、有元  昭

則、林 洋子、積水化学工業、積

水ﾊｳｽ、昭石化工、戸田建設、日

高工業、荒川施設工業 

28件

鹿島建設、大成

建設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２件 

上遠野 東尹 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件

太陽電池付屋根融雪方

法の改良 

日 新 電 機

(2)、ｱｲｼﾞｰ技

術研究所、ﾔﾈ

ﾊﾙ、新潟ｱﾄﾗｽ

+板鼻 幸作、

坪井 貞美、ﾐ

ｻ ﾜ ﾎ ｰ ﾑ 、 ｼ ｬ ｰ

ﾌﾟ、ｽｶｲｱﾙﾐﾆｳ

ﾑ 

９件 

日新電機 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件

立石電機(2)、ｴﾑ ｴｽ ｹｲ+ｲｽﾞﾐﾃｯｸ 

 

 

 

 

 

 

 

 

３件

ｱ ｲ ｼ ﾞ ｰ技術研究

所 、 北 陸 電 力 +

富士電機 

 

 

 

 

 

 

12件 

 

融
雪
設
備
の
改
良 

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ
ト
と
施
工
法
の
改
良 

屋根消雪用融雪器・ユ

ニットと施工法の改良

一般 

  伊勢崎 正 

 

１件

  

融
雪
制
御
技

術
の
改
良 

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転
制
御

の
改
良 

ダイナミック運転制御

の改良一般 

    東陶機器 

 

 

 

 

１件

 

解決手段  
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表1.4.6-5 屋根融雪技術の注目課題と解決手段に対応する出願人分布マトリックス表 

（表1.4.6-1の領域④に対応） 
精度・確度の向上 安全性の確保 

運転精度の向上 検知・運転制御精度の向上 
凍結防止性能の

改善 

課 題

フィードバック

制御性の向上 

降雪予知・検知

制御性の向上

運転制御精度の

向上 

散布性能の改善

屋根上雪塊の落

雪防止 

設備的対応によ

る安全性の向上

融
雪
シ
ス
テ
ム

の
改
良 

ト
ー
タ
ル
シ
ス

テ
ム
の
改
良 

蓄熱機能付加      石州川上窯業 

 

 

 

 

 

１件

Ｐ Ｔ Ｃ 発 熱 材 料 の

改良 

     日本ﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ 

 

１件

電
熱
ヒ
ー
タ

の
改
良 

発 熱 体 ユ ニ ッ ト と

接合施工法の改良 

     ｶｹﾞｻﾜ 

 

１件

濡 れ 性 を 制 御 し た

節 水 型 散 水 器 と 施

工法の改良 

 富士通ｾﾞﾈﾗﾙ 

 

１件

    

散 水 融 雪 ユ ニ ッ ト

配 置 と 施 工 法 の 改

良 

  ｲﾝﾃｯｸ+ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ+日

鉱ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ+

日産ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

+日曹ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ

ｸﾞ+北興+三菱ﾚｲ

ﾖ ﾝ  ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ

ｸﾞ、鷹栖精機、

高橋 敬、友部 

康清 

４件

ｸﾞﾘｰﾝｼｽﾃﾑ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件

石川島播磨重工

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件 

石川島播磨重工

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件

無 散 水 融 雪 ユ ニ ッ

ト の 配 置 と 施 工 法

の改良 

  藤村 明宏 

 

 

１件

 朝日住設 

 

 

１件 

青木工業、岩田

 嘉宣+六日町ｶﾞ

ｽ+北越上下水道

２件

ヒ ー タ 内 蔵 型 屋 根

材の改良 

     大林組、日新総

合建材 

 

２件

均 熱 体 ／ 層 の 配 置

法の改良 

東北電力+北日

本電線 

 

 

１件 

ｱｲｼﾞｰ技術研究

所 

 

 

１件

  ｱｲｼﾞｰ技術研究

所(5)、影沢 照

也、出光興産、

日本軽金属 

８件 

 

屋 内 暖 房 排 熱 利 用

法の改良 

    国分 悦郎 

１件 

 

太 陽 電 池 付 屋 根 融

雪方法の改良 

     前川 正明 

１件

融
雪
設
備
の
改
良 

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ
ト
と
施
工
法
の
改
良 

屋 根 消 雪 用 融 雪

器 ・ ユ ニ ッ ト と 施

工法の改良一般 

     片原 力三 

 

１件

 

 

解決手段  
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1.4.7 自動融雪システム技術 

図1.4.7-1に、自動融雪システム技術の課題と解決手段の分布を示す。検知や運転制御

精度の向上のための融雪制御法の改良に関する分野に出願が集中している。 

表1.4.7-1に、自動融雪システム技術の技術開発詳細課題Ⅲと詳細解決手段Ⅲの件数マ

トリックス分布を示す。詳細課題に対応する詳細解決手段に分類される出願の件数分布か

ら、特に個別詳細課題の累積件数の多いところを主体に注目領域を設定した。表中でハッ

チングした領域①が注目領域である。 

表1.4.7-2に、表1.4.7-1で設定された領域①の自動融雪システム技術の注目課題と解決

手段に対応する出願人分布マトリックス表を示す。 

出願件数５件以上のフレームの分布状況をみると、融雪熱供給調整機能の向上による運

転コストの低減、降雪予知・検知制御性の向上や運転制御精度の向上のための高精度降雪

予知、積雪検知センサの改良、予知予熱運転制御やフィードフォワード運転制御に関する

分野に集中している。 

 

図1.4.7-1 自動融雪システム技術の課題Ⅱと解決手段Ⅱの分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課　　題　　Ⅱ

融雪性能の向上 生産性の向上 経済性の向上 環境保全 安全性の確保

処
理
速
度
の
向
上

融
雪
効
率
の
向
上

熱
利
用
率
の
向
上

蓄
熱
性
能
の
向
上

着
雪
氷
防
止
性
能
の

向
上

製
造
・
組
立
効
率
の

改
善

施
工
性
の
向
上

製
造
・
組
立
・
施
工

コ
ス
ト
の
低
減

運
転
コ
ス
ト
の
低
減

維
持
管
理
コ
ス
ト
の

低
減

運
転
精
度
の
向
上

検
知
・
運
転
制
御

精
度
の
向
上

材
料
腐
食
性
改
善

環
境
汚
染
防
止

凍
結
防
止
性
能
の

改
善

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪

防
止

設
備
的
対
応
に
よ
る

安
全
性
の
向
上

融雪システムの改良

埋設型散水／循環融雪器
本体の改良

電熱ヒータの改良

現地施工法の改良

融雪機の改良

屋根消雪用融雪器・
ユニットと施工法の改良

検知・予知精度の改良

ダイナミック運転制御
の改良

融雪剤、雪氷付着防止剤
の改良

融雪剤散布方法の改良

融雪剤混入舗装の改良

精度・確度の
向上

解
決
手
段
Ⅱ

融
雪
設
備
の
改
良

融
雪
制
御

技
術
の
改
良

化
学
処
理
法

の
改
良

3 4

44

52

4

1 2

11
4

2 1

1 3

1

1 11

1

7 9
1

3

1

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10
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12
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表1.4.7-1 自動融雪システム技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの 

件数マトリックス分布（1/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪性能の向上 生産性の向上

融
雪
熱
供
給
速
度
の
ア
ッ

プ

融
雪
対
象
雪
氷
（

塊
）

の
細
粒
化

融
雪
面
温
度
の
均
一
化

融
雪
面
へ
の
供
給
熱
量
の
均
一
化

融
雪
面
温
度
・
供
給
熱
量
の
調
整

融
雪
水
の
過
熱
防
止
と
除
去

結
露
防
止
と
除
去

電
熱
変
換
効
率
の
改
善

熱
輸
送
効
率
の
改
善

逸
散
熱
の
低
減

採
熱
効
率
の
改
善

蓄
熱
密
度
の
改
善

吸
熱
効
率
の
改
善

放
熱
効
率
の
改
善

着
雪
氷
面
の
濡
れ
性
能
の
改
善

着
雪
氷
層
の
成
長
防
止

製
造
・
組
立
工
程
の
簡
略
化

製
造
・
組
立
能
率
の
向
上

ヒ
ー

タ
敷
設
工
事
の
改
善

ヒ
ー

タ
埋
設
舗
装
工
事
の
改
善

単一系システムと最適運転制御

複数系システムと最適運転制御 1

多段熱放散システムと最適運転制御

蓄熱機能付加

散水管／循環パイプと配設パターンの改良

ノズル仕様と取付交換法の改良

熱源からの高効率採熱方式の改良

放熱端部構造の改良と高熱伝導材料の適用

ユニット、ブロック構造と接合法の改良

埋設型散水／循環融雪器本体の改良一般

PTC発熱材料の改良

電磁誘導発熱体の改良

LCスパイラルロッドの改良

遠赤外照射・放射発熱体の改良

発熱体ユニットと接合施工法の改良

電熱ヒータの改良一般

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良 1

透水機能付与等の融雪用特殊舗装の改良

現地施工法の改良一般

バーナ燃焼制御

燃焼ドラム構造の改良

給排気管の構造・配置の改良

温水循環散水法の改良

融雪水排水加熱処理法の改良

装置構造と蓋開閉操作法の改良

融雪機の改良一般

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

融
雪
シ
ス
テ
ム
の

改
良

融
雪
機
の
改
良

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器

本
体
の
改
良

ト
ー

タ
ル
シ
ス
テ
ム
の

改
良

電
熱
ヒ
ー

タ
の
改
良

現
地
施
工
法
の
改
良

熱利用率の向上
着雪氷防
止性能の

向上

課　　題　　Ⅲ

処理速度
の向上

蓄熱性能の
向上

融雪効率の向上
製造・組
立効率の

改善

施工性の
向上

①
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表1.4.7-1 自動融雪システム技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの 

件数マトリックス分布（2/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪性能の向上 生産性の向上

融
雪
熱
供
給
速
度
の
ア
ッ

プ

融
雪
対
象
雪
氷
（

塊
）

の
細
粒
化

融
雪
面
温
度
の
均
一
化

融
雪
面
へ
の
供
給
熱
量
の
均
一
化

融
雪
面
温
度
・
供
給
熱
量
の
調
整

融
雪
水
の
過
熱
防
止
と
除
去

結
露
防
止
と
除
去

電
熱
変
換
効
率
の
改
善

熱
輸
送
効
率
の
改
善

逸
散
熱
の
低
減

採
熱
効
率
の
改
善

蓄
熱
密
度
の
改
善

吸
熱
効
率
の
改
善

放
熱
効
率
の
改
善

着
雪
氷
面
の
濡
れ
性
能
の
改
善

着
雪
氷
層
の
成
長
防
止

製
造
・
組
立
工
程
の
簡
略
化

製
造
・
組
立
能
率
の
向
上

ヒ
ー

タ
敷
設
工
事
の
改
善

ヒ
ー

タ
埋
設
舗
装
工
事
の
改
善

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法
の改良

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良

ヒータ内蔵型屋根材の改良

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

屋内暖房排熱利用法の改良 1

太陽電池付屋根融雪方法の改良

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良
一般

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良

多要素センサ情報の組合せシステムの改良

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御

予知予熱運転制御

フィードフォワード運転制御 1

ダイナミック運転制御の改良一般

融雪剤への防食機能剤等の添加

多機能被覆・担持処理剤の添加

撥水／疎水性材料の適用

散布量の高精度制御法

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良

融雪剤混入舗装の改良

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法

の
改
良

融
雪
剤
散

布
方
法
の

改
良

検
知
・
予

知
精
度
の

改
良

化
学
処
理
法
の
改
良

融
雪
剤
、

雪
氷
付

着
防
止
剤
の
改
良

熱利用率の向上
着雪氷防
止性能の
向上

製造・組
立効率の

改善

課　　題　　Ⅲ

処理速度
の向上

融
雪
制
御
技
術
の
改
良

蓄熱性能の
向上

融雪効率の向上

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転

制
御
の
改
良

施工性の
向上

①
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表1.4.7-1 自動融雪システム技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの 

件数マトリックス分布（3/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済性の向上 精度・確度の向上 環境保全 安全性の確保

材料
腐食
性改
善

ユ
ニ
ッ

ト
化
に
よ
る
単
純
化
、

軽
量
化

現
地
敷
設
舗
装
工
事
の
簡
略
化

安
価
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
利
用

融
雪
熱
供
給
調
整
機
能
の
向
上

設
備
機
器
の
耐
久
性
・
寿
命
の

延
長

管
系
汚
染
除
去
や
劣
化
部
品
の

交
換
性
改
善

熱
供
給
量
可
変
制
御
性
の
向
上

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
制
御
性
の
向
上

降
雪
予
知
・
検
知
制
御
性
の
向
上

運
転
制
御
精
度
の
向
上

含
塩
系
融
雪
剤
の
改
良
と
非
含
塩

系
融
雪
剤
の
改
善

塩
害
か
ら
の
植
生
保
護

地
下
水
汚
染
防
止
（

含
排
水
汚
染

防
止
）

地
盤
沈
下
防
止

定
着
性
、

耐
久
性
能
の
改
善

散
布
性
能
の
改
善

単一系システムと最適運転制御

複数系システムと最適運転制御

多段熱放散システムと最適運転制御 1

蓄熱機能付加 1

散水管／循環パイプと配設パターンの改良 1 1 2 1 1

ノズル仕様と取付交換法の改良 2

熱源からの高効率採熱方式の改良 1

放熱端部構造の改良と高熱伝導材料の適用

ユニット、ブロック構造と接合法の改良

埋設型散水／循環融雪器本体の改良一般

PTC発熱材料の改良

電磁誘導発熱体の改良 1 1

LCスパイラルロッドの改良

遠赤外照射・放射発熱体の改良 1

発熱体ユニットと接合施工法の改良 1

電熱ヒータの改良一般

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

透水機能付与等の融雪用特殊舗装の改良

現地施工法の改良一般

バーナ燃焼制御

燃焼ドラム構造の改良

給排気管の構造・配置の改良

温水循環散水法の改良

融雪水排水加熱処理法の改良

装置構造と蓋開閉操作法の改良

融雪機の改良一般

環境汚染防止
製造・組
立・施工コ
ストの低減

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪
防
止

運転コス
トの低減

維持管理コ
ストの低減

運転精度
の向上

検知・運
転制御精
度の向上

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

融
雪
シ
ス
テ
ム
の

改
良

融
雪
機
の
改
良

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器

本
体
の
改
良

ト
ー

タ
ル
シ
ス
テ
ム
の

改
良

凍結防止
性能の
改善

電
熱
ヒ
ー

タ
の
改
良

現
地
施
工
法
の
改
良

①
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表1.4.7-1 自動融雪システム技術の課題Ⅲと解決手段Ⅲの 

件数マトリックス分布（4/4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済性の向上 精度・確度の向上 環境保全 安全性の確保

材料
腐食
性改
善

ユ
ニ
ッ

ト
化
に
よ
る
単
純
化
、

軽
量
化

現
地
敷
設
舗
装
工
事
の
簡
略
化

安
価
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
利
用

融
雪
熱
供
給
調
整
機
能
の
向
上

設
備
機
器
の
耐
久
性
・
寿
命
の

延
長

管
系
汚
染
除
去
や
劣
化
部
品
の

交
換
性
改
善

熱
供
給
量
可
変
制
御
性
の
向
上

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
制
御
性
の
向
上

降
雪
予
知
・
検
知
制
御
性
の
向
上

運
転
制
御
精
度
の
向
上

含
塩
系
融
雪
剤
の
改
良
と
非
含
塩

系
融
雪
剤
の
改
善

塩
害
か
ら
の
植
生
保
護

地
下
水
汚
染
防
止
（

含
排
水
汚
染

防
止
）

地
盤
沈
下
防
止

定
着
性
、

耐
久
性
能
の
改
善

散
布
性
能
の
改
善

濡れ性を制御した節水型散水器と施工法
の改良 1

散水融雪ﾕﾆｯﾄ配置と施工法の改良

無散水融雪ﾕﾆｯﾄの配置と施工法の改良 1

ヒータ内蔵型屋根材の改良

下地断熱処理法の改良

均熱体／層の配置法の改良

屋内暖房排熱利用法の改良

太陽電池付屋根融雪方法の改良 3 1 3

屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良
一般

高精度降雪予知、積雪検知センサの改良 1 37 3

多要素センサ情報の組合せシステムの改良 2 2

広域外部情報と組み合わせた多要素運転制御 1 4 2

予知予熱運転制御 2 8

フィードフォワード運転制御 7 3 4 9 27 1

ダイナミック運転制御の改良一般 1 2

融雪剤への防食機能剤等の添加

多機能被覆・担持処理剤の添加

撥水／疎水性材料の適用

散布量の高精度制御法 1 4

散布剤粒度調整および溶液化処理の改良

融雪剤混入舗装の改良

製造・組
立・施工コ
ストの低減

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上

融
雪
制
御
技
術
の
改
良

化
学
処
理
法
の
改
良

屋
根
上
雪
塊
の
落
雪
防
止

運転コス
トの低減

維持管理コ
ストの低減

運転精度
の向上

検知・運
転制御精
度の向上

解
　
決
　
手
　
段
　
Ⅲ

融
雪
設
備
の
改
良

課　　題　　Ⅲ

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ

ト
と
施
工
法

の
改
良

融
雪
剤
散

布
方
法
の

改
良

検
知
・
予

知
精
度
の

改
良

凍結防止
性能の
改善

ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
運
転

制
御
の
改
良

融
雪
剤
、

雪
氷
付

着
防
止
剤
の
改
良

環境汚染防止

①
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表1.4.7-2の出願人分布から、出願件数の多いフレームを主体に主要出願人の出願内容

分析を行う。 

降雪予知・検知制御性向上のための高精度降雪予知、積雪検知センサの改良37件（表1.

4.7-2）には多数の出願人が参画しているが、その中で、日立電線の７件（うち３件は東

京電力との共願）が注目される。いずれも架空電線の着雪検出装置に関するもので、電線

の撓みや捩れを傾斜計やロードセルのような機械的センサで着雪状態を間接的に検知した

り、光学的センサで直接的に検知する装置を出願している。 

運転制御精度の向上のためのフィードフォワード運転制御の改良27件（表1.4.7-2）の

中で、松下電器産業が４件出願しているが、全て多要素検知によりロードヒータ運転の最

適化制御に関する出願である。 

 

表1.4.7-2 自動融雪システム技術の注目課題と解決手段に対応する 

出願人分布マトリックス表 

（表1.4.7-1の領域①に対応）（1/4） 
融雪性能の 

向上 
経済性の向上 精度・確度の向上 安全性の確保

融雪効率の 

向上 

運転コストの

低減 
運転精度の向上 検知・運転制御精度の向上 

凍結防止性能

の改善 

課 題 

融雪面温度・

供給熱量の 

調整 

融雪熱供給調

整機能の向上 

熱供給量可変

制御性の向上

フィードバッ

ク制御性の 

向上 

降雪予知・検

知制御性の 

向上 

運転制御精度

の向上 

散布性能の改

善 

複

数

系

シ

ス

テ

ム

と

最

適

運

転

制
御 

松下電器産業 

 

 

 

 

 

１件 

      

多

段

熱

放

散

シ

ス

テ

ム

と

最

適

運
転
制
御 

   ﾆｲｶﾞﾀﾌﾟﾗﾝﾄｻｰ

ﾋﾞｽ 

 

 

 

 

１件

   

融
雪
シ
ス
テ
ム
の
改
良 

ト
ー
タ
ル
シ
ス
テ
ム
の
改
良 

蓄
熱
機
能 

付
加 

  関西電力+園田

計器工業 

 

 

１件

    

散
水
管
／
循
環
パ

イ

プ

と

配

設

パ

タ
ー
ン
の
改
良 

 ｻﾝﾃﾞﾝ 

 

 

 

 

 

 

１件

 三洋電機(2) 

 

 

 

 

 

 

２件

 日立ﾌﾟﾗﾝﾄ建設 

 

 

 

 

 

 

１件 

 

ノ

ズ

ル

仕

様

と

取

付

交

換

法

の

改
良 

     川 本 製 作 所 、

ﾋｰﾃｯｸ 

 

 

 

 

２件 

 

融
雪
設
備
の
改
良 

埋
設
型
散
水
／
循
環
融
雪
器
本
体
の
改
良 

熱

源

か

ら

の

高

効

率

採

熱

方

式

の
改
良 

     洲澤 昭己 

 

 

 

 

 

１件 

 

解決手段  
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表1.4.7-2 自動融雪システム技術の注目課題と解決手段に対応する 

出願人分布マトリックス表 

（表1.4.7-1の領域①に対応）（2/4） 
融雪性能の 

向上 
経済性の向上 精度・確度の向上 安全性の確保

融雪効率の 

向上 

運転コストの

低減 
運転精度の向上 検知・運転制御精度の向上 

凍結防止性能

の改善 

課 題 

融雪面温度・

供給熱量の 

調整 

融雪熱供給調

整機能の向上 

熱供給量可変

制御性の向上

フィードバッ

ク制御性の 

向上 

降雪予知・検

知制御性の 

向上 

運転制御精度

の向上 

散布性能の改

善 

電

磁

誘

導

発

熱

体
の
改
良 

   松下電器産業 

 

 

 

 

 

１件

   

遠

赤

外

照

射

・

放

射

発

熱

体

の

改
良 

  上村 英雄 

 

 

 

 

 

１件

    

電
熱
ヒ
ー
タ 

発

熱

体

ユ

ニ

ッ

ト

と

接

合

施

工

法
の
改
良 

   住 友 重 機 械 工

業 

 

 

 

 

１件

   

無

散

水

融

雪

ユ

ニ
ッ
ト
の
配
置
と

施
工
法
の
改
良 

     ﾋﾗﾉ熱工業 

 

 

 

 

 

 

１件 

 

屋

内

暖

房

排

熱

利
用
法
の
改
良 

ﾌｼﾞﾀ 

 

 

 

 

 

１件 

      

融
雪
設
備
の
改
良 

屋
根
消
雪
用
融
雪
器
・
ユ
ニ
ッ
ト
と
施
工
法
の
改
良 

太

陽

電

池

付

屋

根

融

雪

方

法

の

改
良 

 ﾐｻﾜﾎｰﾑ+立石電

機+ｴﾑ ｴｽ ｹｲ、

日本電池+関西

電力+園田計器

工 業 、 山 洋 電

気 

３件

 立石電機 

 

 

 

 

 

１件

 三 菱 電 機 、 日

本電池+関西電

力+園田計器工

業 、 堀 川  均 +

黒牧 弘昭 

 

３件 

 

解決手段  
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表1.4.7-2 自動融雪システム技術の注目課題と解決手段に対応する 

出願人分布マトリックス表 

（表1.4.7-1の領域①に対応）（3/4） 
融雪性能の 

向上 
経済性の向上 精度・確度の向上 安全性の確保

融雪効率の 

向上 

運転コストの

低減 
運転精度の向上 検知・運転制御精度の向上 

凍結防止性能

の改善 

課 題 

融雪面温度・

供給熱量の 

調整 

融雪熱供給調

整機能の向上 

熱供給量可変

制御性の向上

フィードバッ

ク制御性の 

向上 

降雪予知・検

知制御性の 

向上 

運転制御精度

の向上 

散布性能の改

善 

高
精
度
降
雪
予
知
、
積
雪
検
知
セ
ン
サ
の
改
良 

   工藤 嘉彦 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件

日立電線(4)、

ｻﾝﾎﾟｯﾄ(3)、東

京電力+日立電

線(3)、ﾀﾞｲﾑﾗｰ

 ｸﾗ ｲｽ ﾗｰ( 2)、

三 菱 重 工 業

(2)、古河電気

工業(2)、三菱

電線工業(2)、

名 古 屋 電 機 工

業(2)、ｲﾝｽﾁ. 

ﾌｭｱ ﾋｴﾓ ｳﾝﾄ 

ﾋﾞｵｾﾞﾝｿﾞﾘｸ ﾐｭ

ﾝｽ、ｳｫｰﾙﾅﾂﾄ、

ｴｲﾁ ｲｰ ﾎｰﾙﾃﾞｨ

ﾝｸﾞｽ INC ﾃﾞｨｰ

 ﾋﾞｰ ｴｰ、ﾊﾞｲｻ

ﾗ、国土交通省

国 土 技 術 政 策

総 合 研 究 所

長 、 電 制 、 野

村 幸三、日本

油脂、ｻﾝﾃﾞﾝ、

三 菱 電 機 、 東

北 電 力 、 本 田

技 研 工 業 、 北

海 道 瓦 斯 、 帝

人、ｴﾙﾒｯｸ電子

工 業 、 産 業 技

術総合研究所+

北海道+北海道

電力、北海ﾊﾞﾈ

37件

北海道電力+古

河電気工業、ﾋ

ﾙ ｺ、 昭 和 電 線

電纜 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３件 

 
検
知
・
予
知
精
度
の
改
良 

多
要
素
セ
ン
サ
情

報
の
組
合
せ
シ
ス

テ
ム
の
改
良 

    沖 電 気 工 業 、

北日本電線 

 

 

 

 

 

２件

ﾀﾂﾀ電線、北海

ﾊﾞﾈ+沢山 一博 

 

 

 

 

 

２件 

 

広
域
外
部
情
報
と

組
み
合
わ
せ
た
多

要
素
運
転
制
御 

   ｸﾎﾞﾀ 

 

 

 

 

 

 

１件

 三 菱 電 線 工 業

(2)、昭和電線

電 纜 、 国 際 電

気 

 

 

 

４件 

電 制 、 国 土 交

通 省 東 北 地 方

整備局長+先端

建設技術ｾﾝﾀｰ+

日 本 除 雪 機 製

作所 

 

２件

融
雪
制
御
技
術
の
改
良 

ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
運
転
制
御
の
改
良 

予
知
予
熱
運
転
制
御 

    東京電力+日立

電線、帝人 

 

 

 

 

 

 

 

２件

三 菱 電 線 工 業

(2)、日本国土

開 発 +浅 野  良

晴 、 古 河 電 気

工 業 、 名 古 屋

電 機 工 業 、 帝

人 、 沖 電 気 工

業、 ﾆｯ ﾃ ﾂ北海

道制御ｼｽﾃﾑ 

８件 

 

解決手段  
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表1.4.7-2 自動融雪システム技術の注目課題と解決手段に対応する 

出願人分布マトリックス表 

（表1.4.7-1の領域①に対応）（4/4） 
融雪性能の 

向上 
経済性の向上 精度・確度の向上 安全性の確保

融雪効率の 

向上 

運転コストの

低減 
運転精度の向上 検知・運転制御精度の向上 

凍結防止性能

の改善 

課 題 

融雪面温度・

供給熱量の 

調整 

融雪熱供給調

整機能の向上 

熱供給量可変

制御性の向上

フィードバッ

ク制御性の 

向上 

降雪予知・検

知制御性の 

向上 

運転制御精度

の向上 

散布性能の改

善 

フ
ィ
ー
ド
フ
ォ
ワ
ー
ド
運
転
制
御 

大林組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件 

工業技術院長+

ﾌｼﾞｲ、須藤 忠

之 、 北 海 道 瓦

斯 +ｶﾞ ｽ ﾀ ｰ、北

海道瓦斯+金門

製 作 所 、 松 下

電 器 産 業 、 昭

和 電 線 電 纜 、

北海道電力+古

河電気工業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７件

工業技術院長+

ﾌ ｼ ﾞ ｲ、松下電

器 産 業 、 日 本

地下水開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３件

日 立 電 線 、 昭

和 電 線 電 纜 、

国 土 交 通 省 近

畿地方建設局+

山 田 技 研 、 松

下電器産業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４件

古 河 電 気 工 業

(2 )、佐伯  信

一、新潟電機+

荏 原 製 作 所 、

北 日 本 電 線 、

北海ﾊﾞﾈ、日立

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞﾈｯﾄﾜｰ

ｸ 、 沖 電 気 工

業 、 横 河 電 子

機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９件

松 下 電 器 産 業

(4)、北海道瓦

斯+ｶﾞｽﾀｰ(2)、

ｻﾝﾃﾞ ﾝ( 2)、昭

和 電 線 電 纜

(2)、 ｽﾊﾟｰｸﾘﾝ

ｸﾞﾌｫﾄﾝ、金山 

宏 見 、 三 宝 商

会 、 中 上  和

展 、 電 制 、 内

田 製 作 所 、 北

海ﾊﾞﾈ+沢山 一

博 + 岩 越  睦

郎、 ﾈﾎ ﾟ ﾝ、古

河 電 気 工 業 、

日 立 電 線 、 日

本 地 下 水 開

発 、 北 日 本 電

線 、 沖 電 気 工

業 、 三 菱 電 機

ﾋﾞﾙﾃｸﾉｻｰﾋﾞｽ、

日 成 ﾋ ﾞ ﾙ ﾄ ﾞ 工

業 、 富 士 通 、

吉田工業 

27件 

大成ﾛﾃｯｸ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１件

融
雪
制
御
技
術
の
改
良 

ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
運
転
制
御
の
改
良 

ダ

イ

ナ

ミ

ッ

ク

運

転

制

御

の

改

良
一
般 

  古河電気工業+

北海道電力 

 

 

 

 

１件

  ｱｲ電機、ｻﾝﾃﾞﾝ 

 

 

 

 

 

２件 

 

化
学
処
理
法
の
改
良 

融
雪
剤

散
布
方
法
の

改
良 

散
布
量
の
高
精
度 

制
御
法 

    東芝 

 

 

 

 

 

 

 

１件

 前 田 製 作 所 、

矢崎総業、雪ｾ

ﾝ ﾀ ｰ +日本道路

公 団 +拓 和 +日

本無線+ﾊﾟｼﾌｨｯ

ｸｺﾝ ｻﾙ ﾀﾝ ﾂ、星

和電機 

 

４件

 

解決手段  
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1.5 注目特許（サイテーション分析） 

 

抽出された特許、実用新案の2,059件について、その引用、被引用状況を示す。 

 

 

1.5.1 注目特許の抽出 

a. 被引用回数２回以上の特許群の特徴 

表1.5.1-1に被引用回数２回以上の特許、実用新案45件の技術要素別展開結果を示した。 

全体的には、間接熱交換融雪技術に関するものが17件と最も多く、次いで、屋根融雪

技術の11件、化学的融雪技術の８件、自動融雪システム技術の７件と続く。 

間接熱交換融雪技術の中では、電熱利用融雪技術に関する出願10件が圧倒的に多い。

それ以外では、循環パイプ融雪技術が４件である。 

屋根融雪技術ではヒータ設置と施工技術に関するものが主体であり、化学的融雪技術

では融雪・凍結防止剤と融雪剤散布技術が半々となっている。 

 

表1.5.1-1 被引用回数２回以上の45件の技術要素別出願件数の分布 

化学的融雪技術 8 

 融雪・凍結防止剤 4 

 雪氷付着防止技術 0 

 融雪剤散布技術 4 

直接熱交換融雪技術 1 

間接熱交換融雪技術 17 

火炎利用融雪技術 2 

電熱利用融雪技術 10 

循環パイプ融雪技術 4 

ヒートパイプ融雪技術 2 

 

ヒートポンプ融雪技術 0 

屋根融雪技術 11 

 屋根構造技術 4 

 ヒータ設置と施工技術 7 

自動融雪システム技術 7 

 降雪・積雪・凍結検知技術 1 

技 

術 

要 

素 

 自動融雪装置・運転制御技術 6 

 

 

 

b. 抽出された注目特許の内容 

被引用回数３回以上の特許13件のランキング結果をまとめて表1.5.1-2に示す。これら

を注目特許とする。これら13件中の５件は電熱利用融雪技術に関するものであり、うち４

件は屋根融雪技術を特定したものである。自動融雪システム技術に関する５件のうち、融

雪剤の自動散布、屋根の自動融雪システム技術に関するものが各２件入っている。循環パ

イプ融雪技術に関するものも３件入っている。 
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表1.5.1-3に、ランキング上位13件の注目特許のリストを示す。 

引用件数が６件と最も多かったNo.１の特許2759312（出願人：有沢製作所、ミサワ商

会、大成ロテック共願）は、PTC特性を有する炭素繊維とガラス繊維と電極用導体を所定

のピッチで所定の方向に織り込み樹脂で固定した面状発熱体を絶縁性シートで挟み込み成

型された面状発熱体であり、多用途に利用される汎用ヒータの１つである。 

シャープが出願した特許3239035（No.２）は５件の被引用回数があり、太陽電池付屋

根の効率的な融雪装置に関する出願である。太陽電池付き屋根融雪に関しては多くの出願

があるが、本特許の特徴は太陽電池セルと別に融雪用熱源として抵抗発熱線をセル表面部

に配設したところにある。 

No.３の特許2567350（上山博明氏出願であり自己引用のみ）は、循環系として自然対

流現象を利用した省エネ型地熱採熱循環融雪装置に関するものである。 

No.４の特許3170705（出願人：大成ロテック）は、定置式液状融雪剤の自動散布装置

と制御システムに関するものであり、ユニット化が可能なシンプルな構造となっている。 

No.５の特開平08-177174（出願人：フジクラ）は、屋根野地部と屋根部材との間にPTC

ヒータを内蔵した発熱マットを配設する。そして、金属板を介して屋根部材と面接触させ

ることにより、施工性、伝熱性と安全性に優れた融雪屋根を提供している。 

No.６の特開平10-237837（出願人：スカイアルミニウム、日本ベロー工業共願）は、

表面を陽極酸化させて遠赤外放射皮膜を形成させた分散型アルミ合金製網体に関する特許

であり、プラットホーム用融雪床として循環パイプや電熱ヒータ等の発熱体を埋設する際

に、発熱体上部に敷設しコンクリート施工することにより均熱性と高熱利用率を保証する

ものである。 

No.７の特開平08-260638（出願人：ミサワホーム）は、No.２の利用特許であり、それ

に積雪検知センサと融雪、発電の制御システムを組み込んだ太陽電池付屋根に関するもの

である。 

No.８の特許2640303（出願人：三菱電線工業）は、広域降雪予報を取り込み、降雪タ

イミングを予測して、予熱運転条件を精度良く決定する自動融雪システムに関する特許で

ある。 

No.９の特許2932171（出願人：人見豪彦ら３名）は、被引用３件中２件が自己引用さ

れているものである。本特許は、多用途に使用される蓄熱式発熱ユニットに関するもので

あり、固液潜熱吸収型蓄熱剤を封入された容器内に放熱板を装着したPTC発熱体を接触挿

入された蓄熱式発熱ユニットであり、遠赤外放射層の併用と組み合わせたユニットや熱拡

散板と組み合わせ利用することにより、蓄熱性能に優れ、かつ、迅速均熱性に優れたヒー

タを提供している。 

No.10の特許3105771（出願人：前田製作所）は、道路用定置型自動散布装置に関する

特許である。 

No.11の特許2966998（日本地場産業）は、屋根軒先部に融雪水温度感知センサ、加熱

ヒータ、雪止金具、外気遮断樋を併設し、融雪水の氷結を感知し加熱制御することにより、

融雪水を迅速排水する屋根融雪装置に関するものである。 

No.12の特開2001-303510（出願人：日立エンジニアリングサービス）は、融雪用埋設

循環ポンプ内の汚れや堆積物を洗浄除去する装置に関するものである。 
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No.13の特許2564222（出願人：富田鉄工所）は、連棟式温室屋根裏部に仕切りカーテ

ンを配置し、循環パイプの熱を効率的に屋根融雪に利用した特許である。 

 

 

表1.5.1-2 被引用回数ランキング表（上位13件） 

No. 公開番号 登録番号 出願人 
被引用

回数

自社特

許数

他社特

許数

技術要素 

（ｺﾒﾝﾄ） 

1 特開平07-302683 特許2759312 有沢製作所 

ﾐｻﾜ商会 

大成ﾛﾃｯｸ 

6 2 4 電熱利用 

(面状発熱体) 

2 特開平08-250756 特許3239035 ｼｬｰﾌﾟ 5 0 5 屋根融雪(太陽電池付

屋根の融雪) 

3 特開平08-13441 特許2567350 上山 博明 4 4 0 循環ﾊﾟｲﾌﾟ 

4 特開平08-81929 特許3170705 大成ﾛﾃｯｸ 4 2 2 融雪剤自動散布装置 

5 特開平08-177174  ﾌｼﾞｸﾗ 4 0 4 屋根融雪(PTCﾋｰﾀ) 

6 特開平10-237837  ｽｶｲｱﾙﾐﾆｳﾑ 

日本ﾍﾞﾛｰ工業 

3 0 3 循環ﾊﾟｲﾌﾟ融雪(遠赤

外放射併用) 

7 特開平08-260638  ﾐｻﾜﾎｰﾑ 3 0 3 屋根融雪(太陽電池付

屋根の自動融雪ｼｽﾃﾑ)

8 特開平05-118007 特許2640303 三菱電線工業 3 1 2 自動融雪ｼｽﾃﾑ 

9 特開平10-073267 特許2932171 人見 豪彦 

小川 満和 

佐分利 外志雄 

3 2 1 ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ融雪(高蓄熱

式発熱ﾕﾆｯﾄ利用) 

10 特開平09-100521 特許3105771 前田製作所 3 1 2 融雪剤自動散布装置 

11 特開平05-280226 特許2966998 日本地場産業 3 0 3 屋根融雪(電熱利用自

動融雪ｼｽﾃﾑ) 

12 特開2001-303510  日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

ｻｰﾋﾞｽ 

3 3 0 循環ﾊﾟｲﾌﾟ融雪(洗浄ｼ

ｽﾃﾑ) 

13 特開平05-176638 特許2564222 富田鉄工所 3 0 3 屋根融雪(循環ﾊﾟｲﾌﾟ)
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表1.5.1-3 注目特許13件のリスト（1/5） 

No 

被引用特許番号 

出願人 

発明の名称 

出願日 

（対応日本特許） 

被
引
用
回
数 

自
社
特
許
数 

他
社
特
許
数 

引用した特許の 

出願人 
概要 

技術要素

（ｺﾒﾝﾄ）

1 特許2759312 

有沢製作所、 

ﾐｻﾜ商会、 

大成ﾛﾃｯｸ 

面状発熱体 

1994.05.10 

6 2 4 大成ﾛﾃｯｸ(2) 

ﾀｲｶﾞｰｽﾎﾟﾘﾏｰ(2) 

栗本鉄工所(2) 

有沢製作所、 

ﾐｻﾜ商会、 

ﾕﾆﾁｶｸﾞﾗｽﾌｧｲﾊﾞｰ、

鐘紡､昭和ゴム 

中部電力 

第1及び第2の方向に絶縁用の硝

子繊維12を織り、第1の方向に発熱

用の炭素繊維11を所定間隔ごとに

織り込むと共に、第2の方向に電極

用の第 1及び第 2の導体を織り込

む。この発熱体本体と硝子繊維1

2、炭素繊維11及び各導体を結合さ

せる熱硬化性樹脂からなる結合材

と，発熱体本体の両面に貼り合わ

される絶縁性樹脂シートからなる

面 状 発

熱体。 

 

電 熱 利

用 (面 状

発熱体)

2 特許3239035 

ｼｬｰﾌﾟ 

融雪機能付太陽電

池ﾓｼﾞｭｰﾙおよび融

雪機能付太陽光発

電ｼｽﾃﾑ 

1995.03.07 

5 0 5 三菱電機(2) 

ﾐｻﾜﾎｰﾑ 

ｽｶｲｱﾙﾐﾆｳﾑ(1) 

板鼻幸作、 

江部電気 

太陽電池セル34と、太陽電池セル

の一方の面に配置される白板強化

ガラス板31と、セルの他方の面に

配置される耐候性フィルム36と、

セルとガラス板

とフィルム間に

介在する充填材

32，35とを備え

る 太 陽 電 池 モ

ジュールにおい

て、太陽電池セ

ルの表面側に融

雪用抵抗発熱線

33を備えた融雪

機能付太陽電池

モジュールと太

陽光発電システ

ム。 

融 雪 屋

根 (融 雪

機 能 付

太 陽 光

発 電 ﾓ

ｼﾞｭｰ ﾙと

ｼｽﾃﾑ) 

3 特許2567350 

上山博明 

対流循環融雪 

装置 

1994.07.01 

4 4 0 上山博明(4) 斜め下向き融雪配管1Bを、単体収

熱槽1Aの上方の地熱液貯留室1A25

と、下方の冷却液還元室1A27間に

張設連通すると共に所定範囲の融

雪舗装面5内に配管する。単体収熱

槽1A内に融雪媒体水Wを充填する。

充填融雪媒体水Wは、地熱収集井戸

1A1で地熱を収集して融雪地熱液と

なり上方の地熱液貯留湿1A25に入

り、上方の地熱貯留室の上面に位

置する融雪盤1A23で融雪冷却され

る。さらに斜め下向き融雪配管1B

に至り融雪稼働を続け融雪冷却還

元液となり、下方の冷却液還元室

を通って地熱収集井戸1A1に還流さ

れる対流稼働を継続して路面融雪

を行う。 

循環ﾊﾟｲ

ﾌﾟ(高熱

交換促

進型) 
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表1.5.1-3 注目特許13件のリスト（2/5） 

No 

被引用特許番号 

出願人 

発明の名称 

出願日 

（対応日本特許） 

被
引
用
回
数 

自
社
特
許
数 

他
社
特
許
数 

引用した特許の 

出願人 
概要 

技術要素

（ｺﾒﾝﾄ）

4 特許3170705 

大成ﾛﾃｯｸ 

路面凍結防止剤ま

たは融雪剤の散布

装置 

1994.09.12 

4 2 2 成和機工(2) 

石黒鋳物製作所、

大成ﾛﾃｯｸ、 

北海道日本油脂 

中島金属工業 

地下ﾀﾝｸ20から散布装置に融雪剤等

を安定供給するため、地下ﾀﾝｸ10か

らﾀﾝｸ20へ溶液を補給する。次にﾀﾝ

ｸ10,20にそれぞれ撹拌ﾉｽﾞﾙ12,25を

設けて融雪剤等の分離や沈殿を防

止すると共に、ﾎﾟﾝﾌﾟ31と散布量調

整弁35で散布ﾉｽﾞﾙ41ａ～41ｎから

の散布量を調整する。次いで凍結

防止用電熱線44を巻着した散布ﾕﾆｯ

ﾄ配管と、ﾉｽﾞﾙを内蔵するｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞ

ﾛｯｸ50ａ～50ｎを路面に敷設する。

そして制御盤ﾕﾆｯﾄ30は、降雪状況ｾ

ﾝｻ71と、外気温度ｾﾝｻ72および路面

温度ｾﾝｻ73の信号を、予め入力され

ている ﾃ ﾞ ｰ ﾀに基

づ い て 解 析 判 断

し 、 散 布 用 電 動

弁 3 2 を 制 御 す

る 。 こ れ に よ

り 、 構 造 が 簡 単

な た め 設 備 費 を

低 減 で き 、 省 力

化 す る こ と が で

きる。 

融 雪 剤

自 動 散

布装置 

5 特開平08-177174 

ﾌｼﾞｸﾗ 

融雪屋根 

1994.12.26 

4 0 4 積水化成品工業 

日本ﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ 

松下精工 

松田金物店 

屋根部材12の裏面に、内部の樹脂

材料中に導電性粉末を分散させた

自己温度制御型ﾋｰﾀを埋め込み、屋

根部材12の裏面側となる上面側に

金属層を、下面側に保温材を充填

した発熱ﾏｯﾄ17を接触敷設する。自

己温度制御型ﾋｰ

ﾀに通電するこ

とにより屋根部

材を加熱して温

調制御を行う。 

屋 根 融

雪 (電 熱

利用) 

6 特開平10-237837 

ｽｶｲｱﾙﾐﾆｳﾑ 

日本ﾍﾞﾛｰ工業 

プラットホームの

融雪床 

1997.02.28 

3 0 3 松下電器産業(3) 金属製網体3をセメント系硬化材中

に埋設した床構造とし、熱媒体2か

らの熱流を金属製網体3を介し横方

向に伝達して１次分散する。さら

に、セメント系硬化体中で２次分

散化が生じ、二つの熱流障壁を経

て伝熱するため、熱流が加熱源か

ら離れた位置にも分散到達し加温

床面積が拡大する。その際、金属

製網体3としては、MnO:0.3～4.3w

t％、MgO:0.05～6.0wt％を含有し

残部がAlと不純物よりなり、粒径

0.01～0.3μｍのAl-Mn系金属間化

合物析出物が分散析出したAl系合

金を用い、表面に陽極酸化被膜を

施す。こうして施工されたプラッ

トホーム融雪床は、遠赤外効果を

併せ持ち、敷設密度の低下と基盤

工 事 の

簡 略 化

を 可 能

と す

る。 

電 熱 /循

環ﾊﾟｲ ﾌ ﾟ

利 用 (遠

赤 外 放

射併用)
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表1.5.1-3 注目特許13件のリスト（3/5） 

No 

被引用特許番号 

出願人 

発明の名称 

出願日 

（対応日本特許） 

被
引
用
回
数 

自
社
特
許
数 

他
社
特
許
数 

引用した特許の 

出願人 
概要 

技術要素

（ｺﾒﾝﾄ）

7 特開平08-260638 

ﾐｻﾜﾎｰﾑ 

太陽電池付屋根 

1995.03.20 

3 0 3 三菱電機(2) 

関西電力、 

きんでん 

屋根に設置される太陽電池パネル

表面の強化ガラス板11の裏面に線

状ヒータ12をジグザグ配列で形成

し、積雪を加熱融解させる。下部

コーナーに積雪センサ26を設け、

積雪に応じて加熱の断続および太

陽電池セル 15の断続を切り替え

る。これにより、積雪状態では自

動的に発電を停止して融雪を行

い、積雪を除去した状態で発電に

復帰する。 

屋 根 融

雪 (太 陽

電 池 付

屋 根 自

動 融 雪 ｼ

ｽﾃﾑ) 

8 特許2640303 

三菱電線工業 

ロードヒーティン

グ装置 

1991.10.25 

3 1 2 帝人(2) 

三菱電線工業 

気 象 台 の 降 雪 確 率 予 報 を コ ン

ピュータに手動入力又は自動入力

し、コンピュータと演算制御器の

間を電話回線により接続する。そ

して降雪確率予報を演算制御器に

入力し、演算制御器において時間

帯ごとに入力された降雪確率予報

を時刻に対して按分して降雪予測

を行い、それを基に予熱運転時の

目標温度を決定する。 

自 動 融

雪 ｼ ｽ ﾃ ﾑ

( 検 知 お

よ び 運

転制御)

9 特許2932171 

人見豪彦、 

小川満和、 

佐分利外志雄 

蓄熱式発熱装置お

よび加熱装置 

1996.06.25 

3 2 1 小川満和(2) 

人見豪彦、 

人見安子、 

佐分利外志雄、 

三信技建 

蓄熱式発熱装置1の蓄熱容器2は円

筒状の金属製又は合成樹脂製パイ

プで内部に蓄熱剤3が封入されてい

る。蓄熱剤は、温度変化により固

液間で相変化し、これにより潜熱

を吸収放出する。蓄熱剤としては

遠赤外線波長を吸収できる電気的

双極子分子構造を有するものが使

用される。蓄熱容器内には放熱板5

を装着した発熱体4が、蓄熱剤と接

触した状態で挿入されている。発

熱体は、蓄熱容器の全長に亘り配

置され、シール体7を介して蓄熱容

器から電源供給用の配線8が引出さ

れている。放熱板外周には、遠赤

外線放射層を薄幕塗装した銅線、

アルミ線等

の放熱金属

線 6 が 巻 回

さ れ て い

る。 

 

 

電 熱 利

用 (蓄 熱

式ﾋｰﾀ) 
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表1.5.1-3 注目特許13件のリスト（4/5） 

No 

被引用特許番号 

出願人 

発明の名称 

出願日 

（対応日本特許） 

被
引
用
回
数 

自
社
特
許
数 

他
社
特
許
数 

引用した特許の 

出願人 
概要 

技術要素

（ｺﾒﾝﾄ）

10 特許3105771 

前田製作所 

凍結防止剤散布 

装置 

1995.10.06 

3 1 2 前田製作所 

ｿﾘﾄﾝ ｺﾑ 

北海道曹達、 

楢崎製作所 

凍結防止剤散布装置1は、散布機本

体2、制御装置3、これを電気的に

接続しるケーブル4で構成される。

散布機本体は、前面に散布口25が

開いており、散布時に点滅する警

報ランプ24を備え、内部には凍結

防止剤を入れたホッパー、散布口2

5から凍結防止剤を散布するための

散布ユニットが搭載される。制御

装置3のセンサ部31には外気温を測

定するセンサ等が搭載され内部に

は装置の制御部が搭載される。装

置は凍結や積雪が予想される道路

の路肩に設置され、手動あるいは

制御装置による自動制御により、

凍結や積雪が予想される時期に凍

結防止剤を散布する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融 雪 剤

自 動 散

布装置 

11 特許2966998 

日本地場産業 

寒冷地向け屋根の

氷結防止方法及び

その装置並びにそ

の方法と装置に使

用する排水流路ま

たは雨樋 

1992.03.31 

3 0 3 出光興産(3) 屋根全域に設けた雪止金具1で屋根

上の降雪を落下不能に支持しつつ

軒先に沿って配設され、屋根に連

接する部分を開放した外気遮断型

排水流路2で屋根上の融雪水を受水

させて排水させ、外気温感知手段3

と排水流路内及び軒先近傍の屋根

部分に装着され感知手段に連係し

た加熱制御手段4とを備える。そし

て融雪水の氷結外気温度を感知手

段が感知した際に加熱制御手段を

作動させて融雪水に自動的に与熱

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋 根 融

雪 (電 熱

利 用 無

落 雪 屋

根融雪)
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表1.5.1-3 注目特許13件のリスト（5/5） 

No 

被引用特許番号 

出願人 

発明の名称 

出願日 

（対応日本特許） 

被
引
用
回
数 

自
社
特
許
数 

他
社
特
許
数 

引用した特許の 

出願人 
概要 

技術要素

（ｺﾒﾝﾄ）

12 特開2001-303510 

日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

ｻｰﾋﾞｽ 

融雪配管洗浄装置 

2000.04.25 

3 3 0 日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

ｻ-ﾋﾞｽ(3) 

洗浄すべき融雪配管22の三方ﾎﾞｰﾙ

弁25,26の一端にﾎｰｽ9,10を接続す

る。水槽3に水を入れ、ﾋｰﾀ4で昇温

して洗浄体回収器1からｾﾗﾐｯｸ洗浄

ﾎﾞｰﾙ11を入れる。洗浄体循環ﾎﾟﾝﾌﾟ

2を起動すると、洗浄ﾎﾞｰﾙはﾎｰｽを

通り融雪配管に送り込まれる。融

雪配管内で洗浄ﾎﾞｰﾙが堆積物を剥

離しながら移動する。剥離された

堆積物と洗浄ﾎﾞｰﾙはﾎｰｽを通り水槽

に入り、多孔ﾊﾟｲﾌﾟ形洗浄通路を通

過する間に堆積物と洗浄ﾎﾞｰﾙに付

着した汚れが多数の孔より水槽下

部へ沈降し、堆積物の再循環が防

止される。 

循環 ﾊ ﾟ ｲ

ﾌﾟ 

13 特許2564222 

富田鉄工所 

温室の融雪装置 

1991.12.27 

3 0 3 山本製作所(2) 

井関農機 

 

連棟構造温室の屋根内側に供給管1

1と支管13を連通して湯を循環させ

る。開閉自在な上部カーテン8,9と

側面カーテン10を張設して栽培空

間周囲に屋根裏空間20と外壁空間2

1を形成する。栽培空間の温度にか

かわらず、屋根裏空間と外壁空間

を任意の高温で暖房でき能率的に

融雪できる。 

屋 根 融

雪 (循 環

ﾊﾟｲﾌ ﾟ利

用) 
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1.5.2 注目特許の関連図 

図1.5.2-1に、被引用回数の最も多い特許2759312（面状発熱体）、図1.5.2-2に次に多

い特許3239035（融雪機能付太陽電池モジュールおよび融雪機能付太陽光発電システム）

の引用関連図を示す。なお、図1.5.2-2中には、No.2の特許3239035（融雪機能付太陽電池

モジュール及び融雪機能付太陽光発電システム）が引用されており、その引用状況も併せ

示している。 

 

図1.5.2-1 特許2759312の引用関連図 

出願年 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 

特許 

2759312 

特開平10

-26286

No.１ 

(発明名称)面状発熱体 

有沢製作所 

ミサワ商会 

大成ロック 

北海道積水ハイム 

パブリックセンター

ミサワ商会 

有沢製作所 

ミサワ商会 

大成ロック 

ミサワ商会 

有沢製作所 

特許 

3195930

特開平10

-32084

ミサワ商会 他

（ 分 割 ） 

特開2000 

-323266 

ユニチカグラスファイバー 

タイガースポリマー 

栗本鉄工所 

タイガースポリマー 

中部電力 

栗本鉄工所 

鐘 紡 

昭和ゴム 

特許 

3165799

特許 

3164551

特開2001

-311265 

タイガースポリマー 他 

栗本鉄工所 他

：二次引用 
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図1.5.2-2 特許3239035の引用関連図 

 

 

 

出願年 1995 1996 1997 1998～ 

特開平10

-284746

特開平10

-273955

特許 

3418781

特許 

3239035 

(発明名称) 

融雪機能付太陽電池モ

ジュール及び融雪機能

付太陽光発電システム 

No.２ 

シャープ 

三菱電機 

特許 

3418531

特開2003 

-27678 

スカイアルミニウム

板鼻 幸作 

江部電気 

関西電力 

きんでん 

：二次引用 



 

２. 主要企業の特許活動 

 

 

 

 

 

 

2.1 フジクラ 

2.2 古河電気工業 

2.3 松下電器産業 

2.4 クボタ 

2.5 三菱電機 

2.6 アイジー技術研究所 

2.7 東日本旅客鉄道 

2.8 加茂 芳秋 

2.9 日立電線 

2.10 三洋電機 

2.11 積水化学工業 

2.12 ボッシュ オートモーティブ システム 

2.13 高橋 敬 

2.14 ヒルコ 

2.15 住友電気工業 

2.16 サンデン 

2.17 浅野金属工業 

2.18 出光興産 

2.19 北越消雪機械工業 

2.20 ニチフ端子工業 

2.21 三菱電線工業 

2.22 洲澤 昭己 

2.23 主要企業以外の特許番号一覧 
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本章では、第１章で取り上げた2,059件の融雪技術に関する特許全件を対象として、表1.

3.2-1に示した累積出願件数15件以上の主要出願企業22社（うち、個人名出願３人）につ

いて、企業別に、企業概要、関連する分野の主要製品、技術開発拠点と研究者、特許から

見た技術開発の特徴分析を行う。 

なお、各節末に示した主要企業ごとの技術要素別課題対応特許リストの中で、概要（必

要な場合は図面を添付）は、各企業が保有する権利存続中の登録特許・実用新案と、係属

中の特許・実用新案の中で被引用回数が２回以上のものを紹介している。また、リスト中

には経過情報や共願先などを併記した。なお、主要企業の中で、松下電器産業とクボタに

関しては、概要掲載に関する上記基準に当てはまる出願が各１件（登録特許）しかなかっ

たため、カラーページには、審査請求中の公開特許（松下電器産業：６件、クボタ：７

件）の中から選択した１件を掲載している。 

さらに、上記主要企業以外の出願人による出願に関しては、権利存続中の登録特許・実

用新案276件を全件概要付きで紹介している。 

全出願数2,059件（うち係属中のもの：1,243件）の中で、主要22社の出願件数は583件

（うち係属中のもの：344件）と全体の28.3％を占め、登録件数も95件（権利存続中のも

の：82件）と全登録件数499件（権利存続中のもの：358件）の19.0％を占めている。主要

企業以外の出願人による出願件数は1,476件（うち係属中のもの：899件）であり、うち 

404件（権利存続中のもの：276件）が登録されている。 

1.3.2で述べたように、融雪技術分野では、毎年200件前後の出願件数に対して、150人

前後の出願人と100人前後の新規出願人が参入しており、他の分野に比べて、その時々の

様々なニーズに対応して開発や商品化を行っている企業群（あるいは個人）が全国に多数

存在していることを示している。 

なお、企業の概要は、アンケート調査をもとに、有価証券報告書とホームページで補完

している。 

 

 

２．主要企業等の特許活動 
 

 融雪技術の全出願件数 2,059 件の内訳をみると、主要 22 社（個人を含む）

の出願件数は 583 件（うち登録件数 95 件）であり、一方、主要 22 社以外の

出願人による出願件数は 1,476 件（うち登録件数 404 件）となっている。 

 融雪技術に関する出願の特徴は、主要企業以外の出願人による出願および

登録件数の比率が高いことにあり、その時々の様々なニーズに対応して開発

や商品化を行っている地場企業や中小企業が全国に多数存在し活動している

ことを示している。 

特許流通 

支援チャート



 152

 

 

 

2.1.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 フジクラ 

本社所在地 〒135-8512 東京都江東区木場1-5-1 

設立年 1910年（明治43年） 

資本金 530億75百万円（2003年3月末） 

従業員数 2,902名（2003年3月末）（連結：23,873名） 

事業内容 電線・ケーブルおよびその付属品の製造・販売・布設工事、通信関連機

器・電子部品の製造・販売 

 

フジクラは電線メーカー大手であり、電線（産業電線・機器電線・巻線・裸線）、ケー

ブル（電力ケーブル・通信ケーブル・光ファイバケーブル）、付属品製造販売及び付帯事

業（電子機材・測定器とその部分品・建材・防食材料・その他各種金属材料の製造販売）

など主力の電線、ケーブルおよびその利用分野を主体にグローバル規模で幅広く事業を展

開している企業である。融雪関連では、送電線への着雪防止用LCスパイラル線、循環パイ

プおよびヒートパイプを利用した融雪システム、PTC特性を有する線状ヒータユニットが

主体であり、送電線事業部、熱事業部、ネットワークシステム事業部やグループ企業の東

北フジクラ、連結子会社の北海道フジクラなどを主体として事業を推進している。開発部

門の主体は材料技術研究所である。 

 

2.1.2 製品例 

表2.1.2に、フジクラの製品例を示す。 

融雪技術に関連した事業としては、主事業の送電線への着雪防止のためのLC融雪スパイ

ラルロッド（商品名：融雪（LC）スパイラル）とそれを送電線に巻きつける自走式巻き付

け機、端止め用ロッドからなる送電線着雪防止装置を1980年代中期から事業化している。

最近の報告によると、当社はさらに、従来のLCスパイラルロッド融雪線材では冬季の低温

下で電流が少ない送電線において融雪に必要な発熱量が十分に得られず適用できない場合

があったため、既存の融雪線材の材料組成などを見直し、特に低温低電流条件下での発熱

量を増大させた高発熱融雪スパイラルを開発したとしている。 

また、当社は1990年代初めに道路融雪用ヒートパイプを実用化し施工実績も多い。さら

に、最近では、可撓性に優れたコルゲート型ヒートパイプで多くの施工実績をあげている。

施工実績の一例として、熱源として灯油温水ボイラを採用した橋梁歩道部を対象とした熱

特性と可撓性に優れたコルゲート型ヒートパイプ融雪設備と、車道部を対象とした舗装厚

の薄い箇所に対応できるコルゲート循環パイプ融雪設備とを組み合わせた橋梁用複合融雪

システムがある。さらに、ボイラ熱源やトンネル湧水、温泉熱源、下水管を流れる下水排

熱を利用したコルゲート型ヒートパイプ融雪設備についても多くの施工実績がある。 

また、自己温度制御型の電気加熱式ヒータ用発熱体（商品名：Ｆヒータ）を1983年に商

2.1 フジクラ
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品化した。本ヒータは自己温度制御機能によりオーバーヒートせず、安全性に優れた発熱

体であり、並列回路を形成し自由な長さに切断可能で重ね巻きもできる仕様となっており、

融雪用をはじめさまざまな用途に活用されてきている。 

 

表2.1.2 フジクラの製品例 

商品名 構成機器・型式 備考 

融雪(LC)ｽﾊﾟｲﾗﾙ ・ACSR160-1520用LCRなど  

Fﾋｰﾀ ・LV､HVｼﾘｰｽﾞ  

ｺﾙｹﾞｰﾄ型融雪ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ ・型式詳細不明  

（出典：フジクラHP：http://www.fujikura.co.jp） 

 

2.1.3 技術開発拠点と研究者 

図2.1.3に、融雪技術に関するフジクラの出願件数と発明者数の推移を示す。出願件数

は減少の一途をたどっており、2000年以降はわずか１件の出願しかない。発明者数も減少

の傾向を示しており、フジクラにおける融雪技術関連の開発は一段落し、開発要員を他事

業に振り向けている状況がうかがえる（例えば、ヒートパイプについてはパソコン用ヒー

トシンクの商品化を最近行っているなど）。 

1994年は道路融雪用コルゲート型ヒートパイプ関連の出願が10件中の８件、1998年は熱

伝導率制御型ヒートパイプ関連の出願が４件中３件を占めており、融雪システムの開発や

改良に際しては、その時々に相応の開発要員を投じられる開発体制は整備されているよう

である。 

 

図2.1.3 フジクラの出願件数と発明者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪技術の開発拠点 

材料技術研究所 ：〒135-8512 東京都江東区木場1-5-1 

北海道フジクラ ：〒066-0051 北海道千歳市泉沢 千歳臨空工業団地内  

東北フジクラ ：〒010-1415 秋田県秋田市御所野湯本5-1-2 

本社送電線事業部、熱事業部 ：〒135-8512 東京都江東区木場1-5-1 
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2.1.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.1.4に、融雪技術について1991年以降にフジクラが出願した全件数72件について課

題と解決手段の分布を示す。 

融雪効率の向上、熱利用率の向上、さらには運転コストの低減や維持管理コストの低減

のための埋設型散水／循環融雪器本体に関する出願が56件と主体を占めているが、着氷雪

防止のための電熱ヒータの改良や雪氷付着防止剤の改良に関する出願もそれなりの出願数

を占めている。 

フジクラによるヒートパイプ利用融雪に関する出願57件のうち、融雪性能の向上に関す

る出願が30件であり、次いで、経済性の向上に関する出願21件と続いている。 

表2.1.4にフジクラの融雪技術に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

 

図2.1.4 フジクラの融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.1.4 フジクラの技術要素別課題対応特許（1/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開2000-268635 

99.03.19 

H01B5/08 

着雪防止型架空電線およびその線路 

 

 

 

化
学
的
融
雪 

着雪氷防止 

性能の向上 

融雪剤、雪氷付

着防止剤の改良 

特開2000-268637 

99.03.19 

H01B5/10 

着雪防止型架空電線およびその線路 

 

 

 

熱利用率の 

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平11-041768 

97.07.11 

H02G7/16 

磁性発熱複合線 

 

 

 

特開平8-182166 

94.07.08 

H02G7/16 

東京電力 

架空送電線のギャロッピング防止方法 

特開2000-184567 

98.12.18 

H02G7/16 

架空送電線用の融雪スパイラルロッド 

 

 

 

特開2003-134651 

01.10.23 

H02G7/16 

東京電力 

送電線用融雪線の固定構造 

着雪氷防止 

性能の向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平9-009473 

（ 取下 ） 

95.06.14 

H02G7/14 

東京電力 

架空裸電線のギャロッピング防止方法 

特許3050505 

95.03.20 

H05B3/14 

自己温度制御型ヒータ線の結線方法 

自己温度制御型ﾋｰﾀ線10とﾋｰﾀ線10に電源を印加

するための電源ｹｰﾌﾞﾙ12との結線方法において、

複数のﾋｰﾀ線10、10･･･をほぼ平行に配列し、各

ﾋｰﾀ線10、10･･･の端部電極14a、14a･･･同士を電

源ｹｰﾌﾞﾙ12で接続する。そして、ﾋｰﾀ線10と電源

ｹｰﾌﾞﾙ12とを接続した部分26を、ｲﾝｼﾞｪｸｼｮﾝﾓｰﾙﾄﾞ

絶縁体28で覆い、接続部分26がｲﾝｼﾞｪｸｼｮﾝﾓｰﾙﾄﾞ

絶縁体28で覆われた後の自己温度制御型ﾋｰﾀ線10

を施工に用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電
熱
利
用
融
雪 

設備的対応に

よる安全性の

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平10-154574 

96.11.21 

H05B3/20,384 

面状発熱体 
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表2.1.4 フジクラの技術要素別課題対応特許（2/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

処理速度の 

向上 

融雪機の改良 特開平10-018260 

96.07.01 

E01H5/10 

融雪槽一体型路面融雪装置 

融雪効率の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特許3017596 

92.03.16 

F24D3/10 

温水循環パイプ式加熱装置 

並んだ状態で180°づつ向きを変えて蛇行する２

本の平行な埋設型温水循環パイプを用いた温水

循環パイプ式加熱装置において、２本の温水循

環パイプ内にそれぞれ反対向きに温水を流すと

ともに、隣接した相異なる温水循環パイプの蛇

管間の間隔をすべて同一とし、かつ隣接する同

一の温水循環パイプの蛇管間の間隔を、それら

の蛇管の平均温水温度の平均値が、他方側の温

水循環パイプ内の全体の温水の平均温度より高

い場合は前記

間隔より大き

くし、かつ低

い場合は前記

間隔より小さ

くしたことを

特徴とする温

水循環パイプ

式加熱装置。 

熱利用率の向

上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

実用新案2572416 

92.02.12 

E01C11/26 

温水流通式融雪システム 

路面下に布設した管路に温水を流通させて、路

面の融雪および凍結防止を行う温水流通式融雪ｼ

ｽﾃﾑにおいて、管路が、大径部外径に対する肉厚

の割合が0.05以下

で、かつその大径部

のﾋﾟｯﾁと大径部半径

と小径部半径の差と

の割合が0.5以下で

あるｽﾃﾝﾚｽｽﾁｰﾙ製ｺﾙ

ｹﾞｰﾄ管で形成され

る。 

循
環
パ
イ
プ
融
雪 

運転コストの

低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平9-158147 

（ 取下 ） 

95.12.13 

E01H5/10 

融雪用ボイラシステム 

処理速度の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開2000-129619 

98.10.21 

E01C11/26 

[ 被引用1回 ] 

ヒートパイプ式道路融雪装置 
ヒ
ー
ト
パ
イ
プ
融
雪 

融雪効率の向

上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

実用新案2582914 

92.12.25 

E01B7/24 

鉄道レールのポイント部用ヒートパイプ式 

融雪システム 

第1と第2の固定ﾚｰﾙのうちいずれかの固定ﾚｰﾙを

通電されて発熱する熱源ﾚｰﾙとし、一端部が発熱

ﾚｰﾙに熱授受可能に連結されかつ他方の端部がﾚｰ

ﾙのうち被融雪箇所の下部に配置された1本もし

くは直列接続した2本以上のﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟが設けるこ

とにより、

通電発熱ﾚｰﾙ

を有効に利

用した広範

囲融雪が可

能となる。 
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表2.1.4 フジクラの技術要素別課題対応特許（3/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

トータルシステ

ムの改良 

特開平9-189006 

（ 取下 ） 

96.01.11 

E01C11/26 

ヒ－トパイプ式融雪装置 

実用新案2544891 

91.04.26 

E01H5/10 

ヒートパイプ式融雪装置 

側溝内に立上堰

と垂下堰とを設

けて、上層の高

温の温水が底面

付近を流れるよ

うにして、側溝

の底部に配設さ

れた蒸発部によ

る採熱効率を向

上させる。 

実用新案2528622 

91.05.21 

E01C11/26 

ヒートパイプ式道路融雪装置 

車道融雪装置のﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟと歩道融雪装置のﾋｰﾄﾊﾟ

ｲﾌﾟの各蒸発部を、同一の側溝内の底部に、車道

融雪装置側の蒸発部が上段で歩道融雪装置側の

蒸発部が下段となるように上下二段に配設し、

熱源となる温水を流す側溝を単一化し、かつ車

道と歩道

とのそれ

ぞれの融

雪に必要

な熱量に

応じた熱

分配を可

能とす

る。 

特開平6-272208 

（ 取下 ） 

93.03.22 

E01C11/26 

ループ型ヒートパイプ式融雪装置 

実開平7-008426 

（ 取下 ） 

93.06.30 

E01H5/10 

[ 被引用1回 ] 

立体駐車装置の床板部材の融雪構造 

特開平8-134862 

（ 取下 ） 

94.11.04 

E01H5/10 

堆肥を熱源としたヒートパイプ式融雪装置 

ヒ
ー
ト
パ
イ
プ
融
雪 

融雪効率の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特許2886110 

95.04.19 

E01C11/26 

国土交通省 

北陸地方建設局長

興和 

ヒートパイプ式融雪装置 

密閉金属管からなるｺﾝﾃﾅ2の内部に真空脱気した

状態で作動流体7を封入

したﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ1の蒸発部

4が、高温の地熱流体3

側に延ばして配設され

る。ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ1の凝縮部

5が地表面6の直下で、

その地表面6とほぼ平行

に埋設される。ﾋｰﾄﾊﾟｲ

ﾌﾟ1の蒸発部4と凝縮部5

との中間部分には、ｺﾝﾃ

ﾅ2の内部における作動

流体7の流動を選択的に

遮断する弁8を設置。 
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表2.1.4 フジクラの技術要素別課題対応特許（4/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平9-316811 

96.06.03 

E01C11/26 

道路融雪システム 

実用新案2555548 

91.07.31 

E04H9/16 

放熱特性に優れた板状構造材 

放熱板の一方の面に熱輸送用のﾊﾟｲﾌﾟを固定する

とともに、そのﾊﾟｲﾌﾟを包み込んだ伝熱板を放熱

板の一方の面に面接触させる。 

 

 

 

 

 

 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

実開平6-060601 

（ 取下 ） 

93.02.05 

E01B19/00 

線路用ヒートパイプパネル式融雪装置 

融雪効率の 

向上 

現地施工法の 

改良 

実開平5-022607 

（ 取下 ） 

91.08.30 

E01C11/26 

 

ヒートパイプ式道路融雪装置 

実用新案2562484 

91.05.28 

E01C11/26 

[ 被引用1回 ] 

地熱を利用した融雪システム 

地中高温熱源と蓄熱

部との間に採熱用ﾙｰ

ﾌﾟ型ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟを配置

し、また蓄熱部と路

面の直下との間にﾙｰ

ﾌﾟ型ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟなどか

らなる放熱装置を設

け、その放熱装置に

は熱輸送の実行およ

び停止を制御する開

閉弁を設けることに

より、小型化および

低ｺｽﾄ化を図る。 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

実用新案2526282 

91.07.24 

F24J2/00 

[ 被引用1回 ] 

太陽熱蓄熱型融雪システム 

ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの凝縮部のうち蒸発部に近い下部側の

第2区間を蓄熱部に、凝縮部のうち蒸発部から遠

い上部側の第3区間を放熱部に配設し、ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ

の第1区間と第2区間との境付近と、第2区間と第

3区間との境付近とにそ

れぞれ開閉ﾊﾞﾙﾌﾞを備

え、第2区間の下端側に

作動液の液溜部を備えた

融雪ｼｽﾃﾑ。 

ヒ
ー
ト
パ
イ
プ
融
雪 

熱利用率の 

向上 

 

トータルシステ

ムの改良 

特許2689400 

92.03.25 

E01C11/26 

太陽熱蓄熱型路面融雪装置 

傾斜面に照射され

た太陽熱を熱ﾀﾞｲｵｰ

ﾄﾞ型ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟを介

して傾斜面内の蓄

熱槽に蓄えるとと

もに、積雪時にこ

の熱を温水循環路

を介して路面下側

に供給することに

よりｺｽﾄ低減を図る。 
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表2.1.4 フジクラの技術要素別課題対応特許（5/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平6-081307 

（ 取下 ） 

92.09.02 

E01C11/26 

ヒートパイプ式道路融雪装置 

特開平6-136714 

（ 取下 ） 

92.10.27 

E01C11/26 

[ 被引用2回 ] 

下水熱利用融雪装置 

実開平6-040008 

（ 取下 ） 

92.10.27 

E01C11/26 

ヒートパイプ式融雪装置 

実用新案2603301 

93.03.22 

F28D15/02 

トンネル内路面凍結防止装置 

ﾄﾝﾈﾙ内路面下に湧水流

下用の暗渠を設け暗渠

内を流れる湧水中に蒸

発部を浸漬したﾋｰﾄﾊﾟｲ

ﾌﾟの凝縮部をﾄﾝﾈﾙ内路

面の直下に配設。 

特開平7-286760 

94.04.15 

F24J3/08 

工業技術院長 

ヒートパイプ式地熱抽出装置 

特開平8-005162 

（ 取下 ） 

94.06.17 

F24J3/08 

地熱抽出装置 

特許2602803 

95.04.19 

F28D15/02 

工業技術院長 

ヒートパイプ式地熱抽出装置のヒートパイプ 

布設方法 

地中下方に向けて形成

された堀削孔の内部に

地熱抽出用ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの

蒸発部を挿入するにあ

たり、堀削孔に水密性

ｹｰｼﾝｸﾞ管を嵌め込み、

その内部にﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟに

浮力を作用させる浮力

発生媒体を注入した状

態で、ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟをｹｰｼﾝ

ｸﾞ管に吊下げて挿入す

る。 

特開平9-273106 

96.04.03 

E01C11/26 

ヒートパイプ式道路融雪装置用排水流路部材 

特開平11-081218 

97.09.02 

E01C11/26 

ヒートパイプ式道路融雪装置 

熱利用率の 

向上 

 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平11-350411 

98.06.09 

E01C11/26 

地熱および補助熱源を利用したヒートパイプ式 

道路融雪装置 

ヒ
ー
ト
パ
イ
プ
融
雪 

蓄熱性能の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

実用新案2523034 

（権利消滅） 

91.03.25 

E01C11/26 

電力蓄熱型融雪システム 
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表2.1.4 フジクラの技術要素別課題対応特許（6/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

実用新案2514425 

91.04.26 

F28D20/00 

土壌蓄熱部の構造 

土壌中にﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟを、

その一端側を温水循環

ﾊﾟｲﾌﾟの下流側に、その

他端側を上流側に配置

して設け、土壌蓄熱部

内を均熱状態に維持

し、かつ、温水循環ﾊﾟｲ

ﾌﾟによる採熱効率を向

上させる。 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

実用新案2599516 

93.11.08 

F24J3/08 

地熱熱源ヒートパイプ式融雪装置 

ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの蒸発

部が熱源となる

地中に埋設さ

れ、かつ凝縮部

が地表直下に配

置された地熱熱

源ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ式融

雪装置におい

て、ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの

うち凝縮部側の

部分に、液相作動流体を一時的に貯溜する液溜

部を形成するとともに、その液溜部に溜められ

た液相作動流体を蒸発部に選択的に供給する流

量調節手段を備え、積雪あるいは降雪状況に応

じた融雪能力調整可能とし地中蓄熱量の過度な

減衰を防止する。 

蓄熱性能の 

向上 

トータルシステ

ムの改良 

実用新案2529771 

91.04.26 

F28D1/502 

熱集積装置 

集熱用ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの蒸発

部が、受熱部に配設さ

れるｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ内にﾋｰ

ﾄﾊﾟｲﾌﾟの凝縮部側より

低くなるように埋設さ

れるとともに、凝縮部

と蒸発部との中間部で

蒸発部に隣接した部分

の外周に、この部分と

熱交換可能に潜熱蓄熱

材を設け、効率良く集

熱して無駄なく蓄熱させる。 

特開平6-257107 

（ 取下 ） 

93.03.03 

E01C11/26 

[ 被引用1回 ] 

ヒートパイプ式道路融雪装置の施工方法 

ヒ
ー
ト
パ
イ
プ
融
雪 

施工性の向上 埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

実用新案2589594 

93.03.22 

F28D15/02 

コルゲート管ヒートパイプ式融雪装置 

ｺﾙｹﾞｰﾄ管ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの

蒸発部側を温水管内

に水密にｼｰﾙして挿

入し凝縮部側を融雪

する部分に配設した

ｺﾙｹﾞｰﾄ管ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ式

融雪装置において、 

ｺﾙｹﾞｰﾄ管ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの蒸発部側で、温水管との間

を水密にｼｰﾙする部分を直管状に形成し、温水管

とこれに挿入されたﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟとの間のｼｰﾙ作業の

容易化と高ｼｰﾙ性能が確保する。 
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表2.1.4 フジクラの技術要素別課題対応特許（7/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

実開平7-034007 

（ 取下 ） 

93.11.25 

E01F5/00 

ヒートパイプ式道路融雪装置用排水流路部材 施工性の向上 埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特許2572739 

94.04.15 

F28D15/02 

工業技術院長 

ヒートパイプの吊下げ構造 

ﾜｲﾔを網目状に編んだ外装体に

ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの下端部を挿入し、外

装体上端部を固定し、外装体を

軸方向へ引張って外装体を縮径

してﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ外側に密着させる

様にして、吊下げ時の伸びを防

止する。 

実用新案2558876 

92.03.16 

E01C11/26 

ヒートパイプ式融雪装置 

歩道と車道との境界部下方に埋設され、歩道と

車道との長手方向に向かって配設される1本の温

水ﾍｯﾀﾞｰと、温水ﾍｯﾀﾞｰを貫通して車道と歩道と

の幅方向両路面下

に連続して延びる

長尺のﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟと

を有することによ

り、低ｺｽﾄ化と施

工工期の短縮化を

図る。 

実用新案2558877 

92.03.19 

E01C11/26 

ヒートパイプ式融雪ユニットパネル 

互いにほぼ平行に配列した複数本のﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟと

これらのﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの一端部側に配置されかつ各

ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの一端部を

熱授受可能に接続し

た温水管とが、ｺﾝｸ

ﾘｰﾄ板に埋設される

とともに、その温水

管の接続用端部が、

ｺﾝｸﾘｰﾄ板の予め定め

られた箇所に突出し

て設けられる。 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平8-027716 

（ 取下 ） 

94.07.15 

E01C11/26 

融雪ユニットパネルおよびその融雪ユニット 

パネルを使用した融雪構造 

実開平7-004501 

（ 取下 ） 

93.06.25 

E01B19/00 

鉄道線路用融雪装置 埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平8-184019 

94.12.27 

E01H8/08 

東日本旅客鉄道 

日本軌道工業 

踏切における融雪装置 

製造・組立・

施工コストの

低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平7-224411 

（ 取下 ） 

94.02.14 

E01H5/10 

橋梁部用ヒートパイプ式融雪装置 

ヒ
ー
ト
パ
イ
プ
融
雪 

運転コストの

低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平11-193505 

97.12.29 

E01C11/26 

[ 被引用1回 ] 

風力を利用したヒートパイプ式融雪設備 
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表2.1.4 フジクラの技術要素別課題対応特許（8/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

実用新案2544896 

91.07.31 

E01H5/10 

ヒートパイプ式融雪装置 

雪を投入する融雪槽に隣

接して廃水受水槽を設

け、ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの一端部を

融雪槽側に配置し、かつ

その他端部を廃水受水槽

側に配置。 

実用新案2541974 

92.03.16 

E01C11/26 

ヒートパイプ式融雪装置 

複数本のﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの一端部が側溝内に上下方向

に所定の間隔をあけて複数段に配置され、ﾋｰﾄﾊﾟ

ｲﾌﾟの一端部間に流路が形成され、さらに各ﾋｰﾄ

ﾊﾟｲﾌﾟの他端部が路面

直下に埋設されて、

側溝内の熱源水の熱

を充分に利用し路面

上の融雪を効果的に

行う。 

実開平6-040007 

（ 取下 ） 

92.10.27 

E01C11/26 

ヒートパイプ式融雪装置 

実開平7-023162 

（ 取下 ） 

93.10.08 

E04H17/14,102 

柵の融雪構造 

特開平8-109607 

（ 取下 ） 

94.10.13 

E01C11/26 

未利用熱源使用融雪システム 

特開平9-088005 

（ 取下 ） 

95.09.26 

E01C11/26 

熱媒体循環式路面融雪装置の布設方法 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平10-147906 

96.11.18 

E01C11/26 

ヒートパイプ式融雪装置 

運転コストの

低減 

現地施工法の 

改良 

実用新案2589608 

93.12.03 

F28D15/06 

受熱・放熱箇所切換式ヒートパイプ 

ｺﾝﾃﾅの両端部あるいは少なくとも一端部に、そ

の内壁と密着するとともに断面が円弧状でかつ

断熱性に優れる材料からなる遮蔽板を内壁面に

沿って回動自在に

設置し、遮蔽板を

回動させる駆動手

段が設け、ｺﾝﾃﾅ周

方向における受熱

および放熱箇所を

適時に切換える。 

ヒ
ー
ト
パ
イ
プ
融
雪 

維持管理コス

トの低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

実用新案2561637 

91.04.19 

E01C11/26 

[ 被引用2回 ] 

ヒートパイプ式道路融雪装置 

融雪装置は、熱源流

体が供給されるﾍｯﾀﾞ

を路側の歩道部分に

配置して、車道部分

にはﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの凝縮

部だけを配設するこ

とにより、大きな荷

重や振動に対する耐

久性の向上を図る。 
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表2.1.4 フジクラの技術要素別課題対応特許（9/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

実用新案2523035 

91.04.19 

E01C11/26 

ヒートパイプ式融雪装置 

温泉廃湯が流れる側溝内の底面上にﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの

蒸発部を配設し、その上に鉄筋または鉄網を載

置してﾓﾙﾀﾙまたはｺﾝｸ

ﾘｰﾄを打設することに

より、流路内への蒸

発部の突出による温

水の流通不良を防止

する。 

実用新案2528624 

（権利消滅） 

91.07.09 

E01C11/26 

ヒートパイプ式道路融雪装置 

 

実用新案2539299 

91.07.31 

E01B19/00 

[ 被引用1回 ] 

リニアモータカー用軌道構造 

特に融雪機能を備えたﾘﾆ

ｱﾓｰﾀｶｰ用軌道構造に関

し、熱伝達用のﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ

をｺﾝｸﾘｰﾄ内に縦横に埋設

し、ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟに熱を与え

る熱源流体流路を設置。 

特開平6-081308 

（ 取下 ） 

92.09.02 

E01C11/26 

温排水利用型ヒートパイプ式融雪装置 

実用新案2606926 

93.12.27 

E01H5/10 

腐食性の温水を熱源とするヒートパイプ式 

融雪装置 

熱源となる温水を流下させる合成樹脂製の親管

と、この親管より小径で、かつ親管の側面から

分岐して列設された複数の枝管とを備え、ﾋｰﾄﾊﾟ

ｲﾌﾟの蒸発部がこの枝管の端部から液密に挿入さ

れて内部に遊挿されるとともにその先端側が親

管内に達するように配設され、さらにこの蒸発

部の外周に合成樹

脂被覆を施すこと

により、温泉水な

どの腐食作用の強

い温水を熱源とし

て利用可能とな

る。 

維持管理コス

トの低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

実用新案2591303 

93.12.28 

E01C11/26 

橋梁部用ヒートパイプ式融雪装置 

熱供給手段を橋梁部の下面側に配設し、路面直

下に凝縮部を埋設したﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの蒸発部を橋梁

部の下面側へ延出させるとともにこの橋梁部の

下面側に配

設された熱

供給手段と

係合するよ

うに配設

し、装置の

保守点検が

容易とする。 

ヒ
ー
ト
パ
イ
プ
融
雪 

運転精度の向

上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開2000-146473 

98.11.02 

F28D15/06 

東日本旅客鉄道 

電気化学工業 

日電工業 

無電源測温式熱移動制御ヒートパイプ 
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表2.1.4 フジクラの技術要素別課題対応特許（10/10） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

ヒ
ー
ト
パ
イ
プ
融
雪 

設備的対応に

よる安全性の

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

実開平6-040015 

（ 取下 ） 

92.10.27 

E01F9/00 

融雪機能付き交通信号機 

 

 

 

 

 

 

屋
根
融
雪 

熱利用率の 

向上 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開平8-177174 

94.12.26 

E04D13/00 

[ 被引用4回 ] 

融雪屋根 

屋根部材の裏面に発熱ﾏｯﾄを敷設し、接触面に発

熱ﾏｯﾄの金属層を配して反対側には保温材を配置

することにより、温調制御が容易で安全性が高

く、融雪効果の確保と低ｺｽﾄを図る。 
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2.2.1 企業の概要 

 

商号 古河電気工業 株式会社 

本社所在地 〒100-8322 東京都千代田区丸の内2-6-1 

設立年 1896年（明治29年） 

資本金 592億33百万円（2003年3月末） 

従業員数 7,889名（2003年3月末）（連結：25,781名） 

事業内容 電線・ケーブル、伸銅品、アルミニウム・アルミ合金製品、電子部品など

の製造・販売および送電線、ケーブル、通信基地などの布設工事、他 

 

古河電気工業は電線、光通信機器、アルミ圧延品の大手メーカーであり、電線・ケーブ

ル部門、工事・機器電材部門、熱システム製品の製造販売、伸銅品部門、軽金属品部門、

情報機器・電子部品部門、プラスチック品部門などで幅広い製品展開・販売を行っている

企業である。融雪技術関連では、ロードヒーティングやルーフヒーティング分野で全国各

地に豊富な施工実績を持つ企業である。 

 

2.2.2 製品例 

表2.2.2 古河電気工業の製品例 

商品名 構成機器・型式 備考 

ｴｺﾉﾋｰﾄ ﾛｰﾄﾞﾋｰﾃｨﾝｸﾞ 

ｼｽﾃﾑ 

 

・ﾋｰﾃｨﾝｸﾞｹｰﾌﾞﾙ 

（8.9Φ:C-5B-OP,C-15K-OP,C49G-OP 

・発熱ユニット:C-5B,C-15K,C-49G 

・制御ｼｽﾃﾑ：FRC-H3など（2,3,4要素制御方式） 

線 状 発 熱 体 を ﾕ

ﾆ ｯ ﾄ化し敷設性

を向上した製品 

RCSﾋｰﾀ、RTﾋｰﾀ ・屋根用電熱ﾋｰﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 

・発熱体：ｼｰﾄﾀｲﾌﾟ 

（RCSﾋｰﾀ：RCS-200-l,RCS-160-l,HVCTFK2X1.25など） 

・発熱体：ﾃｰﾌﾟﾀｲﾌﾟ（RTﾋｰﾀ：RT-30HV-2,RT-30HV-2SJなど） 

 

段付屋根用 

 

軒先用 

 

表2.2.2に、古河電気工業の製品例を示す。 

古河電気工業は、銅ニッケル合金系ヒータを使用したロードヒーティングで多くの施工

実績がある。地中に埋設したヒーティングケーブルで、道路を暖め融雪するシステムであ

り、施工が簡単なので、車道、歩道、歩道橋などさまざまな場所に施工可能なシステムで

ある。本システムは、降雪、外気温、路面の温度・水分を自動検知することできめ細かな

運転制御を実現している。古河電気工業は、ロードヒーティング分野ではパイオニアであ

り、気象条件や敷設条件の異なる全国各地に豊富な施工実績を持っている。 

また、屋根用電熱融雪器として、金属屋根材の下に敷設する面状のRCSヒータおよび屋

根軒先野地板先端部に敷設するテープ状のRTヒータを商品化している。 

また、当社は、1,100kV UHV架空送電線で、新型の配電用低風圧絶縁電線を開発した。

開発された低風圧絶縁電線は、電線の外周が凸形状であり、難着雪効果もあることが確認

され、積雪地域においても適用が可能としている。 

2.2 古河電気工業 
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また、古河電気工業では、平成５年から太陽光発電事業をスタートさせており、シャー

プおよび石川県工業試験場と共同で日本初の融雪機能付200kW太陽光発電システムなどを

建設した。 

本システムは、石川県工業試験場内既設建築物の屋根に200kW太陽光発電システムを設

置されており、太陽電池を融雪媒体とする「融雪機能付きシステム構成（容量：60.48k

W）」を導入した。この融雪モジュールで200kWモジュール全面の積雪をとり除いている。 

降雪時は、10kWの６エリアを自動運転により双方向インバータで逆電力を送り太陽電池

モジュールを発熱させて融雪する。システムには、モジュール内蔵温度センサーをはじめ

各種センサーを装備しており、モジュール温度やインバータの出入力電圧・電流値など一

定時間毎のデータ自動計測が可能となっている。 

（出典：古河電気工業HP：http://www.furukawa.co.jp/） 

 

2.2.3 技術開発拠点と研究者 

図2.2.3に、融雪技術に関する古河電気工業の出願件数と発明者数の推移を示す。 

出願件数は漸減傾向にあり、特に1999年以降は殆ど出願されていない。発明者数も1998

年まではほぼ横ばいであったが、1999年以降は減少している。 

 

 

図2.2.3 古河電気工業の出願件数と発明者数の推移 
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2.2.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.2.4に、融雪技術について1991年以降に古河電気工業が出願した全件数43件につい

て課題と解決手段の分布を示す。 

熱利用率の向上のための電熱ヒータ関連出願13件であり、その大半は架線用LCスパイラ

ルロッドに関する出願である。また、架線への着雪氷防止性能向上のための着氷付着防止

剤中、特に撥水性テープに関する出願が多い（６件）。ロードヒーティング関連では、検

知・運転制御精度の向上のための路面水分検知センサとそれらを利用した融雪運転制御の

改良に関する出願が多い（８件）。 

表2.2.4に、古河電気工業の融雪技術に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

 

図2.2.4 古河電気工業の融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.2.4 古河電気工業の技術要素別課題対応特許（1/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

実開平5-048136 

（ 取下 ） 

91.11.28 

H01B17/04 

着雪防止碍子連装置 

実開平6-056394 

93.01.19 

E04H9/16 

東京電力 

[ 被引用1回 ] 

着氷雪防止板 

実開平6-087903 

（ 取下 ） 

93.05.26 

G02B6/00,351 

巻付け型光ファイバ複合架空地線 

実開平7-014025 

（ 取下 ） 

93.08.12 

E04H9/16 

着氷雪防止板 

特開2003-025511 

01.07.19 

B32B27/00,101 

日本ペイント 

撥水性テープ 

 

 

化
学
的
融
雪 

着雪氷防止性

能の向上 

融雪剤、雪氷付

着防止剤の改良 

特開2003-141938 

01.08.20 

Ｈ01Ｂ7/28 

架空電線用難着雪テープ及び難着雪電線 

電熱ヒータの 

改良 

特開平8-060609 

94.08.19 

E01C11/26 

北海道電力 

道路融雪設備 

現地施工法の 

改良 

特開平5-331804 

（ 取下 ） 

92.05.28 

E01C11/26 

ロードヒーティングの施工方法 

融雪効率の 

向上 

ダイナミック 

運転制御の改良 

特開平9-256313 

96.03.19 

E01C11/26 

道路融雪設備およびその運転方法 

 

 

 

特許2978000 

92.05.23 

H02G7/14 

多導体送電線のギャロッピング防止方法 

ﾙｰｽﾞｽﾍﾟｰｻのﾙｰｽﾞ把持部が把持する側の導体に、

難着雪装置を取付けることにより、ｷﾞｬﾛｯﾋﾟﾝｸﾞを

防止する。 

 

 

 

 

 

特開平6-070434 

（ 取下 ） 

92.08.10 

H02G7/16 

架空電線などの融雪方法 

特開平6-086437 

（ 取下 ） 

92.09.03 

H02G7/16 

[ 被引用1回 ] 

融雪電線 

電
熱
利
用
融
雪 

熱利用率の 

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平7-203625 

94.01.06 

H02G7/16 

送電線の融雪特性の向上方法および融雪用線材の

製造方法 
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表2.2.4 古河電気工業の技術要素別課題対応特許（2/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許2779317 

94.06.24 

H02G7/16 

融雪電線 

架空電線に磁性線材を螺旋状に巻付けたもので、

螺旋状に巻付けた磁性線材の間隙にｱﾙﾐ線材のｽ

ﾍﾟｰｻｰを介在させて金車通過時の磁性線材のずれ

を防止し、磁性線材に低磁界における渦電流発熱

の大きい磁性線材を用いて融雪効果を高め、磁性

線材の高磁界に

おける過度の発

熱を、磁性線材

をｽﾍﾟｰｻｰより突

出させて巻付け

てそのﾌｨﾝ冷却

効果により抑

え、磁性線材に

Al材層を被覆し

て架空電線との電食を防止する。 

特許3063023 

95.02.28 

H01B5/08 

[ 被引用1回 ] 

融雪電線 

架空電線の外周に磁性線

が螺旋状に巻付けられた

融雪電線であり、磁性線

が、10Oeの磁界下で磁歪

が正のとき引張応力が残

留し、10Oeの磁界下で磁

歪が負のとき圧縮応力が

残留するように巻付けら

れている。これにより,

低潮流時における磁性線

の発熱量が大きい為その

巻付量を低減できて融雪

電線が軽量となり架線費

用が節減される。磁性線

の表面にAl又はZnなどを

被覆することにより電食が防止される。 

特開平9-035533 

95.07.25 

H01B5/08 

[ 被引用1回 ] 

融雪電線及びその製造方法 

特開平9-074655 

（ 取下 ） 

95.09.05 

H02G7/16 

融雪電線及びその製造方法 

特開平9-298816 

96.05.02 

H02G1/02,305 

スパイラルロッドの巻き付け方法 

電
熱
利
用
融
雪 

熱利用率の 

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特許3428843 

97.01.10 

H02G7/16 

中部電力 

融雪電線 

磁性線を特定成分で構成

し表面に特定厚さのAl,Al

合金、Zn又はZn合金を被

覆することにより、磁力

線の巻付量を低減し電食

を生じないようにする。 
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表2.2.4 古河電気工業の技術要素別課題対応特許（3/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平9-256104 

97.01.14 

C22C38/00,301 

中部電力 

融雪電線及びその製造方法 

特開平11-289645 

98.04.02 

H02G7/16 

アルミ層被覆磁性線およびその製造方法 

熱利用率の 

向上 

電熱ヒータの改

良 

特開平11-346427 

98.06.03 

H02G7/16 

中部電力 

融雪電線 

 

電熱ヒータの 

改良 

特開平6-086436 

（ 取下 ） 

92.09.03 

H02G7/16 

[ 被引用1回 ] 

融雪電線 着雪氷防止 

性能の向上 

電熱ヒータの改

良 

特許3307469 

93.06.30 

H02G7/16 

架空送電線の融雪装置 

送電線に巻付ける融雪

線の低ｷｭｰﾘｰ点磁性線

材に設けたｱﾙﾐ、亜鉛

などの1次防食被覆層

上に、弗素樹脂、ｼﾘｺﾝ

樹脂などの高耐熱性、

高撥水性樹脂の2次防

食被覆層を設置。 

製造・組立 

効率の改善 

電熱ヒータの 

改良 

特開平8-124429 

94.10.19 

H01B7/28 

融氷雪電線 

 

実開平6-029322 

（ 取下 ） 

92.09.03 

H02G1/02 

多導体送電線の融雪線材巻付用拡張スペーサ 

特許3276733 

93.08.23 

H02G7/16 

ギャップ型電線への線材巻付け方法 

ｷﾞｬｯﾌﾟ型電線のｷﾞｬｯﾌﾟの外側の撚線層の断面形状

を保持し、回転を抑止した状態で線材の巻付けを

行えるようにして、ｷﾞｬｯﾌﾟの外側の撚線層に素線

の飛び出しなどの形崩れが生じることをなくし,

ｷﾞｬｯﾌﾟ型電線を損傷させることなく、効率よく、

線材の巻付けを行えるようにする。 

電熱ヒータの 

改良 

特開2000-059964 

（ 取下 ） 

98.08.12 

H02G7/00,301 

線材の端止め具並びに線材の端部固定方法 

施工性の向上 

現地施工法の 

改良 

特開平9-078516 

（ 取下 ） 

95.09.09 

E01C11/26 

融雪道路 

電
熱
利
用
融
雪 

運転コストの

低減 

電熱ヒータの 

改良 

特開平8-196022 

（ 取下 ） 

95.01.13 

H02G7/16 

融雪電線 
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表2.2.4 古河電気工業の技術要素別課題対応特許（4/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

維持管理コス

トの低減 

電熱ヒータの改

良 

特許3359278 

98.01.19 

H02G7/00,301 

線材の端留めクランプ及び端留め方法 

電線にらせん巻きされた線材端部付近を電線とと

もに把持するｸﾗﾝﾌﾟ部材を有し、ｸﾗﾝﾌﾟ部材の把持

溝の外側に線材端部の

折り返し部を挿入する

貫通孔が設けられた端

留めｸﾗﾝﾌﾟを用いる。こ

の端留めｸﾗﾝﾌﾟで線材端

部付近を電線とともに

把持した後に、端留めｸ

ﾗﾝﾌﾟの外端側で線材端

部を折り返して貫通孔

に挿入し、端留めｸﾗﾝﾌﾟ

の内端側で線材を切断

する。 

特開平7-235218 

94.02.23 

H01B5/08 

[ 被引用1回 ] 

低弛度型融氷雪架空送電線 

電
熱
利
用
融
雪 

設備的対応に

よる安全性の

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平11-083056 

97.08.29 

F24D13/02 

埋め込み型電気加熱設備用負荷開閉装置 

屋

根

融

雪 

融雪効率の 

向上 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開2002-088987 

00.09.14 

E04D13/00 

三和電暖 

融雪波形屋根 

運転コストの

低減 

ダイナミック運

転制御の改良 

特開平11-100807 

97.09.29 

E01C11/26 

北海道電力 

ロードヒーティングの制御方法 

運転精度の 

向上 

ダイナミック運

転制御の改良 

特許2825443 

94.07.27 

E01C11/26 

北海道電力 

道路融雪設備およびその運転方法 

大きい部分発熱ﾕﾆｯﾄのみに通電する回路と、大き

い部分発熱ﾕﾆｯﾄ

と小さい部分発

熱ﾕﾆｯﾄとを直列

に接続して通電

する回路とを切

り替え可能に配

線することによ

り、ｺｽﾄを低減

する。 

実開平6-004657 

（ 取下 ） 

92.06.26 

G01N27/00 

水分検出装置 

特開平8-152484 

（ 取下 ） 

94.11.29 

G01W1/14 

北海道電力 

縁石型積雪センサとそれを用いた融雪方法 

検知･予知精度の

改良 

特開平9-033466 

（ 取下 ） 

95.07.19 

G01N27/00 

水分検出器 

自
動
融
雪
シ
ス
テ
ム 

検知・運転制

御精度の向上 

ダイナミック運

転制御の改良 

特開平7-034409 

（ 取下 ） 

93.07.19 

E01C11/26 

路面加熱装置の加熱制御方法 
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表2.2.4 古河電気工業の技術要素別課題対応特許（5/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平8-226907 

（ 取下 ） 

95.02.22 

G01N27/04 

路面水分の検出方法 

特開平9-159771 

（ 取下 ） 

95.12.11 

G01W1/10 

着雪量予測方法及びその装置 

自
動
融
雪
シ
ス
テ
ム 

検知・運転制

御精度の向上 

ダイナミック運

転制御の改良 

特開平9-189007 

（ 取下 ） 

96.01.11 

E01C11/26 

融雪設備の運転制御システム 
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2.3.1 企業の概要 

 

商号 松下電器産業 株式会社 

本社所在地 〒571－8501 大阪府門真市大字門真1006 

設立年 1935年（昭和10年） 

資本金 2,587億38百万円（2003年3月末） 

従業員数 52,376名（2003年3月末）（連結：288,324名） 

事業内容 電気機械器具の製造・販売・サービス（映像・音響機器、情報通信機器、

家庭電化・住宅設備機器、産業機器、電子部品） 

 

電機、家電メーカー大手であり、AV機器、家庭電化・住宅設備機器、情報・通信機器、

産業機器、部品分野の総合メーカーである。現在、融雪システムの製造販売は、連結子会

社の松下設備システムが行っている。 

 

2.3.2 製品例 

表2.3.2に、松下電器産業の製品例を示す。 

床暖房や融雪用ヒータとして多用途に使用できるPTCフラットヒータを商品化している。

本ヒータは従来型ヒータと異なるフラットなPTCヒータであり、電極間に面状のヒータを

配した新しいタイプのフラットヒータである。松下電器産業は本ヒータを床暖房用商品と

してシリーズ化しており、その一環として、家屋アプローチ域などのロードヒーティング

や屋根融雪用ヒータとしても広く応用利用されている。 

 

表2.3.2 松下電器産業の製品例 

商品名 構成機器・型式 備考 

PTCフラットヒータ ・DCM1A～DCM1E たたみ床暖用 

（出典：松下電器産業HP：http://matsushita.co.jp/） 

 

2.3 松下電器産業 
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2.3.3 技術開発拠点と研究者 

図2.3.3に、融雪技術に関する松下電器産業の出願件数と発明者数の推移を示す。出願

件数は1998年以降に増加し2001年に集中している。しかしながら、発明者数はそれほど増

えておらず、特定の開発チームが集中的に出願していることを示している。 

 

図2.3.3 松下電器産業の出願件数と発明者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪技術の開発拠点 

松下電器本社ホームアプライアンスグループ設備システム事業部門 

 ：〒571-8501 大阪府門真市大字門真1006番地 

松下設備システム ：〒571-0044  大阪府門真市松生町1-3 

 

0

10

20

30

40

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01

出願年

出
願
件
数
・
発
明
者
数

出願件数

発明者数



 175

2.3.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.3.4に、融雪技術について1991年以降に松下電器産業が出願した全件数40件につい

て課題と解決手段の分布を示す。 

融雪効率と維持管理コスト低減に主眼をおいた電熱ヒータの改良に関する出願が主体で

あるが、その検知・運転制御精度の向上に関する制御法の改良も出願している。 

表2.3.4に松下電器産業の融雪技術に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

 

図2.3.4 松下電器産業の融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.3.4 松下電器産業の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平6-264051 

(審査請求中) 

93.03.15 

C09K3/18 

着氷着雪防止膜及びその製造方法 

 
化
学
的
融
雪 

着雪氷防止 

性能の向上 

融雪剤、雪氷付

着防止剤の改良 

特開平11-300270 

98.04.27 

B05D5/00 

撥水性被膜とその製造方法及び撥水性塗料組成物

特開2002-061106 

00.08.24 

E01C11/26 

融雪装置用の面状発熱体 

特開2002-285508 

01.03.26 

E01C11/26 

融雪装置 

特開2002-285520 

01.03.26 

E01H5/10 

融雪装置 

 

特開2003-082630 

01.09.04 

E01H5/10 

融雪装置用の面状発熱体 

特開2003-147718 

(審査請求中) 

01.11.19 

E01C11/26 

融雪装置 

 

融雪効率の 

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開2003-147742 

(審査請求中) 

01.11.19 

E01H5/10 

融雪装置 

 

特開2001-115402 

99.10.19 

E01B7/24 

西日本旅客鉄道 

ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃｸﾉｽ

線路ポイント部融雪装置 

特開2002-227113 

01.01.30 

E01C11/26 

融雪装置用の面状発熱体 

特開2002-227159 

01.02.06 

E01H5/10 

融雪装置 

熱利用率の 

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開2002-235302 

01.02.08 

E01C11/26 

融雪装置 

蓄熱性能の 

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開2002-069914 

00.09.04 

E01C11/26 

融雪装置 

 

特開2001-115403 

99.10.19 

E01B7/24 

線路ポイント部融雪装置 

特開2001-220706 

00.02.08 

E01C11/26 

融雪装置の施工方法 

電熱ヒータの 

改良 

特開2002-227114 

01.02.05 

E01C11/26 

融雪装置 

 

電
熱
利
用
融
雪 

施工性の向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開2002-227116 

01.02.06 

E01C11/26 

融雪装置およびその施工方法 
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表2.3.4 松下電器産業の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開2002-285509 

01.03.26 

E01C11/26 

融雪装置 

特開2002-285521 

01.03.26 

E01H5/10 

融雪装置 

製造・組立・

施工コストの

低減 

電熱ヒータの 

改良 

特開2002-285522 

01.03.26 

E01H5/10 

融雪装置 

特開2001-118666 

99.10.19 

H05B6/06,361 

線路ポイント部融雪装置 

特開2001-220723 

00.02.08 

E01H5/10 

融雪装置用の面状発熱体 

特開2002-069915 

00.09.04 

E01C11/26 

融雪装置 

特開2002-332602 

01.05.09 

E01B7/24 

線路ポイント部融雪装置 

特開2002-332603 

01.05.09 

E01B7/24 

線路ポイント部融雪装置 

特開2003-003403 

01.06.22 

E01B7/24 

線路ポイント部融雪装置 

維持管理コス

トの低減 

電熱ヒータの 

改良 

特開2003-082629 

01.09.04 

E01H5/10 

融雪装置用の面状発熱体 

 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開2002-227158 

01.02.05 

E01H5/10 

融雪装置 

特許3368615 

93.04.21 

H05B3/10 

加熱装置 

有機系の正抵抗温度係数抵抗体6と負の抵抗温度

特性を有する負特性抵抗体7とを電気的に直列に

接続し、この両抵抗体を熱的に結合されるように

して発熱装置を構成して、通電開始時の突入電流

を抑制し安全で十分な出力を有する加熱装置を構

成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電
熱
利
用
融
雪 

設備的対応に

よる安全性の

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開2002-285507 

01.03.23 

E01C11/26 

融雪装置 

屋
根 

融
雪 

製造・組立・

施工コストの

低減 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開平6-213540 

（ 取下 ） 

93.01.20 

F25B47/02,550 

暖冷房機 
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表2.3.4 松下電器産業の技術要素別課題対応特許（3/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

融雪効率の 

向上 

トータルシステ

ムの改良 

特開2001-262506 

00.03.15 

E01C11/26 

融雪装置 

運転コストの

低減 

ダイナミック 

運転制御の改良 

特開2002-348829 

01.05.28 

E01H5/10 

融雪装置 

電熱ヒータの 

改良 

特開2002-309536 

01.04.12 

E01H8/08 

線路ポイント部融雪装置 

特開2002-227115 

01.02.06 

E01C11/26 

融雪装置 

運転精度の 

向上 

ダイナミック 

運転制御の改良 

特開2003-138513 

(審査請求中) 

01.10.30 

E01C11/26 

融雪装置 

 

特開2002-348830 

01.05.28 

E01H5/10 

融雪装置 

特開2003-027441 

01.07.23 

E01H5/10 

融雪装置 

特開2003-147743 

(審査請求中) 

01.11.19 

E01H5/10 

融雪装置 

 

自
動
融
雪
シ
ス
テ
ム 

検知・運転制

御精度の向上 

ダイナミック 

運転制御の改良 

 

特開2003-147744 

(審査請求中) 

01.11.19 

E01H5/10 

融雪装置 
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2.4.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 クボタ 

本社所在地 〒556-8601 大阪市浪速区敷津東1-2-47 

設立年 1930年（昭和5年） 

資本金 781億56百万円（2003年3月末） 

従業員数 11,152名（2003年3月末）（連結：22,834名） 

事業内容 内燃機器（農業機械、エンジンなど）、産業機器（パイプ・バルブ、鋳鉄

管など）、住宅建設部材の製造・販売、環境エンジニアリング、他 

 

農業機械、水システム分野／パイプやバルブ、ポンプ製品の開発技術、水制御システム、

素形材を主体とする機械メーカーであるが、住宅機材部門にも事業展開している。融雪関

連システム開発の主体は、環境エンジニアリング事業部ポンプ事業部と枚方製造所が主体

である。 

 

2.4.2 製品例 

 

表2.4.2 クボタの製品例 

商品名 構成機器・型式 備考 

下水熱利用融雪ｼｽﾃﾑ ・ﾌﾟﾚｰﾄ熱交換器、ｵｿﾞﾝ洗浄装置、ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟで構成  

地下水ｶｽｹｰﾄﾞ利用(二段採熱)

融雪ｼｽﾃﾑ 

・ﾀﾞﾌﾞﾙUﾁｭｰﾌﾞ式地中熱交換器、地下水直接循環方

式、地下水ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ方式で構成 

 

 

表2.4.2に、クボタの製品例を示す。 

さまざまな熱源から効果的に熱を得るためのヒートポンプ、地熱利用技術、河川水利用

技術、下水利用技術などをベースにして様々な熱エネルギーシステムを開発するとともに

その用途開発に注力してきており、その一環として融雪への活用を積極的に図ってきてい

る。下水熱利用融雪では、プレート熱交換器やオゾン洗浄装置、ヒートポンプなどの下水

利用システムを、地熱利用ではダブルＵチューブ式の地中熱交換器システム、地下水直接

循環方式と地下水ヒートポンプ利用方式を組み合わせた地下水カスケード利用（二段採

熱）システムなどを開発した。2000年11月15日に施行された「交通バリアフリー法」の中

で、「道路」についても「道路管理者が、移動円滑化のために必要な事業をする際に適合

を義務付ける基準」として「融雪施設の設置」が定められており、当面の整備目標として

2010年までに駅前広場や通路などの特定経路についてバリアフリー化を実施すると明記さ

れていることから、今後さらに「融雪施設の設置工事」も増えてくるものと予想しており、

積極的な市場開拓を展開していくとしている。 

（出典：クボタHP：http://www.kubota.co.jp/） 

2.4 クボタ 
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2.4.3 技術開発拠点と研究者 

図2.4.3に、融雪技術に関するクボタの出願件数と発明者数の推移を示す。1996-98年に

かけて第一の開発ピーク、2000年以降に第二の開発期が現れているが、発明者数は最大で

も10人であり、チーム化された開発体制をとっている。 

 

図2.4.3 クボタの出願件数と発明者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪技術の開発拠点 

本社環境エンジニアリング事業本部ポンプ事業部 

 ：〒556-8601 大阪府大阪市浪速区梅津東1-2-47 

枚方製造所 ：〒300-8573 大阪府枚方市中字大地1-1-1 
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2.4.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.4.4に、融雪技術について1991年以降にクボタが出願した全39件について課題と解

決手段の分布を示す。熱利用率の向上、運転コストの低減のための融雪システムの改良、

埋設型散水／循環融雪器本体の改良に関する出願がほとんどであり、これらは、ヒートポ

ンプあるいは循環パイプを利用した、もしくはそれらを組み合わせた融雪システムに関す

るものである。 

表2.4.4に、クボタの融雪技術に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

 

図2.4.4 クボタの融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.4.4 クボタの技術要素別課題対応特許（1/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平8-232225 

（ 取下 ） 

95.02.24 

E01H5/10 

消雪用散水装置 
直
接
熱
交
換
誘
雪 

運転コストの

低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開2003-119744 

01.10.18 

E01H5/10 

消雪設備 

処理速度の 

向上 

トータルシステ

ムの改良 

特開2002-227160 

01.06.29 

E01H5/10 

[ 被引用1回 ] 

融雪設備 

熱利用率の 

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開2001-303529 

01.02.14 

E01H5/10 

東日本旅客鉄道 

日南田電気 

融雪用パネル 

施工性の向上 電熱ヒータの 

改良 

特開平11-071707 

(審査請求中) 

97.08.29 

E01C11/26 

道路面融雪用ヒーターユニット 

電
熱
利
用
融
雪 

維持管理コス

トの低減 

電熱ヒータの 

改良 

特開平7-102539 

（ 取下 ） 

93.10.12 

E01H5/10 

寒冷地用除雪シートと除雪装置 

融雪効率の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平11-200334 

98.01.19 

E01H5/10 

道路面融氷雪用放熱パネル 

トータルシステ

ムの改良 

特開2002-275818 

01.03.13 

E01C11/26 

融雪設備、及び、その製造方法 

特開平11-043913 

(審査請求中) 

97.07.25 

E01H5/10 

融雪装置 

特開平11-256540 

(審査請求中) 

98.03.11 

E01H5/10 

下水管路を利用した路面の凍結防止、融雪法 

特開2001-004232 

99.06.25 

F24J3/08 

循環型地熱利用装置 

特開2002-013105 

00.06.28 

E01C11/26 

下水利用熱源設備、及び、その構築方法 

 

熱利用率の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開2002-235956 

01.02.09 

F24J3/00 

下水利用熱源設備 

 

施工性の向上 埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平11-013002 

97.06.27 

E01C5/00 

寒冷地用舗装機材 

製造・組立・

施工コストの

低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平11-166203 

(審査請求中) 

97.12.05 

E01C11/26 

道路面融氷雪用舗装ユニット 

循
環
パ
イ
プ
融
雪 

運転コストの

低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平11-200311 

98.01.14 

E01C11/26 

地下水利用の融氷雪設備 
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表2.4.4 クボタの技術要素別課題対応特許（2/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

トータルシステ

ムの改良 

特開2002-285510 

01.03.23 

E01C11/26 

下水利用熱源設備、融雪装置、及び、融雪設備 運転コストの

低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開2002-322627 

01.04.25 

E01H5/10 

下水利用融雪設備 

循
環
パ
イ
プ 

維持管理コス

トの低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開2002-327415 

01.05.02 

E01H5/10 

融雪装置 

融雪効率の 

向上 

トータルシステ

ムの改良 

特開2003-014335 

01.06.27 

F25B30/02 

融雪設備 

特開平11-269836 

98.03.20 

E01H5/00 

地下水利用の融氷雪設備 

特開2001-343197 

00.05.31 

F28F27/00,511 

地熱採熱試験装置、及び、それを用いた地熱採熱

試験方法 

特開2002-310524 

01.04.11 

F25B13/00,351 

熱源設備 

熱利用率の 

向上 

トータルシステ

ムの改良 

特開2002-333232 

01.05.10 

F25B27/00 

ヒートポンプ設備及びそれを用いた融雪設備 

特開2002-005541 

00.06.19 

F25B30/02 

ヒートポンプ利用融雪設備 製造・組立・

施工コスト 

トータルシステ

ムの改良 

特開2002-356825 

01.05.31 

E01H5/10 

埋設型融雪設備 

特許3464601 

97.10.20 

E01C11/26 

ヒートポンプ利用の蓄熱式融雪設備 

融雪用放熱管と、流動熱媒水を高温冷媒との熱交

換により昇温させる凝縮器を有するﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟと、

上記熱媒水の熱を回収し蓄熱する蓄熱槽と、ﾋｰﾄ

ﾎﾟﾝﾌﾟ凝縮器での熱交換により昇温された熱媒水

を蓄熱槽間で強制循環させる蓄熱運転状態と融雪

用放熱管間で強制循環させる融雪運転状態とに切

換可能な弁装置を有する熱媒水強制循環路と、蓄

熱運転状態の熱媒

水強制循環路と融

雪運転状態の熱媒

水強制循環路との

合流部に配置され

た温調用混合三方

弁とを備えている

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ利用の蓄

熱式融雪設備。 

特開平11-081263 

(審査請求中) 

97.09.04 

E01H5/10 

蓄熱式融雪設備 

特開2001-323429 

00.05.12 

E01H5/10 

地熱利用融雪設備、及び、地熱利用融雪設備の 

運転方法 

ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
融
雪 

運転コストの

低減 

トータルシステ

ムの改良 

特開2002-195685 

00.12.27 

F25B27/00 

２熱源ヒートポンプ装置 
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表2.4.4 クボタの技術要素別課題対応特許（3/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開2002-213838 

01.01.18 

F25B29/00,311 

２熱源化対応型ヒートポンプ装置、及び 

ヒートポンプ装置の２熱源化方法 

特開2002-348828 

01.05.29 

E01H5/10 

融雪設備 

特開2002-206820 

01.01.11 

F25B27/02 

熱供給システム 

運転コストの

低減 

トータルシステ

ムの改良 

特開2003-055930 

01.08.21 

E01H5/10 

融雪設備、及び、その取り扱い方法 

ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
融
雪 

設備的対応に

よる安全性の

向上 

トータルシステ

ムの改良 

特開2002-363942 

01.06.12 

E01H5/10 

融雪設備 

融雪効率の 

向上 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開2003-049411 

01.08.07 

E01F7/00 

防雪設備 

特開平10-205071 

(審査請求中) 

97.01.20 

E04D1/28 

屋根材 

屋
根
融
雪 施工性の向上 屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開平10-280617 

(審査請求中) 

97.04.04 

E04D1/30,603 

屋根面の施工方法及び屋根構造 

自

動

融

雪

シ
ス
テ
ム 

運転精度の 

向上 

ダイナミック運

転制御の改良 

特開2002-268731 

01.03.13 

G05B23/02 

設備管理方法 
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2.5.1 企業の概要 

 

商号 三菱電機 株式会社 

本社所在地 〒100-8310 東京都千代田区丸の内2-2-3 

設立年 1921年（大正10年） 

資本金 1,758億20百万円（2003年3月末） 

従業員数 35,457名（2003年3月末）（連結：110,279名） 

事業内容 重電システム、産業メカトロニクス、情報通信システム、電子デバイス、

家庭電器などの製造・販売、他 

 

総合電機メーカー大手であり、重電機器、産業・メカトロニクス機器、情報通信システ

ム・電子デバイス、家庭電器、電気温水器、クリーンヒータ、圧縮機、冷凍機、加湿機、

除湿機、空気清浄機、太陽光発電システムなどを幅広く製造販売している。融雪に関連す

る製品は現在見当たらない。 

 

2.5.2 製品例 

表2.5.2に、三菱電機の製品例を示す。 

1990年代初期にヒートパイプや電熱温風融雪器の開発に注力していたが、商品化しな

かった。ヒートパイプ応用製品として、最近、三菱電機は超薄型ヒートパイプ式ヒートシ

ンクや高精度ヒートパイプ式均熱プレートなどを商品化している。 

 

表2.5.2 三菱電機の製品例 

商品名 構成機器・型式 備考 

超薄型ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ式ﾋｰﾄｼﾝｸ ・詳細仕様不明 ｲﾝﾊﾞｰﾀ装置の冷却 

高精度ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ式均熱ﾌﾟﾚｰﾄ ・詳細仕様不明 半導体ｳｴｰﾊや液晶の加熱用 

（出典：三菱電機HP：http://www.mitsubishielectric.co.jp/） 

 

2.5 三菱電機
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2.5.3 技術開発拠点と研究者 

図2.5.3に、融雪技術に関する三菱電機の出願件数と発明者数の推移を示す。1991-94年

にかけて出願件数、発明者数ともに増加したが、その後はほとんど出願されていない状況

で現在に至っている。1990年代初めの出願活性期の出願主体は、高効率ヒートポンプと東

日本旅客鉄道との共願である軌道融雪用電熱温風ヒータに関する出願である。 

 

図2.5.3 三菱電機の出願件数と発明者数の推移 
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2.5.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.5.4に、融雪技術について1991年以降に三菱電機が出願した全件数35件について課

題と解決手段の分布を示す。融雪性能向上のための埋設型散水／循環融雪器本体の改良

（主体はヒートパイプの改良）と電熱ヒータの改良に関する出願が主体を占めている。 

表2.5.4に三菱電機の融雪技術に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

 

図2.5.4 三菱電機の融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.5.4 三菱電機の技術要素別課題対応特許（1/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

直

接

散

水
融
雪 

着雪氷防止 

性能の向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平4-299013 

（ 取下 ） 

91.03.12 

H02G7/16 

送電線の氷雪除去装置 

火

炎

利

用
融
雪 

施工性の向上 融雪機の改良 特開平7-158002 

（ 取下 ） 

93.12.07 

E01B7/24 

電気温風式融雪器 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平6-101205 

92.09.18 

E01C11/26 

プラツトホームの融雪装置 融雪効率の 

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平6-280201 

（ 取下 ） 

93.03.31 

E01B7/24 

東日本旅客鉄道 

電気温風融雪器 

特開平6-280202 

（ 取下 ） 

93.03.31 

E01B7/24 

東日本旅客鉄道 

電気温風式融雪装置 

特開平6-280204 

（ 取下 ） 

93.03.31 

E01B7/24 

東日本旅客鉄道 

電気温風式融雪装置 

熱利用率の 

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平6-336701 

（ 取下 ） 

94.03.30 

E01B7/24 

東日本旅客鉄道 

電気温風融雪器 

特開平6-212601 

（ 取下 ） 

93.01.19 

E01B19/00 

[ 被引用1回 ] 

電気温風融雪器 施工性の向上 電熱ヒータの 

改良 

特開平6-280205 

（ 取下 ） 

93.03.31 

E01B7/24 

東日本旅客鉄道 

電気温風式融雪装置 

製造・組立・

施工コスト 

電熱ヒータの 

改良 

特開平7-268802 

（ 取下 ） 

94.03.30 

E01B7/24 

東日本旅客鉄道 

電気温風融雪器 

特開平6-280203 

（ 取下 ） 

93.03.31 

E01B7/24 

東日本旅客鉄道 

電気温風融雪器 

電
熱
利
用
融
雪 

設備的対応に

よる安全性の

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平7-268801 

（ 取下 ） 

94.03.30 

E01B7/24 

東日本旅客鉄道 

電気温風融雪器 
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表2.5.4 三菱電機の技術要素別課題対応特許（2/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

融雪効率の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平5-179609 

（ 拒絶 ） 

91.12.27 

E01C11/26 

[ 被引用2回 ] 

温水循環式融雪装置 

 

 

施工性の向上 埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平7-055167 

（ 取下 ） 

93.08.06 

F24D3/16 

[ 被引用2回 ] 

融雪用放熱器 

循
環
パ
イ
プ
融
雪 

維持管理コス

トの低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平5-195508 

（ 取下 ） 

92.01.21 

E01C11/26 

温水循環式融雪装置 

特開平4-261974 

91.01.07 

E04H9/16 

[ 被引用1回 ] 

融解処理装置 

特許2777309 

92.05.08 

E01B7/24 

東日本旅客鉄道 

軌道分岐部の融雪並びに凍結防止装置 

床板3の両側部に内部に作動流体が封入される第

1,第2の蒸発ﾍｯﾀﾞ7,9を配設する。各蒸発ﾍｯﾀﾞ7,9

内に第1,第2の収納管を介して作動流体を加熱す

る第1,第2の加熱手段13,14を設ける。床板3に、

各一方側が各蒸発ﾍｯﾀﾞ7,9内と連通し、各他方側

が相対する側の蒸発ﾍｯﾀﾞ近傍に延在する第1,第2

の中空室15,16を形成する。第1の中空室15の他方

側と第2の蒸発ﾍｯﾀﾞ9内とを連通する第1の連通孔1

7を設ける。第2の中空室16の他方側と第1の蒸発

ﾍｯﾀﾞ7内とを連通する第2の連通孔18を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヒ
ー
ト
パ
イ
プ
融
雪 

処理速度の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特許2677116 

92.06.16 

E01B7/24 

軌道分岐部の融雪並びに凍結防止装置 

床板3の両側部に内部に作動流体が封入される第

1,第2の蒸発ﾍｯﾀﾞ7,9を配設する。各蒸発ﾍｯﾀﾞ7,9

内に作動流体を加熱する第1,第2の加熱手段13,14

を設ける。床板3に、各一方側が各蒸発ﾍｯﾀﾞ7,9内

と連通し各他方側が相対する側の蒸発ﾍｯﾀﾞに連通

する第1,第2の中空室15,16を形成する。床板3の

側部にそれぞれ各中空室15,16の他方側の上部を

閉塞し各中空室15,16内と各蒸発ﾍｯﾀﾞ7,9内とを連

通する第1,第2の閉塞体17,19を設ける。 
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表2.5.4 三菱電機の技術要素別課題対応特許（3/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許2677117 

92.06.16 

E01B7/24 

軌道分岐部の融雪並びに凍結防止装置 

床板3の一方側部に内部に作動流体が封入される

蒸発ﾍｯﾀﾞ7を配設し、床板3の他方側部に液体ﾍｯﾀﾞ

9を配設し、蒸発ﾍｯﾀﾞ7内に作動流体を加熱する加

熱手段11を設ける。床板3に、一方側が蒸発ﾍｯﾀﾞ7

内の気相部と連通し他方側が液体ﾍｯﾀﾞ9内の気相

部と連通する蒸気流路12を形成する。床板3に蒸

気流路12と並設して形成され、一方側が液体ﾍｯﾀﾞ

9内の液体部と連通し他方側が蒸発ﾍｯﾀﾞ7内の液体

部と連通する液戻り流路13を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

処理速度の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特許2768212 

93.06.03 

F28D15/02,101 

熱伝達装置およびその製造方法 

伝熱ﾌﾞﾛｯ

ｸ37に形

成した貫

通孔38に

蒸発管体

39を挿着

し,U字状

から成る

凝縮管体

40の一方側40aを蒸発管体39の一方側と連結し、

蒸発管体39内と連通させる。液戻り管体41の一方

側41aを凝縮管体40の他方側40bと連結し、液戻り

管体41の他方側41bを蒸発管体39の他方側と連結

する。そして,蒸発管体39、凝縮管体40、液戻り

管体41によりﾙｰﾌﾟ状管体42を構成し,伝熱ﾌﾞﾛｯｸ37

の蒸発管体39近傍に伝熱体43を配設する。 

特開平4-261975 

（ 取下 ） 

91.01.07 

E04H9/16 

融解処理装置 

特開平4-261976 

（ 取下 ） 

91.01.08 

E04H9/16 

[ 被引用1回 ] 

融解処理装置 

特開平4-261977 

（ 取下 ） 

91.01.10 

E04H9/16 

融解処理装置 

特開平4-261978 

91.01.10 

E04H9/16 

融解処理装置 

特開平4-261979 

（ 取下 ） 

91.01.11 

E04H9/16 

融解処理装置 

ヒ
ー
ト
パ
イ
プ
融
雪 

融雪効率の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平6-136713 

92.10.21 

E01C11/26 

[ 被引用1回 ] 

融解処理装置 
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表2.5.4 三菱電機の技術要素別課題対応特許（4/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許2755023 

92.03.09 

E01B7/24 

軌道分岐部の融雪並びに凍結防止装置 

ﾚｰﾙ分岐部のﾄﾝｸﾞ

ﾚｰﾙを支承する電

熱ﾌﾞﾛｯｸを備えた

床版内に、両端に

吸熱部を有する複

数の中空室を設け

るとともに、中空

室に作動流体を封

入し、作動流体を

介して床版を加熱

することにより、

融雪の効率化を図

る。 

特開平6-101207 

92.09.18 

E01C11/26 

プラツトホームの融雪装置 

 

 

 

特許2822823 

92.12.25 

E04H9/16 

融解処理装置 

内部に作動流体5が貯留される蒸発ﾍｯﾀﾞ4を設け、

温水が通水される温水管を蒸発ﾍｯﾀﾞ4の長手方向

に貫通して蒸発ﾍｯﾀﾞ4内の作動流体中に浸漬させ

る。中空体からなり蒸発ﾍｯﾀﾞの長手方向に沿って

複数配設された

凝縮体7を蒸発

ﾍｯﾀﾞ4より上方

に位置に配設し

て、蒸発ﾍｯﾀﾞ4

と各凝縮体7と

を連通する連通

管とを設ける。 

特許2755009 

92.02.12 

E01B19/00 

       

軌道分岐部の融雪並びに凍結防止装置 

軌道分岐部のﾄﾝｸﾞ

ﾚｰﾙの下方にﾋｰﾄﾊﾟ

ｲﾌﾟ式床板を配設

し、その側部に設

けた発熱手段に

よって加熱するこ

とにより、融雪及

び凍結防止の効果

を短時間にかつ効

率よく挙げられる

ようにする。 

熱利用率の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平6-101208 

92.09.18 

E01C11/26 

プラツトホームの融雪装置 

 

 

 

ヒ
ー
ト
パ
イ
プ
融
雪 

維持管理コス

トの低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特許2797892 

93.05.11 

E01C11/26 

加熱装置 

ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの一端側と、電気ﾋｰﾀとを分割可能な伝

熱ﾌﾞﾛｯｸで挟持し

て一体化すること

により、ﾋｰﾀ交換

時の施工性向上を

図る。 

屋

根

融

雪 

製造・組立・

施工コストの

低減 

電熱ヒータの 

改良 

特開平11-074128 

98.03.23 

H01F27/02 

電気機器の現地組立ハウス 
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表2.5.4 三菱電機の技術要素別課題対応特許（5/5） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開平10-284746 

97.04.01 

H01L31/042 

融雪機能付太陽光発電システム 
自
動
融
雪
シ
ス
テ
ム 

検知・運転制

御精度の向上 

検知･予知精度の

改良 

特開平10-273955 

97.03.31 

E04D13/18 

太陽電池モジュール 
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2.6.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 アイジー技術研究所 

本社所在地 〒999-3716 山形県東根市大字蟹沢字上縄目 1816-12 

設立年 1973 年（昭和 48 年） 

資本金 10 百万円 

従業員数 34 名 

事業内容 アイジー工業株式会社の技術開発を担当。建設用断熱壁材、セラミック外

壁材、金属ルーフ材に関する技術・製品・施工方法の開発。 

 

建築用断熱外壁材、セラミック外装材、金属ルーフ材の製造、販売を行っているアイジ

ー工業の関連会社として、1973年に設立された建築用材料の研究開発会社である。 

 

2.6.2 製品例 

屋根融雪システムを商品化するまでには至っていない。なおアイジー工業の商品カタロ

グでも融雪屋根に関連する製品例はない。 

  

 

2.6.3 技術開発拠点と研究者 

図2.6.3に、融雪技術に関するアイジー技術研究所の出願件数と発明者数の推移を示す。

1995年と2001年に出願ピークがあるが、発明者数は１-３名であり、少人数での開発体制が

取られている。 

 

図2.6.3 アイジー技術研究所の出願件数と発明者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
融雪技術の開発拠点 

本社：〒999-3716 山形県東根市大字蟹沢字上縄目 1816-12 
 

2.6 アイジー技術研究所
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融雪技術の開発拠点 

本社：〒999-3716 山形県東根市大字蟹沢字上縄目1816-12 

 

2.6.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.6.4に、融雪技術について1991年以降にアイジー技術研究所が出願した全件数33件

について課題と解決手段の分布を示す。全件ともに、屋根融雪に関する出願であり、施工

性の向上のための屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良に関する出願が16件と主体

を占めている。 

表2.6.4に、アイジー技術研究所の融雪技術に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

図2.6.4 アイジー技術研究所の融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.6.4 アイジー技術研究所の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平8-218562 

95.02.14 

E04D3/35 

融雪屋根構造 

特開平8-218570 

95.02.20 

E04D13/00 

融雪屋根構造 

特開平9-041589 

95.07.26 

E04D13/00 

改修融雪屋根構造 

 

融雪効率の 

向上 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開2002-371675 

01.06.14 

E04D3/362 

屋根構造 

特開平5-230940 

（ 拒絶 ） 

92.02.21 

E04D3/00 

[ 被引用7回 ] 

改修融雪屋根構造 

 

熱利用率の 

向上 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開平5-230942 

92.02.25 

E04D3/00 

改修融雪屋根構造 

特許2996549 

91.08.13 

E04H9/16 

融雪屋根構造 

断熱層を有する屋根下地上に熱伝導性のある裏打

板5を階段状に敷設してﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ兼熱分散層Bを設

け、ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ兼熱分散層

B上に屋根材6を配設して

外装部Cを形成する。ま

た裏打板5と屋根下地A間

の断面三角形状の空間2

に熱媒体用ﾊﾟｲﾌﾟ7をﾓﾙﾀﾙ

8に埋設して配設する。 

特許2996550 

91.08.27 

E04H9/16 

融雪屋根構造 

断熱層を有する屋根下地A上に熱伝導性のある裏

打板5を階段状に敷設してﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ兼熱分散層Bを

設け、ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ兼熱分散層B上に屋根材6を配設し

て外装部を形成する。また裏打板5と屋根下地A間

の断面三角形状の空間αに熱媒体用ﾊﾟｲﾌﾟ7を配設

することにより、乾式工

法で形成でき施工性を向

上させる。ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ兼熱

分散層Bによって熱媒体用

ﾊﾟｲﾌﾟ7からの熱を屋根材6

に分散、伝導することに

より、外装部C全面での融

雪を可能にする。 

特開平5-059845 

91.08.29 

E04H9/16 

融雪屋根構造 

屋
根
融
雪 

施工性の向上 屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特許3068295 

91.11.25 

E04D13/00 

[ 被引用1回 ] 

融雪屋根構造 

硬質基材と断熱材とを

積層した裏打材を屋根

下地上に敷設し、その

上に屋根材を敷設する

ことにより、熱媒体の

熱を屋根面にのみ放熱

させ、屋根全面で効果

的融雪できるようにす

る。 
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表2.6.4 アイジー技術研究所の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平6-002400 

（ 拒絶 ） 

92.06.19 

E04D13/00 

[ 被引用2回 ] 

融雪屋根構造 

 

特開平6-002399 

（ 拒絶 ） 

92.06.20 

E04D13/00 

[ 被引用10回 ] 

融雪屋根構造 

 

特開平9-041579 

95.08.04 

E04D3/00 

改修融雪屋根構造 

 

特開平9-072047 

95.09.08 

E04D3/00 

改修融雪屋根のケラバ部構造 

特開平9-078770 

95.09.14 

E04D3/00 

改修融雪屋根のケラバ部構造 

特開平9-158410 

95.12.04 

E04D13/00 

改修融雪屋根構造 

 

特開平9-158411 

95.12.04 

E04D13/00 

改修融雪屋根構造 

 

特開平9-158412 

95.12.04 

E04D13/00 

改修融雪屋根構造 

 

特開平11-062127 

97.08.26 

E04D13/00 

融雪屋根構造 

特開平11-093343 

97.09.19 

E04D13/00 

融雪屋根材 

特開2002-266478 

01.03.07 

E04D13/00 

屋根構造 

施工性の向上 屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開2003-013563 

01.06.29 

E04D13/00 

屋根構造 

製造・組立・

施工コストの

低減 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開平10-140772 

96.11.15 

E04D13/18 

太陽光発電兼融雪装置 

特開平10-140880 

96.11.15 

E04H9/16 

家屋 

特開2000-170333 

98.12.04 

E04D13/10 

融雪・雪止装置 

特開2000-220322 

99.01.29 

E04H9/16 

家屋 

運転コストの

低減 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開2000-274020 

99.03.26 

E04D13/00 

家屋 

屋
根
融
雪 

検知・運転制

御精度の向上 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開平9-060205 

95.08.24 

E04D3/00 

改修融雪屋根構造 
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表2.6.4 アイジー技術研究所の技術要素別課題対応特許（3/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平8-239964 

95.03.02 

E04D13/00 

融雪屋根構造 

特開平8-270155 

95.03.31 

E04D13/00 

[ 被引用1回 ] 

融雪屋根構造 

特開2002-266479 

01.03.07 

E04D13/00 

外装材 

特開2002-309721 

01.04.12 

E04D3/30 

屋根構造 

屋
根
融
雪 

屋根上雪塊の

落雪防止 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開2002-309735 

01.04.13 

E04D13/10 

屋根構造 
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2.7.1 企業の概要 

 

商号 東日本旅客鉄道 株式会社 

本社所在地 〒151-8578 東京都渋谷区代々木2-2-2 

設立年 1987年（昭和62年） 

資本金 2,000億円（2003年3月末） 

従業員数 58,575名（2003年3月末）（連結：78,760名） 

事業内容 旅客運送、駅スペース活用事業、ショッピングセンターの運営、オフィス

ビルの貸付、他 

 

東日本旅客鉄道（略称：ＪＲ東日本）は、鉄道事業を根幹にして駅スペースを活用した

広範なサービス業を展開している。鉄道施設への融雪技術の適用に関しては、ユーザーと

して、多くの民間メーカー（三菱電機、日南田電気など）と共同開発を行ってきている。

東日本旅客鉄道における鉄道融雪開発の主体は、本社付属のＪＲ東日本研究開発センター

のテクニカルセンターである。当センターでは、高性能な除雪機械や、新しい発熱体を用

いた融雪装置の研究などに取り組んでいる。 

 

2.7.2 製品例 

表2.7.2に、東日本旅客鉄道の製品例を示す。 

従来の散水、電熱ヒータ融雪に加えて、地熱利用ヒートパイプ式融雪舗道や電熱変換効

率に優れたIH式（電磁誘導加熱）融雪舗道などを、駅構内やプラットホームなどに敷設し

てきている。また、軌道連結部の融雪や持込雪の融雪にも、さまざまな熱源を用いた融雪

システムが利用されてきている。 

 

表2.7.2 東日本旅客鉄道の製品例 

商品名 ・構成機器・型式 備考 

地熱利用ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ式融雪舗道 ・詳細仕様不明  

IH式(電磁誘導加熱)融雪舗道 ・詳細仕様不明  

（出典：東日本旅客鉄道HP：http://www.jreast.co.jp/） 

 

2.7 東日本旅客鉄道 
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2.7.3 技術開発拠点と研究者 

図2.7.3に、融雪技術に関する東日本旅客鉄道の出願件数と発明者数の推移を示す。共

同出願の比率が30件と多いため、発明者数が非常に多くなっている。1990年代前半が出願

のピークであったが、ここ数年は１～４件と散発的な出願しかなされていない。 

 

図2.7.3 東日本旅客鉄道の出願件数と発明者数の推移 
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2.7.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.7.4に、融雪技術について1991年以降に東日本旅客鉄道が出願した全件数32件につ

いて課題と解決手段の分布を示す。熱利用率向上のための電熱ヒータの改良、融雪効率の

向上のための埋設型散水／循環融雪器本体の改良に関する出願が主体を占める。 

表2.7.4に、東日本旅客鉄道の融雪技術に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

図2.7.4 東日本旅客鉄道の融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.7.4 東日本旅客鉄道の技術要素別課題対応特許（1/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許2725945 

92.04.22 

B05B1/18   BBT 

ｴｲﾜｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ 

散水ノズル 

水通路2を貫通したﾉｽﾞﾙ基体1と、水通路2より拡

径し先端側を縮径して基端側が水通路2に連通す

るﾉｽﾞﾙ孔23を有するﾉｽﾞﾙ本体11と、先端開口部を

縮径した筒ｶﾊﾞｰ21とにて構成する。ﾉｽﾞﾙ基体1に

は、ﾉｽﾞﾙ本体11のﾉｽﾞﾙ孔23の基端側に略接線方向

に向って開口した複数の一次空気孔4を開口す

る。筒ｶﾊﾞｰ21には旋回方向に向って開口した複数

の二次空気孔23を形成するとともにﾌﾞﾚｰｶﾋﾟﾝ27を

突設する。従って圧力水は一次空気流によって空

気が水と混合され、噴射される水滴が大きくな

る。一次空気の旋

回流により広角に

拡がり、筒ｶﾊﾞｰの

開口部から噴射さ

れる水滴流は瞬間

的に拡がり、ﾌﾞﾚｰ

ｶﾋﾟﾝにより棒状水

を形成する。 

特許3254264 

92.10.13 

E01H8/08 

温水噴射式融雪装置 

複数のﾉｽﾞﾙで温水の噴射範囲を変え、かつ各ﾉｽﾞﾙ

をそれぞれ駆動

制御することに

より、効率的か

つ確実に雪塊を

排除し、遠隔操

作してﾎﾟｲﾝﾄを

正常に保ち列車

の遅延などの改善化を図る。 

直
接
散
水
誘
雪 

融雪効率の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平9-075785 

95.09.13 

B05B1/26  BBT 

ｲｰｴｽｳｫｰﾀｰﾈｯﾄ 

スプリンクラーの噴射ノズル装置 

特開平8-081903 

94.09.13 

E01B7/24 

巴商会 

遠赤外線放射式融雪装置 融雪効率の 

向上 

融雪機の改良 

特開2001-279634 

00.03.29 

E01H8/08 

東日本ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾃｯｸ

関配 

レール融雪器 

火
炎
利
用
融
雪 

施工性の向上 融雪機の改良 特開2002-021004 

00.07.11 

E01B19/00 

東北交通機械 

関配 

持ち込み雪融雪器 

融雪効率の 

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平6-280201 

（ 取下 ） 

93.03.31 

E01B7/24 

三菱電機 

電気温風融雪器 
電
熱
利
用
融
雪 熱利用率の 

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平6-280202 

（ 取下 ） 

93.03.31 

E01B7/24 

三菱電機 

電気温風式融雪装置 
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表2.7.4 東日本旅客鉄道の技術要素別課題対応特許（2/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平6-280204 

（ 取下 ） 

93.03.31 

E01B7/24 

三菱電機 

電気温風式融雪装置 

実用新案2129511 

93.12.14 

E01H8/02 

三輝製作所 

電気鉄道のレールポイント融雪器用電源装置 

電気鉄道のﾚｰﾙと大地との間

の直流電圧を取出す電圧取

出し手段と取出された直流

電圧を融雪器用電源として

の交流電圧に変成する変成

手段とを有することによ

り、ﾚｰﾙに発生する電圧を利

用して融雪器に必要な電力

を供給することにより、設

備ｺｽﾄが低減される。 

特開平7-216842 

94.01.28 

E01H8/02 

三輝製作所 

電磁誘導加熱式融雪器 

特開平6-336701 

（ 取下 ） 

94.03.30 

E01B7/24 

三菱電機 

電気温風融雪器 

特開平9-296403 

96.04.30 

E01B7/24 

日南田電気 

軌条のポイント部加熱用誘導装置の製造方法 

特開2001-020210 

99.07.05 

E01C11/26 

日南田電気 

[ 被引用2回 ] 

誘導加熱を利用した融雪舗道 

導電性材料から成る金属板体を路盤に敷設して舗

道面を形成する。平板状のｺﾞﾑ体内に平型巻線を

埋設して形成した誘導ｺｲﾙを、舗道面と路盤との

間に、舗道面下面に近接して敷設する。誘導ｺｲﾙ

に交番電流を供給すると、電磁誘導によって加熱

される物体が面積の広い金属板体であるため、内

部に発生するｼﾞｭｰﾙ熱が多くなり、効率のよい融

雪を行うことができる。 

特開2002-021003 

00.07.07 

E01B7/24 

日南田電気 

戸田工業 

床板用の加熱装置 

電熱ヒータの 

改良 

特開2001-303529 

01.02.14 

E01H5/10 

日南田電気 

クボタ 

融雪用パネル 

電
熱
利
用
融
雪 

熱利用率の 

向上 

現地施工法の 

改良 

特開2002-180416 

00.12.15 

E01C11/26 

融雪装置、及び融雪方法 
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表2.7.4 東日本旅客鉄道の技術要素別課題対応特許（3/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許2632470 

（権利消滅） 

92.02.28 

E01C11/26 

大成ﾎｰﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

[ 被引用1回 ] 

面状発熱体による踏切の融雪構造 

 

特開平6-280205 

（ 取下 ） 

93.03.31 

E01B7/24 

三菱電機 

電気温風式融雪装置 

施工性の向上 電熱ヒータの 

改良 

特開平9-296404 

96.04.30 

E01B7/24 

日南田電気 

軌条加熱装置 

特開平7-106056 

（ 取下 ） 

93.10.08 

H05B3/14     

ｳｨｽﾞﾑｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

ｼﾞｪｲｱｰﾙ東日本商事

[ 被引用1回 ] 

複合ゴムヒーター製品 

特開平7-268802 

（ 取下 ） 

94.03.30 

E01B7/24 

三菱電機 

電気温風融雪器 

製造・組立・

施工コスト 

電熱ヒータの 

改良 

特開平8-253903 

95.03.16 

E01B19/00 

新陽社 

[ 被引用1回 ] 

ポイントヒーター 

維持管理コス

トの低減 

電熱ヒータの 

改良 

実用新案2582879 

93.05.10 

E01C11/26 

帝人 

清田軌道工業 

[ 被引用1回 ] 

踏切道融雪用舗装板 

ｺﾞﾑ被膜により覆われてなる踏切道舗装板であっ

て舗装板の表面のｺﾞﾑ層には、通電により発熱す

る可撓性の繊維発熱体が内蔵されていることによ

り、施工や維持が簡単で耐久性が良好であり、し

かも短時間で融雪が可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特開平6-280203 

（ 取下 ） 

93.03.31 

E01B7/24 

三菱電機 

電気温風融雪器 

電
熱
利
用
融
雪 

設備的対応に

よる安全性の

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平7-268801 

（ 取下 ） 

94.03.30 

E01B7/24 

三菱電機 

電気温風融雪器 
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表2.7.4 東日本旅客鉄道の技術要素別課題対応特許（4/4） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

処理速度の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特許2777309 

92.05.08 

E01B7/24 

三菱電機 

軌道分岐部の融雪並びに凍結防止装置 

床板3の両側部に内部に作動流体が封入される第

1,第2の蒸発ﾍｯﾀﾞ7,9を配設する。各蒸発ﾍｯﾀﾞ7,9

内に第1,第2の収納管を介して作動流体を加熱す

る第1,第2の加熱手段13,14を設ける。床板3に、

各一方側が各蒸発ﾍｯﾀﾞ7,9内と連通し、各他方側

が相対する側の蒸発ﾍｯﾀﾞ近傍に延在する第1,第2

の中空室15,16を形成する。第1の中空室15の他方

側と第2の蒸発ﾍｯﾀﾞ9内とを連通する第1の連通孔1

7を設ける。第2

の中空室16の他

方側と第1の蒸

発ﾍｯﾀﾞ7内とを

連通する第2の

連通孔18を設け

る。 

特開平5-179625 

91.12.26 

E01H8/04 

新冷工業 

融雪装置 

 

 

 

 

融雪効率の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開2000-038703 

98.07.21 

E01B19/00 

日本軌道工業 

江川工業 

融雪装置 

 

 

 

 

熱利用率の 

向上 

融雪機の改良 実開平5-054769 

91.12.26 

E04H9/16  

新冷工業 

融雪用放熱パネル装置 

 

 

 

 

製造・組立・

施工コストの

低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平8-184019 

94.12.27 

E01H8/08 

日本軌道工業 

踏切における融雪装置 

 

 

 

 

ヒ
ー
ト
パ
イ
プ
融
雪 

運転精度の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開2000-146473 

98.11.02 

F28D15/06 

電気化学工業 

日電工業 

無電源測温式熱移動制御ヒートパイプ 
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2.8.1 企業の概要 

 

商号 加茂 芳秋（ダイワテック 株式会社） 

本社所在地 〒069-0376 北海道岩見沢市中幌向町86-1 

設立年 1989年（平成元年） 

資本金 80百万円 

従業員数 46名 

事業内容 埋設型融雪機の製造・販売・設置 

 

加茂芳秋氏は北海道岩見沢市のダイワテックの代表であり、埋設型融雪機を製造販売し

ている地場の融雪機専業メーカーである。 

 

2.8.2 製品例 

表2.8.2に、ダイワテックの製品例を示す。 

製品例としては、埋設型全自動パワー融雪機モンスターミニワイド（型式：SMD-1410）

と埋設型全自動パワー融雪機モンスターミニエースワイド（SMD-1510）があげられる。 

 

表2.8.2 ダイワテックの製品例 

商品名 構成機器･型式 備考 

埋設型全自動ﾊﾟﾜｰ融雪機 ・ﾓﾝｽﾀｰﾐﾆﾜｲﾄﾞ:SMD-1410 

・ﾓﾝｽﾀｰﾐﾆｴｰｽﾜｲﾄﾞ:SMD-1510 

 

（出典：ダイワテック東北HP：http://www.daiwa-tec.com/） 

 

2.8.3 技術開発拠点と研究者 

図2.8.3に、融雪技術に関する加茂芳秋氏の出願件数と発明者数の推移を示す。全て、

加茂氏の単独個人出願であるが、1993年に、上記融雪装置の基本構成に関する出願、97年

前後にハード的な安全対策を付加した出願を行っている。2000年以降は出願されていない。 

 

図2.8.3 加茂芳秋氏の出願件数と発明者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.8 加茂 芳秋 
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融雪技術の開発拠点 

ダイワテック本社：〒069-0376 北海道岩見沢市中幌向町86番地1 

 

2.8.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.8.4に、融雪技術について1991年以降に加茂芳秋氏が出願した全件数30件について

課題と解決手段の分布を示す。設備的対応による安全性確保のための融雪機の改良に関す

る出願、融雪効率の向上のための融雪機の改良に関する出願が主体を占めるが、経済性の

向上のための融雪機の改良に関する出願も多い。 

表2.8.4に、加茂芳秋氏出願の融雪技術に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

図2.8.4 加茂芳秋氏の融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.8.4 加茂 芳秋氏の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

直

接

散

水

誘
雪 

運転コストの

低減 

融雪機の改良 特開平9-195240 

（ 取下 ） 

96.01.17 

E01H5/10 

排熱利用融雪装置 

特開平7-247524 

（ 取下 ） 

94.03.14 

E01H5/10 

融雪機 

特開平7-247525 

（ 取下 ） 

94.03.14 

E01H5/10 

融雪機 

処理速度の 

向上 

融雪機の改良 

特開平8-269926 

（ 取下 ） 

95.04.04 

E01H5/10 

[ 被引用1回 ] 

融雪機 

特開平6-240632 

（ 却下 ） 

93.02.16 

E01H5/10 

融雪機 

特開平7-286313 

（ 取下 ） 

94.04.18 

E01H5/10 

融雪機 

特開平7-317035 

（ 取下 ） 

94.05.27 

E01H5/10 

[ 被引用2回 ] 

融雪機 

特開平11-152722 

97.11.20 

E01H5/10 

融雪装置 

融雪効率の 

向上 

融雪機の改良 

特開2000-290952 

99.04.07 

E01H5/10 

埋設型融雪機の排水装置 

熱利用率の向

上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平10-317345 

97.05.15 

E01H5/10 

融雪装置 

特開平6-240628 

93.02.18 

E01H5/10 

[ 被引用1回 ] 

融雪機 

火
炎
利
用
融
雪 

製造・組立・

施工コスト 

融雪機の改良 

特開平8-232224 

（ 取下 ） 

95.02.24 

E01H5/10 

移動式融雪装置 
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表2.8.4 加茂 芳秋氏の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

運転コストの

低減 

融雪機の改良 特開平7-229122 

94.02.17 

E01H5/10 

[ 被引用2回 ] 

融雪機 

箱状の融雪槽2内にﾊﾞｰﾅｰ室E、融雪室C及びﾎﾟﾝﾌﾟ

室Dからなる融雪機において、融雪槽2の上部開口

部の上辺に枢結されている上蓋1を融雪作業可能

な開放状態にすると自動的に主電源が入り、閉じ

ると自動的に主電源が切れるようにする。融雪室

C内に雪を投入するとそ

の重みで回動する投入ｾﾝ

ｻｰ板Sを設ける。投入ｾﾝ

ｻｰ板Sが回動することに

よりﾊﾞｰﾅｰBが自動的に点

火し、融雪室C内の雪が

無くなると投入ｾﾝｻｰ板S

が元の位置に戻ってﾊﾞｰ

ﾅｰBが自動的に消火す

る。 

維持管理コス

トの低減 

融雪機の改良 特開平6-240633 

93.02.16 

E01H5/10 

[ 被引用1回 ] 

融雪機 

環境汚染防止 融雪機の改良 特開平6-240635 

（ 却下 ） 

93.02.18 

E01H5/10 

融雪機 

特開平6-240631 

93.02.15 

E01H5/10 

融雪機 

 

 

 

特開平6-240629 

93.02.16 

E01H5/10 

[ 被引用1回 ] 

融雪機 

特開平6-240630 

93.02.16 

E01H5/10 

融雪機 

 

 

 

特開平6-240634 

（ 拒絶 ） 

93.02.16 

E01H5/10 

[ 被引用2回 ] 

融雪機 

 

特開平6-306828 

（ 却下 ） 

93.04.21 

E01H5/10 

[ 被引用3回 ] 

融雪機 

特開平7-229123 

（ 取下 ） 

94.02.18 

E01H5/10 

[ 被引用2回 ] 

融雪機の安全装置 

特開平7-268829 

（ 取下 ） 

94.03.31 

E01H5/10 

融雪機 

火
炎
利
用
融
雪 

設備的対応に

よる安全性の

向上 

融雪機の改良 

特開平9-296424 

96.05.01 

E01H5/10 

融雪装置 
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表2.8.4 加茂 芳秋氏の技術要素別課題対応特許（3/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平10-280350 

97.04.02 

E01H5/10 

埋設型融雪装置 

特開平10-338917 

97.06.09 

E01H5/10 

融雪装置 

火
炎
利
用
融
雪 

設備的対応に

よる安全性の

向上 

融雪機の改良 

特開2000-144669 

98.11.18 

E01H5/10 

融雪装置 

融雪効率の 

向上 

融雪機の改良 特開平11-140840 

97.11.10 

E01H5/10 

融雪装置 

製造・組立・

施工コストの

低減 

融雪機の改良 特開2000-186305 

98.12.22 

E01C11/26B 

ロードヒーティング装置 

運転コストの

低減 

融雪機の改良 特開平11-071708 

97.08.29 

E01C11/26 

融雪装置 

循
環
パ
イ
プ
融
雪 

維持管理コス

トの低減 

融雪機の改良 特開2000-186313 

98.12.21 

E01H5/10 

融雪装置 
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2.9.1 企業の概要 

 

商号 日立電線 株式会社 

本社所在地 〒100-8166 東京都千代田区大手町1-6-1 大手町ビル 

設立年 1956年（昭和31年） 

資本金 259億48百万円（2003年3月末） 

従業員数 4,657名（2003年3月末）（連結：11,804名） 

事業内容 電線・ケーブル、半導体パッケージ、化合物半導体、情報伝送システム製

品、伸鋼品などの製造・販売および電力・通信ケーブルの布設工事 

 

電線、ウエハーの大手メーカーであり、主体の電線・ケーブルのほかに、伸銅品、ゴム

製品、電子部品材料、機器やケーブル付属品関連の製造および、電気や電気通信工事など

各種工事の設計、監理、請負工事を行っている。融雪技術関連開発の拠点はアドバンス技

術研究所と日高工場である。 

 

2.9.2 製品例 

表2.9.2に、日立電線の製品例を示す。 

自己温度制御型汎用ヒータ、電熱マット、ロードヒーティングシステム、ヒートパイプ

式鉄道ポイント融雪システムなど、幅広い製品を品揃えしている。 

 

表2.9.2 日立電線の製品例 

商品名 構成機器・型式 備考 

日立ﾊｲﾄﾚｰｽ ・ PTC型ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ半導電性素子を利用したもので平形断面

形状中に2本の導体電極を有するヒータである。 

・ ﾋｰﾀ型式例：SCL-10C2，SCL-14A2，SCH-42A2系など 

・ ﾋｰﾀﾕﾆｯﾄ；FP14A2，SCL-14A2系など 

・ 電熱ﾏｯﾄ：A,B,C,D 

 

配管､ﾀﾝｸ､鉄構な

どの凍結防止､保

温､融雪などに多

用途利用可 

日立ﾛｰﾄﾞﾋｰﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ ・ ﾋｰﾃｨﾝｸﾞｹｰﾌﾞﾙ：RH-EPPV,RH-EPVV,RH-SHVV 

・ ﾋｰﾃｨﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ：35A12-5B,25A17-7Bなど 

・ 制御ｼｽﾃﾑ：HRC-1,HRC-2,HRC-3,HRC-4 

ｹｰﾌﾞﾙﾕﾆｯﾄを敷設

し舗装材を打設 

鉄道ﾎﾟｲﾝﾄ用融雪・ 

凍結防止ｼｽﾃﾑ 

・ ﾎﾞｲﾗ加熱温水循環利用型ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの放熱体を枕木上に

配設して本線ﾚｰﾙ、ﾄﾝｸﾞﾚｰﾙ部域を加熱 

 

（出展：日立電線HP：http://www.hitachi-cable.co.jp/） 

 

2.9 日立電線
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2.9.3 技術開発拠点と研究者 

図2.9.3に、融雪技術に関する日立電線の出願件数と発明者の推移を示す。1990年代初

め以降出願件数は減少傾向に有り、組織的な開発は完了しているとみられる。1990年代初

めおよび1997年、2001-02年にかけての発明者増は、電力会社や鉄道会社との架線融雪や

ポイント融雪関連の出願によるものであり、ロードヒーティング関連の出願は少ない。 

 

 

図2.9.3 日立電線の出願件数と発明者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪技術の開発拠点 

アドバンス技術研究所：〒319-1414 茨城県日立市日高町5-1-1 

日高工場 ： 同 上 
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2.9.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.9.4に、融雪技術について1991年以降に日立電線が出願した全件数29件について課

題と解決手段の分布を示す。架線着氷雪防止や熱利用率の向上のための電熱ヒータ（LCス

パイラル、面状ヒータなど）の改良に関する出願が主体であるが、架線着雪防止やロード

ヒーティング精度の向上のためのセンサー検知に関する出願も多いのが特徴である。 

表2.9.4に、日立電線の融雪技術に関する出願の技術要素別課題対応特許リストを示す。 

 

図2.9.4 日立電線出願の融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.9.4 日立電線の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平5-263551 

（ 取下 ） 

92.03.17 

E04H12/00 

東京電力 

鉄塔部材の着雪防止装置 着雪氷防止性

能の向上 

融雪剤、雪氷付

着防止剤の改良 

特開平7-296641 

（ 取下 ） 

94.04.28 

H01B5/08 

難着雪電線 

化
学
的
融
雪 

施工性の向上 融雪剤、雪氷付

着防止剤の改良 

特開平5-263552 

（ 取下 ） 

92.03.17 

E04H12/00 

東京電力 

鉄塔着雪防止装置 

特開平6-233436 

（ 取下 ） 

93.02.01 

H02G7/16 

架空送電線の雪害防止方法 

特開平6-245337 

（ 取下 ） 

93.02.19 

H02G1/02 

送電線関連機器への電源供給方法 

熱利用率の 

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平10-224973 

97.02.07 

H02G7/16 

架空地線用融雪ヒータスパイラルロッド 

 

 

 

特開平4-281314 

（ 取下 ） 

91.03.06 

H02G7/16 

関西電力 

送電線着氷雪防止装置 

特開平7-039051 

（ 取下 ） 

93.07.15 

H02G7/16 

電線着雪防止装置 

着雪氷防止性

能の向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平11-332074 

98.05.15 

H02G7/16 

架空送電線の融雪方法 

製造・組立効

率の改善 

電熱ヒータの 

改良 

特開平5-028843 

（ 取下 ） 

91.07.18 

H01B7/28 

架空絶縁電線の着雪防止方法 

特開平4-278506 

（ 取下 ） 

91.03.06 

H01F40/06 

関西電力 

融雪用変流器 施工性の向上 電熱ヒータの 

改良 

特開平5-132902 

（ 取下 ） 

91.11.14 

E01B7/24 

東海旅客鉄道 

鉄道分岐器の融雪装置 

電
熱
利
用
融
雪 

運転コストの

低減 

電熱ヒータの 

改良 

特開平4-351415 

（ 取下 ） 

91.05.29 

H02G7/16 

[ 被引用1回 ] 

送電線着氷雪防止装置 



 214

表2.9.4 日立電線の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

維持管理コス

トの低減 

電熱ヒータの 

改良 

実開平6-024005 

（ 取下 ） 

92.08.28 

E01C11/26 

ロードヒーティング構造 

 

 

 

運転精度の 

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平4-281315 

（ 取下 ） 

91.03.06 

H02G7/16 

関西電力 

送電線着氷雪防止装置 

 

 

 

 

 

検知・運転制

御精度の向上 

電熱ヒータの改

良 

特開平5-148801 

91.11.29 

E01B7/24 

東海旅客鉄道 

鉄道ポイント融雪装置 

電
熱
利
用
融
雪 

設備的対応に

よる安全性の

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開2002-117962 

00.10.05 

H05B3/20,384 

面状発熱体 

 

 

 

融雪効率の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開2002-294604 

01.03.29 

E01B19/00 

名古屋鉄道 

名鉄住商工業 

融雪器 

 

 

 

 

 

循
環
パ
イ
プ
融
雪 製造・組立・

施工コストの

低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平10-176302 

96.12.18 

E01B19/00 

[ 被引用1回 ] 

鉄道などのレールの融雪装置 

運転精度の 

向上 

ダイナミック運

転制御の改良 

特開平5-311610 

（ 取下 ） 

92.05.14 

E01C11/26 

[ 被引用1回 ] 

長手方向ライン型アクチュエータ 

 

 

 

 

 

特開平5-146018 

（ 取下 ） 

91.11.22 

H02G1/02 

電線の着雪検出装置及びその着雪検出方法 

特開平6-153351 

（ 取下 ） 

92.11.12 

H02G1/02 

架空電線の着雪検出装置 

特開平6-194460 

（ 取下 ） 

92.12.24 

G01W1/00 

送電線着氷雪検出装置 

自
動
融
雪
シ
ス
テ
ム 

検知・運転制

御精度の向上 

検知･予知精度の

改良 

特開平8-128814 

（ 取下 ） 

94.10.28 

G01B11/10 

[ 被引用1回 ] 

電線着雪検出装置 
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表2.9.4 日立電線の技術要素別課題対応特許（3/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平10-260270 

97.03.21 

G01W1/14 

東京電力 

電線の着雪形状測定装置 

特開平10-267625 

97.03.21 

G01B11/24 

東京電力 

電線の着雪形状検出装置 

検知･予知精度の

改良 

特開平10-267632 

97.03.21 

G01B11/24 

東京電力 

電線の着雪形状検出装置 

特開平5-149031 

（ 取下 ） 

91.11.28 

E04H9/16 

建築物の屋根部融雪装置用スイツチ機構 

自
動
融
雪
シ
ス
テ
ム 

検知・運転制

御精度の向上 

ダイナミック運

転制御の改良 

特開平6-105428 

92.09.22 

H02G1/02 

東京電力 

[ 被引用1回 ] 

送電線雪害予測装置 
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2.10.1 企業の概要 

 

商号 三洋電機 株式会社 

本社所在地 〒570-8677 大阪府守口市京阪本通2-5-5 

設立年 1950年（昭和25年） 

資本金 1,722億42百万円（2003年3月末） 

従業員数 16,167名（2003年3月末）（連結：79,025名） 

事業内容 音響・映像・情報通信機器、電化機器、産業機器、電子デバイスなどの製

造・販売・保守・サービスなど 

 

家電大手であり、映像機器、音響機器、電化機器、産業機器、情報システム・電子デバ

イス、電池、太陽電池，太陽光発電システムなどの幅広い事業を展開している。 

融雪関連事業の詳細は不明であり、開発拠点も不明である。三洋電機出願特許の内容か

らみると、ボイラ温水を直接あるいは熱交換器を介して循環パイプ融雪するシステムが主

体であることから、温水ボイラなどの温水器や給湯器の適用拡大の一環として融雪システ

ムへの応用を考えているようである。 

 

2.10.2 製品例 

表2.10.2に、三洋電機の製品例を示す。 

融雪利用そのものについての製品はないが、温水器や給湯器（温水ボイラ、ヒートポン

プ給湯器）などをシリーズ化して販売している。 

 

表2.10.2 三洋電機の製品例 

商品名 構成機器･型式 備考 

自然冷媒ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ給湯器 ・ﾌﾙｵｰﾄ､ｾﾐｵｰﾄ､ﾏｲｺﾝ型など  

温水ﾎﾞｲﾗ ・HB-A31FEなど  

住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ ・PVS-16K4など  

（出典：三洋電機HP：http://www.sanyo.co.jp/） 

 

 

2.10.3 技術開発拠点と研究者 

図2.10.3に、融雪技術に関する三洋電機の出願件数と発明者数の推移を示す。1990年前

半と1996-97年の一時期を除き出願が低迷している。1990年前半の出願主体は屋根、軌道

レールポイント部や、融雪槽を対象としたボイラ温水循環融雪システムに関するものであ

り、1996年の出願は温水循環利用型道路融雪システムといずれもボイラ加温水を利用した

融雪システムが主体である。 

 

2.10 三洋電機 
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図2.10.3 三洋電機の出願件数と発明者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪技術の開発拠点 

本社：〒664-0027大阪府守口市京阪本通2-5-5 

 

2.10.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.10.4に、融雪技術について1991年以降に三洋電機が出願した全件数28件について課

題と解決手段の分布を示した。融雪効率向上や運転コスト低減のためのボイラ加熱温水循

環融雪システムの改良に関する出願が主体であり、電熱ヒータに関する出願は少ない。 

表2.10.4に、三洋電機の融雪技術に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

図2.10.4 三洋電機の融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.10.4 三洋電機の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平6-128920 

92.10.16 

E01H5/10 

融雪装置 
直

接

散

水

誘

雪 

運転コストの

低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平10-111042 

96.10.07 

F25B30/02 

融雪装置 

製造・組立・

施工コスト 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

実開平5-027553 

91.09.24 

F24H1/22,301 

融雪用熱源機 
火
炎
利
用
融
雪 

運転コストの

低減 

融雪機の改良 特許3011494 

91.08.06 

E01H5/10 

[ 被引用1回 ] 

融雪装置 

地中に埋設された融雪水槽1と地上に設置された

温水ﾎﾞｲﾗ7とを備えている。融雪水槽1の水を水中

揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ6で温水ﾎﾞｲﾗ7に供給し、温水ﾎﾞｲﾗ7の温

水を融雪水槽1に供給する。制御装置19は水中揚

水ﾎﾟﾝﾌﾟ6の運転によって温水ﾎﾞｲﾗ7に給水される

と、ﾊﾞｰﾅ8を作動させ、温水ﾎﾞｲﾗ7の給水温度が所

定温度以上になると、水中揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ6及びﾊﾞｰﾅ8

を停止させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電熱ヒータの 

改良 

特開平6-299508 

（ 取下 ） 

93.04.16 

E01C11/26 

鳥取三洋電機 

路面加熱装置 

電熱ヒータの 

改良 

特開平6-299509 

（ 取下 ） 

93.04.16 

E01C11/26 

鳥取三洋電機 

路面加熱装置 

施工性の向上 

現地施工法の 

改良 

特許3113442 

93.03.31 

E01C11/26 

鳥取三洋電機 

路面融雪装置 

砂利や小砂よりなる基材1の上面に熱伝導の良好

な熱伝導材を配設するとともに熱伝導材3と伝熱

的に且つ絶縁して密着した細長尺状ﾋｰﾀ4、4を設

け、その上方にｱｽﾌｧﾙﾄあるいはｺﾝｸﾘｰﾄよりなる表

層材5を配設する。ﾋｰﾀ4を熱伝導材3の両側に固定

して表層材5の両側下部に埋設したため、ﾋｰﾀ4の

熱は熱伝導材3に

伝わり表層材5を

広範囲にわたって

温めるとともに上

方からの荷重に

よってﾋｰﾀ4が損傷

するのを防止す

る。 

電
熱
利
用
融
雪 

製造・組立・

施工コストの

低減 

電熱ヒータの改

良 

特開平6-322729 

（ 取下 ） 

93.05.19 

E01H5/10 

鳥取三洋電機 

コードヒーター発熱ユニット 
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表2.10.4 三洋電機の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

処理速度の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平7-189225 

（ 取下 ） 

93.12.27 

E01H5/10 

道路又は鉄道用融雪装置 

特開平5-071101 

（ 取下 ） 

91.09.12 

E01B7/24 

鉄道線路用融雪装置 

特開平5-071252 

（ 拒絶 ） 

91.09.12 

E04H9/16 

[ 被引用3回 ] 

融雪装置 

 

 

特開平5-148805 

（ 取下 ） 

91.11.25 

E01B19/00 

鉄道線路用融雪装置 

特開平5-148806 

（ 取下 ） 

91.11.26 

E01B19/00 

鉄道線路用融雪装置 

特開平7-150502 

93.11.30 

E01B19/00 

融雪又は融氷用熱媒体循環式配管方法 

特許3374013 

96.07.17 

E01C11/26 

ロードヒーティング装置 

ﾊﾞｰﾅ、ﾊﾞｰﾅ燃焼ｶﾞｽで熱媒液を加熱する熱交換器4

と循環ﾎﾟﾝﾌﾟを有するﾎﾞｲﾗとﾛｰﾄﾞﾋｰﾃｨﾝｸﾞ熱交換部

とを備え、ﾎﾞｲﾗ熱交換器とﾛｰﾄﾞﾋｰﾃｨﾝｸﾞ熱交換部

とが、循環ﾎﾟﾝﾌﾟを有する熱媒液往き管と熱媒液

戻り管とで環状に接続さ

れるとともに、循環ﾎﾟﾝﾌﾟ

の吐出側と熱媒液戻り管

との間にﾊﾞｲﾊﾟｽが設けら

れ、ﾊﾟｲﾊﾟｽに略一定量の

熱媒液を流す非電動定流

量弁装置を設置。 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平10-102822 

96.10.01 

E04H9/16 

融雪装置 

融雪効率の 

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平11-081217 

97.09.04 

E01C11/26 

三菱化学産資 

融雪マツト 

特開平10-103689 

96.09.25 

F24D3/00 

融雪装置 製造・組立・

施工コストの

低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平10-140503 

96.11.14 

E01B19/00 

鉄道線路用融雪装置 

特開平5-148807 

（ 取下 ） 

91.11.27 

E01B19/00 

鉄道線路用融雪装置 

循
環
パ
イ
プ
融
雪 

運転コストの

低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平6-146229 

（ 取下 ） 

92.11.13 

E01H5/10 

暖房・融雪装置 
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表2.10.4 三洋電機の技術要素別課題対応特許（3/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

運転コストの

低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平7-042409 

（ 取下 ） 

93.07.30 

E04H9/16 

融雪装置 

 

 

 

 

維持管理コス

トの低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平5-214716 

（ 取下 ） 

92.01.31 

E01H5/10 

融雪装置 

 

 

 

 

循
環
パ
イ
プ
融
雪 

設備的対応に

よる安全性の

向上 

現地施工法の 

改良 

特開平10-152883 

96.11.21 

E03F5/04 

融雪装置 

 

 

 

 

製造・組立・

施工コスト 

電熱ヒータの 

改良 

特開平10-339458 

97.06.10 

F24D3/16 

三菱化学産資 

巻回可能な放熱体 

 

 

 

 

屋
根
融
雪 

運転コストの

低減 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特許3113387 

92.05.13 

E01H5/10 

融雪装置 

融雪水槽に予め給水した

水を温水ﾎﾞｲﾗに供給して

加熱するとともに、この

温水を融雪水槽に投入し

た雪および屋根、路上の

雪の融雪に使用すること

により、経済性向上およ

び装置の凍結防止を図

る。 

運転精度の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平10-159009 

96.12.02 

E01C11/26 

温水循環式融雪装置 

 

 

 

 

自
動
融
雪
シ
ス
テ
ム 

運転精度の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平5-214717 

（ 取下 ） 

92.01.31 

E01H5/10 

融雪装置 
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2.11.1 企業の概要 

 

商号 積水化学工業 株式会社 

本社所在地 〒530-8565 大阪市北区西天満2-4-4 

設立年 1947年（昭和22年） 

資本金 1,000億2百万円（2003年3月末） 

従業員数 2,858名（2003年3月末）(連結：17,329名) 

事業内容 ユニット住宅、環境・ライフライン関連製品（塩化ビニルパイプなど）の

製造・施工・販売、高機能プラスチック製品の製造・販売、他 

 

総合化学、住宅メーカーであり、管工機材、住宅資材化学品、テクノマテリアル、ライ

フグッズ、メディカル分野、住宅関連の事業を展開している。融雪技術に関連する商品開

発は、積水化学工業の環境・ライフラインカンパニー栗東工場とグループ企業の積水化成

品工業が共同で行っている。 

 

2.11.2 製品例 

表2.11.2に、積水化学グループとして、融雪関連で商品化している製品例を示す。 

 

表2.11.2 積水化学工業の製品例 

商品名 構成機器・型式 備考 

合成枕木 ・ 耐食性に優れた枕木であり、電気融雪器との組みあわ

せにも活用されている。 

ﾛｰﾄﾞﾋﾃｲﾝｸﾞｼｽﾃﾑ ・ 樹脂管、樹脂被覆鋼管を用いた温水循環ｼｽﾃﾑ 

・ 電熱ﾋｰﾀｰ利用ﾛｰﾄﾞﾋｰﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 

積 水 化 学 栗 東 工

場､積水ｴﾌ･ｴﾌ･ﾕｰ

工業が開発母体 

PTCｻｰﾐｽﾀｰ､ﾃｰﾌﾟﾋｰﾀｰ ・ PTCﾋｰﾀｰとﾕﾆｯﾄ製品 

・ ｾｷｽｲﾂﾓﾗｰｽﾞ（上記ﾋｰﾀｰを利用したｴﾝﾄﾗﾝｽ用融雪ｼｽﾃﾑ 

積水化成品工業 

（出典：積水化学工業HP：http://www.sekisui.co.jp/） 

 

2.11 積水化学工業 
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2.11.3 技術開発拠点と研究者 

図2.11.3に、融雪技術に関する積水化学工業の出願件数と発明者数の推移を示す。出願

件数は1993年の６件をピークに減少傾向にあり、開発は一段落している。 

 

図2.11.3 積水化学工業の出願件数と発明者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪技術の開発拠点 

環境・ライフラインカンパニー滋賀栗東工場 

 ：〒520-3081 滋賀県栗東市野尻75 

積水エフ・エフ・ユー工業 ：〒529-1173 滋賀県犬上郡豊郷町高野瀬193-1 

積水化成品工業総合研究所 ：〒879-0105 奈良県天理市森本町670 
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2.11.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.11.4に、融雪技術について1991年以降に積水化学工業が出願した全件数23件につい

て課題と解決手段の分布を示した。積水化学工業の融雪関連出願23件の課題と解決手段の

分布を示す。融雪効率や施工性向上のための埋設型散水／循環融雪器本体の改良や屋根消

雪用融雪器・ユニットと施工法の改良に関する出願が主体である。なお、着氷雪防止性能

の向上に関する出願は樹脂系の撥水性被膜に関するものである。 

表2.11.4に、積水化学工業の融雪技術に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

図2.11.4 積水化学工業の融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.11.4 積水化学工業の技術要素別課題対応特許（1/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平7-328532 

94.06.07 

B05D5/00 

撥水性被膜 
化
学
的
融
雪 

着雪氷防止性

能の向上 

融雪剤、雪氷付

着防止剤の改良 

特開平8-134437 

（ 取下 ） 

94.11.15 

C09K3/18,104 

撥水性被膜 

融雪効率の 

向上 

電熱ヒータの 

改良 

実用新案2530201 

91.07.24 

E01B19/00 

[ 被引用1回 ] 

融雪用枕木 

ｶﾞﾗｽ長繊維で補強された熱硬化性樹脂発泡体から

なる枕木であって、この枕木の中または表面に電

気発熱体が設けられ、この電気発熱体に通電する

と、枕木の上表面のほぼ全面が加熱できる。 

 

 

 

 

 

 

 

施工性の向上 電熱ヒータの 

改良 

特開2002-242102 

01.02.21 

E01B19/00 

融雪まくら木 

製造・組立・

施工コスト 

電熱ヒータの 

改良 

特開平8-144201 

94.11.21 

E01B3/44 

[ 被引用2回 ] 

融雪用枕木 

ｶﾞﾗｽ長繊維で補強され

た熱硬化性樹脂発泡体

の枕木本体に、ﾆｸﾛﾑ線

より比電気伝導度の大

きい金属繊維と有機繊

維とを撚つた撚り糸の

電気発熱体を設けるこ

とにより、柔軟性に富

み、施工し易く振動に

強い枕木を得る。 

実用新案2530200 

（権利消滅） 

91.07.24 

E01B19/00 

融雪用枕木 

 

電
熱
利
用
融
雪 

維持管理コス

トの低減 

電熱ヒータの 

改良 

特開2002-309535 

01.04.11 

E01H8/08 

 

枕木用融雪ヒータ装置 

融雪効率の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平6-220806 

（ 取下 ） 

93.01.26 

E01C11/26 

路面加熱用管 

熱利用率の 

向上 

現地施工法の 

改良 

特開平6-264408 

（ 拒絶 ） 

93.03.16 

E01C11/26 

[ 被引用3回 ] 

融雪パネル 

 

特開平6-220807 

（ 取下 ） 

93.01.26 

E01C11/26 

路面加熱用管 

循
環
パ
イ
プ
融
雪 

施工性の向上 埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平11-043992 

97.07.25 

E04B1/00,503 

北方住文化研究所

玄関ステツプ 



 225

表2.11.4 積水化学工業の技術要素別課題対応特許（2/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平5-287703 

92.04.10 

E01C11/26 

[ 被引用1回 ] 

路面加熱装置およびその施工方法並びに 

路面加熱装置用配管ユニット 

特開平6-221470 

93.01.26 

F16L1/024 

管路施工用治具及び管路施工方法 

 

 

 

施工性の向上 現地施工法の 

改良 

特開平6-220808 

93.01.27 

E01C11/26 

[ 被引用1回 ] 

管路施工用治具及び管路施工方法 

循
環
パ
イ
プ
融
雪 

維持管理コス

トの低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平10-246361 

97.03.05 

F16L9/12 

道路融雪パイプ 

 

 

 

特開平6-330595 

（ 取下 ） 

93.05.24 

E04D13/10 

屋根用雪止め具 

特開平9-004152 

（ 取下 ） 

95.06.19 

E04D13/076 

融雪装置付谷樋構造 

融雪効率の 

向上 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開平10-338998 

97.06.05 

E04D1/30,603 

岡山積水工業 

融雪瓦 

 

特開2000-073506 

98.08.28 

E04D13/076 

北方住文化研究所

竪樋凍結防止装置 

 

特開2000-073499 

98.09.01 

E04D13/00 

北方住文化研究所

屋根構造 

 

施工性の向上 屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開2001-241151 

00.02.24 

E04D13/00 

[ 被引用1回 ] 

屋根散水装置 

運転コストの

低減 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開平4-360978 

91.06.10 

E04H9/16 

[ 被引用1回 ] 

屋根の融雪構造 

屋
根
融
雪 

維持管理コス

トの低減 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

実開平6-001550 

（ 取下 ） 

92.06.16 

E04D13/06 

竪樋の凍結防止構造 
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2.12.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 ボッシュ オートモーティブ システム 

本社所在地 〒150-8360 東京都渋谷区渋谷3-6-7 

設立年 1899年（明治32年） 

資本金 2,447億26百万円（2002年3月末） 

従業員数 31,922名（2002年3月末）（連結：141,909名） 

事業内容 自動車部品、コンピュータ、通信機器、電子デバイス、ソフトウェアなど

の製造販売を含むインターネット・ソリューション事業 

 

自動車部品メーカー大手であり、エンジン用燃料噴射装置、車両用空調機器、自動車用

電子機器，油圧機器、制動倍力装置用部品など自動車用部品の製造を事業としている。旧

ヂーゼル機器（1990年にゼクセル、2000年にボッシュ オートモーティブ システムへ社

名変更）であり、1997年８月に、ボッシュが同社の筆頭株主となり、1999年４月には株式

の過半を取得した。さらに2000年７月、それまでボッシュが行っていた自動車関連直納事

業を同社へ移管し、2002年７月に、ボッシュ ブレーキ システムおよびボッシュ エレク

トロニクスと合併し、ボッシュ オートモーティブ システムとして新たなスタートを切っ

ている。融雪関連の出願は、旧ヂーゼル機器の出願人でなされているが、合併後のボッ

シュ オートモーティブ システム社のホームページからは融雪関連機器情報は抽出されな

かった。なお、公報発明者住所から開発拠点を推定すると、現ボッシュ オートモーティ

ブ システムの東松山第一工場と札幌事務所となっている。 

 

2.12.2 製品例 

旧ヂーゼル機器が出願した特許は全て燃焼式融雪装置に関するものであるが、詳細は不

明である。 

 

2.12.3 技術開発拠点と研究者 

図2.12.3に、融雪技術に関するボッシュ オートモーティブ システムの出願件数と発

明者数の推移を示す。1994-98年の特定期間に、燃焼式融雪装置を開発したが、その後の

出願はなく撤退したものと考えられる。 

 

2.12 ボッシュ オートモーティブ システム



 227

図2.12.3 ボッシュ オートモーティブ システムの 

出願件数と発明者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推定開発拠点 

東松山第一工場 ：〒355-8603 埼玉県東松山市箭弓町3-13-26 

札幌事務所 ：〒060-0034 札幌市中央区北4条東2-8-2マルイト北4条ビル7F 
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2.12.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.12.4に、融雪技術について1991年以降にボッシュ オートモーティブ システムが

出願した全件数22件について課題と解決手段の分布を示した。すべて設備的対応による安

全性の向上、処理速度の向上、融雪効率の向上を目的とした融雪機の改良にに関する出願

であり、融雪機の燃焼ドラム構造と装置本体構造や蓋の改良に関するものが主体である。 

表2.12.4に、ボッシュ オートモーティブ システムの融雪技術に関する技術要素別課題

対応特許を示す。 

 

図2.12.4 ボッシュ オートモーティブ システムの融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.12.4 ボッシュ オートモーティブ システムの技術要素別課題対応特許（1/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平8-020926 

（ 取下 ） 

94.07.08 

E01H5/10 

[ 被引用3回 ] 

燃焼式融雪装置 

特開平9-088031 

（ 取下 ） 

95.09.26 

E01H5/10 

燃焼式融雪装置 

特開平9-088032 

（ 取下 ） 

95.09.26 

E01H5/10 

燃焼式融雪装置 

特開平9-100520 

（ 取下 ） 

95.10.05 

E01H5/10 

燃焼式融雪装置 

特開平9-125333 

（ 取下 ） 

95.10.26 

E01H5/10 

燃焼式融雪装置 

特開平9-209325 

96.02.07 

E01H5/10 

燃焼式融雪装置 

処理速度の向

上 

融雪機の改良 

特開平10-317347 

97.05.22 

E01H5/10 

融雪装置 

 

特開平9-003846 

（ 取下 ） 

95.06.16 

E01H5/10 

燃焼式融雪装置 

特開平10-152817 

96.11.22 

E01H5/10 

融雪機 

特開平11-036254 

97.07.18 

E01H5/10 

[ 被引用1回 ] 

融雪装置 

 

融雪効率の 

向上 

融雪機の改良 

特開平11-200333 

98.01.14 

E01H5/10 

燃焼式融雪装置 

 

特開平9-003845 

（ 取下 ） 

95.06.16 

E01H5/10 

燃焼式融雪装置 

特開平10-168849 

96.12.12 

E01H5/10 

融雪装置 

 

特開平10-183552 

96.12.24 

E01H5/10 

融雪機の安全装置 

特開平10-195839 

97.01.17 

E01H5/10 

融雪装置 

 

火
炎
利
用
融
雪 

設備的対応に

よる安全性の

向上 

融雪機の改良 

特開平10-212712 

97.01.29 

E01H5/10 

融雪装置 
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表2.12.4 ボッシュ オートモーティブ システムの技術要素別課題対応特許（2/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平10-212713 

97.01.29 

E01H5/10 

融雪装置 

特開平10-219646 

97.01.31 

E01H5/10 

燃焼式融雪装置 

特開平10-219647 

97.02.05 

E01H5/10 

燃焼式融雪装置 

 

特開平10-280351 

97.04.03 

E01H5/10 

[ 被引用1回 ] 

融雪装置 

 

火
炎
利
用
融
雪 

設備的対応に

よる安全性の

向上 

融雪機の改良 

特開平11-071732 

97.08.28 

E01H5/10 

融雪装置 
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2.13.1 企業の概要 

 

商号 高橋 敬（株式会社 パテジソン） 

本社所在地 〒710-0055 岡山県倉敷市阿知1-14-16 

設立年 1982年（昭和57年） 

資本金 10百万円 

従業員数 7名 

事業内容 融雪シートの製造・販売、技術英文の翻訳 

 

高橋敬氏は、パテジソン（本社：倉敷市）の代表である。平面流下管理技術のパイオニ

ア企業であり、パテジソン消雪シートの製造販売施工を主業務としている企業である。 

 

2.13.2 製品例 

表2.13.2に、パテジソンの製品例を示す。 

パテジソン消雪シートは、降雪センサと融雪水循環系とボイラ加熱系との組み合わせで

屋根消雪に利用されている。降雪センサにより降雪を検知し、ポンプにより貯水タンクか

ら屋根にボイラ加温水または地下水（|予想される最低外気温度|＋５度）を送り、消雪

シートを貼付した屋根表面に少量の加温水を流し、表面に降ってくる雪粒子を温水接触さ

せて溶かす流体移動規正線構造方式の流水式シートである。流下する水には収束し蛇行す

る性質があるが、通路系統の働きにより流下する液体（温水）はバランスよくシート全面

に拡散した状態に保たれ偏流を生じない。屋根がデコボコしていても常に安定した流れが

保たれ、どの部位でも安定した融雪効果が発揮される。シートを流下した融雪水は雨樋で

受け、小型貯水タンクに戻されオーバーフロー管を通じて排出される。 

 

表2.13.2 パテジソンの製品例 

商品名 構成機器・型式 備考 

ﾊﾟﾃｼﾞｿﾝ消雪ｼｰﾄ ・型式など不明  

（出典：パテジソンHP：http://www.patedison.co.jp/gaiyo/index.html） 

 

2.13.3 技術開発拠点と研究者 

図2.13.3に、融雪技術に関する高橋敬氏の出願件数と発明者数の推移を示す。高橋敬氏

の個人単独出願であり、1994年に上記パテジソン消雪シートの基本特許を､その後1998年

にかけてその応用特許を出願している。 

 

2.13 高橋 敬 
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図2.13.3 高橋敬氏の出願件数と発明者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪技術の開発拠点 

パテジソン本社：〒710-0055 岡山県倉敷市阿知1-14-16 

 

2.13.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.13.4に、融雪技術について1991年以降に高橋敬氏が出願した全件数22件について課

題と解決手段の分布を示す。融雪効率の向上のための屋根消雪用融雪器・ユニット・施工

法の改良中でも濡れ性を制御した節水型散水器と施工法の改良に関する出願がほとんどで

あり、上記商品に関する出願である。 

表2.13.4に、高橋敬氏出願22件について技術要素別課題対応特許を示す。 

 

図2.13.4 高橋敬氏の融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.13.4 高橋 敬氏の技術要素別課題対応特許（1/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

直
接
散
水

誘
雪 

維持管理コス

トの低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開2000-110950 

98.09.30 

F16K1/22 

配管装置 

特開平7-324889 

94.05.28 

F28F21/00 

流下規正機能を備えた除雪／集熱または 

加熱／冷却用の熱交換接着シート 

 

 

特開平7-324890 

（ 取下 ） 

94.05.29 

F28F21/00 

流下規正機能を備えた除雪／集熱または 

加熱／冷却用の熱交換接着シート 

特開平7-332767 

94.06.07 

F24J2/23 

流下規正機能を備えた除雪／集熱または 

加熱／冷却用の熱交換接着シート 

 

 

特開平8-060896 

94.08.24 

E04H9/16 

除雪装置 

特開平8-158699 

94.12.03 

E04H9/16 

屋根の融雪方法 

特開平8-158698 

94.12.09 

E04H9/16 

積雪面の融雪方法 

特開平8-165821 

94.12.12 

E04H9/16 

積雪面の融雪方法 

特開平8-177175 

94.12.22 

E04D13/00 

液体の流下規正方法 

特開平8-184216 

94.12.28 

E04H9/16 

融雪シート 

特開平8-199851 

95.01.28 

E04H9/16 

積雪面の融雪／除雪方法 

特開平8-218338 

95.02.09 

E01H5/10 

除雪方法 

特開平8-246708 

95.03.09 

E04H9/16 

液体の流下案内部材 

特開平9-229489 

96.02.20 

F24J2/23 

耐圧流体規正搬送シート 

 

特開平9-302993 

96.05.13 

E04H9/16 

流体流動制御部材 

特開平9-316844 

96.06.02 

E01H5/10 

融雪床 

屋
根
融
雪 

融雪効率の 

向上 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開平9-243180 

（ 取下 ） 

97.02.12 

F24J2/23 

規正線シート 
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表2.13.4 高橋 敬氏の技術要素別課題対応特許（2/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

融雪効率の 

向上 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開2001-012109 

99.06.26 

E04H9/16 

熱媒体回収装置 

 

 

 

施工性の向上 屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開平8-013850 

94.06.22 

E04H9/16 

屋根の除雪方法 

 

 

 

製造・組立・

施工コストの

低減 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開平11-172961 

97.12.15 

E04H9/16 

流体分配供給手段 

 

 

 

運転コストの

低減 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

実用新案3058184 

98.10.01 

E04H9/16 

融雪水分配供給手段 

下段堰の通路の前方位置に、放出された融雪水の

移動方向を斜めに遮る傾斜面を備えた偏向部材を

配置し、通路から放出された融雪水の流れを偏向

部材の傾斜面に沿って流下規正手段の各流下経路

上の必要位置まで横方向に案内し、通路とこれに

対応する流下経路上の必要位置のずれを補正して

それぞれの流下規正経路に融雪水を適切に供給す

る。 
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2.14.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 ヒルコ 

本社所在地 〒003-0873 北海道札幌市白石区米里3条2-5-6 

設立年 1981年（昭和56年） 

資本金 99百万円 

従業員数 35名 

事業内容 融雪機、融雪槽、ロードヒーティング、屋根融雪システムなどの製造・販

売・施工 

 

ヒルコは、融雪機、融雪槽、ロードヒーティング、屋根融雪、大型融雪機、特殊融雪装

置、その他の各種融雪システム、一般住宅リフォームなどを手がける地場企業である。融

雪システムについては、多くの製品種を品揃えしている。 

  

2.14.2 製品例 

表2.14.2に、当社インターネットカタログより抽出した融雪システム製品例を示す。 

 

表2.14.2 ヒルコの製品例 

商品名 構成機器・型式 備考 

埋設型融雪機「融雪王」 ・ 二段階型燃焼ドラム構造と給排気高効率利用 

・ 型式：HS-2000-3GM～5.5GM 

埋 設 型 融 雪 機 ｢融 雪 王

｢D7｣｣ 

・ あらゆる方向からの排気熱で融雪 

・ 二重特殊構造の燃焼缶採用し、温水ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰで融雪 

・ 燃焼缶の接触熱で融雪 

・ 型式：D-7 

移動式融雪機「融雪王

｢太郎｣」 

・ 温水湧水散布と高温排気熱風の活用 

・ 型式：太郎：HR-1500-35GA,HR-1500-40Gなど 

 

電気融雪槽「快冬くん」 ・ 型式：HT-1500など３型式  

ﾛｰﾄﾞﾋｰﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ ・ 温水循環式ﾛｰﾄﾞﾋｰﾃｨﾝｸﾞ：ポカラ 

・ 電気式ﾛｰﾄﾞﾋｰﾃｨﾝｸﾞ：ウララ 

 

屋根融雪ｼｽﾃﾑ ・ 無落雪型：融雪スノーダム・アラスカ 

・ 軒先型：ﾙｰﾌﾋｰﾃｨﾝｸﾞ 

・ ｽﾉｰﾀﾞｸﾄ型：ｽﾉｰﾀﾞｸﾄﾋｰﾃｨﾝｸﾞ 

 

（出典：ヒルコHP：http://www3.ocn.ne.jp/~hiruko/） 

 

2.14.3 技術開発拠点と研究者 

図2.14.3に、融雪技術に関するヒルコの出願件数と発明者数の推移を示す。1997年以降

現在にいたるまで継続的に出願している。出願人はヒルコであるが、発明者は､ヒルコ代

表の加賀義之氏単独のものがほとんどである。 

 

2.14 ヒルコ 
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図2.14.3 ヒルコの出願件数と発明者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪技術の開発拠点 

本社：〒003-0873 北海道札幌市白石区米里3条2-5-6 

 

2.14.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.14.4に、融雪技術について1991年以降にヒルコが出願した全件数18件について課題

と解決手段の分布を示す。設備的対応による安全性の向上のための融雪機の改良に関する

出願が主体を占めている。 

表2.14.4に､ヒルコの融雪技術に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

図2.14.4 ヒルコの融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.14.4 ヒルコの技術要素別課題対応特許（1/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

処理速度の 

向上 

融雪機の改良 特開2001-172930 

99.12.15 

E01H5/10 

融雪機 

 

特許3077795 

97.04.15 

E01H5/10 

[ 被引用1回 ] 

融雪機の散水装置 

埋設型融雪機の融雪室の中央に炉体を設け、吐出

口の上方に、融雪水を中央に向けて膜状に散水す

る反射板を設けることにより、融雪効率、炉体の

耐久性を高め、吐出口の目詰りを防ぐようにす

る。 

直
接
散
水
誘
雪 

融雪効率の 

向上 

融雪機の改良 

特許3084554 

97.04.17 

E01H5/10 

ﾎｸｴｲ 

[ 被引用1回 ] 

融雪機の散水装置 

埋設型融雪機の吐水口の上方に傾斜した散水反射

板を取出し自

在に設けるこ

とにより、融

雪水を融雪室

の中央方向に

均一に散水す

るとともに、

目詰りを除去

し易くする。 

維持管理コス

トの低減 

融雪機の改良 特開2003-027440 

01.07.17 

E01H5/10 

融雪機 

 

運転精度の 

向上 

融雪機の改良 特開2001-234518 

00.02.22 

E01H5/10 

融雪機のバーナーの制御装置 

特許3077796 

97.04.18 

E01H5/10 

[ 被引用1回 ] 

融雪機の転落防止枠 

融雪室3の上方開口部を塞ぐ開閉可能な融雪室蓋

を設け、閉じられた融雪室蓋の下方に位置し融雪

室蓋の中間部にかかる荷重を受ける転落防止枠30

を設け、転落防止

枠30は融雪室蓋が

開けられたとき融

雪室3の上方開口

部のほぼ全面を覆

う格子32,33など

とする。 

特許3202940 

97.05.26 

E01H5/10 

ﾎｸｴｲ 

 

融雪機の炉体の排気誘導板 

燃焼ｶﾞｽの一部を、

排気口近傍から融雪

室壁面沿いに設けた

排気誘導板と融雪室

壁面との間を通して

排出することによ

り、燃焼異常を防止

する。 

火
炎
利
用
融
雪 

設備的対応に

よる安全性の

向上 

融雪機の改良 

特開平11-006118 

97.06.17 

E01H5/10 

ﾎｸｴｲ 

融雪機の炉体構造 
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表2.14.4 ヒルコの技術要素別課題対応特許（2/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許3235086 

97.06.17 

E01H5/10 

融雪機のバーナーの吸気筒 

吸気筒蓋の裏側に吸気筒を設け、吸気筒蓋を開け

ると吸気筒が

ほぼ垂直に出

現させること

により、不使

用時に設置場

所を有効利用

できるように

する。 

特許3199360 

97.07.04 

E01H5/10 

[ 被引用1回 ] 

融雪機のバーナーの安全装置 

融雪室に設けた散水装置は所定量貯留した融雪水

を炉体に向けて散水し、散水装置を作動させない

とﾊﾞｰﾅが着火起動しないようにすることにより、

ﾊﾞｰﾅの着火前に

融雪室に投雪し

ても散水による

孔げきで排気通

路を確保し、炉

体の長寿命化を

可能にする。 

特開平11-021840 

97.07.04 

E01H5/10 

[ 被引用1回 ] 

融雪機の排水口 

特開平11-061764 

97.08.07 

E01H5/10 

融雪機 

特開2001-355217 

00.06.15 

E01H5/10 

融雪機の排水口 

火
炎
利
用
融
雪 

設備的対応に

よる安全性の

向上 

融雪機の改良 

特開2002-054115 

00.08.09 

E01H5/10 

[ 被引用1回 ] 

融雪機 

電
熱
利
用 

融
雪 

融雪効率の 

向上 

ダイナミック運

転制御の改良 

特開2001-262529 

00.03.17 

E01H5/10 

融雪槽の制御装置 

循
環
パ
イ
プ

融
雪 

施工性の向上 埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開2003-082882 

01.09.13 

E04H9/16 

露出配管屋根融雪装置 

屋

根

融

雪 

施工性の向上 屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開2000-170334 

98.12.08 

E04D13/15,301 

ﾋﾞﾆﾌﾚｰﾑ工業 

笠木用融雪装置 

 

自

動

融

雪

シ
ス
テ
ム 

検知・運転制

御精度の向上 

検知･予知精度の

改良 

特開2000-248693 

99.02.26 

E04D13/00 

スノーダム屋根融雪装置 
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2.15.1 企業の概要 

 

商号 住友電気工業 株式会社 

本社所在地 〒541-0041 大阪市中央区北浜4-5-33 住友ビル 

設立年 1911年（明治44年） 

資本金 962億31百万円（2003年3月末） 

従業員数 7,171名（2003年3月末）（連結：79,197名） 

事業内容 電線・ケーブルの製造・販売・工事、産業用素材（特殊線、粉末合金な

ど）の製造・販売、オプト・エレクトロニクス製品の製造・販売 

 

電線、光通信機器・光ファイバーを中軸に、自動車部品、工具など幅広く事業を展開し

ている。融雪技術に関連した事業は、送電線および関連施設の融雪システムであり電力事

業部が主体となっている。 

 

2.15.2 製品例 

表2.15.2に、住友電気工業の製品例を示す。 

 

表2.15.2 住友電気工業の製品例 

商品名 構成機器・型式 備考 

融雪ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ ・地中熱などを利用して地上からの雪をとかし、積雪移動圧

や沈高圧から各種部材を保護(配電柱支線断線防止、標

識、信号機の屈曲防止など) ：詳細仕様不明  

着雪防止型電線  ・ 着雪を防止するために２ヶ所突起を設けた絶縁電線 ：

詳細仕様不明 

融雪コアー ・ 架空送電線につけて電流で雪を融かすﾘﾝｸﾞ:詳細仕様不

明 

電力事業部 

（出典：住友電気工業HP：http://www.sei.co.jp/） 

 

2.15.3 技術開発拠点と研究者 

図2.15.3に、融雪技術に関する住友電気工業の出願件数推移と発明者数の推移を示す。

1992年の出願ピーク後は減少し1996年以降の出願はない。1990年代前半の開発期にも発明

者の広がりはみられない。 

 

2.15 住友電気工業 
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図2.15.3 住友電気工業の出願件数と発明者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪技術の開発拠点 

大阪製作所：〒554-0024 大阪市此花区島屋1-1-3 

 

2.15.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.15.4に、融雪技術について1991年以降に住友電気工業が出願した全件数18件の課題

と解決手段の分布を示す。主体は、熱利用率特に電熱変換効率の向上のための架線用LCス

パイラルロッドの改良に関する出願がほとんどである。 

表2.15.4に、住友電気工業の融雪技術に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

図2.15.4 住友電気工業の融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.15.4 住友電気工業の技術要素別課題対応特許（1/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平5-098396 

（ 取下 ） 

91.10.07 

C22C38/00,302 

融雪合金 

特開平5-120919 

（ 取下 ） 

91.10.25 

H01B5/08 

低風音型難着雪電線 

特開平5-120920 

（ 取下 ） 

91.10.25 

H01B5/08 

低風音型難着雪電線 

特開平5-219632 

（ 取下 ） 

92.02.03 

H02G7/16 

融雪部材 

特開平5-292639 

（ 取下 ） 

92.04.07 

H02G7/16 

融雪部材 

特開平5-292637 

（ 取下 ） 

92.04.07 

H02G7/16 

発熱テープ 

特開平6-121438 

92.10.08 

H02G7/16 

[ 被引用1回 ] 

送電線用融雪合金ならびにその線材およびリング

特許3166339 

92.10.21 

H02G7/16 

[ 被引用2回 ] 

難着氷雪電線用発熱合金線 

冬期の低電流時には発熱効率が高く、夏期の高電

流時には発熱効率の低い合金線を提供する。難着

氷雪電線用の発熱合金線は、軟磁性材料からなる

心材と、心材1を覆い、Fe-Ni系合金からなる被覆

材と、被覆材を覆い、Zn、Zn合金、AlまたはAl合

金からなる

防食層とを

備えてい

る。 

特開平6-165355 

（ 取下 ） 

92.11.19 

H02G7/16 

送電線用融雪合金線材およびその製造方法 

特許3248999 

93.10.28 

H02G7/16 

大同特殊鋼 

送電線用融雪部材 

送電線を外周から囲うﾘﾝｸﾞ状、ﾊﾟｲﾌﾟ状又はｽﾊﾟｲﾗ

ﾙ状で、特定の寸法及び電磁気的性質を有する金

属又はその酸化物から形成することにより、十分

な融雪効果が得られるようにする。 

電
熱
利
用
融
雪 

熱利用率の 

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特許3126089 

93.12.03 

H01B1/02 

大同特殊鋼 

送電線用融雪部材 

送電線用融雪部材を特定

組成のFe-Al合金で形成

することにより、低磁界

で融雪に必要な鉄損の発

熱が得られ、十分な着雪

防止効果を可能にする。 
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表2.15.4 住友電気工業の技術要素別課題対応特許（2/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平8-070525 

94.08.29 

H02G7/16 

[ 被引用2回 ] 

難着氷雪電線用融雪磁性合金部材 

中心に内層材料として低ｷｭﾘｰ点材料を用い、その

外層に軟磁性材料を用い、更

にその外層に防食層を設ける

ことにより、冬期の低潮流時

にも融雪に充分な発熱効率を

有し、夏期の高潮流時には電

線に影響を及ぼさない低い発

熱効率を有するようにする。 

特開平8-203333 

（ 取下 ） 

95.01.31 

H01B5/10 

難着氷雪型架空送電線 

熱利用率の 

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平8-222029 

（ 取下 ） 

95.02.14 

H01B5/10 

難着雪型電線 

特開平5-292640 

（ 取下 ） 

92.04.07 

H02G7/16 

融雪部材 

特開平5-292638 

（ 取下 ） 

92.04.07 

H02G7/16 

融雪効果を有する線材 

電
熱
利
用
融
雪 

着雪氷防止性

能の向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平8-251786 

（ 取下 ） 

95.03.13 

H02G7/16 

送電線用融雪磁性リング 

自
動
融
雪
シ
ス
テ
ム 

製造・組立・

施工コストの

低減 

電熱ヒータの 

改良 

特許3289019 

93.08.25 

E01H5/10 

東京電力 

移動体の非接触給電装置における路面融雪方法 

各走行車両1の経路には、各1次ｺｲﾙ2が連続的に配

置されている。給電装置3は、電力線4から電力を

与えられ、交流電流を1次ｺｲﾙ2に供給する。走行

車両1の底には、2次ｺｲﾙが配設され,この2次ｺｲﾙに

誘導電流を発生する。この誘導電流は、適宜の直

流電圧に変換されてから、動力源のﾓｰﾀやﾊﾞｯﾃﾘｰ

に供給される。給電装置3は、経路の積雪が積雪ｾ

ﾝｻ5によって検出されると、1次ｺｲﾙ2に供給される

交流電流を増加して、1次ｺｲﾙ2の温度を上昇させ

る。この1次ｺｲﾙ2の温度が予め定められた融解温

度になると、給電装置3は、1次ｺｲﾙ2に供給される

交流電流を増減して、この融解温度を保つ。これ

により、経路の雪が溶ける。 
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2.16.1 企業の概要 

 

商号 サンデン 株式会社 

本社所在地 〒372-8502 群馬県伊勢崎市寿町20 

設立年 1943年（昭和18年） 

資本金 110億37百万円（2003年3月末） 

従業員数 2,645名（2003年3月末）(連結：7,603名) 

事業内容 車載用エアコン、自動販売機などの製造・販売 

 

自動車機器製品、自動販売機製品、店舗システム、住宅設備機器製品のメーカーである。

融雪技術関連では、ロードヒーティングシステムを製品化している。 

 

2.16.2 製品例 

表2.16.2に、サンデンのロードヒーティングシステムの製品例を示す。 

 

表2.16.2 サンデンの製品例 

商品名 構成機器・型式 備考 

ﾛｰﾄﾞﾋｰﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ ・ 降雪ｾﾝｻｰと温水ﾎﾞｲﾗと運転制御ﾎﾞｯｸｽで構成 

・ 降雪ｾﾝｻ型式：SNC-01A 

・ ﾎﾞｲﾗ給湯ｼｽﾃﾑ：YB-401FF 

 

（出典：サンデンHP：http://www.sanden.co.jp/） 

 

2.16.3 技術開発拠点と研究者 

図2.16.3に、融雪技術に関するサンデンの出願件数と発明者数の推移を示す。1991年と

1997-98年の特定時期のみ出願しており、メンバーも固定されている。 

 

図2.16.3 サンデンの出願件数と発明者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.16 サンデン 
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融雪技術の開発拠点 

本社：〒372-8502 群馬県伊勢崎市寿町20 

 

 

2.16.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.16.4に､融雪技術について1991年以降にサンデンが出願した全件数17件について課

題と解決手段の分布を示す。 

17件中３件が融雪機で、残りはロードヒーティングに関するものである。設備的対応に

よる安全性の向上と融雪効率の向上のための循環パイプ本体の改良と現地施工法の改良に

関する出願が主体である。 

表2.16.4に、サンデンの融雪技術に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

図2.16.4 サンデンの融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.16.4 サンデンの技術要素別課題対応特許 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

実開平4-138417 

（ 取下 ） 

91.06.19 

E01H5/10 

埋設型融雪槽 処理速度の 

向上 

融雪機の改良 

実開平4-138418 

（ 取下 ） 

91.06.19 

E01H5/10 

埋設型融雪槽 

運転コストの

低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

実用新案2096425 

91.07.05 

E01H5/10 

融雪システム 

高温回路にには暖房回路の同じ第1ﾌﾞﾗﾗｲﾝを循環

し、低温回路にはこれとは異なる第2ﾌﾞﾗｲﾝを循環

しているので、第1ﾌﾞﾗｲﾝとして室内暖房に適した

ものをそれぞれ用いることができ、融雪用熱交換

品などの内部でﾌﾞﾗｲﾝが凍結することがなく暖房

及び融雪を効率良く行える。 

火
炎
利
用
融
雪 

その他 融雪機の改良 実開平4-138416 

（ 取下 ） 

91.06.21 

E01H5/10 

融雪装置 

維持管理コス

トの低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平5-099438 

（ 取下 ） 

91.10.08 

F24D3/00 

温水回路システム 

現地施工法の改

良 

特開平10-212703 

97.01.29 

E01C11/26 

路面融雪装置 

特開平10-219611 

97.02.04 

E01C11/26 

路面融雪装置 

融雪効率の 

向上 

現地施工法の 

改良 

特開平10-237809 

97.03.03 

E01C11/26 

路面融雪装置 

特開平10-212702 

97.01.29 

E01C11/26 

路面融雪装置 

特開平10-212704 

97.01.30 

E01C11/26 

路面融雪装置 

特開平10-219610 

97.01.31 

E01C11/26 

路面融雪装置 

循
環
パ
イ
プ
融
雪 

設備的対応に

よる安全性の

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平10-219609 

97.02.04 

E01C11/26 

路面融雪装置 

運転コストの

低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開2000-160504 

98.11.30 

E01C11/26 

融雪装置 

検知・運転制

御精度の向上 

検知･予知精度の

改良 

特開平11-218580 

98.02.02 

G01W1/14 

降雪検知装置 

特開平11-021841 

97.07.08 

E01H5/10 

融雪装置 

特開平11-209912 

98.01.21 

E01C11/26 

融雪装置 

自
動
融
雪
シ
ス
テ
ム 

 ダイナミック運

転制御の改良 

特開平11-280017 

98.03.27 

E01C11/26 

融雪装置 
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2.17.1 企業の概要 

 

商号 浅野金属工業 株式会社 

本社所在地 〒955-0803 新潟県三条市月岡2866 

設立年 1944年（昭和19年） 

資本金 20百万円 

従業員数 36名 

事業内容 ステンレス鋳鋼、漁具、船具、ヨット部品などの製造・販売 

 

浅野金属工業は、ステンレス鋳鋼および二次製品加工を主体としており、融雪技術関連

では散水および消雪用ノズルのメーカーとして知られている。 

 

2.17.2 製品例 

ホームページがなく製品名は見出せない。 

 

2.17.3 技術開発拠点と研究者 

図2.17.3に、融雪技術に関する浅野金属工業の出願件数と発明者数の推移を示す。1990

年代前半は出願がみられたが､後半以降は出願が少ない。 

 

図2.17.3 浅野金属工業の出願件数と発明者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪技術の開発拠点 

本社：〒955-0803 新潟県三条市月岡2866 

2.17 浅野金属工業 
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2.17.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.17.4に、融雪技術について1991年以降に浅野金属工業が出願した全件数17件につい

て課題と解決手段の分布を示す。主体は維持管理コストの低減のための埋設型散水／循環

融雪器本体の改良に関する出願であり、具体的には散水ノズル構造と取り付け交換方法の

改良に関するものが多い。 

表2.17.4に、浅野金属工業の融雪技術に関する技術要素別課題対応特許を示す。 

 

図2.17.4 浅野金属工業出願の融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.17.4 浅野金属工業の技術要素別課題対応特許（1/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平8-047655 

95.03.10 

B05B1/02   BBT 

消雪ノズル 融雪効率の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開2001-190987 

00.01.06 

B05B1/18 

散水ノズル 

施工性の向上 埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平7-119112 

93.10.27 

E01C11/26 

消雪ブロックの施工法 

実用新案2531797 

（権利消滅） 

91.04.06 

B05B1/06 

興和 

日さく 

消雪ノズル 

 

 

特許1912146 

91.08.02 

B05B1/18  BBT 

興和 

日さく 

鋳造製消雪ノズルの製造法 

ﾉｽﾞﾙ体を上下に分断し、鋳造上部体と鋳造下部体

とをﾛｽﾄﾜｯｸｽ法により別々に鋳造し、鋳造製上部

体に散水孔を穿設することにより、正確に量産し

得る鋳造製消雪ﾉｽﾞﾙの製造法を得る。 

製造・組立効

率の改善 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平7-136555 

93.11.12 

B05B1/30  BBT 

消雪ノズル 

製造・組立･施

工コストの低

減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

実用新案2592589 

（権利消滅） 

93.10.05 

E01H5/10 

消雪道路施工形成用消雪ブロック 

 

 

特開平4-261910 

（ 却下 ） 

91.01.18 

E01H5/10 

不良消雪ノズルの引き抜き装置 

実開平5-080543 

91.03.30 

B05B1/06  BBT 

回動ハンドル付消雪ノズル 

特開平8-035217 

94.07.22 

E01H5/10 

消雪ノズル 

特開平8-057360 

（ 取下 ） 

94.08.24 

B05B1/32  BBT 

散水ノズルにおける流量調整装置 

直
接
散
水
誘
雪 

維持管理コス

トの低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平8-103691 

（ 取下 ） 

94.09.30 

B05B1/30  BBT 

散水ノズルにおける流量調整装置 
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表2.17.4 浅野金属工業の技術要素別課題対応特許（2/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許3188888 

95.03.23 

B05B1/18 

ｼﾞｵﾃｸｻｰﾋﾞｽ 

[ 被引用1回 ] 

散水盤外し具付散水ノズル並びに散水ノズル 

径大部を有する散水盤外し具を、雄螺子を雌螺子

に螺着した時、ﾊﾝﾄﾞﾙ杆の下端面が散水ﾉｽﾞﾙ体の

隔壁の平面部に当接する長さに形成することによ

り、散水盤を簡単に取り外せるようにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特開平8-323245 

（ 取下 ） 

95.05.31 

B05B1/04  BBT 

散水ノズル 

特開平9-119121 

（ 取下 ） 

95.10.26 

E01H5/10 

消雪ノズルの保護装置 

特開2001-073334 

99.09.07 

E01H5/10 

消雪ブロック 

直
接
散
水
誘
雪 

維持管理コス

トの低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開2000-301030 

00.03.21 

B05B1/18 

ｼﾞｵﾃｸｻｰﾋﾞｽ 

散水ノズル 
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2.18.1 企業の概要 

 

商号 出光興産 株式会社 

本社所在地 〒100-8627 東京都千代田区丸の内3-1-1 

設立年 1940年（昭和15年） 

資本金 388億円（2003年3月末） 

従業員数 3,306名（2003年3月末）（連結：6,761名） 

事業内容 石油精製、油脂製造、石油など鉱物資源の調査・開発・採取、医薬品・農

業薬品・農業用資材・化学薬品の製造・販売、他 

 

出光興産は、石油元売り会社であり、石油精製が主体であるが、PTC特性を有する導電

性粒子を混入したプラスチック発熱ヒータを開発し、省エネタイプの電気式床暖房システ

ム（プラサーモ）として製造販売している。 

 

2.18.2 製品例 

表2.18.2に、出光興産の製品例を示す。 

前記プラサーモの応用の一環として、屋根・駐車場などの融雪への利用を推進している。

また、2000年には、床暖房の施工性を改善した「プラサーモＥパネル」を発売している。 

 

表2.18.2 出光興産の製品例 

商品名 構成機器・型式 備考 

電気式床暖房ｼｽﾃﾑ(ﾌﾟﾗｻｰﾓ) ・PTCﾋｰﾀを内蔵した面状ﾋｰﾀ  

（出典：出光興産HP：http://www.idemitsu.co.jp/） 

 

2.18.3 技術開発拠点と研究者 

図2.18.3に、融雪技術に関する出光興産の出願件数と発明者数の推移を示す。散発的な

出願が現在にいたるまで継続されている。 

 

図2.18.3 出光興産の出願件数と発明者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.18 出光興産 
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融雪技術の開発拠点 

北海道製油所 ：〒059-1392 北海道苫小牧市真砂町251 

中央研究所 ：〒299-0293 千葉県袖ヶ浦市上泉1280 

東京本社 ：〒100-8627 東京都千代田区丸の内3-1-1 

 

2.18.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.18.4に、融雪技術について1991年以降に出光興産が出願した全件数16件について課

題と解決手段の分布を示す。様々な課題に対応した出願がなされているが、その主体は電

熱ヒータの改良と屋根消雪用融雪器・ユニットと施工法の改良に関するものである。 

表2.18.4に、技術要素別の課題対応特許を示す。 

 

図2.18.4 出光興産の融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.18.4 出光興産の技術要素別課題対応特許（1/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平8-255680 

（ 取下 ） 

95.03.17 

H05B3/26 

面状発熱体 融雪効率の 

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平8-264268 

95.03.23 

H05B3/14 

面状発熱材料及び面状発熱体 

 

蓄熱性能の 

向上 

トータルシステ

ムの改良 

特開平10-241841 

97.02.26 

H05B3/20,309 

蓄熱材を用いた加熱・保温装置 

 

製造･組立効率

の改善 

電熱ヒータの 

改良 

特開2000-182752 

98.12.17 

H05B3/00,335 

日本地場産業 

面状発熱体の製造方法 

施工性の向上 電熱ヒータの 

改良 

特開平6-057718 

（ 拒絶 ） 

93.04.27 

E01H5/10 

[ 被引用4回 ] 

埋設用発熱体構造物 

 

特開平8-106971 

94.10.06 

H05B3/03 

面状発熱体 

 

製造・組立・

施工コストの

低減 

電熱ヒータの 

改良 

特開平9-283264 

96.04.09 

H05B3/14 

面状発熱体 

特開平7-114975 

93.10.19 

H05B3/20,301 

[ 被引用1回 ] 

埋設用発熱構造体 維持管理コス

トの低減 

電熱ヒータの 

改良 

特開平8-111282 

94.10.11 

H05B3/20,316 

多層面状発熱体及びその外装シート被覆方法 

運転精度の 

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平10-208851 

97.01.21 

H05B3/14 

加熱・保温装置 

 

電
熱
利
用
融
雪 

設備的対応に

よる安全性の

向上 

電熱ヒータの 

改良 

特開平9-027385 

95.07.13 

H05B3/26 

面状発熱体 

屋
根
融
雪 

融雪効率の 

向上 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開平10-169254 

96.12.13 

E04H9/16 

日本地場産業 

[ 被引用2回 ] 

屋根融雪システム 

既設の屋根裏空間を利用して熱発生手段並びに除

湿機からなる強制除湿手段を設置して強制除湿し

ながら且つ熱発生手段で暖めることにより、屋根

上に積つた雪を効率的に溶かす。 
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表2.18.4 出光興産の技術要素別課題対応特許（2/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開2002-309729 

01.04.16 

E04D13/00 

寒冷地向け屋根の融雪水排水装置 

 

 

 

融雪効率の 

向上 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開2003-049517 

01.08.06 

E04D13/10 

寒冷地向け屋根の氷結防止装置 

 

 

 

施工性の向上 屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開2002-294947 

01.04.02 

E04D13/064,502 

氷結防止装置及びその設置方法 

 

 

 

屋
根
融
雪 

屋根上雪塊の

落雪防止 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開2002-322771 

01.04.27 

E04D13/00 

雪庇生成防止用融雪装置 
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2.19.1 企業の概要 

 

商号 北越消雪機械工業 株式会社 

本社所在地 〒950-0912 新潟県新潟市南笹口2-7-32 

設立年 1978年（昭和53年） 

資本金 30百万円 

従業員数 46名 

事業内容 消雪散水ノズルの製造・販売、消雪設備工事 

 

北越消雪機械工業は、水量調整弁付消雪ノズル、鉄鋼やSUS製缶加工、消雪施設工事

（設計、施工、管理）を業務としており、融雪関連では、散水融雪システムで実績をあげ

ている。 

 

2.19.2 製品例 

個別ノズルで水量調整可能な消雪ノズル、付帯配管も加工販売している。表2.19.2に北

越消雪機械工業の製品の一例を示す。 

 

表2.19.2 北越消雪機械工業の製品例 

商品名 構成機器・型式 備考 

消雪ﾉｽﾞﾙ ･潮､冠､輝､煌､橋､埋設用ﾉｽﾞﾙ泉､露出用JSｼﾘｰｽﾞ  

(出典：建設工業調査会HP:http://www.kenkocho.co.jp/cgi/ss_titosy.exe/) 

 

2.19.3 技術開発拠点と研究者 

図2.19.3に、融雪技術に関する北越消雪機械工業の出願件数と発明者数の推移を示す。

全体的に出願件数は減少し、2000年以降はゼロである。 

 

図2.19.3 北越消雪機械工業の出願件数と発明者数の推移 
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融雪技術の開発拠点 

本社：〒950-0912 新潟県新潟市南笹口2-7-32 

 

2.19.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.19.4に、融雪技術について1991年以降に北越消雪機械工業が出願した全件数16件に

ついて課題と解決手段の分布を示す。 

製造・組立・施工コスト､維持管理コストの低減とともに、融雪効率の向上のための埋

設型散水／循環融雪器本体の改良に関する出願に集中しており、特に散水管と配設パター

ン、ユニット、ブロック構造と接合法の改良に関する出願が多い。 

表2.19.4に、北越消雪機械工業の融雪技術に関する技術要素別の課題対応特許を示す。 

 

図2.19.4 北越消雪機械工業の融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.19.4 北越消雪機械工業の技術要素別課題対応特許（1/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

実開平7-004999 

93.06.24 

F16T1/00 

自動水抜弁 

 

 

 

 

実開平7-034027 

93.12.06 

E01H5/10 

消雪用送水装置 

 

 

 

 

実用新案3022313 

（権利消滅） 

95.09.01 

E01H5/10 

消雪装置用調節弁 

 

 

 

 

融雪効率の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特許3156914 

96.04.10 

B05B1/18 

消雪ノズル 

ﾉｽﾞﾙ本体1の凹陥部6に

着脱自在なﾘﾝｸﾞ体10を

嵌め入れる。このﾘﾝｸﾞ

体10は、水平方向に押

圧部を突設したﾊﾞﾙﾌﾞ

ｹｰｽ15で固定される。

そして、ﾘﾝｸﾞ体10の貫

通孔11の周縁と押圧部

の下面に逆円錐状のﾃｰ

ﾊﾟ面12,18Aを形成し、

ﾘﾝｸﾞ体10のﾃｰﾊﾟ面12に

溝部13を形成する。こ

の溝部13は、ﾘﾝｸﾞ体10

のﾃｰﾊﾟ面12に重ね合わ

せた押圧部のﾃｰﾊﾟ面18

Aによって塞がれ、こ

れにより散水口27を形

成する。そして、散水

する水の噴射角と噴射 

方向を変える場合、ﾘﾝｸﾞ体10とﾊﾞﾙﾌﾞｹｰｽ15を交換

すれば、任意に可変することができる 

製造・組立効

率の改善 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

実開平4-118155 

91.04.05 

B05B1/32   BBT 

消雪用散水ノズル 

 

 

 

 

実開平6-020521 

92.08.20 

E01H5/10 

消雪装置用送水管 

 

 

 

 

実用新案3005533 

（権利消滅） 

94.06.23 

E01H5/10 

消雪ノズルを具備した消雪用ブロック 

 

 

 

 

直
接
散
水
誘
雪 

施工性の向上 埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開2000-345527 

99.06.07 

E01H5/10 

消雪用ブロック 
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表2.19.4 北越消雪機械工業の技術要素別課題対応特許（2/2） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

実用新案2527648 

92.08.10 

B05B1/30 

消雪装置用調節弁 

弁ｹｰｽに設けられた弁座の下面下方に連通筒の上

部が螺着する雌螺子により流入口を設けたので、

散水装置全体の全高を小さくして、地中を深く掘

削することがなく、また設置工事の長期化などを

防止できる。 

 

 

 

 

 

 

 

特開平6-088306 

92.09.10 

E01C11/26 

道路など消雪用ブロック及びその施工法 

 

 

 

特開平7-155646 

（ 取下 ） 

93.12.06 

B05B1/06  BBT 

[ 被引用2回 ] 

散水ノズル 

 

 

 

 

製造・組立・

施工コスト 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

実開平7-039949 

93.12.27 

B05B1/06  BBT 

散水ノズル 

 

 

 

実用新案2513485 

91.08.06 

B05B1/06 

[ 被引用1回 ] 

散水ノズル 

空洞部を上部に設け

た散水ﾉｽﾞﾙ本体と、

散水ﾉｽﾞﾙ本体の上面

全周に設けられ斜め

上向きのﾃｰﾊﾟ面と、

空洞部の上縁一部に

突設した凸部と、空

洞部の上方及び凸部

を閉蓋する蓋部を設

けるとともに蓋部の

下部に空洞部内を垂

設して空洞部の底部

側に着脱可能な取付

部を設けた蓋体とを

具備し、凸部間によ 

り散水口を形成したので、簡単に掃除ができると

ともに全周に散水できる。 

実用新案3005534 

（権利消滅） 

94.06.23 

E01H5/10 

道路など消雪用ブロック 

 

 

 

直
接
散
水
誘
雪 

維持管理コス

トの低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

実用新案3015834 

（権利消滅） 

95.03.15 

E01H3/04 

消雪ノズルの高さ調整用接続管 

 

 

 

循

環

パ

イ

プ

融
雪 

製造・組立・

施工コストの

低減 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

 

実開平6-040006 

（ 取下 ） 

92.09.10 

E01C11/26 

道路など消雪用ブロック 
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2.20.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 ニチフ端子工業  

本社所在地 〒538-0053 大阪市鶴見区鶴見1-3-58 

設立年 1951年（昭和26年） 

資本金 76百万円（2003年3月末） 

従業員数 94名 

事業内容 圧着端子、圧着スリーブ、連鎖型端子、各種コネクタ、各種ICT圧着機、

手動圧着工具等の製造・販売 

 

ニチフ端子工業は、圧着端子、圧着スリーブの専門メーカーである。 

 

2.20.2 製品例 

特に融雪用ヒータコネクタに限定した製品は見出せない。 

（出典：ニチフ端子工業HP：http://www.nichifu.co.jp） 

 

2.20.3 技術開発拠点と研究者 

図2.20.3に、融雪技術に関するニチフ端子工業の出願件数と発明者数の推移を示す。出

願は、限定された発明者により、1994-95年の２年間に集中してなされている。 

 

図2.20.3 ニチフ端子工業の出願件数と発明者数の推移 
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2.20.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.20.4に、融雪技術について1991年以降にニチフ端子工業が出願した全件数15件につ

いて課題と解決手段の分布を示す。施工性の向上と経済性の向上のための電熱ヒータの改

良や現地施工性の改良に関する出願が主体を占める。 

表2.20.4に、技術要素別の課題対応特許を示す。 

 

図2.20.4 ニチフ端子工業の融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.20.4 ニチフ端子工業の技術要素別課題対応特許 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平8-008045 

94.06.22 

H05B3/56 

線状発熱体並びにその取付具 

特開平8-115784 

（ 却下 ） 

94.10.14 

H05B3/02 

線状発熱体の接続方法 

電熱ヒータの 

改良 

特開平8-115785 

（ 却下 ） 

94.10.14 

H05B3/02 

線状発熱体と被覆電線との接続構造 

特開平8-008042 

94.06.14 

H05B3/06 

吸着体付き線状発熱体 

特開平7-331605 

（ 却下 ） 

94.06.14 

E01C11/26 

[ 被引用4回 ] 

道路の融雪装置 

特開平8-120611 

94.10.20 

E01C11/26 

道路の融雪ユニット 

施工性の向上 

現地施工法の 

改良 

特開平9-078517 

（ 拒絶 ） 

95.09.12 

E01C11/26 

[ 被引用3回 ] 

融雪ユニット 

 

 

特開平8-081928 

94.09.12 

E01H5/10 

融雪ブロック 

特許2700388 

（権利消滅） 

95.10.18 

H05B3/02 

発熱装置用コネクター 

 

製造・組立・

施工コストの

低減 

電熱ヒータの 

改良 

特開平9-115596 

95.10.18 

H01R13/516 

発熱装置用コネクター 

特開平8-195274 

95.01.19 

H05B3/56 

線状発熱体 

特開平8-195275 

95.01.19 

H05B3/56 

線状発熱体 

電
熱
利
用
融
雪 

維持管理コス

トの低減 

電熱ヒータの 

改良 

特開平8-195273 

95.01.19 

H05B3/56 

線状発熱体 

施工性の向上 屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特許2601770 

（権利消滅） 

94.12.19 

E04D13/00 

[ 被引用1回 ] 

融雪屋根材 

 

 

屋
根
融
雪 

製造・組立・

施工コストの

低減 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特開平8-028094 

（ 拒絶 ） 

94.07.13 

E04H9/16 

[ 被引用2回 ] 

屋根用融雪シート 
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2.21.1 企業の概要 

 

商号 三菱電線工業 株式会社 

本社所在地 〒100-8303 東京都千代田区丸の内3-4-1 新国際ビル 

設立年 1917年（大正6年） 

資本金 172億78百万円（2003年3月末） 

従業員数 801名（2003年3月末）（連結：3,415名） 

事業内容 各種ケーブル（通信・光ファイバ・高周波・電力）、自動車部品（ガスケ

トなど）、産業用シール製品、蓄熱式床暖房システムの製造・販売、他 

 

三菱電線工業は、電線メーカー大手であり、電気通信用ケーブルおよびその関連事業を

中核としているが、光情報通信システム機器関連製品，電子機器用部品の製造・販売，冷

熱システム製品の製造・施工・販売なども手がけている。融雪技術関連事業としては、同

社先端事業部冷熱システム部を主体に電熱ロードヒーティングシステムを製品化している。 

 

2.21.2 製品例 

表2.21.2に、三菱電線工業の製品例を示す。 

同社は40年前から電熱ロードヒーティングシステムの開発を手がけてきている。最新の

システムは、気象情報を利用した遠方監視制御システムと現地降雪予測及び路面状況検知

システム（４要素：路面温度、水分、降雪、外気温、降雪確率情報）との連動により､よ

り効率的で省力な消融雪が可能なシステムとなっている。電熱ヒータはユニット化されて

おり、発熱制御性や現地施工性に優れたシステムである。 

 

表2.21.2 三菱電線工業の製品例 

商品名 構成機器・型式 備考 

ﾛｰﾄﾞﾋｰﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 1-5要素制御方式(M-RC-140～M-RC-560)  

（出典：三菱電線工業HP：http://www.mitsubishi-cable.co.jp/） 

 

2.21.3 技術開発拠点と研究者 

図2.21.3に、融雪技術に関する三菱電線工業の出願件数と発明者数の推移を示す。1990

年代後半に出願が低迷したが、2000-01年にかけて回復している。これは、ロードヒー

ティングシステムのユニット化と多要素制御に関わる出願増によるものである。 

 

2.21 三菱電線工業 
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図2.21.3 三菱電線工業の融出願件数と発明者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融雪技術の開発拠点 

本社先端事業部冷熱システム部： 

 ：〒100-8303 東京都千代田区丸の内3－4－1 新国際ビル 

伊丹製作所：〒664-0027 兵庫伊丹市池尻4丁目3番地 

箕島製作所：〒649-0304 和歌山県有田市箕島663番地 

 

2.21.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.21.4に、融雪技術について1991年以降に三菱電線工業が出願した全件数15件につい

て課題と解決手段の分布を示す。 

表2.21.4に、技術要素別の課題対応特許を示す。 

 

図2.21.4 三菱電線工業の融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.21.4 三菱電線工業の技術要素別課題対応特許 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

実開平5-040305 

91.10.25 

E01C11/26 

ロードヒーティングの排水構造 融雪効率の 

向上 

現地施工法の 

改良 

特開平5-010533 

91.06.29 

F24D3/16 

床または路面構造 

特開平11-097155 

97.09.18 

H05B3/02 

ＰＴＣヒータの端末構造 

特開2002-146713 

00.11.09 

E01C11/26 

ヒーティングユニットの敷設方法、および 

道路構造物 

特開2002-150850 

00.11.15 

H01B7/17 

ロードヒーティング用ケーブル 

特開2002-184247 

00.12.11 

H01B7/17 

ロードヒーティング用ケーブル 

特開2002-180414 

00.12.14 

E01C11/26 

ヒーティングケーブルの敷設方法 

電
熱
利
用
融
雪 

施工性の向上 電熱ヒータの 

改良 

特開2002-180415 

00.12.14 

E01C11/26 

ヒーティングケーブルの埋設方法 

ヒ

ー

ト

パ

イ

プ

融
雪 

蓄熱性能の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平5-214710 

（ 取下 ） 

92.02.07 

E01C11/26 

蓄熱式路面構造 

特開平9-171084 

（ 取下 ） 

95.12.21 

G01W1/14 

天候検知方法およびその装置 検知･予知精度の

改良 

特開2002-206971 

01.01.05 

G01K1/12 

ロードヒーティング用温度測定装置と 

その検証方法 

特許2640303 

91.10.25 

E01C11/26 

[ 被引用3回 ] 

ロードヒーティング装置 

気象台11の降雪確率予報をｺﾝﾋﾟｭｰﾀ10に手動入力

又は自動入力し、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ10と演算制御器4の間を

電話回線12により接続す

る。そして降雪確率予報

を演算制御器4に入力し、

演算制御器4において時間

帯ごとに入力された降雪

確率予報を時刻に対して

按分して降雪予測を求め

る。この降雪予測を基に

余熱運転の際の予熱目標

温度を決定する。 

特開2001-228263 

00.02.15 

G01W1/00 

路面凍結防止システム 

 

特開2001-228265 

00.02.15 

G01W1/10 

路面凍結防止システム 

 

自
動
融
雪
シ
ス
テ
ム 

検知・運転制

御精度の向上 

ダイナミック運

転制御の改良 

特開2001-262507 

00.03.16 

E01C11/26 

ロードヒーティング装置の制御方法 
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2.22.1 企業の概要 

 

商号 洲澤 昭己（ミサワ環境技術 株式会社） 

本社所在地 729-6202 広島県三次市向江田町4252-2 

設立年 1976年（昭和51年） 

資本金 40百万円 

従業員数 58名 

事業内容 測量、地質調査、建設コンサルタント 

 

洲澤昭己氏は、広島県三次市に本社があるミサワ環境技術の代表である。当社は、建設

コンサルと研究開発を行う企業であり、掘削技術を生かした地中熱エネルギーの利用技術

について、中国地方を中心に多くの施工実績をあげて来ている。融雪技術に関しては、地

中熱を蓄熱利用した無散水温水循環融雪システム（BHESシステム）を商品化している。 

 

2.22.2 製品例 

表2.22.2に、ミサワ環境技術の製品例を示す。 

ＢＨＥＳ（Borehole Heat Exchange System）は、安全で快適な雪国の道路交通を確保

するとともに、省エネルギーで地球環境にやさしい地中熱を利用した無散水融雪システム

である。深さ50～150ｍの垂直ボーリング孔に、地中熱交換器を設置して、不凍液（プロ

ピレングリコール）を密封循環させ、岩盤地熱で加温された不凍液を舗装版に埋設した放

熱管を循環させ放熱して再び地中熱交換器に戻し地熱供給を受けるというシステムである。

この循環サイクルが常時行われることで、凍結・積雪防止を高効率で行う。夏期は太陽熱

で暖められた舗装版を冷却すると同時に、太陽エネルギーを地盤にストックすることも可

能である。 

 

表2.22.2 ミサワ環境技術の製品例 

商品名 構成機器・型式 備考 

地中熱利用路面融雪ｼｽﾃﾑ BHES(Borehole Heat Exchange System)  

池･湖水熱交換ｼｽﾃﾑ PHES (Pond Heat Exchange System)  

（出典：ミサワ環境技術HP：http://www.ecomisawa.com/） 

 

2.22.3 技術開発拠点と研究者 

図2.22.3に、融雪技術に関する洲澤昭己氏の出願件数と発明者数の推移を示す。1994-9

5年及び1999-2000年に出願され、洲澤昭己氏による単独出願となっている。 

 

2.22 洲澤 昭己 
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図2.22.3 洲澤昭己氏の出願件数と発明者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.22.4 技術開発課題対応特許の概要 

図2.22.4に、融雪技術について1991年以降に洲澤昭己氏が出願した全件数15件について

課題と解決手段の分布を示す。 

表2.22.4に、技術要素別課題対応特許を示す。 

 

図2.22.4 洲澤昭己氏の融雪技術の課題と解決手段の分布 
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表2.22.4 洲澤 昭己氏の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特開平9-060985 

95.08.24 

F24J3/08 

地熱利用放熱管用ヘツダー 融雪効率の 

向上 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開平9-060982 

95.08.25 

F24J3/08 

地熱利用放熱管配列構造 

熱利用率の 

向上 

トータルシステ

ムの改良 

特許2808389 

92.11.27 

E01C11/26 

クリーンエネル

ギー利用消・融雪

方法 

自然対流により不

凍液を、熱交換器3

0と伝熱管40の間で

循環させる。先

ず、熱交換器30を

通る間に、不凍液

を地下熱により加

熱する。次に、道

路20に埋設した伝

熱管40を通る間

に、道路20上に降

つた雪と熱交換

し、雪を融かす。この間に冷却された不凍液を熱

交換器30に戻し、地下熱により再加熱する。一

方、暖く、熱需要の少ない昼間は、熱交換器30で

受けた地下熱を蓄熱槽80に貯蔵しておく。なお、

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟをｼｽﾃﾑに付加すれば、より多くの熱を利

用することが可能となる。これにより、装置外に

地下水を放出することなので、無公害にすること

ができる。 

循
環
パ
イ
プ
融
雪 

熱利用率の 

向上 

トータルシステ

ムの改良 

特許2700998 

94.03.31 

F24J3/08 

[ 被引用2回 ] 

循環型地熱利用装置 

第1配管を熱交換機の不凍液送り込み口に接続す

るとともに、ﾁｬﾝﾊﾞに熱交換機の不凍液出口を接

続することにより、冬期は他熱を効率よく地上に

運び、夏期には地表上の熱を冬期に備えて地下に

蓄えるようにする。 
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表2.22.4 洲澤 昭己氏の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許2958614 

95.08.24 

F24J3/08 

地中熱交換器用熱媒循環ユニット 

外管内に内管を同心に挿入した熱交換用同心二重

管1の一方の管により熱媒Mを下方に送り込んだう

え、反転させて、他方の管内を上方に導くことに

よって地熱を取出す。取出した熱媒Mを複数組の

放熱管9bに送り、融雪に利用するに当って、複数

本の同心二重管と複数

組の放熱管9bとの間を

熱媒Mを循環させる熱

媒循環路3に、一方を

予備として使用する2

基の熱媒循環用ﾎﾟﾝﾌﾟ

2,2を設け、熱媒循環

路3に連通する、熱媒M

の容積変化を吸収する

膨張ﾀﾝｸ4を設けるとと

もに、熱媒Mの漏れに

よる設定圧力下限値以

下を検知するとﾎﾟﾝﾌﾟ2

の運転停止させる圧力

ｽｲｯﾁ5を設けてある。 

特開平9-060983 

95.08.25 

F24J3/08 

地中熱交換器 

埋設型散水／循

環融雪器本体の

改良 

特開2001-174073 

99.12.13 

F24J3/08 

地中熱交換器の埋込み方法 

熱利用率の 

向上 

現地施工法の 

改良 

特許2913449 

94.03.05 

E01C11/26 

道路融雪装置 

ｺﾝｸﾘｰﾄ盤内に設けた流

体流路を地中岩盤部内

に達するように設けた

埋入管流路に連結し、

不凍液を循環させるこ

とにより、道路融雪を

省ｴﾈ、かつｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ

で行えるようにする。 

循
環
パ
イ
プ
融
雪 

蓄熱性能の 

向上 

トータルシステ

ムの改良 

特許3013018 

94.02.25 

E01C11/26 

融雪装置 

下端を塞ぎ且つ下部に伝熱材16を設けた密閉型往

復路付埋入管12を地中岩盤部11に達する如く埋入

し、太陽光線の当たる位置に配置した融雪盤5a,5

b内の流体流路と埋入

管流路とによって不

凍液用循環路を構成

する。閉流路中にﾎﾟﾝ

ﾌﾟ17及びｱｷｭｰﾑﾚｰﾀｰ9a

を配置し、夏期には

融雪盤5a,5bが受取つ

た太陽熱ｴﾈﾙｷﾞｰを埋

入管12下部より地中

岩盤部11に蓄える。

また冬期には切替手

段の切替により地中

岩盤部11の熱を融雪

盤5aに導く。 
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表2.22.4 洲澤 昭己氏の技術要素別課題対応特許（3/3） 

技
術
要
素 

課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

実用新案3064936 

99.06.16 

E01C11/26 

道路の融雪装置 

既存の池･溜池の水中に

熱交換器を備え付け、そ

の熱交換器に、不凍液が

循環する一次循環ﾊﾟｲﾌﾟ

の一方側を連通させ、他

方側を冷媒を介して熱交

換するﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟに取付

け、同じつ不凍液が循環

する二次循環ﾊﾟｲﾌﾟの一

方側をﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟに取付け

るとともに、その他方側

を道路に埋設することに

より、道路に積もつた雪を、既存の池･溜池の水

の熱を利用して融かすことができる。 

熱利用率の 

向上 

トータルシステ

ムの改良 

特開2002-039633 

00.07.24 

F24J3/06 

溜池熱源利用設備の構築方法 

製造・組立・

施工コストの

低減 

トータルシステ

ムの改良 

実用新案3012248 

（権利消滅） 

94.12.08 

E01H5/10 

融雪装置 

 

ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
融
雪 

運転精度の 

向上 

トータルシステ

ムの改良 

特開2002-173905 

00.12.06 

E01C11/26 

融雪装置 

屋
根
融
雪 

熱利用率の向

上 

屋根消雪用融雪

器・ユニットと

施工法の改良 

特許2657465 

94.03.05 

E04D13/00 

融雪屋根 

野地板上の瓦桟間に熱交換

路を設けて小球体入り茸土

を載せ、銅板を熱交換路に

近接して固定し、銅板上に

茸土を載せて瓦を張設する

ことにより、屋根の融雪を

行う。 

自
動
融
雪
シ
ス
テ
ム 

検知・運転制

御精度の向上 

トータルシステ

ムの改良 

特許3134147 

95.08.24 

E01C11/26 

地熱利用融雪システ

ムの制御方法 

複数本の同心二重管

1と複数組の放熱管9

bよりなる放熱部9と

の間を熱媒Mを循環

させる熱媒循環路3

を、熱媒循環用ﾎﾟﾝ

ﾌﾟ2により熱媒Mを循

環させる。路面温度

ｾﾝｻ6fにより、冬季

は路面温度が路面設

定下温度L以下でﾎﾟﾝ

ﾌﾟ2を運転し、路面設定上温度H以上でﾎﾟﾝﾌﾟ2を停

止する。夏季は路面設定上温度H以上でﾎﾟﾝﾌﾟ2を

運転し、路面設定下温度L以下でﾎﾟﾝﾌﾟ2を停止す

る。熱媒循環路3に連通する膨張ﾀﾝｸ4により温度

変化に伴う熱媒Mの容積変化を吸収する。圧力ｽｲｯ

ﾁ5により熱媒Mの漏れによる設定圧力下限値以下

を検知するとﾎﾟﾝﾌﾟ2の運転停止させる。  
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（1/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

融
雪
効
率
の
向
上 

融雪剤混入舗装の改良 特許3093588 

94.11.16 

C09K3/00,102 

ｴﾑｱｲﾃｯｸ 

[ 被引用2回 ] 

気孔性固体の凍結防止回復剤及びその製法 

重量基準で、ﾄﾞﾛﾏｲﾄ、ﾘﾝ酸及びｶﾙﾎﾞﾝ酸を混合し反

応させて得られた錯ｲｵﾝ生成物50.0～70.0％と、酢

酸ｶﾘｳﾑ、塩化ｶﾙｼｳﾑ、塩化ﾏｸﾞﾈｼｳﾑからなる群から選

択された潮解吸湿性物質8.0～15.0％と、焼成疎水

性ﾊﾟｰﾗｲﾄ粒子、膨張雲母粒子、ｼﾗｽﾊﾞﾙｰﾝ粒子、合成

樹脂多孔粒子からなる群から選択された疎水性多孔

粒子6.5～18.0％と、石英粉末、溶岩粉末、軽石粉

末、発泡硝子粉末からなる群から選択された親水性

粒子8.5～24.0％とを含み、錯ｲｵﾝ生成物及び潮解吸

湿性物質は疎水性多孔粒子の孔に充填される。 

 

特許3306454 

92.10.06 

C09D201/00 

大阪瓦斯 

 

着雪着氷防止塗料組成物 

ｱｸﾘﾙ系樹脂、ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系樹脂、ｴﾎﾟｷｼ系樹脂等の有機

溶剤溶解分散性合成樹脂を含み、固形分の5～50%

が、ﾌｯ化ﾋﾟｯﾁ及び7環以下の環で構成されるﾌｯ素化

芳香族化合物からなる着氷防止性能と密着性に優

れ、航空機用塗料。 

 

特許2698514 

92.10.13 

C09D5/03 

日本電信電話 

[ 被引用1回 ] 

はつ水性粉体塗料及びその塗装方法 

特定の弗化ｸﾞﾗﾌｧｲﾄ粉末とﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ樹脂粉末等の特割

合とからなる、防水性，防食性，耐着雪性，耐候

性，潤滑性に優れた、船舶，ｱﾝﾃﾅ，ｹｰﾌﾞﾙ用塗料。

特許2698515 

92.10.13 

C09D5/03 

日本電信電話 

[ 被引用1回 ] 

はつ水性粉体塗料及びその塗装方法 

特定の四弗化ｴﾁﾚﾝ粉末とﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ樹脂粉末等の特定

割合とからなる、防水性，紡食性，耐着雪性，耐候

性，潤滑性に優れた、船舶，ｱﾝﾃﾅ，ｹｰﾌﾞﾙ用塗料。

特許3299276 

93.05.24 

C09K3/18 

ﾕﾆｵﾝ ｶｰﾊﾞｲﾄﾞ CHEM ｱﾝ

ﾄﾞ ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

会合性重合体によって増稠された航空機氷結防止液

ｸﾞﾘｺｰﾙ、水、特定の増稠剤とを混合状態で含有させ

て、所定の粘性と流動性とを保有させることによ

り、航空機の離陸中に翼形の揚力特性に悪影響を与

えない航空機の地上処理用氷結防止液。 

着
雪
氷
防
止
性
能
の
向
上 

融雪剤、雪氷付着防止

剤の改良 

特許3299081 

95.08.02 

C09D201/00 

ｴﾑｱｲﾃｯｸ 

凍結防止塗料 

水250～300重量部（以下部）、ｸﾞﾘｾﾘﾝ等の多価ｱﾙｺｰ

ﾙからなる不凍液5～10部、酢酸ｶﾘｳﾑ等の酢酸塩10～

50部、ﾘﾝ酸と亜硝酸ｶﾘｳﾑを混合した防錆剤2.0～5.0

部及び水溶性ﾒﾗﾐﾝ樹脂とﾎﾟﾘﾋﾞﾆﾙｱﾙｺｰﾙを併用した水

溶性樹脂からなる水性ﾊﾞｲﾝﾀﾞｰ6～65部を配合した塗

料を対象物の表面に塗布し、長期の氷結防止性を維

持する。 

 

化
学
的
融
雪
技
術 

施
工
性
の
向
上 

融雪機の改良 実用新案3082761 

01.06.19 

E01H5/10 

石狩造機 

 

移動型融雪機用収納式補助ホッパ 

移動型融雪機のﾎｯﾊﾟ上部に蝶番を介して取り付け、

下方向および上方向へ転回し、また、垂直に立てた

状態ではﾗﾁｪｯﾄ式支持金具を用いて倒れないように

支持することにより、移動型融雪機から取り外すこ

となく、工具を使わずに、簡単に設置または収納で

きる。 

 

2.23 主要企業以外の特許番号一覧
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（2/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

施
工
性
の
向
上 

融雪剤混入舗装の改良 特許2581645 

93.10.08 

E01C11/24 

パテイネ商会 

 

凍結防止舗装路 

園路等の表層部に、酢酸ｶﾙｼｳﾑ･ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ、酢酸ｶﾘｳ

ﾑ、塩化ﾅﾄﾘｳﾑ、塩化ｶﾙｼｳﾑ、塩化ﾏｸﾞﾈｼｳﾑのうちの一

種又は二種以上を主成分として含む凍結防止剤を含

浸させた厚さ40mm以下の針葉樹系の樹皮片を所定の

厚みに敷き均して、ﾛｰﾗ等で転圧することにより樹

皮片を締固めて舗装する。樹皮片に含浸された凍結

防止剤の作用により、水の氷点を下げ舗装表面の降

雨水や融雪水が凍結しないようにする。 

特許2740598 

92.09.14 

C09K3/18 

那須 久太 

 

融雪剤 

岩塩を水に数％溶解させた水溶液や海水を、硫酸ｲｵ

ﾝを含有する強酸〔例:稀硫酸、または活性化したﾘﾝ

酸ｶﾙｼｳﾑ（動物骨の焼成物）を溶解させた水溶液に

濃硫酸を加えて沈澱物を除去した水溶液〕で、pH:2

以下に調節した後、強ｱﾙｶﾘ剤（例:NaOHそのまま、

または酸化ｶﾙｼｳﾑの水溶液にNaOHを加えた水溶液）

を加えて、pH:13以上にして、生成する沈澱物を除

去して得る溶液を含有させた融雪剤。 

特許2790082 

95.08.01 

C07C53/10 

吉沢石灰工業, 

米山化学工業 

[ 被引用2回 ] 

凍結防止剤およびその製造方法 

Ca4Mg3K3（CH3COO）17で表される三元複塩を有効成分

とする凍結防止剤であり、CH3COOKとKH3COOHを溶解

させた水溶液に消化ﾄﾞﾛﾏｲﾄを添加して撹拌すること

により製造され、従来のCMAKに比較して融氷性能が

高く金属腐食性が低い凍結防止剤。 

特許2987570 

97.08.26 

C09K3/00,102 

塩事業ｾﾝﾀｰ 

[ 被引用2回 ] 

凍結防止剤 

塩化ﾅﾄﾘｳﾑとｱﾙｶﾘ土類金属塩と第2または第3ﾘﾝ酸塩

とを含有させることにより、金属腐食性や毒性がな

く凍結防止性に優れた凍結防止剤。 

材
料
腐
食
性
改
善 

融雪剤、雪氷付着防止

剤の改良 

特許3020915 

98.04.13 

C09K3/00,102 

渡辺 輝夫 

 

凍結防止剤 

尿素と尿素に対し28～66重量％の塩化ﾅﾄﾘｳﾑとを主

成分とする粒状あるいは液状の凍結防止剤であり、

氷解温度が特異的に低く、0～-4℃の温度の氷に対

し特異的に大きな融解率を示す凍結防止剤。 

特許2686423 

95.02.07 

C09K3/00,102 

日の丸燃料工業 

凍結防止・融雪材および凍結防止・融雪方法 

粒径0.5～10mm、炭素率97％以上、硬度5.1kg以上の

ﾋﾟｯﾁｺｰｸ粒からなる凍結防止・融雪剤であり、凍結･

積雪面に散布使用する。 

特許2945619 

96.01.31 

C09K3/18 

奈良炭化工業 

 

植物育成効果のある融雪剤及び融雪方法 

特定粒度の微粉炭と水分とを泥状にした融雪剤であ

り、水で100～3000倍に希釈して、噴霧機等を用い

て雪面上に霧状に散布する。牧場、ｺﾞﾙﾌ場等の雪面

上への散布により、優れた融雪効果、植物成育効

果、植物抵抗力、人体や環境に安全な融雪剤であ

る。 

化
学
的
融
雪
技
術 

環
境
汚
染
防
止 

融雪剤、雪氷付着防止

剤の改良 

特許3097629 

97.11.12 

C09K3/00,102 

米山化学工業 

 

凍結防止剤 

下記の成分（A）および成分（B）を、重量比で8:2

～1:9の範囲、好ましくは5:5～3:7の範囲内で配合

して用いる。（A）酢酸ｶﾘｳﾑ、酢酸ﾅﾄﾘｳﾑ、酢酸ｶﾙｼｳ

ﾑ、酢酸ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ、酢酸ｶﾙｼｳﾑ･ﾏｸﾞﾈｼｳﾑおよび酢酸ｶﾙｼ

ｳﾑ･ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ･ｶﾘｳﾑから選んだ酢酸塩系凍結防止剤、

（B）尿素。本凍結防止剤は、固体あるいは水溶液

として使用され、環境負荷が少なく、CMAに比較し

て融氷性能が高く、安価な凍結防止剤である。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（3/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

埋設型散水／循環融雪

器本体の改良 

特許3393636 

97.02.17 

E01H10/00 

北海道日本油脂, 

北海道ｺﾞﾑ工業所 

 

凍結防止剤供給装置 

開放した上面を露出させ道路に埋設された枠体、枠

体内に脱着可能に収容された多孔質弾性体、道路に

埋設したﾊﾟｲﾌﾟを介して枠体へ凍結防止剤を供給す

る供給手段、枠体への凍結防止剤の供給流量を調整

する流量調整ﾊﾞﾙﾌﾞとを備えた装置であり、供給手

段で凍結防止剤を枠体へ供給して多孔質弾性体の表

面側へ凍結防止剤を滲出させ凍結を防止する。 

特許3062008 

94.06.23 

C09K3/00,102 

ｴﾑｱｲﾃｯｸ 

気孔性固体の凍結防止回復剤及びその製法 

ｱﾙｺｰﾙ類、潮解吸湿性物質、ｶﾙﾎﾞﾝ酸、還元剤、ｱｽﾌｱ

ﾙﾄ溶剤、界面活性剤、無機酸及び水を、特定割合で

含む、寒冷地における透水性及び排水性舗装体の凍

結を防止し、排水機能を再生する凍結防止回復剤。

特許3326586 

95.12.11 

C09K3/18 

野口 毅 

 

融雪剤 

もろみ粕を酸で分解してｱﾐﾉ酸液を製造する際に副

生するｱﾐﾉ酸粕を主成分とし、ｼﾗｽ粉を混合した後、

乾燥させたものを融雪剤とする。ｱﾐﾉ酸粕単独の場

合よりも乾燥速度が早く、かつ軽量化でき、しかも

降雪した雪の中に長時間留まって、融雪作用を持続

させることができる。塩分の含有率が高く黒色を呈

するため、融雪作用に優れている。 

融雪剤、雪氷付着防止

剤の改良 

特許3050861 

98.12.26 

C09K3/00,102 

北有建設, 

篠原 邦夫 

路面凍結遅延剤 

ｷｼﾛｰｽを主成分、ｸﾞﾘｾﾘﾝ及び/またはｴﾀﾉｰﾙを副成分

とした路面凍結遅延剤であり、散布地域の環境に悪

影響を及ぼすことなく路面凍結を遅延させる。 

実用新案2086242 

91.05.20 

E01H10/00 

国土交通省 

北陸地方建設局長, 

日本除雪機製作所 

凍結防止剤等散布自動車の自動散布装置 

散布作業区間毎に予め環境条件に対応して設定され

た散布作業条件ﾃﾞｰﾀを記憶部に入力し、自動車の走

行速度と経過時間より演算した自動車の位置に対応

する作業区間に対して設定され記憶された作業条件

で散布制御を行う装置。 

実用新案2135530 

91.09.10 

E01H10/00 

範多機械 

[ 被引用2回 ] 

湿式凍結防止剤散布車 

搬送ｺﾝﾍﾞｱと散布装置との間に上端が搬送ｺﾝﾍﾞｱの搬

送終端に向かって開口したｹｰｼﾝｸﾞを配設して撹拌装

置を設けると共に散布装置上への凍結防止剤排出口

を開設し、ｹｰｼﾝｸﾞ上方部に湿潤剤供給ﾉｽﾞﾙを配設し

た散布車両。 

特許2831194 

92.03.18 

E01H10/00 

三菱重工業 

国土交通省東北 

地方建設局長 

除雪車両の融雪液散布装置 

除雪車両を走行させる一方、ﾌﾞﾚｰﾄﾞにより路面に積

もつた雪をかきとって、除雪するとき、融雪液用ﾀﾝ

ｸ内の融雪液が融雪液送出用ﾎﾟﾝﾌﾟから融雪液散布用

ﾉｽﾞﾙを経てﾌﾞﾚｰﾄﾞの長手方向全域から後方へ噴霧状

に噴射する一方、融雪液散布用ﾉｽﾞﾙがﾌﾞﾚｰﾄﾞの左右

方向への移動に追従して動くので、つるつるになる

除雪後の路面全域がざらざらな状態にする。 

化
学
的
融
雪
技
術 

凍
結
防
止
性
能
の
改
善 

融雪剤散布方法の改良 

実用新案2520198 

92.07.09 

B01F1/00 

国土交通省 

北陸地方建設局長, 

日本除雪機製作所 

 

凍結防止剤としての塩化ナトリウム等の水溶液 

作製装置 

底面より上方所定ﾚﾍﾞﾙ迄を非通水性壁とし、それよ

り上方のある高さの範囲を金網壁とし、底面に給水

口を設けた、原塩を充填する円筒状内槽と、内槽の

金網壁の範囲を間隔を置いて囲繞する水密壁とその

下端と内槽外面との間を塞ぐ底板と、水密壁下端付

近に設けた水密液取出し口とを有する外槽とで構成

された所定濃度の塩化ﾅﾄﾘｳﾑ水溶液作製装置。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（4/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

実用新案2115855 

92.12.28 

E01H10/00 

範多機械 

路面凍結防止剤散布機 

送風装置からの送風は、一部が第2吐出口へと流れ

て散布剤を散布ﾉｽﾞﾙへと送り、この散布ﾉｽﾞﾙへと送

られた散布剤が、第1吐出口から吐き出された空気

と共に散布ﾉｽﾞﾙ先端から吹出されるので、効率がよ

くかつ均一な散布を行うことができる。 

実用新案2591182 

93.06.18 

E01H10/00 

ｽﾀｰ農機 

 

搭載型散布機 

車輛ﾍﾞｰｽ上に設けられたｶﾞｲﾄﾞﾚｰﾙに沿って荷台前後

方向に移動可能に設置され、焼砂等の散布物を散布

するための散布体と、散布体の移動を荷台前方側の

格納位置と荷台後方側の散布位置とでﾛｯｸさせるべ

く散布体をﾍﾞｰｽに係脱自在に係止させる係止手段と

を備えた、車輛荷台搭載着脱式散布機。 

 

特許2891617 

93.09.02 

E01H10/00 

中山道路建設 

 

散布材の散布装置 

搬送されながら、融雪及び融氷剤等の散布材を地表

面等に散布する装置であり、散布材収納容器の下部

口下方側には、頂部に比べて下方部が広がるととも

に、その頂部より下方部に向かって斜め下方に傾斜

する傾斜部を有する散布材拡散部材が配置され、容

器下部口と、散布材拡散部材頂部との間に、散布材

案内部材が配置された散布装置。 

 

実用新案2576372 

93.09.06 

E01H3/02 

新明和工業 

 

液体散布車の油圧ポンプ制御装置 

切換手段で油圧ﾎﾟﾝﾌﾟに洗浄用油圧ﾓｰﾀを接続して洗

浄ﾎﾟﾝﾌﾟを回転駆動することにより、散液ﾎﾟﾝﾌﾟ回転

数が車速に同調して変化しても洗浄ﾎﾟﾝﾌﾟ回転数は

車速に同調させずに一定値に保持することができ、

安定したﾉｽﾞﾙ洗浄を適時行うことを可能とする。 

特許3099172 

94.12.28 

E01H3/02 

新明和工業 

 

液体散布車の液体散布装置 

可変容量型油圧ﾎﾟﾝﾌﾟの吐出量を可変制御する流量

制御手段と、車速検出手段と、走行用ｴﾝｼﾞﾝの回転

数を検出するｴﾝｼﾞﾝ回転数検出手段とを備えること

により、単位面積当たりの液体散布量を略一定に制

御する。 

 

特許2852893 

96.01.19 

E01H10/00 

範多機械 

[ 被引用1回 ] 

凍結防止剤散布方法およびその散布車 

散布車本体に水密に形成したﾎｯﾊﾟに予め所定の重量

割合に調整しておいた乾燥状態の凍結防止剤と溶液

とを順次投入して溶液を凍結防止剤に全体的に浸

透、拡散させることにより、湿潤した凍結防止剤を

調製しﾎｯﾊﾟ内底面に設けたｽｸﾘﾕｰｺﾝﾍﾞｱにより散布量

に応じた搬送量で搬送し、ｼｭｰﾄを通じて回転散布円

盤に送り出すように構成する。 

 

特許2854839 

96.07.11 

E01H10/00 

日本除雪機製作所 

 

凍結防止剤散布装置 

凍結防止剤の散布装置の散布円盤に、その周方向所

定の範囲を覆う散布角度規制板を設けることによ

り、凍結防止剤の散布範囲を規制して、必要範囲以

外への散布を防止する。 

化
学
的
融
雪
技
術 

凍
結
防
止
性
能
の
改
善 

融雪剤散布方法の改良 

特許3106170 

97.03.06 

E01H10/00 

北海道開発局 

建設機械工作所長, 

協和機械製作所 

 

軸荷重調整式散布装置 

散布する防滑材の増減に対応して除雪車両の軸荷重

の変動を少なくすることにより、路面整正作業時の

横振れを防止し適切な作業を可能にする。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（5/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許3017700 

97.07.14 

E01H10/00 

国土交通省 

北陸地方建設局長, 

先端建設技術ｾﾝﾀｰ, 

範多機械 

[ 被引用1回 ] 

凍結防止剤散布方法およびその散布車 

ﾎｯﾊﾟの漏斗状壁部の傾斜角度を小さくできてﾎｯﾊﾟの

容積が大きくなるとともに散布車の重心が低くして

散布車の走行安定性を向上させ、また、凍結防止剤

を湿潤させる溶液の供給設備の簡易化を図ると共に

ﾎｯﾊﾟの底部側において凍結防止剤を湿潤させるよう

にする。 

特許3218005 

98.02.03 

E01H10/00 

範多機械 

[ 被引用2回 ] 

凍結防止剤散布車における凍結防止剤と溶液との 

混合装置 

散布車本体のﾎｯﾊﾟ内に収容される乾燥状態の凍結防

止剤を搬送ｺﾝﾍﾞｱで搬送し傾斜ｼｭｰﾄ上に落下させ

る。この傾斜ｼｭｰﾄ上で噴射ﾉｽﾞﾙから溶液が層状に噴

射され、凍結防止剤はこの層状溶液上に均一な分布

状態に落下したのち、傾斜ｼｭｰﾄの下端前方に配設し

た垂直な反射壁面部材反射面に流突、拡散して一次

混合が行われる。さらに、反射壁面部材下端から散

布円盤に向かって配設した収束ｼｭｰﾄにより、凍結防

止剤と溶液とが寄せ集められて二次混合が行われ、

湿潤凍結防止剤を得る。 

特許3417294 

98.04.15 

E01H10/00 

北海道開発局 

建設機械工作所長, 

日本除雪機製作所 

 

轍部散布装置 

搬送ｽｸﾘｭｰ端部から散布円盤へ散布剤を導くｼｭｰﾄ上

部に接続して1対の轍まきｼｭｰﾄを設ける。ｼｭｰﾄと轍

まきｼｭｰﾄの連結部には散布切換板を回動可能に設け

る。切換ﾚﾊﾞｰにより散布切換板を所定位置に切換

え、散布剤を轍まきｼｭｰﾄに導びき、2本の平行線状

の轍まきを行う。 

特許3120093 

98.07.09 

E01H10/00 

国土交通省 

北陸地方建設局長, 

先端建設技術ｾﾝﾀｰ, 

範多機械 

凍結防止剤の散布方法 

散布車ﾎｯﾊﾟ内の乾燥状態の凍結防止剤をｽｸﾘﾕｰｺﾝﾍﾞｱ

で後方に搬送し、水等で湿潤化して後、散布するこ

とにより、凍結防止剤を確実に湿潤化でき、かつ、

散布作業終了時にｽｸﾘﾕｳｺﾝﾍﾞｱ内に残存する凍結防止

剤の残量を最小限度にできる。 

特許3148193 

99.02.10 

E01H10/00 

ｿﾘﾄﾝｺﾑ 

凍結防止剤の散布装置 

微粉状に破砕した固体凍結防止剤を溶液に特定量含

有させたｽﾗﾘｰを、散布ﾃﾞｨｽｸによって散布すること

により、凍結防止機能を向上する。 

融雪剤散布方法の改良 

実用新案3069524 

99.12.08 

E01H10/00 

ｿﾘﾄﾝｺﾑ 

凍結防止剤散布装置 

破砕･混合装置を、固体凍結防止剤と溶液とが供給

される略垂直に設けられた筒状体の内部に略垂直下

向きに設けられる回転軸と、回転軸に連結され、連

動して回転するﾌﾗﾝｼﾞと、ﾌﾗﾝｼﾞの回転に伴って筒状

体内で回転するとともに軸支部を支点としてﾌﾗﾝｼﾞ

に対して揺動自在な複数枚の板状体とを具備するこ

とにより、固体凍結防止剤の確実な微粉状破砕と溶

液混合とを完全化する。 

化
学
的
融
雪
技
術 

凍
結
防
止
性
能
の
改
善 

融雪剤混入舗装の改良 特許3241379 

92.08.28 

E01C11/24 

ｸﾞﾘﾕｰﾅｳ ｲﾗｰﾃｨｯｾﾝ 

ﾏﾝﾈｽﾏﾝ 

 

ビチューメンを結着した路面用の粉末状疎水性 

充填剤 

水の凝固点を降下させる物質の一種またはそれ以上

をﾍﾞｰｽとするﾋﾞﾁｭｰﾒﾝを結着した路面用の粉末状疎

水性充填剤。充填剤粒子直径は≦200μmであり、水

の凝固点を降下させる一種またはそれ以上の物質60

～95重量％、無機粉末0～39.9重量％及び一種また

はそれ以上の疎水化無定形二酸化ｹｲ素0.1～10重量%

を含む粉末状疎水性充填剤である。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（6/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許2858396 

95.01.27 

C09K3/00,102 

ｼｮｰﾎﾞﾝﾄﾞ建設 

 

氷結抑制舗装材 

ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ付加物の水溶液或は分散液を添加したｶﾙ

ｼｳﾑｱｾﾃｰﾄとﾏｸﾞﾈｼｳﾑｱｾﾃｰﾄとの混合水溶液を加熱し、

水分を蒸発させて濃縮し、この濃縮物を粒状にして

得た粒状物を、舗装材に配合した氷結抑制舗装材。

化
学
的
融
雪
技
術 

凍
結
防
止
性
能
の
改
善 

融雪剤混入舗装の改良 

特許2981458 

98.04.16 

C09K3/00,102 

ｶﾞｲｱｰﾄｸﾏｶﾞｲ 

昭和電工 

 

凍結抑制材及び舗装面の凍結抑制方法 

ｾﾒﾝﾄ、塩類、吸水性樹脂を含む凍結抑制材をｽﾗﾘｰの

形でｱｽﾌｧﾙﾄ舗装面に散布し、塩類を吸水性樹脂に高

濃度に保持させた状態で舗装内に注入することによ

り、凍結抑制効果の有効期間を長くさせ、かつ、塩

類を舗装面に再度散布すれば凍結抑制機能を回復さ

せることができる。 

実用新案2593844 

93.08.17 

E04H9/16 

ｱｽﾌﾟ 

 

融雪装置 

蒸気を融雪媒体として用いた融雪装置であり、ﾊﾟｲ

ﾌﾟを同一面上に配設してなる融雪体を形成すると共

に、ﾊﾟｲﾌﾟ下面にその長手方向に沿って多数の蒸気

噴き出し孔を間隔をおいて貫通形成し、ﾊﾟｲﾌﾟの一

部に蒸気供給手段を設け、融雪を短時間で効率よ

く、しかも低ｺｽﾄで行う。 

特許2611948 

95.03.20 

E01H5/10 

松林 公男 

 

高圧温水を用いて遠心式溶雪除雪装置 

ﾛｰﾀﾘｰ等で積雪を遠心式ﾀﾝｸ中に運び、第1水ﾀﾝｸの予

貯水を第1高圧温水用ﾎﾟﾝﾌﾟで加圧し第1高圧温水用

ﾊﾟｲﾌﾟを経由してﾉｽﾞﾙ付ﾊﾟｲﾌﾟから噴出する高圧温水

で雪を溶かした融雪水を加熱ﾊﾟｲﾌﾟ装置を経由して

第1水ﾀﾝｸにたまる。第1水ﾀﾝｸからの溢出水は、第2

水ﾀﾝｸ内に送られ第2高圧水用ﾎﾟﾝﾌﾟで加圧し、第2高

圧温水用ﾊﾟｲﾌﾟを介して、基台下方のﾉｽﾞﾙ付きﾊﾟｲﾌﾟ

から地表積雪部に噴出し連続的に溶雪する。 

特許2799970 

95.04.05 

E01H5/10 

四元 善博 

 

融雪装置 

上部が雪投入口、下方に排水口を有する融雪槽を構

成する槽本体内に、融雪部と貯水部に画成する箱型

の通水性仕切り体を設置し、その中央に融雪部に突

出する四角錐状の投入雪分散体、通水性仕切り体下

方に泥等収容体を設けた。槽本体と通水性仕切り体

との間には多数の噴射ﾉｽﾞﾙが融雪部に向けて配置し

てあり、噴射ﾉｽﾞﾙには温水噴射装置により貯水部内

の融雪水を加熱して供給する。 

処
理
速
度
の
向
上 

融雪機の改良 

特許3094212 

97.08.19 

E01H5/10 

鈴木 迭也 

[ 被引用2回 ] 

融雪処理装置 

融雪槽と水中ﾎﾟﾝﾌﾟ部と上方に位置する水噴射口部

と発熱体から構成される。融雪槽は円筒状側壁と円

筒状側壁下端に連設された底部から構成され、水中

ﾎﾟﾝﾌﾟ部は、融雪槽底部に配設された水中ﾎﾟﾝﾌﾟと水

中ﾎﾟﾝﾌﾟから融雪槽外に引出された排水ﾊﾟｲﾌﾟから構

成される。また、水噴射口部は、排水ﾊﾟｲﾌﾟから左

方に分岐された逆時計回り方向用横ﾊﾟｲﾌﾟを円筒状

側壁内周に添って配管して構成され、発熱体はﾎﾞｲﾗ

からの配管が円筒状側壁に配設されている。 

直
接
散
水
融
雪
技
術 

融
雪
効
率
の
向
上 

埋設型散水／循環融雪

器本体の改良 

実用新案2540826 

92.11.12 

B05B1/18 

竹内 岑男 

 

消雪ノズル装置 

管状ﾉｽﾞﾙの角度を決めたのちに押えﾅｯﾄで固定する

ようにすることにより、この決めた角度が濫りに

変ってしまうことを防止する。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（7/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

製
造
・
組
立
効
率
の

改
善 

埋設型散水／循環融雪

器本体の改良 

特許3367650 

99.09.09 

B28B23/00 

ｱﾄﾞｳﾞｧﾝｽ 

 

消雪用ブロックの製造補助具と製造方法 

着脱可能に組込む先端部分とほぼ同形の永久磁石が

組込れた補助具を、ｺﾝｸﾘｰﾄ充填前に散水ﾉｽﾞﾙ本体に

組込み、補助具を型枠底板に吸着した状態でｺﾝｸﾘｰﾄ

を充填し、脱型後に補助具と先端部分とを交換す

る。これにより、ﾌﾞﾛｯｸ製造中に散水ﾉｽﾞﾙと型枠底

板間に隙間ができず、向きがずれることもない。 

 

施
工
性
の
向
上 

埋設型散水／循環融雪

器本体の改良 

実用新案3072185 

00.03.31 

E01H5/10 

辻さく 

 

消雪用散水パイプブロック 

散水ﾊﾟｲﾌﾟの一端に管継手を接合状態で設け、ﾌﾞﾛｯｸ

本体の一端側に散水ﾊﾟｲﾌﾟの他端部を突出させ、同

ﾌﾞﾛｯｸ本体の他端側に管継手の残りの受口を開口さ

せることにより、各ﾌﾞﾛｯｸ本体間にほとんど隙間を

作ることなく、各ﾌﾞﾛｯｸ本体の散水ﾊﾟｲﾌﾟ同士を容易

に接合できる。 

 

製
造
・
組
立
・
施
工
コ
ス
ト

の
低
減 

埋設型散水／循環融雪

器本体の改良 

特許3217325 

99.03.16 

E01H5/10 

ﾕｰﾃｯｸ 

消雪道路用散水ブロック 

両端に連結構造を設けた主通水管と、その上方に平

行に配置して管端に連結構造を設けた分岐管と、適

当間隔毎に分岐管と連結した散水ﾉｽﾞﾙ体をｺﾝｸﾘｰﾄで

棒状に一体化する。そして、特に第一ﾌﾞﾛｯｸが、外

部操作可能な圧力調整用開閉弁を介して分岐管を分

岐し、第三ﾌﾞﾛｯｸが、分岐管の末端に外部放出部を

設け、第一ﾌﾞﾛｯｸと第三ﾌﾞﾛｯｸの間に単数又は複数の

第二ﾌﾞﾛｯｸを介在させて主通水管同士並びに分岐管

同士を連結して一単位とする。 

 

埋設型散水／循環融雪

器本体の改良 

特許2572705 

92.12.24 

E01H5/10 

荏原製作所 

散水装置の運転制御装置 

散水装置の運転開始時、ﾊﾟｲﾌﾟ内の圧縮された空気

により、散水ﾉｽﾞﾙから水が異常に飛散するのを防止

する。 

 

 

 

特許3337302 

94.02.07 

E04H9/16 

倉田 陽子 

 

融雪装置 

合併処理浄化槽の放流管に貯水槽を連通し、貯水槽

に、家屋屋根に配設する散水管を、送水管を介して

臨ませる。この屋根上の積雪を除去する際には、送

水ﾎﾟﾝﾌﾟの駆動により貯水槽に貯留されている処理

水を散水管に供給し、この散水管から処理水を噴出

させて融雪する。処理水を利用して融雪するため、

水道代が掛からず、また、処理水は比較的温かいた

めﾋｰﾀ等で加熱する必要がない。 

 

運
転
コ
ス
ト
の
低
減 

融雪機の改良 

特許2869710 

96.01.30 

E01H5/10 

ﾋﾙｺ北海道 

融雪装置 

融雪槽内に設けた排気ｶﾞｽ処理装置の水ｼﾔﾜｰで排気

ｶﾞｽを浄化すると共に、熱を吸収して融雪すること

により、ｶﾞｽの浄化及び融雪機能の向上を図る。 

 

 

 

直
接
散
水
融
雪
技
術 

維

持

管

理

コ

ス

ト
の
低
減 

埋設型散水／循環融雪

器本体の改良 

特許2094602 

92.09.16 

B05B1/14   BBTZ 

大昭商事 

 

保護スリーブ付散水ノズル 

送水管の立上り管上端に付設する散水ﾉｽﾞﾙ体と、こ

の周囲を囲繞する保護ｽﾘｰﾌﾞとより成るものであ

り、散水ﾉｽﾞﾙ体に鍔部を設け、保護ｽﾘｰﾌﾞに鍔部を

支承する支承端を設けた取替えの容易な保護ｽﾘｰﾌﾞ

付散水ﾉｽﾞﾙ。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（8/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許3091901 

93.12.04 

B05B1/06   BBT 

竹内 岑男 

[ 被引用1回 ] 

道路消雪用散水ノズル装置 

導水管と蓋部材を上方から挿入して夫々のﾈｼﾞを螺

着し、上面にﾄﾞﾗｲﾊﾞｰ溝を有する制水ｺﾏの周壁部に

導水用可動孔を開設することにより、導水管、蓋部

材及び制水ｺﾏを、路面を毀さずに簡単且つ容易に補

修可能にした散水ﾉｽﾞﾙ装置。 

 

特許2965899 

95.12.13 

E01H5/10 

ﾕｰﾃｯｸ 

路面散水融雪ｼｽﾃﾑにおける配管構造 

送水管と分岐管との分岐接続に際して、分岐管が内

挿嵌されるｿｹｯﾄ管部と、ｿｹｯﾄ管部の周囲に送水管の

外周面に密着する形状の顎板部とを有するｿｹｯﾄ体を

介在させることにより、塩ﾋﾞ管を採用した場合の分

岐接続部分の強度を向上させる。 

 

特許2920493 

96.03.06 

B05B1/00 

中島金属工業 

[ 被引用1回 ] 

路面凍結防止液吐出ノズル、埋設型ノズル配列管、

路面凍結防止液吐出装置および路面凍結防止液吐出

ノズルの設置工法 

吐出ﾉｽﾞﾙは、約170度の温度に耐えられる耐熱性と

弾力性を有する材料(例えばｼﾘｺﾝｺﾞﾑ)により筒状に

成形される。内部は路面凍結防止液が供給される液

流路になり、上端側は扁平状をなしてﾉｽﾞﾙ口は液圧

により開口可能な閉塞状態に形成する。吐出ﾉｽﾞﾙは

路面下に埋設されるﾉｽﾞﾙ配列管にﾉｽﾞﾙ取付部材を介

して取着され、ﾉｽﾞﾙ口は路面に対して約5mm程度突

出した状態に設置される。 

維
持
管
理
コ
ス
ト
の
低
減 

埋設型散水／循環融雪

器本体の改良 

実用新案3082388 

01.06.04 

E01H5/10 

ﾐﾔｼｹﾞ 

ﾐﾔｼｹﾞﾃｸﾉ 

 

消雪用散水ﾉｽﾞﾙ付き配管ﾌﾞﾛｯｸ装置 

合成樹脂製本管の合成樹脂製立上げ管の立設個所の

壁に本管の内外に連通する通液孔をもつ短管状ｿｹｯﾄ

部を止着し、このｿｹｯﾄ上端管状部内周面に環状溝を

設け、0ﾘﾝｸﾞを嵌着し、立上げ管下端を押込み入れ

操作により連結することにより、立上り管の付根部

の載荷重応力を吸収する。 

 

運
転
精
度
の
向
上 

埋設型散水／循環融雪

器本体の改良 

特許2964828 

93.03.19 

A63C19/10 

大林組 

人工スキー場の融雪装置 

所定の傾斜に形成された人工ｽｷｰ場のｹﾞﾚﾝﾃﾞ床上にｽ

ﾉｰﾏｼﾝを通じて人工雪をまき出し、人工的な雪の傾

斜面を造成する人工ｽｷｰ場において、ｹﾞﾚﾝﾃﾞ床上に

一面に敷き詰められた排水材と、この上端部を通じ

て排水材内部に一様に温水を供給する給湯ﾎﾞｲﾗ及び

ﾎﾟﾝﾌﾟからなる温水供給設備を備え、排水材下端部

から排出される水を回収して温水供給設備側に循環

させる集水溝及び貯留ﾀﾝｸとからなる融雪装置を備

える。 

直
接
散
水
融
雪
技
術 

設
備
的
対
応
に
よ
る

安
全
性
の
向
上 

融雪機の改良 実用新案3082932 

01.05.28 

E01H3/02 

菊地 長助 

 

消雪機 

箱形消雪機ｹｰｽの中に、ﾎﾞｲﾗｰ、油燃料ﾀﾝｸ、耐熱ﾎｰｽ

を設け、耐熱ﾎｰｽを巻取収納可能とし、かつ、耐熱

ﾎｰｽ先端に中空管を連結し、その先端に複数のﾉｽﾞﾙ

を設けて融雪機外の高所、狭所にも自在に延長し散

水使用できるようにする。 

 

 

火

炎

利

用

融

雪

技
術 

処

理

速

度

の

向

上 

融雪機の改良 実用新案2538998 

92.03.17 

E01H5/10 

親星ｺｽﾓ 

 

融雪装置 

ｹｰｽ体の内側下部に金属ﾊﾟﾈﾙにより画成したﾊﾞｰﾅ加

熱部を設け、またﾊﾞｰﾅ加熱部を通ってｹｰｽ体の上端

周縁に至る融雪水の循環経路を設けたことにより、

ｹｰｽ体に投下された雪は金属ﾊﾟﾈﾙによる下からの加

熱と温水による上からの加温で急速に融ける。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（9/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許2810350 

96.06.06 

E01H5/10 

ﾕｰｽﾗﾝﾄﾞ 

 

融雪装置及び融雪車 

走行装置の走行時に走行方向前方の積雪を一時的に

収集する集雪板と、集雪板を上下動させる上下動手

段と、集雪板の傾きを調整するための傾き調整手段

と、集雪板の横幅に沿って路面と集雪板下縁との隙

間から燃焼ｶﾞｽ流を集雪板前方に噴射する燃焼ｶﾞｽ発

生装置を設ける。燃焼ｶﾞｽ流により路面の損傷を防

止するための保護板を燃焼ｶﾞｽ流下方に付設する。

 

特許3160222 

97.02.28 

E01H5/10 

ｿﾘﾄﾝｺﾑ 

[ 被引用1回 ] 

自走式直熱融雪装置 

自走式直熱融雪装置は車両に上下動可能に設けら

れ、且つ回転によって道路上等の雪を収集するｽｸﾘｭ

ｳﾛｰﾀﾘを備える。車両に搭載されｽｸﾘｭｳﾛｰﾀﾘにより収

集された雪を送雪するｼﾕｰﾀと、受入部を有する融雪

槽と、融雪槽内部に設けられ雪を破砕する破砕装置

と、融雪槽下部に設けられ融雪槽内部に熱風を送り

込んで雪を融雪する燃焼ﾊﾞｰﾅと、車両に搭載され融

雪槽内融雪水を排出する排水ﾎﾟﾝﾌﾟとを具備する。

 

特許3051957 

97.08.28 

E01H5/10 

清水 栄太郎 

[ 被引用1回 ] 

融雪機 

上部開口融雪用桝部内に融雪用釜部を設けることに

より、大面積伝熱、軽量化、雪上移動性、雪投入性

等の機能を向上できる。 

 

 

 

特許3058858 

98.04.14 

E01H5/10 

畠山 直隆 

 

融雪機 

雪が投入されるﾊｳｼﾞﾝｸﾞを備え、ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ底壁を構成

する融雪板が配置され、融雪板が互いに隣接する上

縁部のところで連結された複数のV形断面の鋼板で

形成される。そして、熱源部とﾊｳｼﾞﾝｸﾞの下方に設

けられ、熱源部から熱風又は温風が送り込まれる熱

風室と、熱風室と融雪機の外部とを連通させる排気

口と、融雪機作動中に融雪機の空焚きを防止するた

め、ﾊｳｼﾞﾝｸﾞの底部に少量の水を残す空焚き防止装

置とを備える。 

 

特許3229290 

99.04.30 

E01H5/10 

山根自動車整備工場

 

地下融雪壕 

駐車場などの一隅に所要の幅と深さの溝を掘削し、

その四周囲を金属板製の前壁、右側壁、後壁、後立

壁、左側壁、前立壁で囲み、差込ﾎﾞﾙﾄ、ﾅｯﾄで組み

立てて底部を地肌とした直方体容器を設けると共

に、この容器を左右に仕切る金属板製の仕切壁を設

けて前壁、右側壁、後壁及び仕切壁からなる大容量

の雪投入室と前立壁、仕切壁、後立壁及び左側壁か

らなる機械室とに分割し、機械室にｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀを設け

仕切壁に熱風口を設けて熱風を雪投入室に噴射可能

とし、容器開口部を金属板製蓋で覆う。 

 

火
炎
利
用
融
雪
技
術 

処
理
速
度
の
向
上 

融雪機の改良 

実用新案3072494 

00.04.13 

E01H5/10 

御池鉄工所 

 

地表処理車両 

運転席の前方部に横方向に長い架台を、また運転席

の後方部に荷台を各々有し、地表上での移動に適し

た走行部を備えた自動車両と、架台にほぼ垂直状態

で間隔をおいて燃焼筒ﾉｽﾞﾙを下向きにして搭載され

た複数のﾀｰﾎﾞﾊﾞｰﾅ及び/若しくはｼﾞｪｯﾄﾊﾞｰﾅと、荷台

に搭載されﾊﾞｰﾅに可燃物を供給する可燃物供給手段

とから構成する。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（10/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

処
理
速
度
の
向
上 

融雪機の改良 実用新案3078172 

00.12.07 

E01H5/10 

ｱｷﾓｸ鉄工 

 

融雪車 

積雪を掻き取り、雪片化して放出するための回転羽

根駆動部を台車枠の前部に、燃焼ｶﾞｽを発生する燃

焼装置を台車枠の後部に備え、回転羽根駆動部と燃

焼装置との間に融雪板を配置し、燃焼ｶﾞｽにより融

雪板を暖め、回転羽根駆動部により放出された雪片

を融雪板で融雪することにより、積雪後しばらく経

つた雪とか水分の多い雪や、住宅密集地での通路や

歩道の融雪を容易にする。 

 

施
工
性
の 

向
上 

現地施工法の改良 実用新案2099160 

92.02.26 

E01C11/26 

鐘ケ江 幸男 

 

融雪用温風ヒーティング装置 

ｳﾚﾀﾝ発泡板などの断熱材上に敷き均された川砂など

の砂と、川砂などの砂内に蛇行状態で配管された鉄

鋼管通風ﾊﾟｲﾌﾟと、鉄鋼管通風ﾊﾟｲﾌﾟなどの上面に形

成されたｱｽﾌｧﾙﾄ舗装とからなり、鉄鋼管通風ﾊﾟｲﾌﾟ

は温風ﾎﾞｲﾗｰに連結する。 

 

 

検
知
・
運
転
制
御
精

度
の
向
上 

融雪機の改良 特許3136475 

97.04.11 

E01H5/10 

ﾈﾎﾟﾝ 

[ 被引用2回 ] 

融雪方法および装置 

熱媒は第1熱交換部でｹｰｼﾝｸﾞから排出された融雪水

を加温し、加温された融雪水はｹｰｼﾝｸﾞ内へ散水し、

ｹｰｼﾝｸﾞ内では第2熱交換部により融雪水を加温する

ように熱媒を循環させることにより、効率よく融雪

の機能を果たすようにする。 

 

 

特許3030544 

97.02.18 

E01H5/10 

ｼｮｰﾜ 

 

融雪装置 

装置用ｹｰｽとｹｰｽ内に配設された炉体部とｹｰｽに対し

て開閉自在に取付けられた外蓋部と散水ｼｬﾜｰ部から

構成され、装置用ｹｰｽには左方の融雪室とﾊﾞｰﾅ室が

形成され、外蓋部は外蓋本体と吸気用ﾀﾞｸﾄから構成

され、外蓋本体を開けた時、吸気用ﾀﾞｸﾄとﾊﾞｰﾅ室と

が連通するよう構成される。 

 

火
炎
利
用
融
雪
技
術 

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上 

融雪機の改良 

特許3054760 

97.05.20 

E01H5/10 

ｼｮｰﾜ 

 

融雪装置 

ｹｰｽ本体に連通し埋設された空気ﾀﾞｸﾄ管と空気ﾀﾞｸﾄ

管に連結された吸気塔により、融雪装置本体から離

れた所で、しかも吸気塔の高い位置に開口部を設け

ることにより、従来のような地表面に漂う炭酸ｶﾞｽ

の吸引による振動燃焼、失火をなくす。 

 

 

特許2975976 

91.08.19 

E04H9/16 

積水ﾊｳｽ 

中込 忠男 

 

雪の巻き垂れ防止方法 

多雪地における屋根や通路側方段部の積雪層のせり

出し部に、ﾚｰｻﾞｰ光線を照射して早期に切断落下し

て、巻き垂れの発生に起因する種々の弊害を回避す

る。 

 

 

 

電
熱
利
用
融
雪
技
術 

処
理
速
度
の
向
上 

電熱ヒータの改良 

特許2714602 

94.02.25 

H05B3/20,358 

ｳｲｼﾞﾝ 

岡田計器製作所 

 

着氷防除装置 

電熱線を窒化ｱﾙﾐﾆｳﾑ板内に封入した熱効率が良く小

型で発熱量の多く電気発熱素子を得て、効果的な着

氷防止を図る。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（11/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

実用新案2078010 

92.11.04 

E01H5/10 

三ろう丸 彪 

[ 被引用2回 ] 

ゴムチップ面状発熱融雪パネル 

ｺﾞﾑﾁｯﾌﾟとﾊﾞｲﾝﾀﾞｰの混合材で、透水性を有する平面

方形の板状に構成され、かつ表面に適宜な形状の流

水溝を設けたﾊﾟﾈﾙ本体と、ﾊﾟﾈﾙ本体内に張設された

ｶｰﾎﾞﾝ面状発熱帯と、ｶｰﾎﾞﾝ面状発熱帯の上面にｶｰﾎﾞ

ﾝ面状発熱帯と接した状態で張設された伝熱板とか

らなるﾊﾟﾈﾙ。 

 

特許3195971 

93.05.13 

E01C11/26 

長田 秀晴 

[ 被引用1回 ] 

道路用シート 

表面に遠赤外線放出粒状物を固着し、裏面に発熱体

を固着したｼｰﾄを路面に埋設して通電、融雪するこ

とにより、施工費および消費電力の節減を図る。 

特許2654929 

95.02.16 

E01C11/26 

共和ｺﾝｸﾘｰﾄ工業 

[ 被引用1回 ] 

道路融雪用突起体 

発熱体を内蔵した突起体をﾌﾗﾝｼﾞを有する中空軸内

に螺接して保持し、これを予め洞路面に点在埋設し

ておき、積雪結氷期に発熱させて路面上に突出さ

せ、融雪及び車輛等の制動体として作用させる。 

特許3044340 

97.02.05 

E01C11/26 

ｴﾇﾃｨ日東産業 

 

路面加熱方法 

自動車等の通行が想定される路面上の通行帯域に発

熱索状体を敷設し、その発熱索状体によって通行帯

域を加熱して、発熱索状体の使用量、ｺｽﾄ低減、埋

設作業の容易化、消費電力低減を図る。 

特許2951306 

98.02.20 

E01C11/26 

元旦ﾋﾞｭｰﾃｨ工業 

 

融雪及び排水構造並びに融雪及び排水方法 

板状歩行部材の一端を切り欠いて排水部を形成し、

押さえ具を介して、歩行部材裏面に防水処理された

面状ﾋｰﾀを取り付けるとともに、断面凹状部材と歩

行部材により歩行部材下方に排水空間を形成する。

面状ﾋｰﾀを、配線及び配線溝等を介して、商用電源

等の周知の電力供給ｼｽﾃﾑに接続させる。 

 

実用新案3077680 

00.11.14 

E01H5/10 

ｺﾋﾞｼ電機 

 

多面融雪マット 

板材の内部にﾋｰﾀｰを設けた融雪ﾏｯﾄを複数枚有し、

これらの融雪ﾏｯﾄを、ﾋｰﾀｰへ給電する給電ｺｰﾄﾞを介

して順次連結し、一枚の融雪ﾏｯﾄに接続した電源ｺｰ

ﾄﾞに通電することにより給電ｺｰﾄﾞを介して各融雪ﾏｯ

ﾄのﾋｰﾀｰに給電する。 

電熱ヒータの改良 

実用新案3086414 

01.12.03 

E01H5/10 

下タ村 基作 

 

融雪シート 

ｾﾒﾝﾄと水溶性合成樹脂とを混和し布に塗布し脱気乾

燥して成る遠赤外線発生ｼｰﾄと、ﾏﾄﾘｯｸｽ樹脂にｶｰﾎﾞﾝ

粒子を配列した自己温度制御面状発熱ｼｰﾄとを重畳

接着し、自己温度制御面状発熱ｼｰﾄに通電するとと

もに、上面に透水性ﾏｯﾄ類を重畳接着する。 

特許2903055 

94.12.28 

E01C11/26 

日本ﾍﾞﾛｰ工業 

ｽｶｲｱﾙﾐﾆｳﾑ 

[ 被引用1回 ] 

地表面層加温用部材及びその地中埋設構造 

遠赤外線放射性金属製網状体と、網状体の外部加熱

源とを一体化することにより、凍上を防止する。 

電
熱
利
用
融
雪
技
術 

融
雪
効
率
の
向
上 

現地施工法の改良 

特許3242836 

96.03.25 

E01C11/26 

ｽｶｲｱﾙﾐﾆｳﾑ 

陽光技研 

[ 被引用1回 ] 

地表面層加温用パネル及びその地中埋設構造 

地表面層加温用ﾊﾟﾈﾙは、電熱ｹｰﾌﾞﾙ、温水管等の加

熱源を包被して横方向に広がる金属製網体を、ｾﾒﾝﾄ

系硬化材中に埋設し、板状に硬化させる。さらに、

地中埋設構造は、加温用ﾊﾟﾈﾙを地表面層に埋設接続

させる。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（12/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

融
雪
効
率
の

向
上 

現地施工法の改良 特許3291584 

99.07.05 

E01C11/26 

飛島道路 

 

排水具および舗装構造 

ｺｲﾙ状の長尺な排水具本体部の内部空間に、その長

手方向に沿って発熱体を配設することにより、舗装

面上の氷雪を速やかに、効率よく、しかも低ｺｽﾄで

除去できる排水具を得る。 

実用新案2534375 

91.07.24 

E01B19/00 

北海道旅客鉄道, 

新陽社 

[ 被引用2回 ] 

レール加熱器 

ﾚｰﾙ側面に当接可能なﾋｰﾀ本体のこの当接面を除く他

側面に金属製外装板を被覆し、反対側側面と外装板

との間に略々密封状の空気室を形成したﾚｰﾙ加熱

器。 

特許3055335 

92.11.27 

E01B7/24 

富士電機 

[ 被引用1回 ] 

電磁誘導加熱式融雪器 

基本ﾚｰﾙまたはﾄﾝｸﾞﾚｰﾙの側面に穴を明けて、ここに

導電ｹｰﾌﾞﾙを巻き付け、これに高周波の電流を流す

ことにより、電磁誘導加熱式融雪器の構造を簡単に

し、取付作業を容易にする。 

電熱ヒータの改良 

実用新案3093224 

02.10.04 

E01H5/10 

三信技建 

 

融雪装置 

融雪槽本体内に、投入された雪を融解するための遠

赤外線放射装置を設けることにより、電力や灯油の

消費量を減少させて運転維持費を節減する。 

熱
利
用
率
の
向
上 

融雪機の改良 実用新案3076493 

00.09.21 

E01H5/10 

坂本 和彦 

 

マイクロ波融雪装置 

温水槽に取り付けたﾏｸﾞﾈﾄﾛﾝから発せされるﾏｲｸﾛ波

を利用し、温水槽に循環し、戻って溜まる高粘性ｺﾛ

ｲﾄﾞ状の媒体液に直接照射することにより、高粘性

媒体液は高周波を内部に吸収し、振動する事により

熱に変換し、照射対象物（媒体液）だけを加熱す

る。 

特許3041478 

96.12.11 

H05B3/20,345 

松山 時一 

 

面状発熱体の製造方法 

比較的厚手の2枚の熱可塑性樹脂ｼｰﾄと孔を有する発

熱体とを用い、一対の対向した押圧ﾛｰﾗｰに上記2枚

の熱可塑性樹脂ｼｰﾄを左右から送り、中央から発熱

体を送る。熱可塑性樹脂ｼｰﾄを押圧ﾛｰﾗｰ中央接合部

付近で加熱して可塑化し、二つのﾛｰﾗｰ間で可塑樹脂

を界面流動させて発熱体の孔を介して互いを熱溶着

させ、ｼｰﾄと発熱体とを一体化させる。 

製
造
・
組
立
効
率
の
改
善 

電熱ヒータの改良 

特許3351697 

96.12.26 

C09D11/00 

ﾐﾀｹ電子工業 

佐藤 忠雄 

 

自己温度調節ヒータ用印刷インク 

酢酸ﾋﾞﾆﾙとﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝとの共重合体中の酢酸ﾋﾞﾆﾙを含

有するべｰｽﾎﾟﾘﾏｰに対して、黒鉛、ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｯｸ、ｶｰ

ﾎﾞﾝｳｲｽｶｰ、ｶｰﾎﾞﾝﾌｧｲﾊﾞｰ等の炭素微粒子、金属粉、

金属箔等の金属微粒子、又はﾁﾀﾝ酸ｶﾘｳﾑやﾏｲｶ微小片

の表面にCVD、PVDあるいは化学ﾒｯｷにより炭素又は

金属薄膜を形成することで、導電性を付与した表面

処理微粒子等の導電性粒子、ｸﾞﾗｯｼｰｶｰﾎﾞﾝ、ﾌｪﾉｰﾙ変

性ﾃﾙﾍﾟﾝ樹脂を添加したｲﾝｸ。 

実用新案2537206 

91.02.12 

H05B3/20,311 

東京ｺｽﾓｽ電機 

 

ミラー用面状発熱体 

円形の面状発熱体の周縁より中心に向って複数のｽ

ﾘｯﾄを等角間隔に形成させ、ﾐﾗｰ曲率が大きい球面状

ﾐﾗｰの場合でもｼﾜを生ずることなく一様に貼布でき

る。 

電
熱
利
用
融
雪
技
術 

施
工
性
の
向
上 

電熱ヒータの改良 

特許2517811 

91.11.06 

E03B7/12 

ﾐｻﾜﾎｰﾑ 

保温パイプ 

ﾊﾟｲﾌﾟ外周に発熱塗料を塗布して発熱層を形成し、

発熱層に電気供給用ﾘｰﾄﾞ線を接続する。保温ﾊﾟｲﾌﾟ

を配管し、発熱層に外部電源から電気を供給するだ

けで、発熱層が発熱してﾊﾟｲﾌﾟが温まるので、簡便

にﾊﾟｲﾌﾟ中の水や湯を保温することができる。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（13/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

実用新案2590766 

93.03.25 

H05B3/20,301 

積水化成品工業 

[ 被引用1回 ] 

面状ヒータ 

PTCｻｰﾐｽﾀからなる発熱体を備えた複数の発熱部材

が、略同等の大きさを有する一対の電気絶縁性ｼｰﾄ

間に挟装され、重ね合わされた一対の電気絶縁性ｼｰ

ﾄが貼着された面状ﾋｰﾀ。 

特許3002945 

94.07.25 

E04H9/16 

立山ｱﾙﾐﾆｳﾑ工業 

 

建造物における融雪装置 

屋外建築物の積雪面と反対側の開放面に、電熱ﾋｰﾀ

と発泡体ﾎﾞｰﾄﾞを配置し、既存建築物にも追加設置

可能で、安全、高耐久性、ｺｽﾄの安い融雪装置を得

る。 

特許3161946 

95.09.12 

E01B19/00 

日立製作所, 

日立笠戸ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

 

軌道桁の加熱装置 

軌道桁内部には所定間隔で設置された縦ﾘﾌﾞに水平

な取付け板を固定して、この上に加熱装置を設置す

る。加熱装置の固定脚の間隔は下方に広がっている

ので、製作誤差は固定脚の傾斜角度で調整できる。

加熱装置を載せた後、下方からﾋﾞｽで固定する。 

特許3327512 

97.01.24 

E01B19/00 

ｲﾜﾌﾞﾁ 

 

軌条用融雪器の取付け金具 

ｺの字形の屈曲部を組付け片の一端にそれぞれ備え

た主体枠と挟持枠を、組付け片間に引張りばねを張

設して互いに組付け、軌条の側面を加熱する融雪器

の保持部を主体枠の屈曲部に連設することにより、

底部横幅の異なる軌条への取付けを可能にする。 

特許3361035 

97.05.12 

E01B19/00 

ｲﾜﾌﾞﾁ 

 

軌条用融雪器の取付け金具 

軌条底部の一方の側端を係合するｺの字形の屈曲部

を組付け片の一端に備えて主体枠を構成する。軌条

底部の他の一方側端に係止する係止片を組付け片の

一端に備えて挟持枠を構成する。主体枠と挟持枠を

組付け片間に引張りばねを張設して互いに摺嵌す

る。主体枠側には軌条の側面を加熱する融雪器の保

持部を設け、挟持枠側の組付け片に主体枠に対して

引張りばねに抗して挟持枠を押圧する押圧杆を設け

る。 

特許3361036 

97.05.23 

E01B19/00 

ｲﾜﾌﾞﾁ 

 

軌道レール用ヒータの取付け金具 

中央部片の両端に互いに相対向する上部片と下部片

を連設して金具主体を構成する。金具主体上部片に

締付けﾎﾞﾙﾄを螺合して縦設し、この下端部に下部片

とでﾚｰﾙを挟持する挟持枠を組付ける。挟持枠内側

に、組付け部片両端に互いに相対向する一対の脚部

片を連設して構成した挟持枠の組付け部片を取付け

る。そして、組付け部片の下側に、軌道ﾚｰﾙ底部と

で脚部片間に介在させるﾋｰﾀを挟持するばね片を設

置する。 

電
熱
利
用
融
雪
技
術 

施
工
性
の
向
上 

電熱ヒータの改良 

特許3260667 

97.09.04 

H05B3/40 

ｴﾇ ｴｰ 

 

表皮電流加熱装置 

発熱部は、複数鋼管列を主体とするものである。鋼

管は、直径の約2倍の長さとし、直径の1/5～1/2の

間隔を隔てて一直線に沿って配列する。鋼管列に

は、絶縁線と支持管とを通す。絶縁線は2列の鋼管

列を直列に通過させて複数回巻く。支持管は耐熱合

成樹脂製であり、保持部材を介して鋼管を支持する

とともに、絶縁線を覆い、絶縁線が鋼管や外部部材

との接触により傷つけられることを防止する。鋼管

列は支持管がない場合と同様に発熱する。鋼管配列

ﾋﾟｯﾁを調節することにより、発熱密度を調節するこ

とができる。支持管に代えて可撓性を有する可撓管

を使用すれば、鋼管列を任意曲線に沿わせることが

でき配設工事が容易となる。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（14/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

実用新案3048195 

97.10.17 

E04F11/02 

三洋産機資材ｼｽﾃﾑ, 

北冷製作所 

 

着雪・着氷防止型階段 

底板と側板とから形成したﾊﾟﾈﾙ本体内に発熱部を設

けてなる発熱ﾊﾟﾈﾙを階段本体を構成する金属製段板

の各々の裏面に当接した状態で取着手段により着脱

自在に取着する。 

 

 

実用新案3049682 

97.12.10 

E04F11/02 

北冷製作所, 

三洋産機資材ｼｽﾃﾑ 

 

着雪・着氷防止型階段 

底板と側板とから形成したﾊﾟﾈﾙ本体内に発熱部を設

けてなる発熱ﾊﾟﾈﾙと、発熱ﾊﾟﾈﾙの上面を覆う踏板部

を有するｶﾊﾞｰ状踏板とから発熱踏板体を構成し、階

段本体を構成する段板の各々に発熱ﾊﾟﾈﾙの底板を当

接した状態で発熱踏板体を着脱可能に取着したの

で、所望の断板の着雪や着氷を防止できる。 

電熱ヒータの改良 

実用新案3064389 

99.05.28 

E01C11/26 

ｱｵﾔｷﾞ 

[ 被引用1回 ] 

路面融雪ヒータの敷設構造 

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｪﾙﾄと断熱材を積重する軟質で可撓性のある

扁平な下部被覆体と、ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｪﾙﾄと非鉄金属材を積

重する軟質で可撓性のある扁平な上部被覆体とで扁

平で柔軟性に富む面状ﾋｰﾀを挟み扁平で軽量なﾋｰﾀ被

覆体を形成する。下部被覆体で面状ﾋｰﾀの下方への

熱を遮断して路面に逃げないようにし、上部被覆体

で面状ﾋｰﾀの熱をむだなく上方に効率良く均一に伝

導させる。 

特許3154071 

91.10.29 

E01C11/24 

電気工事西川組 

 

舗装路面の滑り止め構造 

鋲を備えた基板を道路の基礎に固定し、更に舗装材

で被覆舗装して構成する。基板を網目状あるいは格

子状にしたり、基板および/または基礎に加熱用電

熱線を組込むこともできる。 

 

 

特許3377337 

95.06.22 

E01C11/26 

日本舗道 

 

舗装構造体 

舗装体表面近傍に導電性粉状体からなる層を設け、

この層に通電することで舗装体表面が加温されるよ

うにすることにより、施工が容易で耐久性に富み、

維持管理の容易な凍結防止用の舗装構造体を得る。

 

 

特許2964394 

96.08.12 

E01C11/26 

共和ｺﾝｸﾘｰﾄ工業 

 

車両制動体を有する舗装ブロック 

舗装材に適宜の間隔をおいて貫通孔を設け、そこに

内部を螺旋状とした中空軸杆を立設し、その上端に

ﾎﾞﾙﾄを螺合し、中空軸杆の上部の周囲に凹部を設

け、凹部直下内部に導電性発熱体を埋設することに

より、融雪に係る管理維持費用を削減する。 

 

 

特許3113843 

97.09.22 

E01C11/26 

ﾛﾝｸﾞﾎｰﾑ 

 

発熱体を埋設した道路の施工方法 

絶縁体を充填した金属配管を含む発熱体を、路面上

方の所定位置に敷設し、これを埋め込むように舗装

部材を敷設することにより、電力消費量を低減し、

しかも耐用年数の長い発熱体を埋設した道路を施工

する。 

 

電
熱
利
用
融
雪
技
術 

施
工
性
の
向
上 

現地施工法の改良 

特許3039923 

98.12.22 

E01C11/26 

人見 豪彦 

小川 満和 

 

加熱装置 

断熱機能を有する断熱基盤と、その上面にほぼその

全域を覆って設けられ断熱機能を有する粘融着材層

と、その上面にほぼその全域を覆って設けられる熱

拡散放射板と、その上に配設された発熱体とからな

る。そこで、熱拡散放射板が、発熱体の発する熱を

断熱基盤上面に沿って拡散させる。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（15/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

施
工
性
の
向
上 

融雪剤、雪氷付着防止

剤の改良 

特許3289041 

93.02.01 

H05B3/14 

高沢 正夫 

[ 被引用1回 ] 

発熱性粗粒およびそれを用いた発熱性構造物 

砂利等の粗粒表面に、導電性粒子、ﾊﾞｲﾝﾀﾞｰ物質か

らなる発熱性組成物層を形成してなる発熱性粗粒で

ある。導電性粒子は、鱗状黒鉛粒子を必須成分とす

るものであることが望ましい。発熱性構造物は、地

盤上に絶縁層を設け、さらにその上から上記の発熱

性粗粒層を設けると共に電極を設置し、さらにその

発熱性粗粒層上に絶縁層を設けたものである。絶縁

層上には、通常はさらに表面層を設ける。 

 

特許3209813 

92.11.21 

F24D13/02 

三ﾂ星 

ｴｽ ﾌﾞｲ ﾋﾟｰ 

 

電熱マット 

上層のﾁｭｰﾌﾞ下面に下層のﾁｭｰﾌﾞを交差するように溶

着した立体的な格子状のﾏｯﾄ本体と、上層ﾁｭｰﾌﾞ内に

挿入したｺｰﾄﾞﾋｰﾀと、ｺｰﾄﾞﾋｰﾀのﾁｭｰﾌﾞから出ている

部分およびﾏｯﾄ本体の周縁に被せられる周縁部材と

からなる電熱ﾏｯﾄである。 

 

 

特許3336467 

92.12.14 

E01C11/26 

電気工事西川組 

 

飛び石のロードヒーティング構造 

外側面を断熱材で被覆した鉢状の支持部材に、予め

電熱線などの加熱器具を組込んでおく。そしてこの

支持部材に自然石や人口石などの飛び石用の石材を

載置して固定し、支持部材と一体となつた飛び石用

の石材を通路に敷設する。 

 

 

特許2759312 

94.05.10 

H05B3/20,349 

有沢製作所, 

ﾐｻﾜ商会, 

大成ﾛﾃｯｸ 

[ 被引用6回 ] 

面状発熱体 

第1及び第2の方向に絶縁用の硝子繊維を織り、第1

の方向に発熱用の炭素繊維を所定間隔ごとに織り込

むと共に、第2の方向に電極用の第1及び第2の導体

を織り込む。この発熱体本体と、硝子繊維、炭素繊

維及び各導体を結合させる熱硬化性樹脂からなる結

合材と、発熱体本体の両面に貼り合わされる絶縁性

樹脂ｼｰﾄとを含む。 

 

特許3284863 

95.12.28 

E01C5/00 

松下電工 

踏み石パネル及び踏み石パネル装置 

踏み石ﾊﾟﾈﾙの内部に、電気器具を内蔵する電気配線

ｽﾍﾟｰｽを設け、側板に配線用孔を形成することによ

り、土間部分の仕上げ工事前に行われる踏み石部の

配線工事を不要にする。 

 

 

特許3297007 

97.12.05 

E01C11/26 

栗本鉄工所, 

ﾀｲｶﾞｰｽﾎﾟﾘﾏｰ 

[ 被引用1回 ] 

アスファルト舗装道路用面状発熱体 

ｶｰﾎﾞﾝ繊維などを織り込んだ基布を、特定の硬度を

もつ合成ｺﾞﾑで被覆し、基布の両側に配した導線に

通電してｶｰﾎﾞﾝ繊維を発熱することにより、発熱体

の施工の容易化と断線などの抑止を図る。 

 

 

電
熱
利
用
融
雪
技
術 

製
造
・
組
立
・
施
工
コ
ス
ト
の
低
減 

電熱ヒータの改良 

実用新案3077679 

00.11.14 

E01H5/10 

ｺﾋﾞｼ電機 

 

融雪マット 

板材の内部にﾋｰﾀｰを設けて上面の雪を溶かす融雪ﾏｯ

ﾄにおいて、板材の一方の辺から対向する他方の辺

を結ぶ直線上に切断用の溝部を形成することによ

り、一つの融雪ﾏｯﾄであっても、設置場所の寸法に

応じて縮小することができ、これにより、複数ｻｲｽﾞ

を用意したのと同じになり、製造設備の合理化を図

ることができる。£ｺﾞﾑ，面状ﾋｰﾀｰ，断面V字状，ﾌﾟ

ﾗｽﾁｯｸ。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（16/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許3209932 

96.12.10 

E01C11/26 

水城 勇一郎, 

東栄物産 

[ 被引用1回 ] 

構造物埋設用融雪システム 

仕切で2分された袋状体にそれぞれ球状発熱体を内

包した面状発熱部を有し、これら2つの発熱部を電

力制御によって短時間毎に交互に駆動することによ

り、消費電力を低減させながら積もつた雪をほぼ一

様に融かすことを可能にする。 

 

 

 

電熱ヒータの改良 

実用新案3078299 

00.12.12 

E01C11/26 

童夢ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 

 

省電力型ロードヒーティング装置 

ﾀｲﾏｰ制御によって地中のﾋｰﾀｰのON･OFFを行うﾛｰﾄﾞﾋｰ

ﾃｨﾝｸﾞ装置において、遅延回路をその構成に含む重

複通電防止部をﾀｲﾏｰとﾋｰﾀｰ間に介在させ、複数のﾋｰ

ﾀｰを交互にON･OFFすることによって、適切な通電量

による融雪を可能とする。 

 

 

 

現地施工法の改良 特許3273147 

99.06.24 

E01C11/26 

産業技術総合研究所,

ﾌｼﾞｲ 

 

融雪システム 

第1、第2及び第3の発熱体、交流電源と交流電源と

発熱体間に設置され、第1～第3の発熱体のいずれか

1つの発熱体を選択するとともに、残りの2つを選択

してそれらを直列に接続し、所定の時間間隔で、選

択する1つの発熱体が順次変わるように切替を行うｽ

ｲｯﾁﾝｸﾞ部とを具備し、第1～第3の発熱体は、道路若

しくはその類似物の表面近傍に埋設される。 

 

 

特許1967920 

92.10.14 

E01H5/10 

北海道電力, 

戸田建設 

 

融雪装置 

底部にﾋｰﾀを備えた融雪槽上部の雪投入口に、絞り

部を設けて投入面積を小さくし、投入した雪が槽内

壁に付着しないようにすることにより、槽内の雪の

自重による降下を円滑にする。 

 

 

 

 

 

特許2538172 

93.04.20 

E01H5/10 

西日本旅客鉄道, 

岡崎製作所 

[ 被引用1回 ] 

融雪ヒータ 

軌道のﾎﾟｲﾝﾄ部分の近傍の軌条間に融雪ﾋｰﾀｰを有す

る貯湯槽を設けることにより、降雪を融かして温湯

として貯え、この温湯で新たな雪を融かすようにす

る。 

 

 

 

 

 

電
熱
利
用
融
雪
技
術 

運
転
コ
ス
ト
の
低
減 

融雪機の改良 

実用新案3072079 

00.03.28 

E01H5/10 

高橋 英安 

 

融雪槽 

円形のｺﾝｸﾘｰﾄ管を縦にして地中に埋設したもので、

ｺﾝｸﾘｰﾄ管に内蔵している電熱線と平行して、排気が

循環する空洞を内蔵させ、融雪槽ｺﾝｸﾘｰﾄ壁体を加熱

する事により融雪を行い、排気は常時循環させ、電

熱線は融雪負荷が掛からない場合はｾﾝｻｰにより遮断

されることにより、廃熱を効率よく使用し、ﾗﾝﾆﾝｸﾞ

ｺｽﾄの低減を図る。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（17/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許2703691 

92.04.17 

H05B3/14 

北川工業, 

遠藤 守信 

 

発熱体 

温度1100℃の雰囲気にﾍﾞﾝｾﾞﾝを導入し、鉄の超微粒

子を成長起点として、平均径約0.3μm、平均長さ約

1mm程度の炭素繊維を生成させる。溶融状態のﾎﾟﾘｴﾁ

ﾚﾝ樹脂100重量部にこの炭素繊維40重量部を混合

し、縦100mm、横100mm、厚さ1mmの長方形をした面

状の発熱部を製造する。これに銅ﾃｰﾌﾟの電極部を形

成し発熱体とする。 

 

実用新案2588817 

93.01.27 

E01C11/26 

帝人, 

共和ｺﾝｸﾘｰﾄ工業 

[ 被引用1回 ] 

路側帯用融雪体 

縁石部、堆雪幅部及び集水桝蓋部からなる融雪体で

あって、融雪体には可撓性の線状発熱体が内蔵され

ており、通電により発熱するので、施工や維持が簡

単で製造時のﾄﾗﾌﾞﾙ発生が少ない。 

特許3228501 

96.09.25 

H05B3/56 

町田 成司 

[ 被引用1回 ] 

農・園芸用ヒータ 

ｽﾃﾝﾚｽ線外周を可撓性ｴﾎﾟｷｼ樹脂絶縁皮膜で被覆した

ﾋｰﾀ線を折返し蛇行させて面状にし、その外側を可

撓性ｴﾎﾟｷｼ樹脂の絶縁皮膜により被覆した農園芸用

ﾋｰﾀ。 

 

 

特許3164551 

98.03.27 

H05B3/20,349 

栗本鉄工所, 

ﾀｲｶﾞｰｽﾎﾟﾘﾏｰ 

[ 被引用1回 ] 

面状発熱体とその製造方法、及び凍結防止・ 

融雪道路 

発熱部分を耐熱･非導電性ﾔｰﾝと炭素繊維とを用いた

模紗織や絡み織で、両側の電極部分を炭素繊維に交

差する導電線を織り込んだ平織で、発熱部分と電極

部分との間に耐熱･非導電性ﾔｰﾝを用いた平織の緩衝

部分を設けて製織し発熱職布とする。接着剤を間に

発熱織布とｼｰﾄ状未加硫のｺﾞﾑ配合物とを積層し、加

熱して発熱織布と被覆体との積層体である面状発熱

体が得られる。 

 

維
持
管
理
コ
ス
ト
の
低
減 

電熱ヒータの改良 

特許3032188 

98.11.06 

H05B3/20,337 

飛島道路 

西都電機 

東和工業 

発熱マットおよびそれを用いた路面構築方法、 

並びに路面構造 

ﾋｰﾀを構成する2本の導線を通る平面をﾍﾞｰｽ材の面に

平行となるようにﾍﾞｰｽ材に配設することにより、大

きな荷重を受けても断線等のﾄﾗﾌﾞﾙが発生しないよ

うにする。 

 

運
転
精
度
の
向
上 

電熱ヒータの改良 実用新案3053958 

98.05.11 

E01C11/26 

ﾘｰﾃﾞｯｸ 

 

構造物埋設用融雪システム 

面状発熱部が内部仕切で2分された袋状体と2分され

た袋内にそれぞれ内包された球状発熱体とからなる

第1及び第2面状発熱部を有し、袋状体が保温機能を

有する遠赤外線放射材及び高熱伝導機能を有する遠

赤外線放射材を含んだ物質で形成し、第1及び第2面

状発熱部を高い温度に維持させた状態で、第1及び

第2面状発熱部から遠赤外線を放射させ、構造物の

表面温度を常時必要な温度にまで上昇させる。 

 

電
熱
利
用
融
雪
技
術 

設
備
的
対
応
に
よ
る

安
全
性
の
向
上 

電熱ヒータの改良 特許3179605 

92.12.18 

H05B3/56 

ｸﾗﾍﾞ 

コード状ヒータとコード状ヒータ組立品 

放射方向に突起をもつ弾性芯に低融点合金線を巻回

した過熱検知線と電極線に樹脂組成物を被覆したPT

Cﾋｰﾀ線を一括ｼｰｽすることにより、電力の無駄をな

くし安全性を向上する。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（18/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許3195930 

97.08.05 

H05B3/20,349 

有沢製作所 

ﾐｻﾜ商会 

大成ﾛﾃｯｸ 

 

面状発熱体、面状発熱体の製造方法、面状発熱体の

使用方法及び面状発熱体を用いた発熱装置 

発熱体本体は、硝子繊維、炭素繊維、導体からな

る。硝子繊維は、縦横方向に織られた絶縁用かつ位

置決め用の繊維である。炭素繊維は、硝子繊維の織

り目において、縦方向に所定間隔ごとに織り込まれ

た発熱用の繊維である。また、導体は、縦方向の両

端部で、横方向に織り込まれた電極用の銅線などで

ある。面状発熱体は、熱硬化性樹脂からなる結合材

により、発熱体本体両面に絶縁性樹脂ｼｰﾄを結合さ

せて貼り合わせることで作成される。 

 

特許3317895 

98.03.26 

G05D23/24 

武部 憲親 

 

温度自己制御機能ヒータ 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ等の高分子化合物から成る基材にPｷｬﾘﾔとN

ｷｬﾘﾔが添加されると共に温度が上昇するに連れて電

気抵抗が増大するPTC特性と温度が上昇するに連れ

て電気抵抗が減少するNTC特性とを有し、かつ所定

温度でPTC特性とNTC特性の勢力が同等となるｻｰﾐｽﾀ

から成る発熱体を備え、一対の電極導体を、発熱体

に一体状に設ける。 

 

 

 

電
熱
利
用
融
雪
技
術 

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上 

電熱ヒータの改良 

特許3165799 

98.03.27 

H05B3/20,349 

ﾕﾆﾁｶｸﾞﾗｽﾌｧｲﾊﾞｰ 

ﾀｲｶﾞｰｽﾎﾟﾘﾏｰ 

発熱織布 

発熱部分を耐熱･非導電性ﾔｰﾝと所要の間隔で挿入し

た炭素繊維とを用いた模紗織で、発熱部分両側に炭

素繊維に電極部分を炭素繊維に交差する方向に導電

線を織り込んだ平織で、発熱部分と電極部分との間

に耐熱･非導電性ﾔｰﾝを用いた平織の緩衝部分とで製

織する。電極部分の外側に耐熱･非導電性ﾔｰﾝを用い

た平織側端部分を製織しておくとよい。この発熱織

布にﾌﾟﾗｯｽﾁｯｸﾌｨﾙﾑを接着･積層した面発熱体は、建

築物、車両、貯槽･配管、農業などの各種産業にお

いて面単位の加熱、保温用に広く利用することがで

きる。 

 

特許2914662 

98.06.30 

E01C11/26 

前田製管 

 

融雪用舗装パネル 

所定の高さを有する金属製の枠体と、枠体内に水平

に固定した枠体内面積と同一大きさの面積を有する

金属製仕切板と、仕切板上部空間部内で仕切板上面

から上方へ突出する複数個に区画された金属製突出

部材と、突出部材各区画内に装填する舗装用ﾌﾞﾛｯｸ

とを備える。そして、仕切板下面に接合して流体通

路を形成する蛇行した凹溝を有する凹溝付板と、凹

溝付板下部空間部に形成したｺﾝｸﾘｰﾄ層とから構成す

る。 

 

循
環
パ
イ
プ
融
雪
技
術 

融
雪
効
率
の
向
上 

埋設型散水／循環融雪

器本体の改良 

特許3075530 

98.11.25 

E01C11/26 

ﾉｻﾞﾜｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 

 

融雪システム 

外気温度が高くて人工熱源を発熱させない時には、

地盤からの地熱を蓄熱層が吸収して蓄熱し、この蓄

熱層の熱ｴﾈﾙｷﾞｰが、蓄熱層より熱伝導特性に優れた

伝熱･放射層を介して地面に伝えられ氷雪へ向け放

出される。また、外気温度が氷点下で人工熱源を発

熱させた時には、人工熱源からの熱ｴﾈﾙｷﾞｰの大部分

が、蓄熱層に比べ熱伝導特性に優れた伝熱･放射層

を介して速やかに地面へ伝えられ氷雪へ向け放出さ

れる。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（19/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

埋設型散水／循環融雪

器本体の改良 

実用新案3078446 

00.12.20 

E01C11/26 

松沢 順三 

 

循環式保温・融雪氷装置 

熱交換機に連結されている融雪ﾊﾟｲﾌﾟは、所望箇所

に蛇行状態で配管され、融雪ﾊﾟｲﾌﾟ内には、循環油

が循環する状態で封入され、保温油が封入されてい

る保温ﾊﾟｲﾌﾟ部が融雪ﾊﾟｲﾌﾟにおける所定箇所に取付

けられるようにする。 

 

特許3113014 

91.09.05 

E01C11/26 

ﾊﾟﾃｲﾈ商会 

 

ロードヒーティングシステム 

道路の加温区域路面下に熱媒体流通用ﾊﾟｲﾌﾟを埋設

する。この加温区域の道路の路長方向における終端

部に隣接する所定範囲の非加温区域路面下に、熱伝

導性部材を熱媒体により加温可能に埋設する。そし

て加温区域と非加温区域との境界部をなだらかな温

度分布とする。 

 

実用新案2146753 

91.09.25 

E01C11/26 

東北水源工業 

 

放熱板及び広スペース温化装置 

連結は配管の敷設方向に沿って片側一方向に、かつ

隣接する配管に対し同ﾋﾟｯﾁでなされることにより積

雪･凍結地での除雪除氷、あるいはﾊｳｽ栽培、路地栽

培等の圃場の温化などを効率的かつ安価に行う。 

 

 

特許3076152 

92.06.30 

E01C11/26 

野村 幸三 

 

歩道の融雪装置 

歩道の下に、巾中央部に沿って埋設される溝形のｺﾝ

ｸﾘｰﾄ壁と、その上を封じる鉄板とにより空気室を設

ける。そして空気室にその空気を温める熱媒体を通

すﾊﾟｲﾌﾟを配管し、鉄板を下にして歩道の表面層を

形成する。従って、熱媒体を通すﾊﾟｲﾌﾟにより空気

室の空気を温め、その上の歩道の幅中央部を集中的

に融雪し、最小のｴﾈﾙｷﾞｰによって、人が往来に都合

の良い最小限の通路を無駄なく確保する。 

 

 

現地施工法の改良 

特許2993596 

96.01.22 

E01C11/26 

佐々木 基博 

 

融雪用路面加熱装置 

ｹｰｼﾝｸﾞと加熱流体を通す官をｹｰｼﾝｸﾞを貫通して取付

け、ｹｰｼﾝｸﾞ内に石を充填し、石の間隙に油流体を封

入充填することにより、設置および維持の経費の低

減を図る。 

 

 

特許3051087 

97.06.16 

E01C11/26 

前田製管 

[ 被引用1回 ] 

融雪用舗装パネル 

所定高さを有する金属製の枠体と、枠体内に水平に

固定した枠体内の面積と同一大きさの面積を有する

金属製の仕切板とを備える。そして、仕切板の上部

空間部内でこの仕切板の上面から上方へ突出する複

数個の金属製の突出部材と、仕切板の上部空間部に

形成した金属製の突出部材を埋設するﾓﾙﾀﾙ層と、仕

切板の下面に接合して流体通路を形成する蛇行した

凹溝を有する凹溝付板と、凹溝付板下部空間部に形

成したｺﾝｸﾘｰﾄ層とから構成する。 

 

 

循
環
パ
イ
プ
融
雪
技
術 

融
雪
効
率
の
向
上 

融雪機の改良 

特許3268286 

99.07.28 

E01C11/26 

佐々木 繁 

 

融雪装置 

燃焼設備と送風機とを結合し、歩道や駐車場などに

堆積した雪をｱｽﾌｧﾙﾄ又はｺﾝｸﾘｰﾄの舗装面地下に埋設

した二重管の燃焼排熱ｶﾞｽﾊﾟｲﾌﾟの伝熱により積雪を

溶かす。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（20/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

トータルシステムの 

改良 

特許2011237 

93.01.27 

E01C11/26 

ｱｷﾚｽ 

井上 清史 

北海道 

[ 被引用1回 ] 

融雪・集熱路盤構造、その施工方法、および 

これに使用する路盤構造パネル 

路盤表面層の下側において、複数の路盤構造ﾊﾟﾈﾙが

その上面を面一にして並置され、かつその上に可撓

性のある伝熱管が敷設された融雪･集熱路盤構造で

あり、路盤構造ﾊﾟﾈﾙには上面より順に、伝熱材、断

熱材、補強材、軟質下地材を積層一体化する。そし

てﾊﾟﾈﾙ上に取り付けた熱伝導性の高いｽﾃｰにより、

伝熱管がﾊﾟﾈﾙ上に固定され伝熱材と接続される。こ

の路盤は、路盤構造ﾊﾟﾈﾙの並置、ｽﾃｰの取付け、伝

熱管の敷設、路盤表面材の被覆より施工される。 

 

埋設型散水／循環融雪

器本体の改良 

特許2567350 

94.07.01 

E01H5/10 

上山博明 

[ 被引用4回 ] 

対流循環融雪装置 

単体収熱槽の上下室を斜め下向き融雪配管で連通す

るか、または2個以上の単体収熱槽の左右一対の相

対する単体収熱槽を斜め下向き襷掛融雪配管で連通

することにより、自然科学対流循環によって繰り返

し継続の融雪を行うことができるようにする。 

 

熱
利
用
率
の
向
上 

融雪機の改良 実用新案2079729 

92.08.05 

E01H5/10 

草野 勝雄 

 

融雪用蓄熱装置 

断熱材を内包する本体の内部において、排気筒を接

続した熱交換筒を通気可能に設け、加熱された循環

液体を移動させるための流出口と流入口を本体内に

各々設ける。 

 

 

特許2655222 

92.03.03 

E01C11/26 

興和 

太陽熱を蓄熱した地下水を利用する消雪装置 

二本の井戸に、ﾎﾟﾝﾌﾟを備えた揚水ﾊﾟｲﾌﾟと還水ﾊﾟｲ

ﾌﾟとを垂設し、かつ各ﾊﾟｲﾌﾟを太陽熱捕集装置と消

雪部放熱ﾊﾟｲﾌﾟに連通し、消雪時には一方の井戸の

温水を放熱ﾊﾟｲﾌﾟへ供給し、冷水は他方の井戸へ還

水することにより、消雪効率の向上を図る。 

 

蓄
熱
性
能
の
向
上 

トータルシステムの 

改良 

特許2116458 

92.03.25 

E01C11/26 

興和 

[ 被引用1回 ] 

法面にソーラー装置を設けた道路消雪装置 

法面にｿｰﾗｰ装置を付設し、このｿｰﾗｰ装置を用いて夏

期の太陽熱を横井戸内の周辺の土中に蓄熱して置

き、冬期の降雪時や凍結時には横井戸付近の蓄熱を

利用して効果的な道路消雪を行えるようにする。 

 

 

実用新案2561034 

93.06.18 

E01C11/26 

三菱化学産資 

 

加熱用パイプ固定のための溶接金網接続構造 

第1と第2の溶接金網層の構成部材である各々の単位

金網が切除部に形成されている一方の角部側に切除

されていない角部が突き合わされて敷き並べられて

いるので、第1と第2の溶接金網層が重なり合つたと

きの単位金網同士の重なり合うｺｰﾅｰ部の厚みを単位

金網2個分の厚みに半減できる。 

 

循
環
パ
イ
プ
融
雪
技
術 

施
工
性
の
向
上 

現地施工法の改良 

実用新案3050252 

97.12.26 

E01C11/26 

砂原組 

 

融雪路構造 

合成樹脂製ﾊﾟｲﾌﾟを、金属製の箱体内に配置するこ

とによって、通行車両の荷重を支持して、ﾊﾟｲﾌﾟの

周囲には無収縮ﾓﾙﾀﾙ等の充填材を充填するため、ｱｽ

ﾌｧﾙﾄ材を敷設してもその熱から保護され、また、施

工後には、箱体の蓋との間に隙間が生ずることない

ため、温水ﾊﾟｲﾌﾟの熱を路面に伝導することを妨げ

ることがない。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（21/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

施
工
性
の 

向
上 

現地施工法の改良 実用新案3052854 

98.04.01 

E01C11/26 

東亜熱研工業 

 

融雪、暖房用舗装構造 

発泡ｽﾁﾛｰﾙ等の断熱材を入れたｽﾃｺﾝｸﾘｰﾄ基礎構造物

の上に、熱伝導性配管台とｽﾁｰﾙ或は銅線、ｱﾙﾐ廃材

等の金属ﾌｧｲﾊﾞｰを散設すると同時に温水の循環が自

在な加温用ﾊﾟｲﾌﾟを取付けた後、ｺﾝｸﾘｰﾄ部材を流し

込んで蓄熱層を構成する。 

特許2504354 

91.11.29 

E01C11/26 

日本ｻﾐｺﾝ 

北越上下水道 

 

ロードヒーティング用プレキャストコンクリート 

舗装版 

ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装版に温水管を埋設し、舗装版に開口窓部

を形成する。また、この開口窓部に温水管管端たる

両ﾈｼﾞｿｹｯﾄを臨んで設ける。そして、工場で成型し

たｺﾝｸﾘｰﾄ舗装版を路盤に敷設することにより、現場

でのｺﾝｸﾘｰﾄ打設を行うことなく舗装施工点検を行う

ことができる。 

特許2581316 

92.09.17 

6*E01C 1126      B

日本サミコン, 

北越上下水道 

 

ロードヒーティング用プレキャストコンクリート 

舗装版 

内部が通行可能なU字溝の上部にｺﾝｸﾘｰﾄ舗装版を敷

設する。このｺﾝｸﾘｰﾄ舗装版は、工場で温水管を埋設

し、この温水管管端で両ﾈｼﾞｿｹｯﾄを舗装版裏面に突

出する。そして、この両ﾈｼﾞｿｹｯﾄを、U字溝内に配管

した圧送管と排水管に接続する。圧送管、温水管、

排水管に温水を循環して舗装面の消雪を行う。 

特許2039314 

93.02.03 

E01H5/10 

上山博明 

冷却還元液を蘇生・融雪地熱液とする循環地中装置

地熱収集ｹｰｼﾝｸﾞを地中の所定深度に植設し、この軸

心に断熱ｹｰｼﾝｸﾞを引込むと共に内部に圧送ﾎﾟﾝﾌﾟを

設け、融雪地熱液を圧送することにより、１井の井

戸でよく井戸製作費を安くすると共に、使用済還元

液を処理する下水施設を不要にする。 

 

埋設型散水／循環融雪

器本体の改良 

特許3312907 

01.09.18 

E01H5/10 

三共ﾒﾀｰﾚﾝ 

 

堆積雪融解ブロックおよび堆積雪融解装置 

複数の堆積雪融解ﾌﾞﾛｯｸを長手方向に並べて接合

し、その内部に熱源機に連結された温水ﾊﾟｲﾌﾟ等の

伝熱体やﾋｰﾀ発熱体を遊びがある状態で貫通させ

る。堆積雪融解ﾌﾞﾛｯｸは、凹状湾曲面からなる滑落

融雪面を有し、滑落融雪面に沿って堆積雪が自重滑

落する。堆積雪融解ﾌﾞﾛｯｸ内部には、長手方向に

沿って、伝熱体やﾋｰﾀ発熱体を遊貫させるための複

数の遊貫孔を形成する。遊貫孔に流れ込んだ融雪水

は、遊貫孔と温水ﾊﾟｲﾌﾟ等との空隙を空気層に代わ

り充填し、温水ﾊﾟｲﾌﾟや電熱ﾋｰﾀからの熱が融雪水を

介して滑落融雪面に伝達される。 

製
造
・
組
立
・
施
工
コ
ス
ト
の
低
減 

現地施工法の改良 特許2853395 

91.08.13 

E01C11/26 

宇部興産 

 

保温床板およびその施工方法 

工場等でﾌﾟﾚｷｬｽﾄされた軽量ｺﾝｸﾘｰﾄ製の下層床板を

橋桁に固定する。下層床板の上方に温水ﾊﾟｲﾌﾟを架

設する。下層床板の凹部内に温水ﾊﾟｲﾌﾟを埋設する

ように普通ｺﾝｸﾘｰﾄ製の上層床板を打設する。 

循
環
パ
イ
プ
融
雪
技
術 

運
転
コ
ス
ト
の
低
減 

埋設型散水／循環融雪

器本体の改良 

実用新案3062533 

99.03.29 

F24D3/08 

鈴建ﾎｰﾑ 

 

住宅用給湯装置 

第一の切換制御弁と、第二の切換制御弁とを直列的

に配し、第一の切換制御弁は、水温ｾﾝｻが所定の閾

値温度を上回つたときにﾎﾞｲﾗ装置と融雪用温水管と

を結ぶ給湯回路を開き、第二の切換制御弁は、降雪

ｾﾝｻおよび外気温ｾﾝｻが後段への制御信号を揃えたと

きにﾎﾞｲﾗ装置と融雪用温水管とを結ぶ給湯回路を開

くことにより、住宅内の給湯と、戸外の融雪給湯と

を、同じひとつのﾎﾞｲﾗで共働出来る。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（22/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

運

転

コ

ス

ト

の
低
減 

融雪機の改良 特許2818740 

95.07.03 

E01H5/10 

坂田 秀昭 

 

融雪装置 

温水を熱源とする融雪要素に対し、温水供給源とし

て、温水ﾎﾞｲﾗおよびその排気口に接続した排気ｹｰｽ

の排気通路内における熱交換器を接続することによ

り、効率の向上を図る。 

 

特許3350171 

93.08.23 

E01D19/08 

前川製作所 

 

橋梁路面の結氷防止装置 

温水ﾊﾟｲﾌﾟを保護ﾊﾟｲﾌﾟで覆って二重管構造とした

り、変形吸収部を設けたりすることにより、熱伸縮

等による温水ﾊﾟｲﾌﾟの変形や破損を防止し、耐久

性、信頼性を向上させる。 

 

トータルシステムの 

改良 

特許3355397 

98.11.18 

E01C11/26B 

上山博明 

対流循環融雪装置と対流循環融雪装置の使用方法 

始端側配管部と終端側配管部とにﾊﾞﾙﾌﾞ群を配設

し、融雪と装置洗浄とに応じて開閉することによ

り、豪雪時でも融雪を可能にすると共に、低下した

融雪能力を更新できるようにする。 

 

特許3120098 

98.07.14 

E01H5/10 

ﾐﾔｼｹﾞ 

ﾐﾔｼｹﾞﾃｸﾉ 

共栄ｺﾝｸﾘｰﾄ 

三菱樹脂 

 

配管ブロックの連結構造 

長尺ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ内部に合成樹脂管を長手方向へ連

続して埋設し、合成樹脂管に間隔を置き散水ﾉｽﾞﾙを

その上端がｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ外面に露出する状態で連通

して立設し、さらにｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ端面とほぼ面一と

なる合成樹脂管両端部を、ｼｰﾙﾊﾟｯｷﾝを内周面に備え

た受口とすることによって配管ﾌﾞﾛｯｸを構成し、長

手方向に隣り合う配管ﾌﾞﾛｯｸの対面する相互の受口

に、ｽﾃﾝﾚｽ製接続短管をｼｰﾙﾊﾟｯｷﾝが圧接する状態で

嵌入し隙間に目地材を充填する。 

 

埋設型散水／循環融雪

器本体の改良 

特許2947798 

98.10.14 

F16L9/12 

ﾕﾆﾁｶ 

 

樹脂製パイプ並びにこれを用いた温水循環装置 

押出加工する際に長手方向に沿つた波打ちがなく、

その横断面は偏肉がなく均一な3層構造で、層間剥

離がなく、破裂強度や圧縮強度に優れた樹脂製ﾊﾟｲ

ﾌﾟ並びにこれを用いた温水循環装置。 

 

現地施工法の改良 特許3112994 

91.08.05 

E01C11/26 

ﾊﾟﾃｲﾈ商会 

 

ロードヒーティング装置 

路面下に熱媒を流通する多数本ﾊﾟｲﾌﾟを所定間隔を

存して道路長手方向に配設するとともに、熱媒往き

管と往用ﾍｯﾀﾞおよび熱媒還り管と還り用ﾍｯﾀﾞを道路

を横切ることなく、道路側縁部に配設する。また、

路面下に道路を横断する方向にﾊﾟｲﾌﾟ集配函を埋設

し、ﾊﾟｲﾌﾟを、集配函内部で緩やかに屈曲して導出

させ、ﾊﾟｲﾌﾟの一端を往き用ﾍｯﾀﾞに、他端を還り用

ﾍｯﾀﾞにそれぞれ接続する。 

 

維
持
管
理
コ
ス
ト
の
低
減 

融雪機の改良 特許3081960 

97.05.28 

E01H5/10 

ｱｲｹﾝ工業 

 

融雪装置本体と融雪装置 

融雪装置本体、水槽部、ﾎﾞｲﾗｰ部で構成され、融雪

装置本体は所定面積を有する融雪面とその周囲に配

設された排水兼融雪路で構成され、水槽部は水槽本

体を仕切壁によって仕切つた沈殿槽と融雪水槽で構

成され、ﾎﾞｲﾗｰ部はﾎﾞｲﾗｰ室とﾎﾞｲﾗｰ室内に配置され

たﾎﾞｲﾗｰで構成される。 

循
環
パ
イ
プ
融
雪
技
術 

環
境
汚
染 

防
止 

トータルシステムの 

改良 

特許3089400 

97.04.04 

E01C11/26 

上山博明 

対流循環融雪装置 

地層に設けた井戸に二重管からなる地熱収集筒を挿

入し、筒内の加熱された媒体水を舗装面に配設され

た循環路部に、対流循環にて供給し公害のない融雪

を可能にする。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（23/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

環
境
汚
染 

防
止 

埋設型散水／循環融雪

器本体の改良 

特許3095367 

97.06.19 

E01C11/26 

国土交通省 

東北地方建設局長, 

日本地下水開発 

自然エネルギー利用消融雪施設 

家畜の糞尿と、道路の刈り取り草と、食用油精製工

場の排出排白土を混合発酵し、発酵熱を不凍液に熱

伝達させる熱交換機と、不凍液を通す埋設放熱管と

で構成することにより、道路の消融雪に利用する。

特許2811249 

92.01.21 

E01F7/04 

興和 

法面融雪装置 

法面をﾓﾙﾀﾙで被覆し、必要に応じて配筋したﾊﾘを縦

横に交叉配設して横ﾊﾘ内部に通水ﾊﾟｲﾌﾟを埋設す

る。この通水ﾊﾟｲﾌﾟに温泉水や地下水や加温水等の

熱保有水を通すことにより法面上の積雪を融雪す

る。 

現地施工法の改良 

特許2704826 

93.06.01 

E01C11/26 

三菱化学産資 

 

加熱用パイプを埋設したアスファルト道路の 

施工方法 

路盤上に金網を敷設し、金網上に加熱用ﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾊﾟｲ

ﾌﾟを配管して固定した後に、路盤上に密粒度又は細

粒度のｱｽﾌｧﾙﾄｺﾝｸﾘｰﾄを供給する。これを敷き均して

形成したｱｽﾌｧﾙﾄｺﾝｸﾘｰﾄ下層を1～5屯の荷重下で予備

的に填圧した後、10～20屯の通常の荷重下で填圧す

る。次いで、ｱｽﾌｧﾙﾄｺﾝｸﾘｰﾄ下層上に密粒度又は細粒

度のｱｽﾌｧﾙﾄｺﾝｸﾘｰﾄを供給して敷き均した後、このｱｽ

ﾌｧﾙﾄｺﾝｸﾘｰﾄ上層を10～20屯の通常の荷重下で填圧

し、加熱用ﾊﾟｲﾌﾟを埋設したｱｽﾌｧﾙﾄ道路を造成す

る。 

循
環
パ
イ
プ
融
雪
技
術 

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上 

融雪機の改良 実用新案2590162 

93.03.04 

E01C11/26 

北海道瓦斯, 

ｶﾞｽﾀｰ 

融雪装置 

熱源器の湯を循環させて路面等に積もった雪を溶か

す融雪装置に関し、ﾊﾞｰﾅの燃焼火炎を検知する火炎

検知ｾﾝｻが、ﾊﾞｰﾅの不着火や運転中に強風等による

失火を検出したとき、異常判断部が動作状態検出ｾﾝ

ｻの検出信号により危険異常の発生がないものと判

断したときに点火動作部は自動的に点火動作を行う

ので、装置の自動運転により降って来る雪を直ちに

溶かし、積雪を防止できる。 

融
雪
効
率
の 

向
上 

現地施工法の改良 特許3336382 

99.10.27 

F24J3/06 

産業技術総合研究所

 

融解・凝固装置 

熱媒体の通過する管路上部に断熱層を備え、断熱層

は、発熱体あるいは吸熱体から融解対象物質あるい

は凝固対象物質に伝わる熱の割合が、発熱体あるい

は吸熱体から融解対象物質あるいは凝固対象物質ま

での距離に関わらず一定となるように、材質と形状

を設定する。 

熱
利
用
率
の
向
上 

埋設型散水／循環融雪

器本体の改良 

特許3392046 

98.04.02 

E01C11/26 

渡辺組 

[ 被引用1回 ] 

加熱装置 

多数のﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟを並べて配置した加熱装置におい

て、ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの上部を広くかつ下部を狭い形にし、

そのﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの下部にﾋｰﾀを設け、ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟを水平

面に対して100対1以上の勾配をもつように傾斜して

配置する。ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟの低い方の端部に短いﾋｰﾀが位

置しており、ﾋｰﾀの長さがﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ全長の1/5～1/20

である。 

ヒ
ー
ト
パ
イ
プ
融
雪
技
術 

蓄
熱
性
能
の
向
上 

トータルシステムの 

改良 

特許2849699 

94.04.11 

E01C11/26 

国土交通省 

北陸地方建設局長, 

興和 

太陽熱蓄熱式融雪装置 

地表を掘削して所定深さを有する埋設部を設け、こ

の周囲に断熱層を形成する。断熱層で囲繞された空

間にｽﾃﾝﾚｽ製ﾊﾟｲﾌﾟからなる採熱管を配管するととも

に断熱層で囲繞された空間に適宜な蓄熱部材を充填

する。採熱管と接続される放集熱管を融雪したい地

表部の下方にして浅く地表に沿わせて配管する。採

熱管及び放集熱管内に循環液を封入するとともに循

環液が採熱管から放集熱管を通って採熱管に戻り再

び循環するようにﾎﾟﾝﾌﾟ装置を設ける。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（24/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

蓄
熱
性
能
の 

向
上 

トータルシステムの 

改良 

特許2932171 

97.02.20 

F24D11/00 

人見 豪彦 

小川 満和 

佐分利 外志雄 

[ 被引用3回 ] 

蓄熱式発熱装置および加熱装置 

固ｰ液間で相変化による潜熱を吸収する蓄熱剤が封

入された容器内に発熱体を挿入し、この発熱体に熱

を容器内に拡散する放熱板を設けることにより、迅

速な潜熱吸収、融点の高い蓄熱剤の使用及び高蓄熱

容量を可能にする。 

ヒ
ー
ト
パ
イ
プ
融
雪
技
術 

運
転
コ
ス
ト
の
低
減 

トータルシステムの 

改良 

特許2967326 

94.05.18 

F24J2/00 

ｲﾋﾞﾃﾞﾝ工業 

 

法面上に設置された太陽光熱利用発電併給装置 

法面上に設置された受圧板、法枠等のｾﾒﾝﾄ構造物に

対して架台等の取付手段を介在して取付け固定した

太陽電池、太陽熱集熱器等の発電蓄熱体に照射され

蓄熱された太陽光熱ｴﾈﾙｷﾞｰを利用する太陽光熱利用

発電併給装置であり、主として山間部において利用

される電気及び熱ｴﾈﾙｷﾞｰを供給し、温水循環給湯装

置、各種電力消費機器に連結される。 

 

熱
利
用
率
の
向
上 

トータルシステムの 

改良 

特許2500847 

93.11.30 

E01C11/26 

北海道瓦斯, 

金門製作所, 

北海道 

路面融雪装置 

貯湯槽を高温室、中温室、低温室の3段の貯湯室に

仕切り、高温室から低温室まで温水が出来るだけ長

い流路を経て流れるように連通させる。高温室にﾋｰ

ﾄﾎﾟﾝﾌﾟから高温水を流入させ、高温室から高温水を

融雪ﾊﾟｲﾌﾟに送り、融雪ﾊﾟｲﾌﾟからの低温水を低温室

へ送り、低温室から低温水をﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟへ戻すという

流路系を形成する。高および低温室での温水温度

は、実質的に独立しているので、ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟにおける

高温水と低温水との温度差を大きくとれ熱効率が上

がる。 

 

特許2067963 

91.03.18 

F25B30/02 

日本地下水開発 

帯水層の蓄熱利用による冷暖房消雪集熱方法及び装

置 

温水を舗装体内に埋設したﾊﾟｲﾌﾟ内に送って太陽熱

を集めて高温水とし、高温水を温水井から地下の帯

水槽に還元して帯水槽の中に温熱を貯えておき、揚

水と還元の操作を毎年繰り返し交互に行なうことに

より、省ｴﾈﾙｷﾞｰ化を図る。 

 

蓄
熱
性
能
の
向
上 

トータルシステムの 

改良 

特許2067964 

91.03.18 

F25B30/02 

日本地下水開発 

[ 被引用1回 ] 

帯水層の蓄熱利用による冷暖房消雪集熱方法 

及び装置 

ﾊﾟｲﾌﾟの端末からの冷水を第二ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟの蒸発器に

導き、第二ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟの冷凍ｻｲｸﾙの中で吸熱昇温して

温水をつくり、揚水と還元の操作を毎年繰り返すこ

とにより省ｴﾈﾙｷﾞｰ化を図る。 

製
造
・
組
立
・
施

工
コ
ス
ト
の
低
減 

トータルシステムの 

改良 

特許3134247 

91.06.27 

E01C11/26 

東北電力, 

前川製作所 

ヒートポンプ式融雪装置 

各機器を一体的に融雪装置内に配置し、上部に吸排

気口用ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞを配設することにより、装置の地下

設置容易化を図る。 

ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
融
雪
技
術 

運
転
コ
ス
ト
の
低
減 

トータルシステムの 

改良 

特許2858070 

93.07.12 

E01H5/10 

三菱重工業 

融雪設備 

ﾄﾝﾈﾙ排気ﾌｧﾝの排気口付近に熱交換器を設置し、熱

交換器を熱源側熱交換器とするﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟを設けると

ともに、ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟの利用側熱交換器で製造した温水

を融雪管に循環させる温水循環系路を構成する。そ

してﾄﾝﾈﾙの排気を取出して温水を製造し、この温水

を融雪管に給水して融雪を行う。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（25/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

運
転
コ
ス
ト
の
低
減 

トータルシステムの 

改良 

特許3169791 

95.03.14 

F24F3/00 

前川製作所 

 

地下水を熱源としたヒートポンプ利用システムと該

ヒートポンプの利用方法及び該ヒートポンプ利用シ

ステムを組込んだ地域熱供給システム 

汲み上げ地下水を直接消雪に利用し、利用後の地下

水をﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟの蒸発器用熱源として利用し、ﾋｰﾄﾎﾟﾝ

ﾌﾟの凝縮器側との熱交換による温熱を路面等の消雪

に利用することにより、地下水の顕熱を効率よく利

用可能にする。 

ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
融
雪
技
術 

維
持
管
理
コ
ス
ト
の
低

減 

トータルシステムの 

改良 

特許3355396 

98.11.11 

E01C11/26 

上山博明 

対流循環融雪装置と対流循環融雪装置の 

使用方法 

収熱槽装置を地層に埋設すると共に、収熱槽装置

に、斜め下向き融雪管と配管部を接続することによ

り、融雪能力を向上する。 

処
理
速
度
の 

向
上 

屋根消雪用融雪器・ユ

ニットと施工法の改良 

実用新案2512750 

93.08.10 

E04D13/10 

大江 正二 

 

消切板付きの軒先消雪具 

長方形ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製波板の一側辺に立上り金網および

立上り金網から波板の中央にかけて傾斜面金網を設

けてなり、傾斜面金網の補強枠上に波板の2条の山

を利用して断面W字体となるように切断した消切板

を装着したので、屋根軒先に氷結した雪塊を分断し

て融雪を促進できる。 

融
雪
効
率
の
向
上 

電熱ヒータの改良 実用新案3085228 

01.10.09 

E04H9/16 

ﾐｻﾜ商会, 

ﾀﾞｲﾜﾋｰﾃｨﾝｸﾞ 

 

屋根用融雪装置 

炭素繊維を発熱抵抗体とする発熱層、発熱層の両面

側にそれぞれ設けられた絶縁層および絶縁層の一方

の面に設けられ、発熱層が放射する赤外線を反射す

る反射層を備えた面状発熱体と、面状発熱体の両面

側にそれぞれ設けられた板材と、反射層と板材との

間に設けられた断熱材とを備えることにより、熱効

率がよく消費電力が少なく、豪雪にも対応でき、ﾂﾗ

ﾗや雪ぴの発生を低減する。 

実用新案2523651 

91.02.05 

E04D1/30 

ｽｶｲｱﾙﾐﾆｳﾑ 

東海ｶｰﾎﾞﾝ 

 

融雪屋根材 

嵌合ｼﾞｮｲﾝﾄ部を連続的に結合して敷設する構造の金

属ﾊﾟﾈﾙ屋根材の裏面に、通電ｺﾈｸﾀおよび過昇温制御

装置を備えた面状発熱体と、金属薄板を介して断熱

材を積層状に展着したので、屋根葺き施工が発熱体

に損傷を与えずに簡単にでき、融雪効率が高い。 

実用新案2516318 

91.02.14 

E01H5/10 

昭和ｱﾙﾐﾆｳﾑ 

 

消雪パネル 

折返し片は内側に折曲げられて、その内側に位置す

る表面板の側縁を係止して、また、折返し片の少な

くとも一か所には、表面板上に滞留する雪解け水を

表面板の外に排出するための切欠きが設けられるこ

とにより、ﾎﾞﾙﾄ類を用いることなく枠体上に表面板

を止着すると共に、表面板上の雪解け水を効率よく

排出する。 

屋
根
融
雪
技
術 

融
雪
効
率
の
向
上 

屋根消雪用融雪器・ユ

ニットと施工法の改良 

特許2564222 

91.12.27 

A01G9/24 

富田鉄工所 

[ 被引用3回 ] 

温室の融雪装置 

連棟構造の温室の屋根の内側に供給管と支管を連通

し、湯を循環させる。開閉自在な上部ｶｰﾃﾝと側面ｶｰ

ﾃﾝを張設し、栽培空間周囲に屋根裏空間と外壁空間

を形成する。栽培空間の温度にかかわらず、屋根裏

空間と外壁空間を任意の高温で暖房でき、能率的に

融雪できる。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（26/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許3123833 

92.09.17 

E04D13/00 

ﾐｻﾜﾎｰﾑ 

屋根の落雪防止構造 

軒先端上部から上方に伸びた雪せき止め壁部と、雪

せき止め壁部の中間高さ位置から屋根面までほぼ水

平に伸長する雪支持板を形成する。雪支持板には複

数の排水用穴及び排水樋を設ける。これにより、雪

せき止め壁部でずれ落ちてきた雪をせき止め、雪支

持板上に堆積させられ雪支持板上で解雪水を良好に

排水することができる。なお雪支持板内に加熱手段

を設け加温することにより融雪をより促進すること

が可能となる。 

実用新案2512252 

93.09.02 

E01H5/10 

岩田建設 

 

融雪体と積雪融解処理装置 

外形状が三角柱や多角柱、又半円柱などに構成さ

れ、かつ加熱可能に構成されている適数本の融雪体

単体を横に並列させると共に、並列状態の融雪体単

体を断面方向に若干の間隔を有するようにして鋸刃

状の断面を形成させる。 

特許2686717 

94.03.30 

E04D1/30,603 

畑山 積 

 

融雪瓦 

ｾﾗﾐｯｸ材料中にｶｰﾎﾞﾝ系伝熱材料を均一に分散した導

電性複合均質材料を、熱不良導体からなる表層部で

被覆することにより、優れた成形性と発熱性とを得

る。 

 

特許2702440 

95.03.14 

E04D13/076 

石田 孝之 

[ 被引用1回 ] 

雨樋の融雪装置 

家屋の躯体に中空体に形成してある外覆体を、屋根

軒先に取付けている雨樋の屋外側面から屋外側上縁

を覆うように支持桟を介して設ける。外覆体内に温

風を送り込むﾊﾟｲﾌﾟを連結し、外覆体における雨樋

の屋外側の上縁を覆う天部に、雨樋内に向かって温

風を吹き出す噴射口を設ける。 

特許3059358 

95.05.22 

E04H9/16 

山本製作所 

 

連棟型の温室における融雪装置 

連棟型の温室の軒端を連結する谷樋を金属材でﾁｬﾈﾙ

状に形成し、支柱の上端部に支架し、谷樋の側壁の

室内側の外面に昇温手段を配設することにより、効

果的に融雪する。 

特許3220780 

95.05.23 

E04D13/00 

三条物産 

[ 被引用2回 ] 

軒先消雪装置 

長方形枠体上面に金網が張設し、枠体の軒先先端側

の部分は、枠体に底辺を有し、断面が略三角形の空

間を有する形状に曲折して支持体が形成する。この

支持体にも金網が張設すると共に、枠体下面全体に

波板が重合する。支持体の略三角形の底辺を除く2

辺の軒先の先端と反対側の一辺は内側へくの字に屈

折し、他辺と底辺がなす角度は鈍角をなす。 

特許3188827 

95.06.30 

E04H9/16 

山本製作所 

 

連棟型の温室における融雪装置 

連棟型温室において、並列する単位温室の屋根の軒

端を連結せしめる谷樋を、金属材によりﾁｬﾝﾈﾙ状に

成形して、支柱上端部に支架する。そしてその谷樋

の溝壁の室外側に位置する内壁面に給湯配管を当接

せしめて装設する。 

屋
根
融
雪
技
術 

融
雪
効
率
の
向
上 

屋根消雪用融雪器・ユ

ニットと施工法の改良 

特許2745290 

95.07.10 

E04H9/16 

南雲 栄三郎 

 

融雪装置 

傾斜屋根上に並設した多数本の受材に網板を敷設

し、屋根と網板間に形成した多数の区画空隙に温風

を通すことにより、網板上の雪を融かし、融雪水を

網目孔を通して排水できるようにする。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（27/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許3161297 

95.09.08 

F24F13/02 

大林組 

膜構造屋根における融雪装置 

ﾄﾞｰﾑ型の膜構造屋根を支持する構造用ﾌﾚｰﾑﾊﾟｲﾌﾟか

ら分岐ﾀﾞｸﾄを延設して、これに形成した孔から温風

を膜面に向けて放出するとともに、分岐ﾀﾞｸﾄ自体か

ら放熱することにより、熱損失を小さくし、効率よ

く融雪を行えるようにする。 

特許2994291 

96.12.27 

E01H5/10 

北海道電力, 

戸田建設 

 

雨水桝型電気式融雪装置および融雪装置部 

雨水桝の構成と同様な構成を有する融雪槽と、融雪

槽の底面に取付けられ、開口部を有する金属部材お

よび金属部材に設けた脚部とからなる受雪盤と金属

部材裏面に当接された発熱体と発熱体に近接して設

けた温度検出器とを備える融雪装置部とを備える。

そして、融雪装置部の温度検出器からの制御信号を

得て発熱体をｵﾝ･ｵﾌ制御する制御手段で構成する。

特許3418781 

97.10.31 

E04D13/00 

板鼻 幸作 

江部電気 

融雪屋根材及び融雪屋根構造 

金属屋根材の表面に太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙを固着し、その

裏面に固着した発熱ﾋｰﾀを電気的に接続することに

より、敷設作業を容易にすると共に、融雪効率を向

上できるようにする。 

特許3330537 

97.12.15 

E04H9/16 

積水化成品工業 

屋根軒先用ヒータ装置およびこれを備えた屋根 

屋根軒先には、軒先における氷柱や雪庇などの形成

の防止や軒先に積もった雪の融解のために軒先を加

温する屋根軒先用ﾋｰﾀ装置が備えられる。屋根軒先

用ﾋｰﾀ装置は、化粧板支持板に対向する面に取り付

けられる伝熱部材と、この伝熱部材に取り付けられ

たPTC発熱体素子からなるﾋｰﾀﾕﾆﾂﾄとを有する。 

特許3342658 

98.02.24 

E04D13/00 

松田金物店 

 

屋根材および融雪屋根 

屋根表面材の裏面に、放熱板と熱源とを有するﾋｰﾀﾕ

ﾆｯﾄを具備させることにより、放熱面積を大きくし

て、ﾋｰﾀﾕﾆｯﾄの熱を効率よく屋根表面材に供給でき

るようにする。 

特許2939464 

98.05.14 

E04D13/076 

石田 孝之 

 

雨樋の融雪装置 

地熱や室内で暖められた空気を巧みに利用して雨樋

に堆積した雪を速やかに効率よく解かすと共に、屋

根からの融雪水を円滑に排水して、屋根の腐朽や雨

漏りを防ぐことができる雨樋の融雪装置。 

特許3326599 

99.06.22 

E04D13/00 

白幡商会 

 

屋根軒先用消雪具 

つららの垂れ下がつたりしないような構造にし、枠

体（三角状）を枠体に貯つた雪が屋根上方の積雪に

よって徐々に押圧されても、前記枠体の前方傾斜枠

部よりはみ出さない構造の屋根軒先用消雪具。 

実用新案3081837 

01.04.13 

F24D3/16 

東亜熱研工業 

 

床暖房、屋根融雪装置。 

床或は屋根の下地材に所定間隔ごとに押え木を固定

し、これら押え木間に、嵌合溝を設けたﾊﾟｰﾃｨｸﾙﾎﾞｰ

ﾄﾞの表面をｱﾙﾐ膜によって被設した均熱板を配設

し、嵌合溝に温水の循環が自在な温水ﾊﾟｲﾌﾟを嵌合

し、これら均熱板の上にはﾌﾛｱｰ材或は屋根材等の上

地材を敷設。 

屋
根
融
雪
技
術 

融
雪
効
率
の
向
上 

屋根消雪用融雪器・ユ

ニットと施工法の改良 

実用新案3083960 

01.08.08 

E04D13/00 

糸川 俊郎 

 

三角屋根における落雪融雪装置 

軒先部分に断面上向き略ｺ字状の樋が形成され、樋

における所定位置には排水用縦ﾊﾟｲﾌﾟを垂下連結さ

せ、雨水および融雪用ﾋｰﾀによる融雪水を樋で集水

し、任意の場所に排水する方式の三角屋根用融雪装

置。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（28/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

屋根消雪用融雪器・ユ

ニットと施工法の改良 

実用新案3086967 

01.12.26 

E04H9/16 

我妻 博司 

 

水面を活用した屋根融雪装置 

氷が凍結しない程度に加温した水槽を屋根上に配設

することによって屋根上に降る雪を瞬時に溶かして

融雪を図る。 

融
雪
効
率
の
向
上 ダイナミック運転制御

の改良 

特許2966998 

92.03.31 

E04H9/16 

日本地場産業 

[ 被引用3回 ] 

寒冷地向け屋根の氷結防止方法及びその装置並びに

その方法と装置に使用する排水流路または雨樋 

屋根全域に設けた雪止金具で屋根上の降雪を落下不

能に支持しつつ、軒先に沿って配設され屋根に連接

する部分を開放した外気遮断型の排水流路で屋根上

の融雪水を受水させて排水させ、外気温を感知する

感知手段と排水流路内及び軒先近傍の屋根部分に装

着され感知手段に連係した加熱制御手段とを備え、

融雪水の氷結外気温度を感知手段が感知した際に加

熱制御手段を作動させ融雪水を自動与熱する。 

トータルシステムの改

良 

特許2826279 

95.03.06 

E04D13/18 

ｿｰﾗｰｼｽﾃﾑ 

[ 被引用1回 ] 

太陽熱を利用した融雪装置をそなえる住宅 

住宅の屋根等の融雪区域を放熱管の配列で網羅し、

蓄熱槽を敷地内の地下に設置し、真空管形集熱器の

複数本を鉛直方向に積み重ねて敷地内に設置するこ

とにより、太陽熱による融雪で自動的に除雪する。

特許2533986 

91.05.10 

E04H9/16 

波形 雅則 

 

融雪屋根装置 

母家と垂木で構成された屋根骨格の表面に、野地

板、更に上側へ屋根被覆材を設けるとともに底部･

周側部に断熱材を設けて遮閉空間を形成する。この

遮閉空間に熱流体が通過する熱移送管を垂木に係止

せしめて配設し、遮閉空間をこの熱移送管から放熱

される熱により熱空間に設定し、この熱空間からの

放熱により屋根上積雪を融かす。 

熱
利
用
率
の
向
上 

屋根消雪用融雪器・ユ

ニットと施工法の改良 

特許2614014 

94.02.25 

E04H9/16 

新興製作所 

 

滑雪装置 

ﾁﾀﾝｺｰﾃｨﾝｸﾞされた金属屋根材の左右端に電極が取り

付けられており、電極には電線が接続されﾄﾗﾝｽの二

次側に接続される。金属屋根材は、過電流保護付漏

電ﾌﾞﾚｰｶとﾄﾗﾝｽを介して適切な電圧が印加されると

金属屋根材の電気抵抗率が高いという性質によって

それ自体が発熱し屋根全体が加温される。 

蓄

熱

性

能

の

向
上 

屋根消雪用融雪器・ユ

ニットと施工法の改良 

特許3390656 

98.03.19 

H01L31/042 

ｿｰﾗｰｼｽﾃﾑ 

小林 悦雄 

[ 被引用1回 ] 

太陽光発電･集熱･融雪方法およびその装置 

太陽電池から発生する熱を蓄熱槽に回収して利用す

る一方、太陽電池の表面に積雪がある場合には熱を

還流させて太陽電池に供給することにより、集熱効

率を向上する。 

特許2027059 

91.01.31 

B24C3/12 

中小企業事業団 

 

瓦の表面処理装置 

通電発熱する発熱被膜を被着した融雪瓦の製造ｼｽﾃﾑ

において発熱被膜の被着部位を自動的に表面処理す

る。 

屋
根
融
雪
技
術 

製
造
・
組
立
効
率
の
改
善 

屋根消雪用融雪器・ユ

ニットと施工法の改良 

特許2035868 

91.01.31 

B28B15/00 

中小企業事業団 

 

融雪瓦の製造システム 

夫々特定の構成を有する発熱皮膜被着ﾗｲﾝと絶縁皮

膜被着ﾗｲﾝとを並設することにより、瓦の複雑かつ

多種類の加工を各加工位置で行い、融雪瓦の精密加

工を連続して自動的に行えるようにする。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（29/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

実用新案2543487 

91.11.15 

E04H9/16 

松下電工 

融雪屋根構造 

平板瓦にその軒側から棟側に貫通する通気孔を多数

本形成し、屋根面に葺設された平板瓦の通気孔にﾋｰ

ﾀ線が挿入配線されるので、効果的な融雪がおこな

え、かつﾋｰﾀ線が邪魔になったり、断線するような

ことがない。 

 

特許2992861 

94.04.26 

E04H9/16 

住友軽金属工業 

[ 被引用2回 ] 

融雪屋根 

梁に架設する断熱屋根ﾊﾟﾈﾙの面板内側に電気発熱線

を装着することにより、簡単な施工で融雪屋根を形

成する。 

 

特許3087579 

94.09.26 

E04H9/16 

住友電装 

 

融雪瓦配線ユニット及びその敷設方法 

2本の電源ｹｰﾌﾞﾙからなる幹線と、この一端に接続さ

れる幹線用接続ﾌﾟﾗｸﾞと、幹線他端に接続される幹

線用ﾚｾｸﾀﾌﾟﾙと、幹線途中に設けられた、融雪瓦に

接続される分岐線を幹線に接続した所定数の幹線分

岐ﾓｰﾙﾄﾞ部と、分岐線先端に接続される分岐線用接

続ﾌﾟﾗｸﾞとから構成される。裏面にｾﾗﾐｯｸﾋｰﾀを蒸着

した融雪瓦のﾘｰﾄﾞ線先端に接続された分岐線用ﾚｾｸﾀ

ﾌﾟﾙと分岐線用接続ﾌﾟﾗｸﾞとを接続することにより融

雪瓦を幹線に電気的に接続する。 

 

特許3087580 

94.09.26 

E04H9/16 

住友電装 

 

融雪瓦配線ユニット 

幹線と、この一端と他端に接続される幹線用接続ﾌﾟ

ﾗｸﾞ、幹線用ﾚｾｸﾀﾌﾟﾙ、幹線の途中に設けられた融雪

瓦に接続される分岐線を幹線に電気的に接続した所

定数の幹線分岐ﾓｰﾙﾄﾞ部、分岐線先端に接続される

分岐線用接続ﾌﾟﾗｸﾞで構成される。幹線分岐ﾓｰﾙﾄﾞ部

は、幹線と分岐線とをそれぞれ導電性材料によって

形成された圧接刃で挟み込むことによって電気的に

接続し、その接続部分を樹脂によってﾓｰﾙﾄﾞする。

 

特許3218169 

95.09.26 

H01L31/042 

ｼｬｰﾌﾟ 

 

散水機能付太陽電池モジュール 

枠材に設けられた中空部、注入口である第一のﾊﾟｲ

ﾌﾟ及び散水用ﾉｽﾞﾙ孔よりなる散水機能により太陽電

池ﾊﾟﾈﾙの受光面に液体を散布して、雪や火山灰を除

去することにより、除去作業の危険性を防止すると

共に受光面の破損、発電量の低下を防止する。 

 

屋
根
融
雪
技
術 

施
工
性
の
向
上 

屋根消雪用融雪器・ユ

ニットと施工法の改良 

特許3302541 

95.10.25 

E04D1/30,603 

松下電工 

二重構造瓦の固定構造 

上部瓦部材瓦基板との間にはｽﾍﾟｰｻｰ部材とこれに係

合される上部固定部材が配置され、また瓦基板底面

には下部固定部材が配置される。そして、上部瓦部

材からの配線用ﾘｰﾄﾞ線が挿通される上部固定部材

は、瓦基板の所定開口部に挿貫され、配線用ﾘｰﾄﾞ線

が引出されたｺﾈｸﾀ端子部を持つ下部固定部材に接続

される。又、上部瓦部材からの配線用ﾘｰﾄﾞ線が下部

固定部材のｺﾈｸﾀ端子部に電気的に接続されるととも

に上部瓦部材と瓦基板とが固定される。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（30/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許3224980 

95.11.24 

H02G3/22 

松下電工 

配線必要部材の固定及び配線構造 

ﾘｰﾄﾞ線通線穴が上下に貫通して形成された筒状胴体

部と、この筒状胴体部から延設され瓦基板表面上に

配置される上部を備え、螺合部が胴体部下部外周面

に形成されている。胴体部下端が瓦基板裏面下方に

突出して配置される固定部材は、上部及び胴体部を

一体としつつ２分割され、結合時に当接する対向面

上に位置決め手段を備えた躯体部から形成される。

ﾘｰﾄﾞ線通線穴は、ﾘｰﾄﾞ線の通線に必要最小限な穴径

にする。 

実用新案3053551 

97.12.19 

E04D13/00 

板鼻 幸作 

江部電気 

 

融雪屋根材及び融雪屋根構造 

蓄熱層上に配置され、金属板葺き用の金属屋根材の

表面に太陽光を電気ｴﾈﾙｷﾞｰに変換する太陽電池ﾓ

ｼﾞｭｰﾙを固着すると共に裏面に太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙに電

気的に接続され薄膜状の電熱材を絶縁材で被覆して

長尺ｼｰﾄ状に形成された発熱ﾋｰﾀを固着し、金属屋根

材、太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙ及び発熱ﾋｰﾀの三部材を一体に

形成することにより、融雪屋根材の敷設作業を容易

にでき、建築現場における敷設作業性を高める。 

特許3072279 

97.12.26 

E04H9/16 

牧江 吉三郎 

 

消雪屋根 

傾斜屋根の上面に、金網若しくはﾊﾟﾝﾁﾝｸﾞﾒﾀﾙ板を断

面逆V形形状に折曲連設成形した複数列の消雪屋根

板を連設することにより、設備費が低廉でﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽ

ﾄのかからない消雪屋根を得る。 

実用新案3080857 

01.03.09 

E04D13/00 

ｱｵﾔｷﾞ 

 

折板屋根融雪ヒータの取付工法 

融雪ﾋｰﾀ底面部と折板屋根の上面部が防水両面ﾃｰﾌﾟ

により接着しており、さらに折板屋根の谷底部にお

いて押さえ鋼板を取付けた上できり付けﾋﾞｽを打ち

込むことで、より強固な取付け状態が得られ、この

時、押さえ鋼板と融雪ﾋｰﾀを防水両面ﾃｰﾌﾟで貼着し

ているために、押さえ鋼板上からきり付けﾋﾞｽを打

ち込んでも、防水両面ﾃｰﾌﾟがきり付けﾋﾞｽを打ち込

んだときにできた孔を塞ぐため、漏水や雨漏りを防

止できる。 

実用新案3082816 

01.06.20 

E04D13/10 

糸川 俊郎 

 

屋根における雪止め兼融雪排水装置 

長尺屋根板を縦に葺いてなる屋根または横に葺いて

なる屋根の表面における軒先部分に、断熱層、排水

部、雪止め部、ﾋｰﾀｰ、第1防水層、第2防水層から構

成された雪止め兼融雪排水装置を設置することによ

り、外壁に設けられた窓、窓手すり、ﾌｰﾄﾞ類、煙突

の有無に拘りなく垂直に取付けることができる。 

実用新案3084147 

01.08.17 

E04D13/00 

ﾀｲﾑｼｽﾃﾑ山形 

 

軒先端部のつらら防止装置 

鉄板葺勾配屋根の軒先端部にｺ字状の長尺支持具を

取付け、ｺ字状支持具の開口部に自己制御機能を有

する紐状ﾋｰﾀｰを挿通して固定することにより、既存

の屋根に簡単な工事で取付け可能で、しかも全く軒

端のみの加熱のため消費電力も少くて済む。 

屋
根
融
雪
技
術 

施
工
性
の
向
上 

屋根消雪用融雪器・ユ

ニットと施工法の改良 

実用新案3086327 

01.11.28 

E04D13/00 

ｱｸｱ工販 

 

融雪装置 

屋根等の融雪面に伝熱性に優れた伝熱ｶﾊﾞｰを取り付

け、この伝熱ｶﾊﾞｰに内蔵する線状の発熱体によって

伝熱ｶﾊﾞｰを加熱させて融雪するように構成したもの

であるから、伝熱ｶﾊﾞｰで線状の発熱体を保護するこ

とによって、発熱体が直接、風雪に晒されることが

無いため、発熱体の耐久性、耐候性に高めることが

できる。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（31/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許2878601 

94.06.23 

E04D3/40 

大同鋼板 

 

屋根パネル及び屋根構造 

ﾊﾟﾈﾙ本体の表側の金属外皮をﾊﾟﾈﾙ本体幅方向に断続

的に突曲させて、表側の金属外皮と断熱材表面との

間にﾊﾟﾈﾙ本体の長さ方向に沿って延びる通路を形成

して屋根ﾊﾟﾈﾙを構成する。複数の屋根ﾊﾟﾈﾙをその長

さ方向が軒棟方向に沿うように屋根下地材上に固定

する。隣接する屋根ﾊﾟﾈﾙの幅方向の両側端部を互い

に接続する。各屋根ﾊﾟﾈﾙの通路を棟部の換気口と軒

部の排気口とに夫々連通させる。 

特許3239035 

95.03.07 

H01L31/042 

ｼｬｰﾌﾟ 

[ 被引用5回 ] 

融雪機能付太陽電池モジュール及び融雪機能付 

太陽光発電システム 

太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙと太陽光発電ｼｽﾃﾑは、それぞれに融

雪機能を設けることにより、太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙの受光

面に付着する雪を溶かして雪が積もらないようにし

てなる融雪機能付太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙ及び太陽光発電ｼｽ

ﾃﾑ。 

特許3418531 

97.10.20 

E04D13/18 

ｽｶｲｱﾙﾐﾆｳﾑ 

 

太陽電池付き屋根板および融雪兼用太陽光発電屋根

融雪と太陽光発電とを共に効率良く行うことができ

ると共に、太陽電池から発生する遠赤外線により、

低ｺｽﾄで融雪出来る太陽電池付き屋根板と融雪兼用

太陽光発電屋根。 

特許2960910 

98.01.19 

E04D13/00 

ﾊﾟﾃﾝﾄ ｹｲｼﾞｰ 

 

融雪シート 

自己温度制御機能を有する面状発熱体の全体を防水

ｶﾊﾞｰで覆い、この防水ｶﾊﾞｰの下端に水溜部材を取り

付けて底部に穴を設けることにより、屋根に雪が積

もるのを防止する。 

実用新案3069998 

99.12.27 

E04D13/00 

新潟ｱﾄﾗｽ, 

板鼻 幸作 

 

太陽電池パネル及びその装置 

太陽光ｴﾈﾙｷﾞを電気ｴﾈﾙｷﾞに変換する太陽電池ｾﾙの表

面に透明な保護ｶﾞﾗｽを積層配置してなり、保護ｶﾞﾗｽ

として透明な二枚のｶﾞﾗｽ材の対向面間に導電材を介

装してなる合わせｶﾞﾗｽを用いることにより、導電材

に商用電力を供給することにより導電材が発熱し、

この熱により保護ｶﾞﾗｽ上の積雪を融かすことができ

ると共に保護ｶﾞﾗｽの表面の結露、凍結を防止するこ

とができる。 

実用新案3074664 

00.07.07 

E01H5/10 

中野 清幸 

 

耐久融雪盤用の伝熱細平板 

適幅と適合した長さの鉄製の平板より成り、放熱管

の外面と同一の円形状にして、中心よりやや深く該

円形の中心間の間隔を15cm～20cm以内に形成し、放

熱管の上部より圧入することにより、冬期間、低温

度の限定された場所に設置する融雪盤体の内部に敷

設された放熱管に連結して伝熱効果を向上させる。

製
造
・
組
立
・
施
工
コ
ス
ト
の
低
減 

屋根消雪用融雪器・ユ

ニットと施工法の改良 

実用新案3084097 

01.06.11 

E04D13/00 

山本 正次 

 

融雪ユニット 

塩ﾋﾞ管の中に、絶縁被覆電気ﾋｰﾀを挿入し、両端を

塞ぎ密閉状態にし、電気配線工事をし、ｽｲｯﾁにより

融雪ﾕﾆｯﾄを動作させることにより、ﾋｰﾀの発熱作用

と塩ﾋﾞ管の断熱保温効果を利用したﾋｰﾀ融雪ﾕﾆｯﾄで

ある。 

屋
根
融
雪
技
術 

運

転

コ

ス

ト

の

低
減 

屋根消雪用融雪器・ユ

ニットと施工法の改良 

特許2597243 

91.03.18 

F24J2/42 

ｵｰｴﾑ研究所 

ｵｰｴﾑｿｰﾗｰ協会 

[ 被引用1回 ] 

ソーラーシステムハウスの融雪方法 

屋根を集熱部とし、この集熱部を集熱ﾎﾞｯｸｽとして

の棟ﾀﾞｸﾄに連通させ、この棟ﾀﾞｸﾄをﾌｧﾝ7内蔵のﾊﾝﾄﾞ

ﾘﾝｸﾞﾎﾞｯｸｽ及び立下りﾀﾞｸﾄを介して蓄熱土間ｺﾝｸﾘｰﾄ

と床ﾊﾟﾈﾙとの間の空気流通空間と連通させ、空気流

通空間から室内への吹出口を設けたｿｰﾗｰｼｽﾃﾑﾊｳｽに

おいて、ﾌｧﾝ7を正逆回転可能とする。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（32/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許2683801 

91.03.22 

E04D3/367 

川上金属工業 

融雪屋根の構造 

家屋内部からの熱及び太陽熱によって積雪を溶かし

積雪を屋根から除去させる。 

特許2552207 

91.04.18 

E04H9/16 

小林 誠一 

 

融雪屋根 

軒側に位置する屋根材の棟側縁部寄り表面と、棟側

縁部寄り裏面との間の空間に、屋根傾斜方向に小径

の貫通長孔を複数穿設した介在体を設けることによ

り、良好な融雪を安価にできるようにする。 

特許2684883 

91.07.19 

E04H9/16 

大林組 

屋根雪の除去方法 

屋根の裏面に、暖気の旋回を促すﾌｧﾝを設ける。積

雪を除去するときには、まず暖気を屋根の裏面に強

制的に送り、積雪の底部に融雪水を含む層を形成さ

せる。その後暖気の供給を一旦停止して融雪水層W

が凍結するのを待つ。凍結後、再度暖気を供給して

凍結層をわずかに融かす。凍結層が屋根雪全体を一

体的に支えているので、わずかの融解で容易に滑り

出す。 

特許2895777 

95.08.11 

E04H9/16 

戸田建設 

ドーム型屋根の除雪装置 

屋根の頂部に、形状記憶合金の伸縮変形で突起の高

さが変化する突起を設けることにより、屋根に積も

る雪を除雪する。 

特許3033815 

95.09.06 

E04D1/30,603 

愛知県陶器瓦工業組合,

ﾄｰｴﾈｯｸ 

融雪瓦を用いた屋根の積雪融解方法 

融雪瓦と一般瓦とをﾓｻﾞｲｸ状に配設し、かつ、融雪

瓦の配設割合を軒側を密に棟側を疎にすると共に、

通電をﾌﾞﾛｯｸ単位に行うことにより、融雪および滑

落の効率化と電力料金の低減を図る。 

特許3273748 

97.08.22 

E04H9/16 

ｵｰｴﾑ研究所 

[ 被引用2回 ] 

融雪方法 

すべてを燃料に頼るものではなく、天候によっては

融雪にかかる熱ｴﾈﾙｷﾞｰの一部を太陽熱ｴﾈﾙｷﾞｰにたよ

ることにより、省ｴﾈで効率良く行うことができるよ

うにする。 

特許3263366 

98.08.07 

F24J2/04 

ｿｰﾗｰｼｽﾃﾑ 

 

ソーラー融雪装置およびその装置の降雪時運転方法

屋根に敷設したｿｰﾗｰﾊﾟﾈﾙをﾎﾞｲﾗを介在させて集熱系

と放熱系に分けて配管接続し、除雪もしくは積雪ｾﾝ

ｻの出力に応じてﾎﾞｲﾗ並びにﾎﾟﾝﾌﾟを作動制御するこ

とにより、ｿｰﾗｰﾊﾟﾈﾙを用いて経済的に屋根の融雪を

行えるようにする。 

運
転
コ
ス
ト
の
低
減 

屋根消雪用融雪器・ユ

ニットと施工法の改良 

実用新案3080270 

01.03.14 

E04H9/16 

荒川施設工業 

 

屋根融雪装置 

室内の窓際に設置され、屋外の空気を吸気し、燃焼

排ｶﾞｽを屋外に排出するFF式暖房機と、FF式暖房機

の吹出口に連結された温風ｶﾊﾞｰに接続され、天井板

を貫通する立ち上がりﾀﾞｸﾄと、立ち上がりﾀﾞｸﾄに一

体に連結され、屋根裏の軒桁と母屋桁との中間に平

行に設置され、多数の噴射口を有する横置きﾀﾞｸﾄと

からなることにより、既存の屋根に簡単に設置でき

る。 

屋
根
融
雪
技
術 

屋
根
上
雪
塊
の

落
雪
防
止 

屋根消雪用融雪器・ユ

ニットと施工法の改良 

実用新案3065733 

99.07.12 

E04D13/00 

影沢 照也 

[ 被引用1回 ] 

屋根融雪装置 

板金加工した三角形状の本体ﾊﾟﾈﾙ内に融雪ﾋｰﾀｰを内

蔵して融雪装置を形成し、これを屋根軒先に取付け

ることによって、屋根上の積雪の落下を防ぐと共に

積極的に融雪を促すことができる。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（33/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

トータルシステムの改

良 

特許3207485 

92.02.20 

E04D1/30,603 

石州川上窯業 

 

屋根瓦の保温或いは熱回収方法 

屋根瓦の各瓦の裏に氷嚢状の温水袋を設けて各温水

袋を一連に繋ぎ、降雪時には温水器で加熱された温

水をﾎﾟﾝﾌﾟにより各温水袋に通す。一方、夏季など

降雪時以外では、冷水を供給して太陽熱によって加

熱された瓦から熱を吸収し、風呂その他給湯装置に

利用する。 

実用新案2553344 

91.03.05 

E04H9/16 

片原 力三 

[ 被引用1回 ] 

消雪屋根 

棟から軒先にかけての屋根の傾斜方向の略中間位置

よりも棟側に、適間隔を保って雪止めが設けてあ

り、中間位置よりも軒先側は屋根の傾斜を急勾配に

形成することにより、消雪のための特別のｺｽﾄを全

く掛けることなく、しかも辛苦な雪下ろし作業をす

ることなく、雪圧による家屋の破損を未然に防止で

きる。 

屋
根
融
雪
技
術 

設
備
的
対
応
に
よ
る
安
全
性
の
向
上 

屋根消雪用融雪器・ユ

ニットと施工法の改良 

特許2984911 

96.01.23 

E04D13/00 

岩田 嘉宣 

六日町ｶﾞｽ 

北越上下水道 

融雪装置付屋根構造 

温水管を配設した温水循環式の融雪装置付屋根構造

において、躯体ｺﾝｸﾘｰﾄ内に温水管を設けて躯体ｺﾝｸ

ﾘｰﾄ上に防水層を積層することにより、水漏れの防

止を図る。 

融
雪
効
率
の
向
上 

ダイナミック運転制御

の改良 

特許2684884 

91.07.19 

E04H9/16 

大林組 

[ 被引用2回 ] 

融雪用暖気の吹出し制御装置 

屋根上に、温度ｾﾝｻを設け、裏にはﾀﾞｸﾄを設ける。

各ﾀﾞｸﾄの吹出口には吹出し方向を変える可動ﾙｰﾊﾞと

吹出し量を変える可動ﾀﾞﾝﾊﾟを備える。融雪用の暖

気の吹出しでは、気象観測により降雪状態をﾓﾆﾀす

ると共に、各温度ｾﾝｻにより屋根面状態をﾓﾆﾀし、そ

れらのﾓﾆﾀﾃﾞｰﾀに基づいて暖気の吹出しを各吹出口

に分配して、暖気分布を屋根雪分布に対応させる。

屋根消雪用融雪器・ユ

ニットと施工法の改良 

特許3362633 

97.03.28 

H02N6/00 

日本電池, 

関西電力, 

園田計器工業 

[ 被引用2回 ] 

太陽電池を使用した融雪装置の制御方法 

ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰを起動後、太陽電池に直流電力を供

給し、直流電力が設定した定電力値になると自動的

に融雪動作を停止することにより、双方向のﾊﾟﾜｰｺﾝ

ﾃﾞｨｼｮﾅｰを簡易に効率良く制御する。 

実用新案2577735 

92.08.18 

E01H5/10 

北海道瓦斯 

ｶﾞｽﾀｰ 

加熱融雪装置 

各加熱領域には地中の温度を検出する温度ｾﾝｻが設

けられており、各温度ｾﾝｻからの温度検出信号に基

づいて各電動ﾊﾞﾙﾌﾞのﾊﾞﾙﾌﾞ動作の制御によって各加

熱領域の加熱温度を設定温度に制御する制御手段が

設けられたので、加熱ｴﾈﾙｷﾞの無駄を取除き、複数

の加熱領域を効率良く加熱制御できる。 

特許2564761 

93.10.25 

E01C11/26 

産業技術総合研究所,

ﾌｼﾞｲ 

 

ロードヒーティング制御方法 

予熱運転を行うか融雪運転のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ時には大きな

電力を供給し、適温到達後は適当な路面温度に維持

するために必要なだけの少ない電力を供給すること

により、融雪運転の高効率化、省ｴﾈﾙｷﾞｰ化を図る。

自
動
融
雪
技
術 

運
転
コ
ス
ト
の
低
減 

ダイナミック運転制御

の改良 

特許2839067 

93.11.30 

E01C11/26 

北海道瓦斯, 

金門製作所 

路面融雪装置の制御方法 

熱源機を停止、又は起動させて、貯湯槽内の温水を

周囲環境（風速、外気温度）に見合った適性温度範

囲内に保つことにより、路面融雪装置のﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ

を低減する。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（34/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

トータルシステムの 

改良 

特許2749559 

96.05.08 

E01H5/10 

関西電力, 

園田計器工業 

[ 被引用2回 ] 

太陽電池を用いた融雪装置の制御方法 

融雪装置の作動を、太陽電池の温度上昇に伴う電流

値を検出して制御し、双方向ｲﾝﾊﾞｰﾀによって発電、

通電を自動的に切り換えることにより、効率的且つ

確実に融雪が行えるようにする。 

 

 

検知・予知精度の改良 特許3044540 

97.11.04 

G01K1/14 

工藤 嘉彦 

屋根、道路等の融雪凍結防止に関する雪氷感知方法

降雪や氷結を熱流密度の変化と温度の変化とから間

接的に感知することにより、ｾﾝｻの損傷、破損を防

ぎﾒﾝﾃﾅﾝｽを不要にする。 

 

 

 

特許2124999 

92.03.05 

E01C11/26 

産業技術総研究所 

ﾌｼﾞｲ 

[ 被引用1回 ] 

融雪装置 

融雪運転のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ時には大きな電力を供給して、

適温到達時間を短縮し、融雪の高速化、高効率化を

図り、適温到達後は適当な路面温度に維持するため

に必要なだけの少ない電力を供給して、省ｴﾈﾙｷﾞｰ化

を図る。 

運
転
精
度
の
向
上 

ダイナミック運転制御

の改良 

特許2840919 

94.07.06 

E01C11/26 

国土交通省 

近畿地方建設局, 

山田技研 

 

降雪融解熱量及び凍結防止熱量の連続計測制御 

一体化装置、及び凍結防止制御方法 

電気発熱体、路盤想定機、断熱機を埋込んだ受雪盤

の対向周囲位置に、雪粒子及び積雪感知光電装置と

水分感知器とを交互に配置する。そして路盤想定機

の表面温度感知器で表面温度を感知して-0°C以下

にならないように発熱体に電力を供給し、この電力

量を熱量の単位ｶﾛﾘｰに換算して路面凍結防止熱量と

する。次に降雪は雪粒子光感知装置で感知し、積雪

は積雪感知光電装置の遮光で感知して発熱体に通電

し降雪を融解する熱量計測で受雪盤を無電状態にす

る。そして凍結防止熱量と降雪熱量の区分は積雪信

号時に供給した電力を降雪熱量とし、表面温度感知

器で計測した表面温度がｰ0°C以下にならないよう

に供給した電力を凍結防止熱量とする。 

 

 

埋設型散水／循環融雪

器本体の改良 

特許2788203 

95.01.13 

E01H5/10 

川本製作所 

 

消雪用ポンプ装置 

電力可変手段から可変速ﾎﾟﾝﾌﾟに供給する電力をｵﾝ･

ｵﾌし、ｵﾝ時間とｵﾌ時間との時間比を降雪強度に応じ

て変化させる時間比設定手段を設けることにより、

消雪すると共に節水を図る。 

 

 

屋根消雪用融雪器・ユ

ニットと施工法の改良 

特許3393191 

97.03.28 

H02N6/00 

日本電池, 

関西電力, 

園田計器工業 

太陽電池を使用した融雪装置の制御方法 

ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰを、一定時間ごとに短時間停止する

かまたは、定電流制御状態になると停止し、太陽電

池の発電出力電圧を確認することにより、予め設定

した値以上であることで、融雪の検出をできるよう

にする。 

 

自
動
融
雪
技
術 

検
知
・
運
転
制
御
精
度
の
向
上 

検知・予知精度の改良 特許2701117 

93.02.19 

G01N27/00 

ｻﾝﾎﾟｯﾄ 

[ 被引用1回 ] 

降雪センサー 

表裏に基板を臨ませたﾍﾟﾙﾁｴ効果素子を、切替えｽｲｯ

ﾁを介して交流電源と直流電圧測定回路とに交互に

切替え自在にすることにより、簡単に降雪を知るこ

とを可能にする 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（35/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

特許3297735 

99.11.15 

G01N21/35 

産業技術総合研究所

北海道 

北海道電力 

 

湿潤度合い判定方法、湿潤度測定方法ならびに 

湿潤度測定装置 

対象物の湿潤度により赤外線吸収が大きく変化する

測定光と、対象物の湿潤度により赤外線吸収が小さ

く変化する参照光とを、湿潤度が異なりかつ氷結度

の異なる複数の対象物ｻﾝﾌﾟﾙに対して照射し、測定

光および参照光の反射光の強度に基づいて対象物ｻﾝ

ﾌﾟﾙの湿潤度をそれぞれ求め、測定光もしくは参照

光の反射光強度を一方の軸にとり、湿潤度を他方の

軸にとって、対象物ｻﾝﾌﾟﾙの反射光の強度および湿

潤度のﾃﾞｰﾀから判定用特性図を形成し、判定を行う

対象物に測定光および参照光を照射して、反射光強

度および湿潤度を求めて、この反射光強度および湿

潤度を、特性図に対応させることによって、対象物

の湿潤度合いを判定する。 

実用新案3069009 

99.11.16 

E04D13/076 

北海ﾊﾞﾈ 

沢山 一博 

 

排水路ヒーター制御用センサ 

縦樋等の通水路に設置され、通水路内の水の有無を

検知する水分ｾﾝｻと、水分ｾﾝｻの検知部近傍に設けら

れ、通水路内の雰囲気温度を検知する温度ｾﾝｻと、

水分ｾﾝｻと温度ｾﾝｻからの信号を受けて、水分を検知

し且つ所定温度より低いとき、排水路に設置した排

水路ﾋｰﾀｰへの後段の通電回路をON制御する制御回路

とから構成することにより、簡単に縦樋等の排水路

の落とし口内部に設置できると共に、省ｴﾈﾙｷﾞｰ化を

可能とする。 

検知・予知精度の改良 

特許3360119 

00.11.22 

G01W1/00 

国土交通省 

国土技術政策総合 

研究所長 

 

路面巡視センサ 

車両に搭載され路面に向けて光を照射する光源と、

路面によって反射された光を空間ﾌｨﾙﾀを介して受光

する受光部とを有する路面ｾﾝｻと、受光した反射光

を電気信号に変換する演算処理部とを有する路面判

別装置において、演算処理部は路面判別部とばらつ

き検出部とを有し、路面判別部は短い距離に基いた

第1の路面検出ﾃﾞｰﾀの検出及び長い距離に基いた第2

の路面検出ﾃﾞｰﾀの検出とを行い、第2の路面検出ﾃﾞｰ

ﾀはﾒﾓﾘ部に一端格納され、この第2の路面検出ﾃﾞｰﾀ

のうち変動途中の検出ﾃﾞｰﾀに基いて、揺らぎ算出を

行い、この揺らぎ算出ﾃﾞｰﾀ状態から表面状態が変化

している途中の路面状態を識別し路面状態を判別す

る。 

特許2549951 

91.05.09 

E01C11/26 

日本地下水開発 

無散水消雪制御方法 

路面に路体温度検知器を設置し、地上に降雪検知器

を設置して無降雪時は路体温度検知器の発する信号

によりｲﾝﾊﾞｰﾀｰがﾎﾟﾝﾌﾟの回転数を制御する。路面内

に埋設した放熱管内に一定温度でわずかな量の流体

を送り、路体が所定温度以上に上昇すると流体を送

ることを停止する。降雪時には降雪検知器の発する

信号によりｲﾝﾊﾞｰﾀｰが降雪量に比例してﾎﾟﾝﾌﾟの回転

数を制御し路面内に埋設した放熱管内に一定温度で

降雪量に応じた量の流体を送って路面上に降る雪を

融かす。 

自
動
融
雪
技
術 

検
知
・
運
転
制
御
精
度
の
向
上 

ダイナミック運転制御

の改良 

特許2843177 

91.08.19 

E01C11/26 

昭和電線電纜 

[ 被引用1回 ] 

ロードヒーティング装置の運転制御方法 

路面上の積雪や水分の有無を検出する路面水分ｾﾝｻ

として、ｾﾝｻ用ﾋｰﾀを備えた第1路面水分ｾﾝｻとｾﾝｻ用

ﾋｰﾀを有しない第2路面水分ｾﾝｻを設ける。第1路面水

分ｾﾝｻ10が｢路面水分:無｣と判定しても、第2路面水

分ｾﾝｻ15が｢路面水分:有｣と判定した場合は、ﾛｰﾄﾞﾋｰ

ﾀを駆動して路面を加熱し、路面の融雪を行なうと

ともに、路面の積雪や水分の凍結を防止する。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（36/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

実用新案2577736 

92.08.18 

E01H5/10 

北海道瓦斯 

ｶﾞｽﾀｰ 

融雪装置 

降雪ｾﾝｻが降雪を感知し、その時の外気温が気温の

基準設定温度よりも低いときには地中加熱の設定温

度を地中の基準設定温度からﾊｲﾚﾍﾞﾙ設定温度に切換

え、地中温度がﾊｲﾚﾍﾞﾙ設定温度に至った以降に地中

の基準設定温度に戻す設定温度切換え部を有するこ

とにより、ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄの低減を図る。 

 

実用新案2577737 

92.08.18 

E01H5/10 

北海道瓦斯 

ｶﾞｽﾀｰ 

融雪装置 

湯の循環管路が敷設され、た加熱領域の地中温度を

検出する地中温度ｾﾝｻと、地中温度ｾﾝｻによって検出

される地中検出温度が判定基準温度以下になったこ

とを条件として装置運転の要請を報知する報知手段

とが設けられていることにより、降雪のｼｰｽﾞﾝ入り

を的確に知って装置運転を行うことができ、ｴﾈﾙｷﾞ

使用の無駄を取り除くことができる。 

 

特許2568152 

92.12.25 

E01H5/10 

ﾈﾎﾟﾝ 

[ 被引用1回 ] 

融雪装置とその運転方法 

降雪の有無だけでなく降雪量をも検知する降雪量ｾﾝ

ｻを用い、それの信号と融雪部の温度ｾﾝｻの信号をｾﾝ

ｻ制御部を介してﾎﾞｲﾗ制御部に供給し、ﾎﾞｲﾗ制御部

はﾊﾞｰﾅ制御部へ信号を送るとともに多段出力の循環

ﾎﾟﾝﾌﾟへ信号を出してどの出力で熱媒を循環ﾎﾟﾝﾌﾟへ

供給するかを制御する。熱媒はほぼ50℃で大量に循

環ﾊﾟｲﾌﾟへ供給され、融雪部はその全域にわたって

平均的に融雪し、熱媒の熱ｴﾈﾙｷﾞｰ浪費を回避する。

 

特許3181426 

93.03.08 

E01C11/26 

昭和電線電纜 

[ 被引用1回 ] 

ロードヒーティング装置 

降雪が検出され、かつ閾値以下の環境温度が検出さ

れた場合、車両が存在しない駐車区画のみのﾛｰﾄﾞﾋｰ

ﾀを動作させることにより、加熱のためのｴﾈﾙｷﾞｰを

節減できるようにする。 

特許3355023 

94.05.09 

G01W1/14 

佐伯 信一 

 

降雪検知装置の出力制御方法 

降雪検知装置にｱｯﾌﾟﾀﾞｳﾝｶｳﾝﾀを設け、そのｶｳﾝﾀに

よってｸﾛｯｸﾊﾟﾙｽをｶｳﾝﾄすることにより、消雪装置を

有効に利用し、無駄なｴﾈﾙｷﾞｰの消費を減らすと共に

より効果的な残雪処理を可能とする。 

 

 

 

特許3074303 

95.11.17 

E01H5/10 

新潟電機 

荏原製作所 

消雪設備運転制御方法及びその装置 

降雪強度値を降雪の含水率の大小により補正するこ

とにより、消雪設備運転のためのｴﾈﾙｷﾞの供給量をｺ

ﾝﾄﾛｰﾙし、消費ｴﾈﾙｷﾞｰを節約する。 

 

 

 

自
動
融
雪
技
術 

検
知
・
運
転
制
御
精
度
の
向
上 

ダイナミック運転制御

の改良 

特許2840576 

95.12.01 

E04D13/00 

ｱｲ電機 

[ 被引用2回 ] 

屋根の消雪装置 

屋根板上に複数の短冊状ﾄﾀﾝ板を密接に横葺きし、

屋根上に雪が積って所定の積雪を検出してﾊｳｼﾞﾝｸﾞ

加熱と屋根裏加熱とを順次行うことにより、必要最

小限の燃料費で完全な消雪を図る。 
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表2.23 主要企業以外の特許・登録実用新案番号一覧表(権利存続中)（37/37） 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称概要 

実用新案3069905 

99.12.22 

E04D13/00 

北海ﾊﾞﾈ 

沢山 一博, 

岩越 睦郎 

 

屋根用融雪ヒーター駆動制御装置 

降雪を検知するとﾘｱﾙﾀｲﾑで融雪を開始すると共に、

軒先から落下する水分を検知することで融雪部分が

乾燥するまでﾋｰﾃｨﾝｸﾞ動作して大きなつららの発生

を阻止するようになり、また融雪作動により上部か

ら雪がずり落ちてきて軒先に雪庇が生じた場合で

も、雪庇を検知して雪庇が大きくなることを阻止す

ることができる。 

検
知
・
運
転
制
御
精
度
の
向
上 

ダイナミック運転制御

の改良 

実用新案3082077 

01.03.12 

E01H5/10 

金山 宏見 

 

無線式融雪制御リモコン 

降雪、外気温、地温、水分等の各ｾﾝｻｰやﾀｲﾏｰで構成

されるか、単独で使用される融雪ｾﾝｻｰの運転の切り

替えを、無線の送受信機により操作する事により、

壁に穴を開ける作業が必要ないのでｺｽﾄの削減にな

り、防水処理の必要がなく、無線送信機を持ち歩い

て、室内外の自由な場所で操作することが出来る。

ダイナミック運転制御

の改良 

特許3170705 

94.09.12 

E01H10/00 

大成ﾛﾃｯｸ 

[ 被引用4回 ] 

路面凍結防止剤または融雪剤の散布装置 

外気温度および路面温度と、降雪状況とを検知する

と共に、予め設定した散布作動ﾃﾞｰﾀに基づいて、固

定式溶液融雪剤散布装置を自動運転制御する。 

特許3105771 

95.10.06 

E01H10/00 

前田製作所 

[ 被引用3回 ] 

凍結防止剤散布装置 

散布機本体は、前面に散布口が開いており、また、

散布時に点滅する警報ﾗﾝﾌﾟを備え、内部には凍結防

止剤を入れたﾎｯﾊﾟｰおよび散布口から凍結防止剤を

散布するための散布ﾕﾆｯﾄが搭載されている。制御装

置のｾﾝｻ部には外気温を測定するｾﾝｻ等が搭載され、

内部には装置の制御部が搭載される。装置は凍結、

積雪が予想される道路の路肩に設置され、手動操

作、あるいは制御装置による自動制御により、凍結

や積雪が予想される時期に凍結防止剤を散布する。

自
動
融
雪
技
術 

凍
結
防
止
性
能
の
改
善 

融雪剤散布方法の改良 

特許2972173 

98.02.17 

E01C11/24 

雪ｾﾝﾀｰ 

日本道路公団 

拓和 

日本無線 

ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ 

 

路面の凍結防止方法および路面情報移動収集 

システム並びに路面凍結防止装置 

観測車を所望の観測位置に移動させて、制御部の制

御により路面状況ｾﾝｻが路面状況を観測し、路面温

度計が路面温度を測り、塩分濃度計が路面塩分濃度

を測って路面情報を収集し、これらの路面情報から

路面が凍結している場合や凍結する恐れがある場合

に、制御部の制御により薬剤散布機が路面凍結防止

剤を散布し路面凍結を防止する。 

 

 

 



３. 主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

3.1 融雪技術全体の技術開発拠点 

3.2 化学的融雪技術の技術開発拠点 

3.3 直接散水融雪技術の技術開発拠点 

3.4 火炎利用融雪技術の技術開発拠点 

3.5 電熱利用融雪技術の技術開発拠点 

3.6 循環パイプ融雪技術の技術開発拠点 

3.7 ヒートパイプ融雪技術の技術開発拠点 

3.8 ヒートポンプ融雪技術の技術開発拠点 

3.9 屋根融雪技術の技術開発拠点 

3.10 自動融雪システム技術の技術開発拠点 
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本章では、1991 年以降出願され 2003 年７月までに公開された融雪技術の特許、実用新

案 2,164 件について、融雪技術全体について上位出願人 20 社を抽出して、公報に記載さ

れている発明者名と住所、居所を整理して、出願人別の技術開発拠点を地図上に示して紹

介する。 

また、個別要素技術毎に主要出願人の技術開発拠点を地図上に示して紹介する。 

なお、発明者住所が外国の場合は国名のみを記載する。 

融雪技術全体と要素技術（化学的融雪、直接散水融雪、無散水融雪、屋根融雪および自

動融雪システム）別に展開するが、無散水融雪技術については、火炎利用、電熱利用、循

環パイプ、ヒートパイプおよびヒートポンプ融雪技術にさらに細分化して示す。 

 

 

３. 主要企業の技術開発拠点 

 

技術導入や売り込み先のアクセス情報の参考に資することを目的とし

て主要企業の技術開発拠点を特許明細書に記されている発明者の住所か

ら調査した。関東、阪神地域とともに、降雪地域を中心とした地方にも

分散している。北海道、東北、甲信越地域の地場企業の活躍が目立つ。 

 

特許流通 

支援チャート
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図3.1に、融雪技術全体に関する主要企業の技術開発拠点を示す。 

表3.1に、融雪技術全体に関する主要企業の技術開発拠点一覧を示す。 

 

 

 

図3.1 融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1 融雪技術全体の技術開発拠点

①⑧⑫-1⑭-1⑱-1⑳-2 
①⑦

⑥

⑦⑯-2⑱-2 

⑤⑯-1 

⑨⑪ 

⑦⑪⑫-1⑳-2 

①②④⑤⑦⑪⑱-1⑳-2 

④⑤⑳-2

④ ⑨ 

⑤ 

⑦ 

⑦ 

③④⑩⑪⑭-2⑳-1 

⑫-2 

⑳-3 

⑳-2 

 
⑪ 

⑪ 

①⑱-1
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表3.1 融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点一覧 

No. 出願人名称 開発拠点（開発者数） 

① フジクラ 東京 

北海道 

秋田 

千葉 

江東区木場1-5-1 ㈱ﾌｼﾞｸﾗ本社内(32) 

千歳市泉沢1007-151 ㈱北海道ﾌｼﾞｸﾗ内(5) 

秋田市御所野湯本5町目1-2 ㈱東北ﾌｼﾞｸﾗ内(3) 

佐倉市六崎1440 ㈱ﾌｼﾞｸﾗ佐倉工場内(1) 

② 古河電気工業 東京 千代田区丸の内2丁目6番1号 古河電気工業㈱本社内(34) 

③ 松下電器産業 大阪 門真市大字門真1006 松下電器産業㈱本社内(20) 

④ クボタ 大阪 

 

 

兵庫 

 

神奈川 

東京 

枚方市中宮大池1丁目1番1号 ㈱ｸﾎﾞﾀ枚方製造所内(8) 

大阪市大正区南恩加島7丁目1番22号 ㈱ｸﾎﾞﾀ恩加島工場内(7) 

大阪市浪速区梅津東1-2-47 ㈱ｸﾎﾞﾀ本社内(1) 

尼崎市大浜町2丁目26番地 ㈱ｸﾎﾞﾀ武庫川製造所内(3) 

尼崎市浜1-1-1 ㈱ｸﾎﾞﾀ技術開発研究所内(1) 

小田原市酒匂7丁目6番1号 ㈱ｸﾎﾞﾀ小田原工場内(3) 

中央区日本橋宝町3丁目3番2号 ㈱ｸﾎﾞﾀ東京本社内(2) 

⑤ 三菱電機 兵庫 

岐阜 

東京 

群馬 

神戸市兵庫区和田崎町1丁目1番2号 三菱電機㈱神戸製作所内(9) 

中津川市駒場1番3号 三菱電機㈱中津川製作所内(7) 

千代田区丸の内2丁目2版3号 三菱電機㈱本社内(6) 

新田郡尾島町大字岩松800番地 三菱電機㈱群馬製作所内(3) 

⑥ ｱｲｼﾞｰ技術研究所 山形 東根市大字蟹沢字上縄目1816-12 ㈱ｱｲｼﾞｰ技術研究所本社内(12) 

⑦ 東日本旅客鉄道 東京 

 

新潟 

宮城 

岩手 

埼玉 

秋田 

千代田区丸の内1-6-5 東日本旅客鉄道㈱内(14) 

渋谷区代々木2-2-2 東日本旅客鉄道㈱本社内(13) 

新潟市花園1-1-1 東日本旅客鉄道㈱新潟支社機械技術ｾﾝﾀｰ内(11) 

仙台市青葉区五橋1-1-1 東日本旅客鉄道㈱東北地域本社内(6) 

盛岡市盛岡駅前通り1-41 東日本旅客鉄道㈱盛岡支社内(4) 

さいたま市大宮区錦町630 東日本旅客鉄道㈱大宮支社内(2) 

秋田市中通7-1-1 東日本旅客鉄道㈱秋田支社内(1) 

⑧ 加茂 芳秋 北海道 岩見沢市大和二条3-30(1) 

⑨ 日立電線 茨城 

 

 

 

 

 

愛知 

日立市日高町5丁目1番1号 日立電線㈱日高工場内(7) 

日立市日高町5丁目1番1号 日立電線㈱ﾊﾟﾜｰｼｽﾃﾑ研究所(7) 

土浦市木田余町3550番地 日立電線㈱土浦工場内(4) 

日立市日高町5丁目1番1号 日立電線㈱ｵﾌﾟﾄﾛｼｽﾃﾑ研究所内(4) 

日立市日高町5丁目1番1号 日立電線㈱総合技術研究所(2) 

日立市川尻町4丁目10番1号 日立電線㈱豊浦工場内(3) 

名古屋市中村区名駅1-1-4 ｾﾝﾄﾗﾙﾀﾜｰｽﾞ36F 日立電線㈱中部支店内(1) 

⑩ 三洋電機 大阪 守口市京阪本通2丁目5番5号 三洋電機㈱本社内(22) 

⑪ 積水化学工業 滋賀 

 

埼玉 

東京 

大阪 

茨城 

京都 

栗東市野尻75 積水化学工業㈱滋賀栗東工場内(9) 

犬上郡豊郷町高野瀬193-1 積水ｴﾌ･ｴﾌ･ﾕｰ工業㈱内(2) 

朝霞市根岸台3-15-1 積水化学工業㈱東京工場内(4) 

港区虎ﾉ門3-4-7 積水化学工業㈱内(4) 

三島郡島本町百山2-1 積水化学工業㈱水無瀬研究所内(3) 

つくば市和台32 積水化学工業㈱先端技術研究所(1) 

京都市南区上鳥羽上調子町2-2 積水化学工業㈱京都研究所内(1) 

⑫-1 ﾎﾞｯｼｭ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ 

 ｼｽﾃﾑ 

埼玉 

北海道 

東松山市箭弓町3-13-26㈱ﾎﾞｯｼｭ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ｼｽﾃﾑ東松山第一工場内（8） 

札幌市中央区北4条東2-8-2ﾏﾙｲﾄ北4条ﾋﾞﾙ7F 札幌事務所内（3） 

⑫-2 高橋 敬 岡山 倉敷市阿知1-14-16（2） 

⑭-1 ヒルコ 北海道 札幌市白石区米里3条2-5-6 ㈱ﾋﾙｺ内(1) 

⑭-2 住友電気工業 大阪 大阪市此花区島屋1-1-3 住友電気工業㈱大阪製作所内（11） 

泉南郡熊取町大字野田950番地 住友電気工業㈱熊取製作所内（1） 

⑯-1 サンデン 群馬 伊勢崎市寿町20 ｻﾝﾃﾞﾝ㈱内(11) 

⑯-2 浅野金属工業 新潟 三条市大字月岡2866 浅野金属工業㈱内(4) 

⑱-1 出光興産 千葉 

北海道 

東京 

袖ヶ浦市上泉1280 出光興産㈱中央研究所内(7) 

札幌市中央区北三条東二丁目2-38 出光興産㈱北海道支店内(1) 

千代田区丸の内3-1-1 出光興産㈱内(1) 

⑱-2 北越消雪機械工業 新潟 新潟市南笹口2-7-32 北越消雪機械工業㈱内(6) 

⑳-1 ニチフ端子工業 大阪 鶴見区鶴見1-3-58 ﾆﾁﾌ端子工業㈱内(3) 

⑳-2 三菱電線工業 兵庫 

和歌山 

北海道 

埼玉 

東京 

伊丹市池尻4-3 三菱電線工業㈱伊丹製作所内(10) 

有田市箕島663 三菱電線工業㈱箕島製作所内(3) 

札幌市中央区北2条西4-1 北海道ﾋﾞﾙ三菱電線北海道支店内(3) 

熊谷市新堀1008 三菱電線工業㈱熊谷製作所内(1) 

千代田区丸の内3-4-1 三菱電線工業㈱東京事務所内(1) 

⑳-3 洲澤 昭己 広島 三次市向江田町4252-2 ミサワ環境技術㈱内（1） 
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図3.2に、化学的融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点を示す。 

表3.2に、化学的融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点一覧を示す。 

 

 

図3.2 化学的融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 化学的融雪技術の技術開発拠点

④ 

⑤-3⑧-1⑧-3 

①-1⑤-1⑧-2 

 ⑤-2

⑤-2⑪-3 

①-1①-2⑪-2

③ 

⑪-3

①-2⑪-5 

①-1⑤-2⑪-3

⑪-4 

⑪-4 

ドイツ ：⑪-1 
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表3.2 化学的融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点一覧 

No. 出願人名称 開発拠点（開発者数） 

①-1 ダイセル化学工業 兵庫 

東京 

新潟 

姫路市網干区新在家1239 ﾀﾞｲｾﾙ化学工業㈱総合研究所内(8) 

千代田区霞が関3-2-5 ﾀﾞｲｾﾙ化学工業㈱東京本社内(1) 

新井市新工町1-1 ﾀﾞｲｾﾙ化学工業㈱新井工場内(1) 

①-2 範多機械 大阪 

新潟 

大阪市西淀川区竹島5-6-34 範多機械㈱竹島工場内(6) 

新潟市青山2丁目8番10号･村山ﾋﾞﾙ 範多機械㈱新潟事務所内(2) 

③ エムアイテック 長野 上伊那郡箕輪町大字中箕輪10500-26 ｴﾑｱｲﾃｯｸ㈱本社内(8) 

④ 徳山曹達 山口 周南市御影町1-1 徳山曹達㈱徳山製造所内(5) 

⑤-1 古河電気工業 東京 千代田区丸の内2-6-1 古河電気工業㈱本社内(9) 

⑤-2 新明和工業 兵庫 

栃木 

神奈川 

宝塚市新明和町1-1 新明和工業㈱本社内(4) 

佐野市栄町2 新明和工業㈱栃木工場内(4) 

横浜市鶴見区尻手3-2-43 新明和工業㈱神奈川営業所内(2) 

⑤-3 日本除雪機製作所 北海道 札幌市手稲区稲穂3条6-4-38 日本除雪機製作所㈱本社内(10) 

⑧-1 ソリトン コム 北海道 札幌市中央区円山西町9丁目5番5号 ｿﾘﾄﾝ ｺﾑ㈱本社内(10) 

⑧-2 日本電信電話 東京 新宿区西新宿3-19-2 日本電信電話㈱本社内(8) 

⑧-3 北海道曹達 北海道 苫小牧市沼ﾉ端134番地122 北海道曹達㈱本社内 

⑪-1 クラリアント 外国 ﾄﾞｲﾂ(6) 

⑪-2 国土交通省 

北陸地方建設局長 

新潟 新潟市白山浦1-425-2 国土交通省北陸地方建設局内(6) 

西鎌原郡黒埼町大字山田字堤付2310-5 

 国土交通省北陸地方建設局北陸技術事務所内(3) 

⑪-3 三菱重工業 兵庫 

神奈川 

 

愛知 

高砂市荒井町新浜2-1-1 三菱重工業㈱高砂研究所内(7) 

横浜市金沢区幸浦1-8-1 三菱重工業㈱横浜研究所内(3) 

相模原市田名3000 三菱重工業㈱相模原製作所内(2) 

名古屋市中村区岩塚町字高道1 三菱重工業名古屋研究所内(1) 

⑪-4 積水樹脂 滋賀 

京都 

蒲生郡竜王町大字鏡字谷田731-1 積水樹脂㈱(2) 

宇治市小倉町山際80-6(1) 

⑪-5 ＴＣＭ 大阪 大阪市西区京町掘1-15-10 TCM㈱本社内(7) 
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図3.3に、直接散水融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点を示す。 

表3.3に、直接散水融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点一覧を示す。 

 

 

 

図3.3 直接散水融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3.3 直接散水融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点一覧 

No. 出願人名称 開発拠点（開発者数） 

① 浅野金属工業 新潟 三条市月岡2866 浅野金属工業㈱本社内(4) 

② 北越消雪機械工業 新潟 新潟市南笹口2-7-32 北越消雪機械工業㈱本社内(6) 

③ ユーテック 新潟 南蒲原郡田上町大字川船河甲1377-139 ㈱ﾕｰﾃｯｸ本社内(1) 

④ 竹内 岑男 新潟 西蒲原郡岩室村大字可能6335(1) 

⑤ 不二興業 新潟 燕市大字長所甲37-1 不二興業㈱内(1) 

⑥ 山大機電 青森 青森市大字浜田字豊田85-1 山大機電㈱内(1) 

3.3 直接散水融雪技術の技術開発拠点

⑥ 
①②③④⑤
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図3.4に、火炎利用融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点を示す。 

表3.4に、火炎利用融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点一覧を示す。 

 

 

図3.4 火炎利用融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3.4 火炎利用技術に関する主要企業の技術技術開発拠点一覧 

No. 出願人名称 開発拠点（開発者数） 

① 加茂 芳秋 北海道 岩見沢市大和二条3-30(1) 

② ﾎﾞｯｼｭ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ｼｽﾃﾑ 北海道 

埼玉 

札幌市中央区北4条東2-8-2ﾏﾙｲﾄ北4条ﾋﾞﾙ7F 札幌事務所内(3) 

東松山市箭弓町3-13-26 東松山第一工場内(8) 

③ ヒルコ 北海道 札幌市白石区米里3条2-5-6号 ㈱ﾋﾙｺ本社内(1) 

④-1 ヒルコ北海道 北海道 札幌市白石区米里3条2-5-6号 ﾋﾙｺ北海道㈱本社内(2) 

④-2 昭和鉄工 福岡 糟屋郡宇美町大字宇美字大谷3351-8 昭和鉄工㈱宇美工場内(4) 

⑥-1 ヤマヒサ 大阪 大阪市北区万歳町3-25 ㈱ﾔﾏﾋｻ本社内(3) 

⑥-2 藤正丸二物産 北海道 札幌市北区13条西3-2 ㈱藤正丸二物産内(1)  

3.4 火炎利用融雪技術の技術開発拠点

①②③④-1 

⑥-2 

② 

 

 

⑥-1 

④-2 
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図3.5に、電熱利用融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点を示す。 

表3.5に、電熱利用融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点一覧を示す。 

 

 

図3.5 電熱利用融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3.5 電熱利用技術に関する主要企業の技術開発拠点一覧 

No. 出願人名称 開発拠点（開発者数） 

① 松下電器産業 大阪 門真市大字門真1006 松下電器産業㈱本社内（13） 

② 古河電気工業 東京 千代田区丸の内2-6-1 古河電気工業㈱本社内（22） 

③ 東日本旅客鉄道 東京 

 

新潟 

秋田 

渋谷区代々木2-2-2 東日本旅客鉄道㈱本社内（9） 

千代田区丸の内1-6-5 東日本旅客鉄道㈱内（8） 

新潟市花園1-1-1 東日本旅客鉄道㈱新潟支社内（7） 

秋田市中通7-1-1 東日本旅客鉄道㈱秋田支社内(1) 

④ 住友電気工業 大阪 大阪市此花区島屋1-1-3 住友電気工業㈱大阪製作所内（11） 

泉南郡熊取町大字野田950番地 住友電気工業㈱熊取製作所内（1） 

⑤ 日立電線 茨城 日立市日高町5-1-1 日立電線㈱ﾊﾟﾜｰｼｽﾃﾑ研究所内(5) 

日立市日高町5-1-1 日立電線㈱日高工場内(4) 

土浦市木田余町3550番地 日立電線㈱土浦工場内(4) 

日立市川尻町4丁目10番1号 日立電線㈱豊浦工場内(3) 

日立市日高町5-1-1 日立電線㈱総合技術研究所内(2) 

⑥ ニチフ端子工業 大阪 大阪市鶴見区鶴見1-3-58 ㈱ﾆﾁﾌ端子工業本社内(3) 

⑦-1 出光興産 千葉 

北海道 

袖ヶ浦市上泉1280 出光興産㈱中央研究所内(7) 

札幌市中央区北三条東二丁目2-38 出光興産㈱北海道支店内(1) 

⑦-2 積水化成品工業 奈良 

茨城 

天理市森本町670 積水化成品工業㈱総合研究所内(7) 

猿島郡総和町下辺見1336-2 積水化成品工業㈱関東工場内(2) 

⑨-1 栗本鉄工所 大阪 大阪市西区北堀江1-12-19 ㈱栗本鉄工所本社内 

⑨-2 三菱電機 東京 

兵庫 

群馬 

千代田区丸の内2-2-3 三菱電機㈱本社内（5） 

神戸市兵庫区和田崎町1-1-2 三菱電機㈱神戸製作所内（4） 

新田郡尾島町大字岩松800 三菱電機㈱群馬製作所内（3） 

⑪ 新陽社 東京 

 

宮城 

調布市上石原3-58-5 ㈱新陽社内(3) 

渋谷区東1-30-1 ㈱新陽社本社内(3) 

仙台市青葉区中央4-8-17 ㈱新陽社仙台支店内(1) 

3.5 電熱利用融雪技術の技術開発拠点

⑨-2

 

⑦-1 

②③⑨-2⑪ 

①④⑥⑨-1 

③

⑦-2 

 
⑨-2

⑤⑦-2 

⑦-1 

③

⑪ 
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図3.6に、循環パイプ融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点を示す。 

表3.6に、循環パイプ融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点一覧を示す。 

 

 

図3.6 循環パイプ融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3.6 循環パイプ融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点一覧 

No. 出願人名称 開発拠点（開発者数） 

① 三洋電機 大阪 守口市京阪本通2丁目5番5号 三洋電機㈱本社内(13) 

② クボタ 大阪 

 

神奈川 

枚方市中宮大池1-1-1 ㈱ｸﾎﾞﾀ枚方製造所内(8) 

大阪市大正区南恩加島7丁目1番22号 ㈱ｸﾎﾞﾀ恩加島工場内(5) 

小田原市酒匂7-6-1 ㈱ｸﾎﾞﾀ小田原工場内(3) 

③ 洲澤 昭己 広島 三次市向江田町4252-2 ﾐｻﾜ環境技術㈱内(1) 

④ 積水化学工業 滋賀 

京都 

栗東市野尻75 積水化学工業㈱滋賀栗東工場内(6) 

京都市南区上鳥羽上調子町2-2 積水化学工業㈱京都研究所内(1) 

⑤ サンデン 群馬 伊勢崎市寿町20 ｻﾝﾃﾞﾝ㈱本社内(5) 

⑥ 興和 新潟 新潟市新光町6-1 ㈱興和本社内(15) 

⑦-1 パテイネ商会 東京 豊島区巣鴨2-6-1 ㈱ﾊﾟﾃｲﾈ商会本社内(1) 

⑦-2 上山 博明 北海道 札幌市中央区北2条13-1-7 

⑦-3 フジクラ 東京 

北海道 

秋田 

江東区木場1-5-1 ㈱ﾌｼﾞｸﾗ本社内(9) 

千歳市泉沢1007-151 ㈱北海道ﾌｼﾞｸﾗ内(3) 

秋田市御所野湯本5-1-2 ㈱東北ﾌｼﾞｸﾗ内(2) 

⑦-4 日本地下水開発 山形 山形市大字松原777 日本地下水開発㈱本社内(11) 

⑦-5 日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ 茨城 日立市幸町3-2-2 ㈱日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ内(3) 

3.6 循環パイプ融雪技術の技術開発拠点

④ 

⑦-2⑦-3 

④ 

⑦-3

⑦-4

③ 

⑥
⑤ 

⑦-1⑦-3 

② 

①② 

⑦-5 
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図3.7に、ヒートパイプ融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点を示す。 

表3.7に、ヒートパイプ融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点一覧を示す。 

 

 

図3.7 ヒートパイプ融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3.7 ヒートパイプ融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点一覧 

No. 出願人名称 開発拠点（開発者数） 

① フジクラ 東京 

北海道 

秋田 

江東区木場1-5-1 ㈱ﾌｼﾞｸﾗ本社内(24) 

千歳市泉沢1007-151 ㈱北海道ﾌｼﾞｸﾗ内(5) 

秋田市御所野湯本5-1-2 ㈱東北ﾌｼﾞｸﾗ内(2) 

② 三菱電機 兵庫 

東京 

神戸市兵庫区和田崎町1-1-2 三菱電機㈱神戸製作所内(8) 

千代田区丸の内2-2-3 三菱電機㈱本社内(1) 

③ 東日本旅客鉄道 東京 

 

新潟 

岩手 

宮城 

渋谷区代々木2-2-2 東日本旅客鉄道㈱本社内(4) 

千代田区丸の内1-6-5 東日本旅客鉄道㈱内(4) 

新潟市花園1-1-1 東日本旅客鉄道㈱新潟支社内(6) 

盛岡市盛岡駅前通り1-41 東日本旅客鉄道㈱盛岡支社内(3) 

仙台市青葉区五橋1-1-1 東日本旅客鉄道㈱東北地域本社内(1) 

④ 北芝電機 福島 福島市松川町字天王原9 北芝電気㈱本社内(3) 

⑤ 産業技術総合研究所 茨城 つくば市並木1-2 産業技術総合研究所内(1) 

⑥-1 興和 新潟 新潟市学校町通2-5295 ㈱興和内(4) 

⑥-2 国土交通省  

北陸地方建設局長 

新潟 新潟市白山浦1-425-2 国土交通省北陸地方建設局(4) 

 

⑥-3 江川工業 群馬 太田市別所350 江川工業㈱内(1) 

⑥-4 新冷工業 新潟 新潟市江南1-2-2 新冷工業㈱内(1) 

⑥-5 渡辺組 東京 港区南麻布1-18-4 ㈱渡辺組内(1) 

⑥-6 東北電力 宮城 仙台市青葉区中山7-2-1 東北電力㈱応用技術研究所内(2) 

⑥-7 日本軌道工業 東京 新宿区西新宿1-21-1 日本軌道工業㈱内(3) 

3.7 ヒートパイプ融雪技術の技術開発拠点

①②③⑥-5⑥-7 

⑤ 

① ①

③⑥-1⑥-2⑥-4

③ 

③⑥-6 

④ 

⑥-3

② 
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図3.8に、ヒートポンプ融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点を示す。 

表3.8に、ヒートポンプ融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点一覧を示す。 

 

 

図3.8 ヒートポンプ融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3.8 ヒートポンプ融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点一覧 

No. 出願人名称 開発拠点（開発者数） 

① クボタ 大阪 枚方市中宮大池1-1-1 ㈱ｸﾎﾞﾀ枚方製造所内(4) 

②-1 洲澤 昭己 広島 三次市向江田町4252-2 ﾐｻﾜ環境技術㈱内(1) 

②-2 前川製作所 東京 

茨城 

江東区牡丹2-13-1 ㈱前川製作所本社内(9) 

守谷市立沢2000番地 ㈱前川製作所内(1) 

④ 石川島播磨重工業 東京 

 

江東区豊洲3-2-16 石川島播磨重工業㈱豊洲総合事務所内(3) 

江東区毛利1-19-10 石川島播磨重工業㈱江東事務所内(1) 

⑤-1 金門製作所 東京 板橋区志村1-2-3 ㈱金門製作所本社内(4) 

⑤-2 東北電力 宮城 仙台市青葉区一番町3-7-1 東北電力㈱本店内(4) 

⑤-3 日本地下水開発 山形 山形市大字松原777 日本地下水開発㈱本社内(2) 

⑤-4 日立造船 大阪 大阪市此花区西九条5-3-28 日立造船㈱内 

⑤-5 北海道瓦斯 北海道 札幌市中央区北4条5-373 北海道瓦斯㈱本社内(3) 

3.8 ヒートポンプ融雪技術の技術開発拠点

⑤-5 

①⑤-4 

⑤-3

②-2 

②-2④⑤-1 

②-1

⑤-2 
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図3.9に、屋根融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点を示す。 

表3.9に、屋根融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点一覧を示す。 

 

 

図3.9 屋根融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3.9 屋根融雪技術に関する主要企業の技術開発拠点一覧 

No. 出願人名称 開発拠点（開発者数） 

① アイジー技術研究所 山形 東根市大字蟹沢字上縄目1816-12 ㈱ｱｲｼﾞｰ技術研究所内(12) 

② 高橋 敬 岡山 倉敷市阿知1-14-16(1) 

③ 大林組 東京 清瀬市下清戸4-640 ㈱大林組技術研究所内(13) 

④-1 ミサワホーム 東京 杉並区高井戸東2-4-5 ﾐｻﾜﾎｰﾑ㈱本社内(10) 

④-2 松下電工 大阪 門真市大字門真1048 松下電工㈱本社内(11) 

④-3 

 

積水化学工業 埼玉 

滋賀 

茨城 

京都 

朝霞市根岸台3-15-1 積水化学工業㈱東京工場内(4) 

栗東市野尻75 積水化学工業㈱滋賀栗東工場内(2) 

つくば市和台32 積水化学工業㈱先端技術研究所(1) 

京都市南区上鳥羽上調子町2-2 積水化学工業㈱京都研究所内(1) 

⑦-1 石川島播磨重工業 東京 江東区豊洲3-2-16 石川島播磨重工業豊洲総合事務所内(7) 

⑦-2 大和ハウス工業 大阪 大阪市北区梅田三丁目3番5号 大和ﾊｳｽ工業㈱本店内(2) 

⑨-1 ナショナル住宅産業 大阪 豊中市新千里西町1-1-4 ﾅｼｮﾅﾙ住宅産業㈱内(3) 

⑨-2 坂口 祥子 埼玉 三郷市彦成3-8-25-103(1) 

⑨-3 山本製作所 山形 天童市大字老野森404 ㈱山本製作所内(4) 

⑨-4 出光興産 北海道 

千葉 

札幌市中央区北三条東二丁目2-38 出光興産㈱北海道支店内(1) 

袖ヶ浦市上泉1280 出光興産㈱中央研究所内(2) 

⑨-5 東陶機器 福岡 北九州市小倉北区中島2-1-1 東陶機器㈱本社内(3) 

⑨-6 柳 雄一 新潟 中魚沼郡川西町大字山野田29(1) 

 

3.9 屋根融雪技術の技術開発拠点

⑨-4 

⑨-2④-3 ④-3 

⑨-6

④-2⑦-2⑨-1

④-3 

⑨-4 

③④-1⑦-1 

②

④-3 

⑨-5 

①⑨-3 
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図3.10に、自動融雪システム技術に関する主要企業の技術開発拠点を示す。 

表3.10に、自動融雪システム技術に関する主要企業の技術開発拠点一覧を示す。 

 

図3.10 自動融雪システム技術に関する主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3.10 自動融雪システム技術に関する主要企業の技術開発拠点一覧 

No. 出願人名称 開発拠点（開発者数） 

①-1 古河電気工業 東京 千代田区丸の内2-6-1 古河電気工業㈱本社内(12) 

①-2 日立電線 茨城 日立市日高町5-1-1 日立電線㈱ﾊﾟﾜｰｼｽﾃﾑ研究所内(7) 

日立市日高町5-1-1 日立電線㈱ｵﾌﾟﾄﾛｼｽﾃﾑ研究所内(4) 

日立市日高町5-1-1 日立電線㈱日高工場内(3) 

土浦市木田余町3550番地 日立電線㈱土浦工場内(3) 

日立市川尻町4丁目10番1号 日立電線㈱豊浦工場内(1) 

③ 松下電器産業 大阪 門真市大字門真1006 松下電器産業㈱本社内(10) 

④-1 サンデン 群馬 伊勢崎市寿町20 ｻﾝﾃﾞﾝ㈱本社内(5) 

④-2 三菱電線工業 北海道 

 

兵庫 

東京 

埼玉 

札幌市中央区北二条西4-1北海道ﾋﾞﾙ  

三菱電線工業㈱北海道支店内(3) 

伊丹市池尻4-3 三菱電線工業㈱伊丹製作所内(2) 

千代田区丸の内3-4-1 三菱電線工業㈱東京事務所内(1) 

熊谷市新堀1008 三菱電線工業㈱熊谷製作所内(1) 

④-3 昭和電線電纜 神奈川 川崎市川崎区小田栄2-1 昭和電線電纜㈱本社内(2) 

⑦-1 東京電力 東京 

神奈川 

千代田区内幸町1-1-3 東京電力㈱本社内(1) 

横浜市鶴見区江ヶ崎町4-1 東京電力㈱電力技術研究所内(1) 

⑦-2 北海道瓦斯 北海道 札幌市中央区北4条5-373 北海道瓦斯㈱本社内(4) 

⑨-1 沖電気工業 東京 港区虎ﾉ門1-7-12 沖電気工業㈱本社内(4) 

⑨-2 北海バネ 北海道 小樽市銭函2-54-8 北海ﾊﾞﾈ㈱本社内(4) 

⑨-3 北海道電力 北海道 江別市対雁2-1 北海道電力㈱総合研究所(8) 

⑨-4 北日本電線 宮城 仙台市太白区郡山1-2-1 北日本電線㈱内(6) 

 

3.10 自動融雪システム技術の技術開発拠点

④-2⑦-2 

⑨-2⑨-3 

③ 

④-1 ④-2 

①-2 

①-1④-2⑦-1⑨-1 

④-3⑦-1 

④-2 

⑨-4
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資料１．ライセンス提供の用意のある特許 

 
融雪技術に関連する技術で、ライセンス提供の用意のある特許、実用新案を、特許流通

データベース（独立行政法人工業所有権総合情報館のホームページで無料提供：

URL:http://www.ncipi.go.jp）によるキーワード検索（融雪 OR 消雪）で抽出された中か

ら融雪技術に関連するもの 32 件を選別したリストを以下に示す。 

 
融雪技術分野のライセンス提供のある特許、実用新案リスト（1/3） 

No ライセンス番号 

特許番号 

出願日 

特許権者 

発明の名称 

1 L1999003945 特許 1639371 

86.01.22 

産業技術総合研究所 

融雪・凍結防止装置 

2 

 

 

L1999010656 特許 1708274 

86.11.26 

産業技術総合研究所 

熱伝達装置 

3 L2001001060 特許 2821570 

95.05.19 

農林水産省 

北陸農業試験場長 

融雪型ガス吸収方法及び装置 

4 L2001002364 特許 2607695 

89.09.08 

日立製作所 

自動融雪装置 

5 L2001003875 特許 1633373 

88.12.28 

島根県 

天然砂鉄原料を用いた面発熱皮膜の形成方法 

6 L2001003884 特許 2008370 

87.11.13 

島根県 

融雪瓦 

7 L2001003964 特許 1863006 

85.10.18 

新ｴﾈﾙｷﾞｰ･産業技術 

総合開発機構 

長距離地熱輸送方法 

8 L2001004785 特許 1734731 

85.11.08 

松下電器産業 

融雪装置 

9 L2001006910 特許 3011494 

91.08.06 

三洋電機 

融雪装置 

10 L2002002749 特許 3229290 

99.04.30 

山根自動車整備工場 

地下融雪壕 

11 L2002006349 特許 2961436 

90.09.12 

積水ﾊｳｽ 

融雪屋根構造 

12 L2002008593 特許 3263366 

98.08.07 

ソーラーシステム 

ソーラー融雪装置およびその装置の降雪時 

運転方法 

13 L2002008709 特許 2614014 

94.02.25 

新興製作所 

滑雪装置 
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融雪技術分野のライセンス提供のある特許、実用新案リスト（2/3） 

No ライセンス番号 

特許番号 

出願日 

特許権者 

発明の名称 

14 L2002009618 特許 2073030 

93.08.11 

北海道 

融雪剤を道路表面に供給する方法および装置 

15 L2002011741 特許 3336382 

99.10.27 

産業技術総合研究所 

融解・凝固装置 

16 L2002012181 特願 2000-270983 

00.09.07 

北海道ﾃｨｰ･ｴﾙ･ｵｰ 

撹拌装置および融雪装置 

17 L2003000138 特願 2000-264873 

00.09.01 

池田信夫 

遠赤外線発生体 

18 L2003000160 特願平 08-290435 

96.10.31 

細川 聖 

路面消雪用散水ノズル 

19 L2003001127 特許 3163541 

99.01.12 

産業技術総合研究所 

三信鉱工 

中小企業総合事業団 

埋設用シート状電気発熱体及びその製造方法 

20 L2003001998 特願 2001-207150 

01.07.09 

日新総合建材 

太陽発電システム 

21 L2003002025 特願 2000-240579 

00.08.09 

日新総合建材 

太陽発電システム 

22 L2003003877 特許 2567350 

94.07.01 

上山 博明 

対流循環融雪装置 

23 L2003003878 特願平 08-271482 

96.09.19 

上山 博明 

対流循環融雪装置 

24 L2003003879 特許 3089400 

97.04.04 

上山 博明 

対流循環融雪装置 

25 L2003003880 特許 3355396 

98.11.11 

上山 博明 

対流循環融雪装置 

26 L2003003881 特許 3355397 

98.11.18 

上山 博明 

対流循環融雪装置 

27 L2003003882 特許 3396843 

99.11.09 

上山 博明 

天然エネルギーを利用する多目的複合装置と 

その使用方法 

28 L2003005422 特願 2002-236208 

02.08.14 

三五 慎也 

簡易融雪マット 

29 L2003006105 実用新案 2516318 

91.02.14 

昭和電工 

消雪パネル 

30 L2003006147 特許 2899728 

91.01.11 

昭和電工 

水平置き用平板状ヒートパイプ 
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融雪技術分野のライセンス提供のある特許、実用新案リスト（3/3） 

No ライセンス番号 

特許番号 

出願日 

特許権者 

発明の名称 

31 L2003009932 特許 3422793 

02.10.07 

ﾎｸｽｲ設計ｺﾝｻﾙ 

廃熱利用型融雪乾燥システム 

32 L2003009997 特許 3417940 

02.08.05 

上山 博明 

路面凍結防止ブロックおよびこれを用いた 

ブロック路面 
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